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序章 課題と方法 

第 1節 研究の背景と問題意識 

日本の酪農経営は，戦後，国策として大規模集約化を図ることで効率性を追求し，生乳流

通においても徹底した管理と合理化を推進してきた。これにより，日持ちしない生乳を効率

的に処理，流通し，牛乳の安定供給と低価格化を実現してきた。しかし，その一方で，農地

の少ない日本で飼養規模を拡大するために，輸入飼料に依存した「加工型畜産」が普及した

ことによって，国際的な飼料価格高騰による経営の不安定化や食料自給率の低下，消費者に

とっての食安全性への不安，牛舎での多頭飼育による家畜糞尿処理の作業負担と環境負荷，

アニマルウェルフェア（動物福祉）問題といった多くの面で課題を抱えることになった。ま

た，生乳の流通・加工過程においては，複数の酪農経営の生乳が合乳されて効率的な集乳が

行われ，ホモジナイズド・超高温瞬間殺菌（UHT）という高効率の処理を行うことで低価格

で消費期限の長い牛乳の供給が可能となったが，その一方で，こうした生乳流通の合理化徹

底が個々の酪農経営による差別化を難しくしている。その上，牛乳市場では，欧米で食味的

に評価の低いとされる超高温殺菌牛乳が 9 割超を占めるという特異な広がりを見せ，日本

の消費者の多くは「牛乳が本来持つおいしさ」を知ることのないまま，牛乳の製法や風味の

違いにはほとんど関心を示さず，特売品として店頭に並べられた量販商品を無造作に手に

取るという光景が日常となっている。 

ところが，近年，環太平洋パートナーシップに関する包括的及び先進的な協定（以下，

TPP），日欧 EPA,日米 FTA が相次ぎ発効し，世界最大級の自由貿易協定 RCEPに日中韓の

ほかオーストラリア，ニュージーランド，ASEANが署名するなど，農産物市場に対するグ

ローバル化の圧力がますます高まっている中で，日本の酪農の市場競争力が問われるよう

になってきた。今後，海外からの牛乳・乳製品輸入が増加すると想定した場合，上述のよう

な日本の市場がどう反応するかは未知数である。コメや牛肉，果物など，他の農産物がその

品質の高さで輸出を目指そうとしているのに対して，牛乳・乳製品は日本産であることによ

る衛生管理・食品安全性への信頼という点以外で，世界に通用するものがあるかも定かでな

い。国際的に貿易自由化が進展する中，酪農製品の競争力強化は急務である。 

このように，日本の慣行酪農経営は，大規模集約化に伴って顕在化した糞尿処理や輸入飼

料依存，アニマルウェルフェアの問題への対処，未成熟な牛乳・乳製品消費文化，さらには
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農畜産物の市場開放に備えた市場競争力強化等，多くの点で解決すべき課題を抱えている。

現在，日本の酪農は縮小傾向にあり，こうした問題の深刻化は，国内の生乳生産基盤をます

ます脆弱化させ，将来的には現在のような役割を果たせなくなるのではないかという懸念

もある。 

このような現状に対し，日本の酪農を持続的に発展させようと，独自の経営方針や理念を

もって，慣行酪農とは異なる様々な取り組みを実践する「特色ある酪農経営」も現れてきた。

例えば，従来の集約的な飼養形態とは異なる粗放的かつ環境調和的な酪農の実践，家畜糞尿

の堆肥化と還元による資源循環の促進，飼料自給による収益性の向上，他産業の廃棄物・副

産物等の飼料化，独自の牛乳・乳製品の自家加工・販売，酪農教育ファームによる食育活動

や消費者交流の促進など，その取り組みは個々の経営の創意工夫により多種多様である。 

しかしながら，こうした特色ある酪農経営は，これまで順調に拡大してきたわけではない。

むしろ，その歴史は多難なものであった。それは，そうした酪農経営の飼養技術や経営管理

の問題というよりも，日本の統制的な酪農政策・制度が，個別経営による独自の取り組みを

実践する余地を狭めてきたことが大きいとの指摘がある（柏, 2012）。戦後，低価格で安定

的な牛乳・乳製品の供給を目指し，日本の酪農は，集約的で画一的な経営を前提に，生乳生

産の需給調整と高度な乳質管理，並びに流通の合理化を徹底してきた。しかし，こうした管

理統制は，飼養方法や乳質，加工・販売等において独自性を発揮し，差別化を図ろうとする

酪農経営には馴染まず，彼らは「アウトサイダー」と呼ばれ，長らく農業政策の枠外に置か

れてきた。 

ただし，こうした酪農政策・制度も，制定から 50年以上が経過し，日本の経済社会も酪

農を取り巻く状況も大きく変化した。農畜産物への市場開放圧力の下，日本農業の競争力強

化が叫ばれており，酪農部門においても，日本の牛乳・乳製品の競争力強化や新たな需要の

創出が求められている。そのためには，生産者自身の創意工夫を許容し，酪農経営の多様化

や 6 次産業化を促して，市場を開放しても通用する商品の生産，およびその有利販売につ

なげていかなければならない。こうした情勢において，従来の統制的な制度の見直しが行わ

るようになった。2015 年からは，政府の規制改革会議（現・規制改革推進会議）により，

制度のあり方についての抜本的な見直しの議論が始まり，2018 年度からは生乳流通改革を

経て新たな制度が施行されるに至った。こうした動きは，特色ある酪農経営も制度の枠内に

組み込もうとするもので，その点は評価できるが，特色ある酪農経営実践のための課題も未

だ多く残されていると思われ，制度改革の実効性については議論の余地がある。 

さらに，特色ある酪農経営の展開においては，こうした制度的な問題だけでなく，消費者

市場の問題も隘路となっている。いくら酪農経営が飼養方法にこだわり，風味豊かで高品質

な牛乳・乳製品を販売したとしても，市場でその品質がなかなか評価されないからである。

日本の牛乳消費は，戦後，急速に拡大した。それは，供給の拡大と安定化のために，牛乳の
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生産・加工・流通が合理化され，牛乳の品質が画一化されてきた歴史と軌を一にしている。

日本人が牛乳本来の風味を知り，多様な牛乳・乳製品を楽しむ消費文化を築くよりも前に，

栄養価，安全性や衛生管理，そして，味としてわかりやすい乳脂肪率といった点ばかりが訴

求され，量販商品が市場を席巻し，消費者もそうした画一的な牛乳に慣れ親しんでしまった。 

一例を挙げると，日本では，120℃以上で殺菌する超高温瞬間殺菌（UHT）牛乳が一般的

だが，これは世界的に見ても特殊である。UHT 牛乳は，乳業メーカーにとって効率的に殺

菌処理ができ，消費期限も長くできる反面，牛乳本来の風味が損なわれ，独特の焦げ臭がつ

いてしまうため，長い牛乳消費文化を持つヨーロッパでは敬遠されている。しかし，そもそ

も日本の大手乳業メーカーは，生乳を高温で煮詰めて作る加糖練乳製造業を端緒として発

展した背景を持つ。鴇田（2010）は，乳加工の歴史に関して，酸乳，チーズ，バター，飲

用乳，練乳，粉乳と歩むのが世界的流れであるが，日本では，飲用乳・練乳，粉乳，チーズ，

バター，酸乳のようにほぼ逆に歩んでおり，これは伝統的な乳文化を持つ地域の歴史とは大

きく異なる展開であると指摘している。 

そうした理由から，日本では UHT 牛乳しか味わったことのない消費者も多く，UHT 処

理によって生じるコゲ臭や粘性の強い舌触りを牛乳のコクと認識している人も少なくない。

このような市場で牛乳本来の風味を訴求して差別化を図っても，それを評価できる消費者

はどうしても限られてしまう。 

酪農と同様に硬直的統制が行われていた制度に，かつてのコメの食糧管理制度がある。こ

の制度も，戦後の食糧統制をそのまま維持しようとしたもので，「食料の安定供給」の旗印

の下，コメの食味の違いを認めず，生産・流通を完全に統制下に置いた極めて硬直的なもの

であった。しかし，おいしいコメを食べたいという消費者のニーズは抑えられず，自由米（い

わゆるヤミ米）の流通が横行した。食糧管理制度は，はじめは自主流通米と言う形で制度に

風穴が開き，最終的には，政府の役割が備蓄に限られるところまで後退していった。その結

果，一般のコメの価格が大幅に低下したのも事実だが，かつてのコシヒカリ・ササニシキだ

けでなく，数限りない良食味を訴求するブランド米が出現し，海外市場への輸出も行われて

いる。自然環境や生物多様性に配慮して生産されたコメも数多く販売されるようになった。 

これと同様に，日本の酪農が，牛乳消費者の成熟によって変革する可能性はあるのだろう

か。牛乳の品質にほとんど関心を示さない消費者がいる一方で，牛乳の味や風味の違いに気

づき，さらには酪農の現状に関心を持つ消費者が存在するのも事実である。牛乳本来の風味

を訴求したり，環境と調和した飼養方法を採用する酪農経営が広く支持されるまでに，日本

の牛乳消費者の嗜好，市場，そして日本の牛乳消費文化が変われるのか，あるいは変えるこ

とができるのか，その可能性は未知数の状態である。 

こうしたことから，日本酪農の今後の展開においては，生産・加工・流通のあり方だけで

なく，政策・制度の改革と消費者市場の変化が，その方向を定める上で重要な位置を占める。
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そこで，本稿では，先述した「特色ある酪農経営」に着目することで，これらを検討する。 

これまでの酪農制度は，大多数の慣行酪農経営の安定と，それを通じた生乳需給の安定を

目指すもので，近年進められてきた生乳流通改革でも，それが需給管理の安定性をどう損ね

るおそれがあるのかに注目が集まりがちである。しかし，本稿では，生乳流通改革の本来の

目的であった個別経営の創意工夫を引き出すことにより，酪農経営の多様化を促進し，その

ことによって，現在の日本酪農の矛盾や直面する課題の解決につながっていく可能性に注

目する。それは，制度改革前から既存の特色ある酪農経営が実践してきたことであり，彼ら

はこれまでも制度的桎梏の中で孤軍奮闘してきた。こうした酪農経営の立場に視点を置け

ば，これまでの酪農制度の何が問題となっていて，近年の改革がそれを改善することになっ

たのか，その可能性と課題を具体的に評価できると考えた。 

また，牛乳・乳製品市場においては，消費文化が成熟し，飼養方法の工夫や，牛乳・乳製

品の風味で差別化を図る酪農経営を支持する消費者が増えるかどうかについて，現状をそ

のまま分析しても悲観的な結果しか得られないことが容易に予想できる。これについても，

特色ある酪農経営は，独力で自身の牛乳・乳製品の違いや取り組みの意義を伝え，支持する

消費者を増やしてきた。本稿では，牛乳消費者市場の現状を把握することも行うが，それに

とどまらず，中小乳業メーカーが供給している低温殺菌牛乳の消費者の分析や，現在ほとん

ど知られていない特色ある酪農経営の情報を与えた場合の消費者の反応を分析することで，

現在の消費者市場における特色ある牛乳の評価を明らかにし，そうした製品を支持する消

費者層の特徴を明らかにする。 

さらに，戦後永らくホモジナイズド UHT牛乳を飲み続けてきた日本でも，バターやチー

ズ，アイスクリーム，ヨーグルトといった乳製品については，その品質に強いこだわりを示

す消費者も多数存在しているから，それらを入り口として生乳の風味の違いが理解され，ひ

いては特色ある酪農経営への支持につながっていくことも考えられる。そうした意味で，特

色ある酪農経営の戦略的事業展開として，乳製品部門を立ち上げて 6 次産業化することが

有効かもしれない。そこで，本稿では，牛乳のみならず，生乳の風味が製品に反映されやす

いバターや，近年消費が伸びているチーズにまで分析対象を広げ，消費者による特色ある乳

製品への支持の可能性も検討したい。 

第 2節 先行研究の状況 

このうち，酪農政策・制度に関する先行研究では，従来の生乳流通制度が慣行酪農経営を

前提として生乳需給に重きを置いていたこともあり，慣行酪農の立場に立った制度評価や

生乳需給調整の効果測定や効率性に関する分析は行われているものの，特色ある酪農経営

の視点に立ったものはほとんどない。柏（2012）や佐藤（2013）が，戦後の農業政策や酪
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農関連制度の硬直性とその問題点を指摘しているにとどまる。清水池（2018）では，そう

した硬直性を改善すべく近年進められてきた規制緩和と，それに伴う酪農経営の「アウトサ

イダー」化をめぐる北海道酪農の動きについて考察している。ただし，農畜産物市場へのグ

ローバル化圧力を受け，酪農経営の多様化による市場競争力強化が叫ばれている状況で，大

規模経営が多く，酪農地帯としてブランドが浸透している北海道よりも，むしろ小規模かつ

点在する都府県の酪農経営こそ，なんらかの特色をもって競争力強化を図ることが求めら

れている。しかし，そうした独自の取組みで差別化を図ろうとする特色ある酪農経営につい

ての本格的な調査研究の蓄積はほとんどなく，わずかに，鈴木（2014）が酪農経営による

小規模プラント立ち上げの背景と実態を調査しているのみである。個別経営の様々な創意

工夫を可能にし，意欲的に多様な取り組みを行う経営の展開を促進するためには，従来の酪

農制度の何が問題であり，今後どう改善していくべきかについて，これまでの規制緩和の動

きや 2018 年度から施行された新たな酪農制度の経過も踏まえ，方策を検討する必要があ

る。 

また，牛乳・乳製品市場の分析に関しては，生乳需給や一般市乳の消費拡大を扱ったもの

が多く，特色ある酪農経営の牛乳・乳製品について言及した先行研究すらほとんど見つけら

れない。金山（2005）は，産業組織論に基づく分析を行い，飲用乳市場では大手乳業と中

小乳業の二極集中化が進み，北海道では小規模な乳業メーカーが増加していること，小売価

格においては，牛乳の低価格化が進行する一方で，高価格なプレミアム牛乳が一定のシェア

を確保していることを明らかにした。この結果は，生乳生産レベルからの品質差別化の可能

性を示すものであるが，飼料や希少な牛種の導入等，どういった差別化がその結果をもたら

しているのかまでは踏み込んでいない。 

牛乳の商品属性に対する評価については，海外では比較的容易に先行研究が見つけられ

る。例えば，Getter et al.（2014）が，特色ある牛乳に分類される放牧牛乳に対するアメ

リカ消費者の評価を，Boesch（2013）はスイスの加工業者を対象に，牛乳の商品属性に対

する評価を，いずれもコンジョイント分析により明らかにしている。しかし，日本に限ると

調査研究の数は少なく，上田（2004），岩本ら（2004），細野（2004）があるが，一般的

な牛乳の商品属性に対する消費者の評価の分析である。増田・山本（2016）は，有機牛乳

を対象に消費者がアニマルウェルフェアに対して持つイメージを，年齢・性別ごとに分類し

て明らかにしている。ただし，こうした牛乳が実際に市場で支持を得るには，そうした需要

者層がどのような特徴を持ち，どのような方法でアプローチすべきかという方策を考えな

ければならない。このように，特色ある牛乳の商品属性に触れた研究はごくわずかである。 

鵜川（2010）は，本稿と近い課題意識をもって行われた希少な研究である。酪農生産者

自身が所有する小規模プラントにおいて自家加工製造を行い，直接販売を通して消費者交

流を図る「ミニプラント型酪農経営」に注目し，その生産・流通の実態と展開条件および顧

客の消費者意識を明らかにしている。特色ある酪農経営自身が，消費者に対して酪農への理
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解を広げ，支持を得ていく可能性を示した貴重な先行研究である。しかし，この経営の支持

者層が一部の特殊な消費者ではなく，さらなる広がりが得られるのか，そのためにはどのよ

うな消費者にどうアプローチすべきかについては，さらに分析を加えなければならない。 

バターについては，冷凍在庫として長期保存が可能なことから，国内生乳生産の需給調整

弁の要として機能しており，バターの需給管理を行う農畜産業振興機構が国内需給と輸入

量の定期的な調査を行っているほか，国内の既存の研究も，空閑（2012）や清水池（2019）

といったバター不足や需給調整をテーマとしたものが多い。しかし，近年国際的な貿易自由

化が進展しており，今後日本でも，農畜産物の市場開放によって，安価な乳製品の輸入拡大

が起こって国産品との競合が進み，国内酪農や需給管理に大きな打撃を与えることが懸念

されている。TPP11や日欧 EPA影響評価は，農林水産省（2010-a, 2010-b, 2015, 2017-

b）等，過去幾度も試算が行われてきた。しかし，清水池（2016）によれば，これらの試算

はバター・脱脂粉乳・チーズが全量輸入品に置き換わることを前提としたものであり，国産

志向の需要が一定割合存在すれば，こうした影響は緩和される可能性がある。ただし，その

ためには，国産志向の需要者層の特定と，国産バターの訴求方法，差別化の方策について検

討が必要であろう。また，放牧酪農経営によるグラスフェッド・バター（牧草飼養の牛の乳

によるバター）は，最近日本でも徐々に認知されはじめ，希少価値が高いことから高価格で

販売されているが，TPP11 加盟国で乳製品輸出大国のニュージーランドでは，生産される

バターのほぼすべてがグラスフェッドであり，これが安価で手に入るとなれば，特色ある酪

農経営による製品と競合する可能性もある。現在のところ，バターは国家貿易が継続して行

われており，輸入量は国内酪農に影響が出ない範囲にとどめられているものの，それが長年

に亘り堅持される保証はなく，こうした消費者需要分析が急がれる。 

チーズについても，日本におけるチーズ製造の歴史が非常に浅いことから，国内の本格的

な調査研究は少ない。チーズ産業形成期の雪印乳業のマーケティングを分析した正田

（1995），国産チーズ振興事業と生乳需給調整への影響を分析した鈴木（2000）や清水池

（2012）など，国内生乳需給や大手乳業メーカーの動向に注目したものが主である。金山

（2005）は，チーズ市場も飲用乳市場と同様に大手メーカーの寡占状態であるものの，近

年は小規模工房が増加傾向にあり，生産者規模の二極化が顕著であることに触れている。 

酪農家による小規模チーズ工房や新規参入したチーズ工房の経営や製品の消費実態につ

いては，個別事例のレポートや論考をわずかに見つけることができるのみで，その実情は明

らかでない。チーズ工房全体の半数近くが集まる北海道における取り組みの現状と課題に

関するレポート（日本政策投資銀行, 2019; 阿久澤, 2012等）のほか，現行の国産チーズ

工房の生産と物流の実態調査（中央酪農会議, 2010），酪農経営多角化の成功要因の分析（山

田, 2006）でチーズ部門が取り上げられるにとどまる。清水池（2017）は，北海道十勝地

方を事例に，地理的表示制度を活用した工房製ナチュラルチーズの地域ブランド戦略を紹

介している。日本の酪農経営が製造したチーズに関する消費者分析としては，若林（2008, 
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2009）が工房製ナチュラルチーズの需要者層について明らかにした。日本の工房製ナチュ

ラルチーズに注目し，小規模チーズ工房の販売戦略にも触れている希少な論文であるが，こ

れはあくまで消費者需要分析結果の含意として検討されたものである。また，西山（2012）

は，大手メーカー製と酪農家製のナチュラルチーズについて，選択型コンジョイント分析を

行い，価格・製造者・種類といった属性に対する回答者のこだわりの強さを検討した。その

結果，これら 3属性の中では「製造者」が最も重視されており，酪農家製であることが高く

評価されているが，一方で，酪農家製チーズに対する支払意思額は実売価格を大きく下回っ

ていることが指摘されている。しかしながら，調査地域が千葉県のみと限定的であり，酪農

経営による工房製チーズに関する本格的な調査研究調査が待たれる。 

日本におけるチーズ消費自体は伸びているものの，国内で本格的にチーズ製造が開始さ

れてからまだ歴史が浅く，酪農経営が 6 次産業化してチーズ製造を始めた工房や，酪農以

外から参入してチーズ製造を行う工房やレストランが増加しつつあるとはいえ，その流通

量は未だ少なく，大規模な消費者研究を行うに値する市場規模には至っていないと言える。

そのため，まずは日本においてチーズ製造の拡大と多様化が進み，消費が広まり，「日本チ

ーズ」としてブランドを築くために，いかにして産業全体の振興を図るかを考えるべきであ

ろう。 

第 3節 本研究の課題と方法 

本稿の目的は，日本の酪農が現状において直面している課題を克服し，今後持続的に発展

するための試金石として特色ある酪農経営を位置づけ，その視点に立って，酪農に関する制

度および消費者市場の二方向から現状と課題を整理し，特色ある酪農経営の戦略的事業展

開，並びに，日本の酪農が持続可能なものに変革する可能性を検討することである。そのた

めに，以下の 5つの研究課題を設定した。 

第一に，戦後の農業政策および酪農制度に関する文献を渉猟し，主流となっている舎飼い

方式の慣行酪農がいかにして日本に広まったのか，また，なぜ現在のような生乳流通制度が

定められるようになったのか，その歴史的背景，並びに牛乳・乳製品の生産と消費の現状を

整理する。また，日本の酪農および牛乳・乳製品市場が直面している課題と，それに対する

形で出現してきた特色ある酪農経営について，特徴と意義を示す。前節でも触れた通り，日

本の酪農は，戦後に広まった新興産業でありながら，画一的な飼養形態と統制的な乳質管

理・流通網による徹底した効率化を通して急速に発展し，低価格で安定的な牛乳供給を実現

してきた。しかし，その一方で，家畜糞尿処理，輸入飼料依存，アニマルウェルフェア問題

といった多くの点で，課題を抱え，行き詰まりを見せている。こうした現状に対する解決の

一案として，大規模集約的な舎飼いを行い，搾乳業に特化した従来の酪農経営からの方向転
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換を唱え，独自の理念や経営方針を掲げる酪農経営も出てきた。本稿では，そうした慣行酪

農とは大きく異なる取り組みを実践する事例を「特色ある酪農経営」と位置づけ，その展開

の可能性を検討する。そのために，全国で取り組まれている多様な酪農の事例について文献

の渉猟とヒアリングを行い，戦後日本で主流となった従来の酪農経営との比較や，先進事例

の整理を通して，本稿における特色ある酪農経営の定義を確認する。さらに，日本において

そうした酪農経営が展開していくことの意義を示す。この課題については，第 1 章で論じ

る。 

第二に，先行研究や各種論説等の文献資料から，戦後の日本の酪農政策・制度とその変遷

を振り返り，現在の日本における生乳生産・流通の仕組みを整理する。その上で，特色ある

酪農経営の視点から見た制度上の問題点を指摘し，酪農政策・制度の評価を行う。型にはま

らない独自の取り組みを実践する酪農経営の多くは，従来の統制的な酪農政策・制度に馴染

まないことから，長らく政策の枠外に置かれ，「アウトサイダー」と呼ばれて多難な歴史を

経てきた。本稿では，特色ある酪農経営を実践する上で，具体的に何が足枷となってきたの

か，これまでの酪農政策・生乳流通制度の問題点を明らかにする。分析においては，まず関

連する文献や資料を調査し，現在に至るまでの制度の変遷を整理した。その上で，特色ある

酪農経営 5 件と，民間生乳卸売業者 1 件，特色ある牛乳・乳製品の製造を行う乳業メーカ

ー3件へのインタビュー調査を通じて，経営の現状，従来の酪農制度との確執の具体的案件，

乳業メーカーとの協力の可能性について情報を集めた。 

また，従来の統制的な枠組みの中に，特色ある酪農経営を組み込むことは可能なのかにつ

いても検討する。2014年にバター不足が社会問題化し，生乳流通制度の硬直性が指摘され

たことを契機に，2015年からは規制改革推進会議による制度の抜本的な見直しが進められ，

2018年度から新制度が開始されるに至った。一連の生乳流通改革を経て，特色ある酪農経

営から見た制度的問題点が改善されているのかを明らかにする。そのために，改革を進めて

きた規制改革推進会議の議事録をモニターし，改革の経緯と議論，内容を整理し，生乳流通

改革と新制度について評価を行う。この課題については，第 2章で論じる。 

第三に，特色ある酪農経営が生産する品質にこだわった牛乳が，消費者市場で支持される

可能性について検討したい。これまで日本の酪農は，牛乳をほぼ品質に差異のない単一財と

して扱うことで，極度な乳質・流通管理体制を敷き，低価格で安定的な牛乳供給を実現して

きた。そのために，牛乳の品質の差異を認識していない，あるいは無頓着な消費者が増え，

特色ある酪農経営が牛乳の品質や製法で差別化を図って訴求しても市場で評価を得にくい

という現状があると思われる。そこで，牛乳本来の風味を残す加工処理方法とされる低温殺

菌を施した牛乳（以下，低温殺菌牛乳）の購入者と一般的な量販牛乳の購入者を対象にWeb

アンケート調査を実施し，現在の牛乳消費の実態，そして，特色ある牛乳が現在市場でどう

評価され，どのような人々が今後顧客になりうるのか，消費者セグメンテーションを行って

明らかにする。この課題については，第 3章で論じる。 
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第四に，特色ある酪農経営が，牛乳以外の乳製品を入り口として，支持を広げる可能性を

検討するため，乳牛の飼料の色や香りが製品に反映されやすいバターに注目する。バターは

冷凍輸送と長期保存が可能で，かつ内外価格差が大きい乳製品であることから，現在は国家

貿易による厳しい国境措置が設けられている。しかし，本稿では，あえて今後日本のバター

市場の開放が進み，店頭に多くの輸入バターが並んだ状況を想定した選択実験型Webアン

ケート調査を行うことで，日本の消費者の国産あるいは外国産のバターに対する選好，並び

にそれぞれのブランドに牧草飼養によるグラスフェッド属性が加わった場合の選好を定量

的に把握する。これにより，日本のバター消費者の国産志向の強さを測るとともに，特色あ

る酪農経営の一例である牧草飼養，放牧によるグラスフェッド・バターの消費者の評価を推

定する。この課題については，第 4章で論じる。 

最後に，日本産ナチュラルチーズ，いわゆる「日本チーズ」の確立と市場規模拡大の可能

性を検討する。バター以上に製品の風味が原料乳に左右されるというチーズは，生乳の品質

や特色に消費者の関心を向けやすい乳製品として期待できる。これまで，国内のチーズ生産

は，輸入原料の再加工によるプロセスチーズが大半を占めていたが，ナチュラルチーズの生

産・消費者市場が近年拡大してきた。今後，大手乳業メーカー製だけでなく，中小の工房製

ナチュラルチーズの生産が拡大し，多様化と，日本独自のテロワールに基づく個性の確立が

進むとすれば，日本チーズへの関心が高まり，そこから原料である牛乳への関心，ひいては

飼養方法の違いや酪農そのものへの関心が高まり，特色ある酪農経営の支持へとつながっ

ていく可能性がある。しかし，生産・消費者市場は未だ黎明期にあり，その可能性を分析す

る十分な規模に至っていない。まずは，今後ナチュラルチーズを製造する工房が増え，チー

ズ職人の創意工夫と切磋琢磨の中で，「日本チーズ」が確立し，市場規模が拡大することが

前提となる。そこで，工房製ナチュラルチーズの製造を行う小規模経営を対象にヒアリング

調査を行い，チーズ工房立ち上げの現状と課題を明らかにする。この課題については，第 5

章で論じる。 

以上の制度分析および消費者市場分析によって得られた知見を踏まえ，終章にて，日本に

おける特色ある酪農経営の戦略的事業展開の可能性について総括する。 

本稿の研究課題と先行研究の状況を表 0-1 に示す。本稿は，表中の青色で囲んで示した

5つの章によって構成される。 
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表 0-1 特色ある酪農経営に関する先行研究の状況と本稿の研究課題 

 

 制度 生産 消費 

牛
乳 

酪農制度の問題点 

佐藤(2013), 柏(2012), 清水池

(2018)等 

 

 

 

小規模経営による牛乳生産の

実態 

鵜川(2010) 

牛乳の商品属性に対する評価 

上田(2004), 岩本ら(2004), 

細野(2004), 増田・山本

(2016)等 

バ
タ
ー 

市場開放に関する試算 

農林水産省(2010-a, 2010-b, 

2015, 2017-b), 清水池(2016)

等 

バター不足・需給調整 

空閑(2012), 清水池(2019)等 

 

 

 

チ
ー
ズ 

 国産チーズ工房の経営と物流 

山田(2006), 中央酪農会議

(2010)等 

工房製チーズの消費者分析 

若林(2008, 2009), 西山

(2012)等 

 

 

本稿第 2 章における酪農経営実態調査および第 3 章における牛乳に関する消費者アンケ

ート調査の実施にあたっては，JSPS 科研費 JP15KT0032（研究代表者 吉野章）の一部が

利用されている。第 4 章における国産バターの消費者選好に関するアンケート調査の実施

にあたっては，乳の社会文化学術研究による委託研究費（研究代表者 光成有香），並びに

JSPS 科研費 18K11753（研究代表者 吉野章）の一部が利用されている。また，アンケー

トの分析手法の開発においては，JSPS科研費 JP25340141（研究代表者 吉野章）の成果

を利用している。なお，第 2章および第 3 章には，『農業経営研究』に掲載された内容を含

む。 

  

第 2章 
特色ある酪農経営から 
見た酪農制度の評価 

第 1章 
特色ある酪農経営の意義 

第 3章 
特色ある牛乳の 
消費者需要分析 

第 4章 
グラスフェッド・バター

の消費者需要分析 

第 5章 
日本チーズ工房立ち上げの現状と課題 
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第 1章 特色ある酪農経営の意義 

第 1節 日本の酪農の現状と課題 

第 1項 戦後の日本酪農の史的展開 

はじめに，日本において，酪農という産業がどのように形成されてきたのか，その史的展

開を振り返る。加えて，現在の日本の酪農経営形態の特質を明らかにし，それによって現代

の酪農経営がどのような問題を抱えるに至ったのか，現状と課題を整理する。 

日本は酪農後進国である。日本では，古くから肉食が禁止されていたことから，林野での

軍馬の放牧や役牛の利用等を除いて，近代に至るまで本格的な畜産業は興らなかった。明治

になってようやくヨーロッパの畜産技術が伝播したが，戦前までの酪農は，1 戸あたりの平

均乳牛飼養規模が 1.7 頭から 2.0 頭程度であり，個々の経営は，畑作との複合が主で，乳

牛飼養はごく零細的かつ副業的なものにとどまっていた。日本の酪農が現代のような大規

模で集約的な飼養形態につながる展開を見せたのは，戦後になってからである。 

戦後間もない復興期の 1950 年代には，有畜農家創設事業として，乳牛を導入した水稲作

や，畑作と酪農との複合経営が奨励されたこともあったが，1960 年代以降は，戦後復興後

の経済成長とともに国民の所得が向上し，需要拡大が見込まれた畜産物は，大量生産と安定

的な供給が第一に求められるようになった。生乳の生産現場においても，拡大する需要にい

かに応えるかが最重視された結果，泌乳量と生産効率が追求され，それまでの粗放的な小規

模複合経営から，牛舎での多頭飼育と濃厚飼料の多給を基本とする集約的な飼養形態へと

急速な転換が進み，耕種と酪農は，それぞれ部門ごとの専業化と大規模化が進展した。 

その結果，生乳生産量は加速度的に拡大する。1950 年に戦前の水準の 37 万 t まで回復

した後，1960 年には 189 万 t，1970 年には 476 万 t，1980 年には 650 万 t と，わずか

30 年間に約 18 倍という飛躍的な増産が起こった。表 1-1 に示したとおり，1 酪農経営あ

たりの平均飼養頭数も，60 年に 2.0 頭だったものが，70 年に 5.9 頭，80 年には 18.1 頭

まで増加した（清水・本田, 2009）。 

さらに，加工・流通では，生乳の安定供給に向けた需給管理と流通網の合理化が進んだ。

生乳は，液体である上に腐敗しやすく，そのままでは広域流通ができないため，迅速に加工

処理施設まで運搬することと，なるべく大きなロットで流通させてコストを抑えることが
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不可欠となる。そこで，生乳生産者団体による一元集荷多元販売体制が確立された。生乳生

産者団体が複数酪農経営から一括集乳を行い，乳業メーカーへの価格交渉と乳代のプール

精算を行うことで，公正な乳価形成を促進するという仕組みである。これにより，安定的で

効率的な生乳供給が可能となった。乳業メーカーも，超高温で瞬間的な処理が可能な UHT

という殺菌技術を導入して効率化を図り，大量生産体制が整えられた。こうして，組織的な

集送乳による生乳流通の合理化と大量生産技術に支えられて，日本の酪農・乳業は急速に発

展し，低価格で安定的な牛乳供給を実現してきた。そのおかげで，食料自給率の低下が叫ば

れている中でも，飲用乳部門は例外的に高自給率を維持し続けている。 

そして，現在，日本の酪農経営の規模拡大はさらに進み，2017 年の 1 酪農経営あたりの

平均飼養頭数は 80.7 頭となっている。1960 年の 2.0 頭と比較すると，わずか 60 年足ら

ずで 40 倍以上という未曽有の飼養規模拡大が起こったことがわかる。近年では，メガファ

ームやギガファームと呼ばれる数百頭から数千頭クラスの超大規模酪農経営も出現してい

る。 

しかしながら，全国乳用牛飼養戸数・頭数はともに減少しており，酪農産業全体としては，

徐々に縮小が進んでいる。全国乳用牛飼養戸数は，1955 年から 1960 年にかけて一気に増

加したが，1963 年の 41 万 7,600 戸をピークに右肩下がりに減少し，2017 年現在では，

わずか 1 万 6,400 戸とピーク時の約 4％にまで落ち込んでいる。飼養頭数も，1985 年の

211 万 1,000 頭を境に減少し続けている（表 1-1）。これは，多くの中小規模酪農経営が廃

業している一方で，大規模経営ではさらなる規模拡大が進みつつあるという，酪農経営規模

の階層分化の進展を示唆している。 

表 1-1 全国乳牛飼養戸数・頭数の推移 

年 
戸数 

（千戸） 

頭数 

（千頭） 

1 経営あたり 

 平均頭数（頭） 

1960 410 824 2.0 

1970 308 1,804 5.9 

1980 115 2,091 18.1 

1990 63 2,058 32.5 

2000 34 1,764 52.5 

2010 21 1,484 67.8 

2017 16 1,323 80.7 

注）2017 年の数値のみ概算 

出所）農林水産省「畜産統計」 
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第 2項 日本における乳牛の飼養方式 

日本では，9 割超の酪農経営が一律乳価で系統販売を行い，生乳はほぼ同質の単一財とし

て扱われる。そのため，酪農経営が所得向上を図るには，質的向上よりも生乳生産量の増大

が効果的であるが，農地賦存に乏しい日本においてそれを実現するには，乳牛の個体乳量の

向上と飼養規模の拡大が求められる。そこで，日本では，品種改良により泌乳量を上げ，飼

料基盤を海外に依存し，舎内で乳牛を飼育するという生産方式が普及した。そのため，日本

の放牧率は低く，農林水産省（2014）では，放牧を行う酪農経営は全体の 3％程度と推計

されている（表 1-2）。 

表 1-2 日本の酪農経営の飼養方式と規模 

飼養形態 1) つなぎ飼い フリーストール 2) 放牧 3) 

飼育環境 
1 頭ずつ区切られた牛

床に繋いで飼育する 

牛舎内を自由に移動可能 

給餌は必要である 

牧草地等で自ら採食

し，自由に動き回れる 

割合 約 7 割 約 2 割 約 3％ 

経産牛頭数 約 40 頭／戸 約 100 頭／戸 約 50 頭／戸 

平均個体乳量 約 8,500kg／年 約 8,900kg／年 約 7,600kg／年 

1 頭あたり面積 小さい 比較的広い 広い 

アニマルウェル

フェアへの配慮 
× 〇 ◎ 

個体管理 容易 難しい 難しい 

購入飼料費 高い 高い 安い 

注：1）飼養形態には，このほか，つなぎ飼いとフリーストールの併用（約 5％）もある。 

2）厳密には，牛床が 1 頭ずつ仕切られたものをフリーストール，仕切りがないものをフリーバ

ーンと区別する。いずれも乳牛を繋がないので，舎内を自由に移動可能である。 

3）放牧は，昼夜放牧，夜間放牧等の様々な放牧形態を含んだものである。分類は本章第 5 節に

て詳述。 

出所）農林水産省（2014）をもとに，筆者が一部加筆修正の上，転載 

第 3項 日本の酪農が直面する課題 

（1）食料自給率の低下 

合理化の追求は，一方で多くの問題も引き起こした。その一つが，食料自給率の低下であ

る。前項にて，飲用乳の自給率は高いと述べたが，生乳生産のための飼料は輸入に依存して

いる。本来，乳牛は草食動物であり，粗飼料で飼養可能であるが，日本の慣行酪農経営では，
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飼料の多くを，トウモロコシなどの穀類や大豆油かす等の濃厚飼料に頼っている。しかも，

その大半が海外からの輸入である。2019 年度の日本の飼料自給率（概算）は，粗飼料 77％，

濃厚飼料 12％，飼料全体では 25％であった（農林水産省生産局畜産部飼料課ら, 2020）。 

穀物生産国であるアメリカでは，穀物やその加工に伴う残渣が豊富で安価に手に入るた

め，こうした穀物を利用して個体乳量を追求する生産方式が効率的である。しかし，農地の

限られた日本では，飼料生産基盤の拡大が困難であったため，飼料の大部分を海外からの輸

入に頼ることで大規模集約化を実現してきたという経緯がある。このような輸入飼料に頼

った大規模集約的な飼養形態は，土地生産性においては非常に効率的であり，日本の酪農の

急速な発展を支えた一方で，日本のカロリーベースの食料自給率を引き下げており，食料安

全保障の観点から問題視されている。 

（2）収益の不安定性 

また，こうした日本の酪農経営の輸入濃厚飼料への依存は，酪農経営の収益性の不安定化

を招いた。日本の酪農経営が個体乳量を向上させるためには，大量の飼料，特にトウモロコ

シなどの濃厚飼料の給与割合を高める必要がある。この結果，乳代に占める購入飼料費の割

合（乳飼比）は約 4 割にのぼり，海外市場における飼料価格の変動や為替相場の影響を受

けやすい構造になっている。世界的に飼料価格が高騰した 2007 年前後には，生産費が収益

を大幅に上回って経営が悪化し，多くの酪農経営が廃業に追い込まれた（農林水産省, 

2008）。 

（3）高齢化と担い手不足 

飼料の生産基盤・経営面積の制約から規模拡大が困難な酪農経営は，生産効率追求の過程

で淘汰され，廃業が相次いだ。特に，都府県ではそうした傾向が強く，昨今では毎年 5％程

度の酪農経営が廃業しており，深刻な飼養戸数減少に歯止めがかけられていない。一部の酪

農経営の大規模化や飼養技術・品種の改良等による個体乳量の改善が進んでいるものの，飼

養戸数の減少ペースをカバーするには至らず，生乳生産量は年々減少している。この傾向が

続けば，いずれ国内需要を賄いきれなくなるとの懸念もあり，生乳需給は恒常的に逼迫して

いる状況である。2015 年度農林業センサスにおける年齢別基幹的農業従事者数では，酪農

部門の 65 歳以上の従事者人口の割合は 31.2%と，他の農業部門に比べれば高齢化率が低

いものの，年々高齢化が進行しており，担い手対策が急がれる。現状の政策では，働き方改

革やスマート農業による省力化が推進されているが，先進地域のヨーロッパの水準に比べ

ると，効率化も労働環境の改善も遠く及ばない。 

（4）食の安全性への不安 

酪農の輸入飼料への依存は，牛乳の安全・安心の問題にもつながっている。濃厚飼料の代

表格であるトウモロコシについて見てみると，約6割をアメリカからの輸入に頼っている。
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ただし，アメリカでは，害虫抵抗性や除草剤耐性を持つ GMO（遺伝子組み換え作物）の導

入が進んでおり，現在ではトウモロコシの作付面積の実に 9 割以上を占めている（井川・

野田, 2017; 農林水産省生産局畜産部, 2017）。GMO は，栽培管理にかかる時間やコスト

を削減できるメリットがある一方で，人体や生態系への長期的あるいは潜在的影響につい

ては未だ議論が多く，日本やヨーロッパでは導入が進んでいない。そうした飼料作物を大量

に給与された牛から牛乳が生産されていることに対し，食の安全・安心の観点から不安の声

も少なくない。また，飼料作物の栽培に投入される除草剤・農薬・化学肥料に加え，収穫後

にも害虫やカビによる輸送中の品質低下防止を目的とした添加物やポストハーベスト農薬

が使用されるケースも多い。食や健康に対する消費者意識の高まりの中で，最終製品である

牛乳のみならず，その生産過程で用いられる飼料の安全性や品質の確保が求められており，

後述する通り，「安全・安心な牛乳が飲みたい」という消費者運動から，産直運動に結び付

いている事例も見られる（よつ葉乳業株式会社 Website）。 

（5）仮想水問題 

飼料穀物の輸入をめぐっては，仮想水（バーチャル・ウォーター）の問題が指摘されてい

る。仮想水とは，J. Anthony Alan が提唱した概念であり，農畜産物の生産に投入した水

の量が，その農畜産物の輸出入に伴って海外に輸入されていると考えた場合の仮想的な水

の使用量を指す（Anthony, 1999）。日本の酪農経営について言えば，飼料を輸入すること

は，その飼料生産に用いられた水資源を間接的に輸入元の国から輸入していることと同義

である。世界規模での人口増加や発展途上国の経済発展等を背景に，水資源問題の重要性は

高まってきており，飼料輸入に伴う仮想水も無視できない課題の一つである。 

（6）環境問題とアニマルウェルフェア1問題 

酪農経営の大規模集約化は，環境問題やアニマルウェルフェア問題も引き起こした。酪農

の大規模化や集約化は生産効率を高めることができる一方で，大量に発生する家畜糞尿の

処理が問題となっており，土壌に還元しきれなかった場合，土壌汚染や水質汚濁といった環

境問題を引き起こすことが指摘されている。また，牛舎につないだままで牛の自由を制限す

る飼養管理方法は，アニマルウェルフェアの観点からも問題視されている（柏, 2012; 竹村, 

2011）。 

                                            

1 アニマルウェルフェア（Animal Welfare，動物福祉）とは，「家畜が最終的な死を迎えるまでの飼

育過程において，ストレスから自由で，行動要求が満たされた健康的な生活ができる状態」を指す（松

木, 2016）。イギリスの農用動物福祉審議会によって提唱された「5 つの自由」（餓えや渇きからの自

由，不快からの自由，痛み・外傷や病気からの自由，通常行動への自由，恐怖や苦痛からの自由）の

原則が，現在の国際的なアニマルウェルフェアの基礎として，政策・法整備の指針となっている。 
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日本は，アニマルウェルフェアへの配慮という点においても後進国である。環境やアニマ

ルウェルフェアへの意識が高いヨーロッパでは，畜産においてはアニマルウェルフェアに

配慮した厳しい基準が設けられている。例えば，養鶏において，バタリーケージシステムは，

満足に身動きも取れないほど飼育面積が狭く，劣悪な飼育環境であるとして国際的に廃止

が進んでいるのに対し，日本ではバタリーケージが主流である。これと同様に，酪農部門で

は，ヨーロッパの多くの国で，つなぎ飼いやカウハッチ（子牛用の小さな飼育小屋）の規制，

一定期間以上の放牧の義務，飼料のトレーサビリティ等が求められ，そうしたアニマルウェ

ルフェアに配慮した食品を買い支える消費者の層も厚い（松木, 2018）。一方，日本ではそ

うした飼養方法の制限はなく，消費者のアニマルウェルフェアに対する意識も低い。日本の

慣行畜産経営の飼育環境が国際的な水準に満たず，東京オリンピックの選手村や会場で提

供される畜産物調達基準の動物福祉のレベルが問題となったのは記憶に新しい。貿易自由

化が進む中で，「農林水産業の輸出力強化戦略」を掲げて農産物輸出促進が企図されている

が，こうした国際的な基準や意識との乖離がネックとなる可能性がある。 

（7）牛乳の単一財化 

一方，流通の合理化が牛乳の単一財化を進めた。生産者団体による一元集荷多元販売体制

は，合理的な生乳流通を通して，腐敗しやすいという牛乳の特性を克服し，牛乳供給の安定

化と乳質の均質化に成功した。しかし，この方法では，集乳段階で複数の酪農経営の生乳を

合乳して運搬するため，個々の酪農経営の乳質に応じた評価が難しい。加えて，対乳業メー

カーの乳価交渉は生産者団体が一括で行い，各酪農経営にはプールされた一律単価が出荷

乳量に応じて支払われるので，たとえ高い乳質やこだわった飼養方法で差別化を図ろうと

する酪農経営が存在したとしても，取引価格や商品には反映されない。その結果，酪農経営

が収益性を高めるには，コストを削減するか，乳量の向上させるかしか方法はなくなった。

さらには，消費者市場では，単一財化は商品の差別化を難しくさせ，コスト競争を誘発する

ことになる。牛乳は，薄利多売の商品となり，スーパーでは日常的に牛乳の安売りが見られ

るようになった。これによる乳価の低迷は，酪農経営の大規模集約化を一層加速させた。 

（8）殺菌処理方法のガラパゴス化 

牛乳は，安全性を確保し保存性を高めるために，日本をはじめ多くの国で，一定の加熱処

理が法律で義務付けられている。日本では，「乳及び乳製品の成分規格等に関する省令（以

下，乳等省令）」において，生乳は「保持式により摂氏 63 度で 30 分加熱殺菌するか，又は

これと同等以上の殺菌効果を有する方法で加熱殺菌すること」と規定されており，現在市場

に流通している牛乳は，これに準じる表 1-3 に示した 5 通りのうちいずれかの方法で処理

されている。 
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表 1-3 日本における牛乳の殺菌方法の区分 

温度 時間 殺菌方法 

63～65℃ 30 分 低温保持殺菌（LTLT） 

65～68℃ 30 分 連続式低温殺菌（LTLT） 

72℃以上 15 秒以上 高温短時間殺菌（HTST） 

75℃以上 15 分以上 高温保持殺菌（HTLT） 

120～150℃ 1～3 秒 超高温瞬間殺菌（UHT） 

出所）社団法人日本乳業協会（2010）より，筆者修正の上，転載 

上述のいずれの方法でも基準以上の殺菌効果は得られる。ただし，加熱条件によって，牛

乳の風味や保存性は大きく異なる。低温殺菌牛乳は，加熱処理に時間がかかり生産効率は低

いが，搾りたての状態に近い，牛乳本来の風味を保てるという特長を持つ。一方，UHT 牛

乳は，瞬間的な処理で大量生産が可能な代わりに，超高温で熱するためタンパク質の変性が

大きく，牛乳に独特のコゲ臭（加熱臭）や粘性が残ってしまうというデメリットがある。 

国際酪農連盟（IDF）では，低温殺菌（Pasteurization）と超高温殺菌（UHT processing）

は，その用途，およびその細菌学的，化学的影響等を考慮して明確に区別されている。前者

は，人体に害のある細菌の殺菌を行いつつ，加熱による製品の化学的，物理的変化やコゲ臭

（cooked flavor）を最小限に抑えることを目的として，比較的低温の 72～80℃で 15～30

秒の連続式（または 63～65℃で 15～30 分のバッチ式）で加熱する方法で，主に飲用乳の

処理に用いる。後者は，135～150℃という超高温で 1～5 秒の加熱殺菌を施す方法で，加

熱臭が付いてしまう代わりに，アルミパッケージに充填すれば常温長期保存が可能となる。

こうした目的や品質の違いから，酪農先進地域のヨーロッパでは，日常的な飲用向けとして

主流の低温殺菌牛乳と，常温長期保存を目的とした UHT 牛乳とでは，売り場まで分けられ

るほど完全に区別されている。 

日本で一般に飲用されている牛乳は，IDF の定義に従えば Pasteurized にも UHT にも当

てはまらない日本独自の処理方法である。1990 年に発表された全国飲用牛乳公正取引協議

会による「表示ガイドブック」では，乳等省令で認められた殺菌方法はすべてパスチャライ

ズドであるとの認識が示されている。しかし，藤江（1991）によればこれは誤りであり，

日本の牛乳は国際規格から逸脱した J-UHT（日本式 UHT）であると指摘している。超高温

で殺菌処理を施しているものの，通常の紙パックに充填しているため常温保存も長期保存

もできない上に，独特の加熱臭を帯びて風味も悪い。 
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（9）牛乳市場における商品多様性の喪失 

こうした牛乳の単一財化・ガラパゴス化によって，日本は独特の牛乳市場を形成してきた。

戦後間もない時期は，冷蔵技術やコールドチェーンも発達していなかったため，原乳の品質

は低く，乳業メーカーは生乳流通網の合理化に加えて，より生産効率が高く，品質を安定化

できる技術を求めていた。1950 年代に，大手乳業メーカーの明治乳業と森永乳業が，大量

生産可能な UHT 殺菌とホモジナイズド製法をいち早く採用し，処理方法を転換すると，他

社もこれに追随する形で次々と導入を進めたことから，ホモジナイズド・UHT 牛乳が市場

を席巻した（柏, 2012）。しかし，加工処理設備の大規模な転換には多額の設備投資を必要

とし，中小乳業メーカーの中にはそれが難しい企業も多く，この過程で全国に多数点在して

いた乳業メーカーの淘汰と再編が行われ，さらなる市場の寡占化が進んだ。 

1950 年代以前の牛乳市場には，ノンホモジナイズド（ホモジナイズされていない）の低

温殺菌牛乳しかなく，ノンホモの証である乳脂肪の層（クリームライン）が品質の優劣を左

右するほどであったが，こうした効率性追求と価格競争の結果，今日ではホモジナイズド

UHT 牛乳が市場流通の 9割以上を占めるという世界的に見ても特異な牛乳市場を形成する

に至っている（表 1-4）。 

牛乳飲用の歴史の浅い日本では，戦後，独自の UHT 牛乳の普及に伴って急速に牛乳消費

が拡大，定着したことで，低温殺菌牛乳の持つ牛乳本来の風味やさっぱりとした味わいを知

らないままに UHT 牛乳に慣れ親しみ，そのコゲ臭をコクとして認識する消費者が増えてし

まった。 
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表 1-4 ヨーロッパ諸国と日本の牛乳加熱処理法別シェア（％） 

国名          熱処理法 低温殺菌 UHT 殺菌 びん装滅菌 

北欧 スウェーデン 100 0 0 

ノルウェー 100 0 0 

デンマーク 69 4 0 

フィンランド 99 1 0 

中欧 イギリス 92 1 7 

アイルランド 100 0 0 

オーストリア 95 4 1 

西ドイツ 48 50 2 

スイス 72 28 0 

オランダ 68 3 29 

ベルギー 5 23 72 

ルクセンブルク 100 0 0 

フランス 35 47 18 

南欧 イタリア 44 53 3 

スペイン 40 24 36 

ポルトガル 68 32 0 

日本 2 98 0 

注）日本については 1983 年の数字。UHT 殺菌のうち 97％は従来の日本式 UHT 牛乳，1％はロング

ライフミルク，低温殺菌 2％には変則的な殺菌法も含まれる。 

出所）柏（2012）より転載 

（10）農畜産物市場のグローバル化 

現在，農畜産物市場のグローバル化圧力の下で，日本農業全体の市場競争力が問われてい

る。それは，従来から問われてきたコスト競争力とは異なる，商品価値や信頼関係を軸とし

た「ブランド競争力」とでも言うべきものであり，多様な生産者の努力や創意工夫に支えら

れたものである。農産物市場は，今後さらなる貿易の自由化が進み，国際競争と品質競争の

時代への突入が予想される。TPP や日欧 EPA，日米 FTA が続々と発効する中，画一的な酪

農経営や牛乳・乳製品は不安要素となっている。今後海外産農畜産物の輸入が拡大し，価格，

品質ともに競争力の高い商品が流入することは必至であり，早晩日本の酪農経営も対応を

迫られ，ブランド競争力と国際競争力の強化に取り組んでいくことが求められるであろう。

実際に，すでに輸入自由化されて久しく，日欧 EPA により段階的な関税削減と輸入枠拡大

が決まったチーズは，ヨーロッパからの輸入が増加しており，国産チーズ振興が急がれる。 
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このように，過当競争の深化により大規模集約化が進む中で，日本の酪農は多くの課題を

抱えている。規模拡大による収益性の向上も頭打ちになり，行き詰まりが懸念される新たな

局面を迎えている。長期的な視点から見ると，環境性の面でも，経営の面でも，持続可能な

産業であるとは言い難く，むしろ危機的と言っていい状況にある。 

第 2節 日本の牛乳市場の現状と課題 

第 1項 日本における生乳生産量と牛乳消費量の推移 

日本では，戦後になってから酪農が本格的に発展し，それに伴って牛乳飲用が普及してき

たことはすでに述べてきた通りである。日本の酪農では，効率性が追及された結果，全国生

乳生産量は 1950 年に 37 万 t，1960 年に 189 万 t と飛躍的な増産を実現し，その後も右

肩上がりの成長を続けた。しかし，1996 年の 865 万 t をピークに，減少に転じている。特

に，2006 年からは，需給緩和のために大規模な減産型計画生産（生産調整）が開始したこ

とに加え，飼料価格高騰や生産性追求の過程で廃業する酪農経営が増加した結果，生乳生産

量も大幅に減退することになった。2016 年の生乳生産量は 734 万 t であり，ピーク時から

15％ほど減少している。 

不足払い法に基づく指定団体制度の下では，酪農経営により生産された生乳は，そのまま

飲用される牛乳等に仕向けられる飲用向と，脱脂粉乳・バター等の指定乳製品の加工用に仕

向けられる加工向との二種類に大別され，仕向け先によって用途別乳価が細かく設定され

ている。 

用途別の生乳処理量を見てみると，飲用向は 1994 年にピークを迎えた後徐々に減少して

おり，現在は国内生産生乳の 55％が飲用向，45％が加工向となっている。これは，1960

年代半ばから学校給食での牛乳提供が普及したおかげで，日本でも牛乳の飲用習慣が根付

いた一方で，1980 年代頃から消費が伸長しているミネラルウォーター，お茶類，スポーツ

ドリンクといったペットボトル入りの清涼飲料水や，ジュース・果汁入り飲料，カフェラテ

といった嗜好飲料など，その他の飲料の選択肢が増えたこともあり，飲用乳の需要が減少し

たことによる。他方，乳製品への加工向は，コーヒー系飲料に用いる業務用の液状乳製品（ク

リーム）や国産チーズの需要が拡大したことにより好調で，今後も消費量の増加が見込まれ

ている。飲用向市場は縮小傾向にあり，チーズやバターなど乳製品の加工向けへと市場の中

心がシフトしつつあると言える（図 1-1）。 
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出所）一般社団法人 J ミルク「生乳生産量・用途別処理量・用途別販売実績（全国）」， 

「牛乳等の年間１人あたり消費量の推移」 

図 1-1 生乳生産量・用途別処理量・牛乳等の年間一人あたり消費量の推移 

第 2項 牛乳の小売価格の動向 

日本における生乳生産量，牛乳消費量はともに縮小傾向にある。その上，徹底した乳質管

理と大量生産体制が確立される中で，牛乳の単一財化はますます色濃くなり，現在の日本の

牛乳市場は，世界でも類を見ないほど商品の多様性に乏しい状態となっている。牛乳本来の

風味ではなく，衛生管理と乳脂肪率と低価格ばかりが訴求されてきた結果，牛乳市場は品質

競争ではなく，価格競争を激化させる方向に進んだ。 

図 1-2 は，牛乳紙パック（1L）の最安値の平均価格で，売り場面積 450 平米以上店舗で，

特売しているかどうかにかかわらず，調査店舗で最も安かった牛乳の価格を示している。こ

れによれば，牛乳の小売価格は全国的に漸減し，10 年余りの間に 1L あたり 20 円前後下が

っていることがわかる。牛乳は，牛の飼育管理に始まり，日々の搾乳，運搬，加工処理とい

った多くの過程を経て生産される商品のはずであるが，時にミネラルウォーターよりも安

い値段で販売されることすらあり，スーパーの特売の目玉として扱われることも多いこと

から，薄利多売商品の代表格として定着してしまっている。 
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注）上下のエリアは，25%点と 75%点 

出所）総務省統計局「全国物価統計調査」各年版 

図 1-2 牛乳紙パック（1L ）の最安値の平均価格 

第 3項 日本における牛乳消費の現状 

スーパーマーケット業界で，牛乳は，食パン，豆腐と共に「白物三品（しろものさんしな）」

と呼ばれる。さらに，これに卵を加えて「白物四品（しろものよんしな）」と呼ばれること

もある。いずれの商品も，多くの家庭で食卓に並び，短い消費期限のため頻繁に購入が繰り

返される。スーパーにとっては，こうした商品で集客を行うことは効率的で，牛乳は常に特

売の対象となる。さらに，鮮度が重視されることから，スーパーにとっては回転率を上げた

い商品でもある。買い手にとっては，頻繁に買い物をするため，価格をよく知っており，値

ごろ感が形成されやすく，価格に敏感となる。 

こうした商品は，マーケティング論では「最寄品（convenience goods）」に分類される。

「最寄品」の概念は，Copeland（1923）の商品分類が最初とされ（坪井, 2002），「容易に

行ける店で習慣的に購入される物」と定義された。アメリカ・マーケティング協会（AMA）

はこの概念を引き継ぎ，「消費者が，頻繁に，即座に，最小限の努力で日常的に買う消費財」

と定義した（AMA, 1948）。その後，Aspinwall（1958）が買い替え率や粗利益，消費時間

などの定量的分類方法を提案するなど，商品分類研究として一連の研究の蓄積を生む。 

ただし，商品分類研究は，分類だけが目的ではなく，Copeland（1923）以来，それによ

るマーケティング戦略のあり方の検討が目的とされてきた。様々な商品分類が提案される

中で，最寄品のマーケティング戦略は，製品差別化はあまりなされず，価格差も小さく，流
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通は集中的で，マス広告が主流になる点では，どの論者もほぼ一致している。集約的かつ大

規模な生産流通で，無差別にほぼ同じ価格で売られる牛乳も，この最寄品の特徴を有してい

る。 

その中で，Holton（1958）は，最寄品かどうかは，商品そのものの特性というよりも，

個々の消費者が商品をどう見るかによるとし，「複数の売り手について価格と品質を比較す

ることの期待利益が，そのために要する時間といった探索コストと比較して小さいと評価

された商品」と再定義している。 

こうした価格と品質の比較検討や探索に対する消費者の態度を，消費者行動研究では「関

与（involvement）」という概念で説明してきた。これは，社会心理学の説得的コミュニケ

ーション研究の中で使われてきた「自我関与」概念を援用したもので，購買意思決定プロセ

スの中で，消費者の特定商品のカテゴリーやブランドに対するこだわり，あるいは特定のニ

ーズの充足や課題解決への関心の高低を表すのに用いられる（青木, 1990）。 

関与の高低によって消費者の行動パターンが異なる。例えば，Assael（1987）は，ある

製品に対して，ブランド間の差異が大きいと認識しているのに関与が低い場合は，様々なブ

ランドを試し買いすることになるし，関与が高いのにあまりブランド間に差異を認識しな

い場合は，しっかり選びたいのに納得して選べないという不満を抱えた状態になると指摘

している。 

消費者の関与の違いで，売り手のコミュニケーション戦略の効果も異なる。関与の低い消

費者に，一生懸命製品属性の違いを訴えても高い効果は期待できないだろうし，逆に，イメ

ージ CM だけで関与の高い消費者の納得は得られない（小嶋ら, 1985）。 

牛乳は，しばしば低関与商品の典型として扱われてきた（例えば，青木, 1990）。どうい

った尺度を用いて「低関与」か「高関与」と評価すべきかは，議論の分かれるところで，未

だに一致した見解は得られていないが（金, 2014），少なくとも，牛乳については，低関与

な選択が行われる最寄品というのが一般的な理解というところであろう。 

第 4項 牛乳の殺菌温度別の市場シェア 

日本の牛乳生産をめぐる効率化は，酪農経営のみならず，加工・流通を担う乳業メーカー

でも起こった。大量に供給される生乳から，より効率的に牛乳・乳製品を製造する量産体制

を整えるため，乳業メーカーはこぞって UHT（超高温瞬間殺菌）やホモジナイズといった

瞬間的な加工処理を可能にする技術を導入し，対応する新たな加工設備を整備した。規模の

経済性で劣る中小乳業メーカーは，そうした流れの中で淘汰され，現在では大手乳業メーカ

ーによる寡占市場が展開されている。その結果，UHT 牛乳はスーパーやコンビニエンスス

トア等で気軽に購入できる量販品として，市場の 9 割以上を占めるに至っている（表 1-5）。 
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表 1-5 牛乳の殺菌温度別割合の推移（％） 

年 
パスチャライズド UHT 

低温殺菌 高温殺菌 超高温殺菌 

1935 26.5 73.5 － 

1940 39.0 61.0 － 

1945 62.8 37.2 － 

1950 48.7 51.3 － 

1955 44.0 44.4 11.6 
1960 18.6 39.9 41.5 
1965 6.2 26.4 67.4 
1970 1.6 10.6 87.8 
1975 0.4 5.4 94.2 
1980 0.2 3.2 96.6 
1985 0.5 3.3 96.2 
1990 2.0 4.5 93.5 
1995 2.9 4.7 92.4 
2000 3.4 4.1 92.5 
2005 3.0 3.1 93.9 

出所）柏（2012）より，筆者が一部修正の上，転載 

原資料：内務省・厚生省・厚生労働省『衛生行政業務報告』，『保健・衛生行政報告』各年 

確かに，UHT は，瞬間的な処理が可能なので大量生産に向いており，品質が安定的で日

持ちも良いため，商品としては取り扱いやすい。しかし，その反面，強力な滅菌効果により

善玉菌までもが死滅してしまったり，120℃以上の超高温で処理するために，コゲ臭やタン

パク質の熱変性が生じ，牛乳本来の風味や舌触りが損なわれるというデメリットもある。牛

乳嫌いの人の中には，この UHT の処理に由来する独特の臭みや口の中に残る粘性を理由に

挙げる人も多い。 

一方で，低温殺菌であれば，低温で処理するため，善玉菌の死滅やタンパク質の熱変性を

最小限に抑えて，しぼりたてに近いさっぱりとした自然な風味を残すことができるとされ

る。ただし，UHT に比べると，手間暇がかかり生産効率が低く，大量生産には向かない。

そのため，現在，日本の大手乳業メーカーでは取り扱いがほとんどなく，流通量は市場全体

の約 3％と極端に少なくなっている。ただし，長い乳文化を持つヨーロッパでは低温殺菌牛

乳の方がむしろ主流であり，日本でも，乳質や風味にこだわる特色ある酪農経営の多くは，

牛乳本来の風味が劣化するのを嫌い，低温殺菌を採用している。 
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第 3節 日本のバター市場の現状と課題 

第 1項 バターの国内生産・流通の現状 

日本のバター市場に流通するのは，国産品が圧倒的に多いが，ガット・ウルグアイラウン

ド合意以降は一定量のカレントアクセス輸入も行われ，国産品の不足分を補っている（図 1-

3）。ただし，近年は全国生乳生産量が減少している上，乳製品生産の大部分を担う北海道で

も猛暑や大型台風直撃の影響により乳牛の体調不良やストレスが発生しやすく，バターの

国内生産量も減少傾向にあることから，バター不足が度々発生し，独立行政法人農畜産業振

興機構（以下，ALIC）による緊急輸入が行われる事態となっている。 

 

出所）農林水産省「牛乳乳製品統計」，ALIC「alic 統計資料一覧・脱脂粉乳，バター等の需給」 

図 1-3 バターの国内生産量と輸入量の推移 

バターは，その荷姿や用途によって，主に次の 3 種類に分けられる。冷凍で品質保持期

限が長く，工場などの大型需要者向けに流通されるバラバター（主に 25kg 程度），バラよ

りも小容量で，製菓・製パン店や外食産業等向けに冷蔵で流通されるポンドバターやシート

バター等（主に 450g 程度），そして一般の小売店で冷蔵販売される少量個包装の家庭用バ

ター（主に 100～200g 程度）である。このうち，ポンドバター等と家庭用バターの大部分

は国産品が占めている。バター不足時には，輸入したバラバターで業務用需要を代替するこ

とにより，乳業メーカーは国産のバラバターに加工されていた分の生乳をポンドバターや

家庭用バターに仕向けて対応を図っている。 
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そもそも，保存性が高いバターは，飲用乳やクリームといった保存性の低い品目向けの需

要を満たした後に生産されるため，飲用乳需要の急増や生乳生産の減少といった変化の影

響を受けやすい。飲用乳の需要は夏に多く冬に少なくなるが，一方で生乳生産は需要に合わ

せて乳牛の個体数や産乳量を調節することはできないため，夏場の生乳供給の落ち込みは

避けられない。こうした季節変動によって，夏季は需給が逼迫しやすく，冬季は緩和すると

いう需給ギャップが恒常的に発生するため，国内バター生産は需給が緩和する冬季の余乳

を吸収する需給調整弁の役割を果たしているのである。 

第 2項 バターの輸入と国家貿易制度 

先に述べた通り，近年では国内のバター需要の一部が輸入によって賄われている。2019

年の国別の輸入実績（図 1-4）では，ニュージーランド（55.1%），オランダ（15.8%），フ

ランス（9.4%）の順に輸入量が多かった。輸入先国は，年度ごとに若干の変動はあるもの

の，世界最大のバター輸出国であるニュージーランドからの輸入量は一貫して多い。 

 

出所）ALIC 調べ 

図 1-4 バターの国別輸入量（2019年度） 

バターと脱脂粉乳は可逆性が高いという特性を持つため，慎重な輸入管理が必要とされ

ている。この二つを用いると，ヨーグルトやチーズはもちろん，牛乳に代替する可能性もあ

る乳飲料や加工乳など様々な乳製品が製造可能だからである。バターと脱脂粉乳は互いに

主産物と副産物であり，どちらかの供給が不足したり需要が増加したからと言って，その一
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方の生産量を増減させることはできないから，輸入による対応が必要であるが，バター・脱

脂粉乳が無秩序に輸入されれば，国内の牛乳・乳製品市場に大きな影響を与えかねない。こ

うした理由から，日本では，バター，脱脂粉乳，ホエイといった指定乳製品の輸入に対して，

厳しい国境措置が敷かれ，国内酪農への影響緩和が図られてきた。従来は数量制限を行って

いたが，ガット・ウルグアイラウンド合意に従い，1995 年以降はすべて関税化され，現在

バターの輸入は，カレントアクセスと関税割当の二通りで行われている。 

カレントアクセス輸入は，ALIC が買い入れ，入札により国内価格水準で売渡を行う国家

貿易制度である。1993 年のガット・ウルグアイラウンドに基づいて定められた国際約束に

則って，毎年度一定量（バター・脱脂粉乳等であれば生乳換算 13.7 万 t／年）の指定乳製

品等が輸入される。対象品目は，バターのほか，脱脂粉乳，ホエイ・調製ホエイなどで，国

内酪農への影響を抑制するために非常に高い関税がかけられており，そのマークアップは

第 3 章で述べた加工原料乳生産者補給金の原資になっている。輸入する指定乳製品の品目

別数量や時期については，ALIC が毎年度の需給や価格動向から決定し，競争入札による売

り渡しを行う。国内在庫量が不足した際には，さらに追加輸入が行われる場合もある（農林

水産省 Website）。 

一方，関税割当は，農林水産省が毎年一定の数量を低関税（一次税率）の輸入割当枠とし

て民間需要者の申請に応じて割り当てる。この枠外での輸入も可能だが，その場合の関税率

は非常に高水準（二次税率）で，国産価格を上回ってしまうため，枠外輸入の実績は非常に

少ない。 

バターは，このような国家貿易制度によって，計画的な輸入・流通によって国内酪農を保

護しつつ，需給ギャップの調整弁として機能してきた。しかし，一方で，こうした厳しい国

境措置が乳製品の自由な流通を阻害し，度々深刻なバター不足や価格高騰を招いていると

して，国家貿易制度や ALIC に批判が集まり，酪農制度改革が推進されるきっかけともなっ

た（山下, 2016）。また，関税と ALIC への売買を通して発生する輸入差益が上乗せされる

ため，バターの内外価格差が約 3 倍と非常に大きくなってしまっている。 

こうした課題を抱える乳製品市場は，貿易自由化交渉のたびに懸案事項となっている。

TPP 交渉においては，脱脂粉乳とバターは関税削減・撤廃を行わず，TPP 枠を設定し，枠

内税率を 11 年目までに削減することとされ，乳製品の輸入については，国内酪農に影響が

出ない範囲に限定するとされた。ただし，グローバル化圧力が高まる中で，今後も現在の関

税率や従来の国家貿易制度を堅持できる保障はなく，国産品の市場競争力強化を急ぐべき

であろう。 
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第 3項 日本におけるバター消費の現状 

図 1-5 は，日本におけるバターの業種別流通消費量の推移である。内訳としては，乳業

メーカーによる社内消費（乳製品製造用），業務用，家庭用が，近年はそれぞれ概ね 1:7:2

の割合である。 

 

出所）ALIC「乳製品の流通実態調査報告書」 

図 1-5 バターの業種別流通消費量の推移 

我々にとって最も身近な家庭用バターに注目すると，その割合は，バター不足が社会問題

化していた 2011～2015 年頃を除き，概ね 20～25％程度で推移している。ただし，その

消費量自体は減少している（図 1-6）。その原因として，ここ数年は品薄状態が解消された

ものの，家庭用バターの小売価格が年々上昇していることが影響しているかもしれない。す

でに述べてきた通り，飼料費の高騰による生乳生産費上昇や，生乳供給の減少による加工原

料乳価格の上昇の影響が価格に転嫁され，2004～2019 年の 15 年間で 1.4 倍近くになっ

ている。株式会社オレンジページ（2019）は，国内在住の成人女性を対象にバターに関す

る消費者調査を行った結果，9 割の回答者が「バターが好き」と答えた一方で，バターへの

不満点として，7 割近い回答者が「値段が高い」ことを挙げたとしている。 
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注：1）消費税を含む 

  2）バター価格は，箱入り，食塩不使用は除く（2013 年 1 月まではカルトン入り（200ｇ）） 

3）家庭用バターは，1996 年以前，1999 年，2004 年はデータなし 

出所）ALIC「乳製品の流通実態調査報告書」，総務省「小売物価統計調査」 

図 1-6 家庭用バターの消費量と小売価格の推移 

第 4項 バターの種類と差別化の試み 

製法や添加物などによって，バターはいくつかの種類に分類される。まず，食塩添加の有

無によって加塩タイプと食塩不使用タイプの別がある。前者は料理やパンに塗る用途に，後

者は主に製菓・製パン用に用いられる。また，製法によって，発酵タイプ，非発酵タイプの

別がある。発酵バターとは，原料となる乳脂肪分（クリーム）を乳酸菌で発酵させて製造し，

製品は芳醇な香りと淡い酸味が特徴である。発酵タイプはヨーロッパで主流の製品であり，

国産バターは特に断りがない限り，基本的に非発酵タイプである。つまり，日本の家庭用バ

ターとしては，加塩タイプの非発酵バターが最も一般的である。ただし，近年では，発酵バ

ターも人気が高まっている。また，パンに塗りやすくするため気泡を含ませて柔らかくした

ホイップバターや家庭で使いやすいように小さくカットされた個包装など，消費者のニー

ズに合わせた商品も見られる。 

日本で流通するバターは，こうしたごく基本的な製法の違いを訴求する以外に，商品の根

本的な差別化を図るのは難しい。バターの原料となる生乳も，先述の牛乳同様，集乳の過程

で複数戸のものが混合され平準化されるため，個々の酪農経営による品質や違いは反映さ

れない。その上，バターの歩留まりは 3～4％程度と低いことや，副産物の脱脂乳を保存性
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の高い粉乳状に加工するためには大規模な加工設備が必要となることから，中小乳業メー

カーや酪農経営が持つ小規模プラントでのバター製造は難しい。結果として，家庭用バター

のほとんどが国内の大手乳業メーカー製であり，原料乳は大手メーカーの乳製品工場があ

る北海道の限られた地域から集められる。こうした理由から，バター生産の実情としても，

多くの消費者にとっても，ほぼ品質に差異はないものとして扱われていると考えられる。 

しかし，近頃ではクラフト・バターと呼ばれるこだわりのバターを生産する酪農経営や中

小乳業メーカーも，わずかだが見られるようになってきた。例えば，製法による差別化とし

ては，昔ながらの小型のバターチャーンを使って製造し「手作りバター」を謳うもの，フレ

ーバー・特産品の食材などを混ぜ込んだバターなどもある。見た目による差別化では，木箱

や缶，ビン入りなど，デザインにこだわった様々なパッケージの商品が見られる。また，日

本ではめずらしい品種の乳牛から搾って作ったジャージー・バターやガンジー・バターなど

もある（グラフィック社編集部, 2019）。 

そのほか，乳牛の飼養方法の違いによって差別化されたバターに，グラスフェッド・バタ

ーというものもある。グラスフェッド（grass-fed）とは，穀物飼料でなく牧草で飼養され

た牛の乳からつくられることを意味する。製品は牧草に含まれるβ-カロテンによって色は

黄みがかり，香り高くコクのある味わいで，必須脂肪酸オメガ 3 であるα-リノレン酸と共

役リノール酸が豊富であるなど栄養機能の面でも優れている。以前は日本ではほとんど認

知されていなかったが，『シリコンバレー式自分を変える最強の食事（デイヴ・アスプリー, 

2015）』で，朝食をグラスフェッド・バター入りコーヒーに置き換える「バターコーヒーダ

イエット」が紹介されたことで注目を集め，日本でも徐々に知られるようになってきた。グ

ラスフェッドと銘打った国産バターは，全国でも数社しか生産しておらず，流通量はごくわ

ずかなため稀少性が高いが，一方で，ニュージーランドでは，ほとんどの酪農経営で放牧が

行われているため，ニュージーランド産バターと言えばグラスフェッドが基本である。 

このように，家庭用バターの一部に，特色あるバターと呼べるような差別化商品も販売さ

れている。ただし，その流通量も消費量も，家庭用バター全体からすれば微々たるものであ

る。 

第 4節 日本のチーズ市場の現状と課題 

第 1項 チーズの定義と分類 

チーズを扱うにあたり，チーズの種類について最初に説明したい。チーズは，その製造方

法によってナチュラルチーズとプロセスチーズに大別される。 
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ナチュラルチーズとは，牛乳やヤギ乳，羊乳などの原料乳に酸や酵素を加えて凝固させた

後，発酵・熟成したものである。生産地の気候や風土，乳質，製法などにより様々なタイプ

があり，その分類方法は国によっても異なる。本稿では，本間（2019）による 7 種類の区

分（フレッシュタイプ，パスタフィラータタイプ，白カビタイプ，青カビタイプ，ウォッシ

ュタイプ，シェーブルタイプ，セミハード・ハードタイプ）を用い，以降，ナチュラルチー

ズはこれらの総称を指す（表 1-6）。 

他方，プロセスチーズは，乳等省令では「ナチュラルチーズを粉砕し，加熱融解し，乳化

したもの」と定義されている。もともとヨーロッパからアメリカ大陸への移民が増えた 19

世紀頃から，保存性が良く広域流通可能なチーズの需要が生まれて発明されたもので，その

歴史はまだ 100 年程度である（NPO 法人チーズプロフェッショナル協会, 2019）。加熱し

てあるため，ナチュラルチーズのように時間経過とともに自然に熟成が進むことがなく，品

質が安定しているので，高温多湿な日本でも扱いやすい。また，ナチュラルチーズに比べて

風味が弱いため，伝統的なチーズ文化を持つヨーロッパでは消費量が少ないが，一方で，日

本のようにチーズが食文化として根付いていない地域では，かえって味にクセの少ないプ

ロセスチーズが好まれる傾向にある。こうした気候や嗜好性といった要因もあり，日本では

1934 年に北海道製酪販売組合連合がプロセスチーズを国内で初めて販売して以降，独自の

進化を遂げつつ急速に広まりチーズ市場の中心となった。 

このほか，チーズの代わりに用いられる類似食品に，「チーズフード」がある。チーズフ

ードとは，乳等省令にいう「乳等（乳または乳製品を主原料とする食品）」に分類される。

一種以上のナチュラルチーズまたはプロセスチーズを粉砕し，混合し，加熱融解し，乳化し

て作られるもので，製品中のチーズ分の重量が 51%以上のものをいう。チーズとは異なり，

食品を食品衛生法で認められているものであれば，味や香り，機能性などを付与する食品を

添加することができる（NPO 法人チーズプロフェッショナル協会, 2019）。チーズの含有量

が少なく，チーズに比べて保存性が高く価格も安く抑えられるため，外食産業や加工食品な

ど業務用に多く用いられている。 
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表 1-6 ナチュラルチーズの分類 

分類名 製法・特徴 代表的なチーズ 

フレッシュ 

タイプ 

熟成させないタイプのチーズで，製造工程の第一段階

で完成させたもの。クセがないものが多く，柔らかく

水分を多く含んでいる。できたての新鮮な状態で食べ

るとよい。 

リコッタ注） 

マスカルポーネ 

クワルクなど 

パスタフィラ

ータタイプ 

イタリア語でパスタは「生地」，フィラータは「糸状に

割ける」という意味。ミルクを凝乳酵素で固めてホエ

イを輩出したカードを熱湯で練ることで，弾力のある

繊維状の組織になる。 

モッツァレラ 

スカモルツァ 

ブッラータなど 

白カビタイプ 表面に植えた白カビにより，外側から内側に向かって

熟成していくタイプ。切断した内部はクリーム色で，

熟成が進むにつれて中身が柔らかくなる。クリーミー

でマイルドな口当たりのものが多く，クセも控えめで

ナチュラルチーズ初心者にも向いている。 

ブリ・ド・モー 

カマンベール 

シャウルスなど 

ウォッシュ 

タイプ 

熟成の過程で表皮に塩水やワイン，ブランデーを吹き

付けて洗うことからウォッシュタイプと呼ばれる。表

面にリネンス菌という特殊な菌が繁殖し熟成が行わ

れるため，匂いが強く個性的なチーズが多く，通向き

のチーズと言える。 

エポワス 

ポン・レヴェックなど 

シェーブル 

タイプ 

ヤギ（シェーブル）の生乳で作られる。牛乳製のチー

ズよりも古い歴史を持つ。熟成が若いうちはさわやか

な酸味があり，熟成が進むにつれて深いコクと風味が

増す。ヤギ特有の風味が強く感じられる。 

ヴァランセ 

セル・シュール 

シェール 

バノンなど 

青カビタイプ チーズの内側に青カビを繁殖させて熟成させていく

タイプ。青カビの熟成には空気が必要なため，空気を

求めて内側から外側へ熟成していく。青カビの狭量な

脂肪分解作用によって特有の刺激的な香りが生まれ，

ほかのチーズと比べると塩味が強い。 

スティルトン 

ゴルゴンゾーラ 

ロックフォールなど 

セミハード・

ハードタイプ 

プレスして水分量を少なくした比較的硬いチーズで，

長期保存が可能。プロセスチーズの原料になることも

多く，熟成の進み具合に応じて何段階かに種類が分け

られるチーズもある。 

パルミジャーノ・レッ

ジャーノ 

チェダー 

ゴーダなど 

注）リコッタは主にホエイを原料とするもので，厳密にはチーズの定義から外れるが，本間（2019）

の定義に従い，本稿ではチーズとして扱う。 

出所）本間（2019）より，一部筆者修正の上，転載 
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第 2項 日本におけるチーズの生産・消費の現状 

日本のチーズ消費量は，本場ヨーロッパに比べるとまだまだ少ない。世界各国の 1 人当

たりのチーズ年間消費量を見ると，1 位のデンマークが 28.1 キロ，2 位のフランスとルク

センブルクがともに 26.5 キロ，続く上位のヨーロッパ諸国が軒並み 20 キロ超えであるの

に対して，日本は 2.84 キロと約 10 分の 1 である（図 1-7）。それでも，日本国内だけを見

れば，チーズの総消費量は右肩上がりに伸びており，2019 年度は 35.8 万 t と，過去 6 年

連続で増加している。国民一人一日当たりの消費量も，1990 年の 1.24 キロから，2019 年

までの約 20 年間で 2.3 倍に増加している（農林水産省「チーズ需給表」および総務省統計

局「各年 10 月 1 日現在人口」より算出）。 

出所）JIDF「世界酪農情況 2019」，農林水産省「チーズ需給表」， 

総務省統計局「2019 年 10 月 1 日現在人口」 

図 1-7 世界各国の 1人あたりチーズ年間消費量 

こうしたチーズ需要の増加の背景には，これまでの度重なるブームがあった。1970 年代

の第一次ピザブームでは，ピザ専門店の増加によって，また，1980～1990 年代の第二次

ピザブームでは，宅配ピザ需要の増加によって，シュレッドチーズの消費量が大幅に伸びた。

90 年代以降も，ワインブームによるテーブルチーズの需要増などに後押しされてチーズ消

費は順調に伸び続け，この間にチーズの一人当たりの消費量は 2.5 倍に増えた。また，家庭

で直接消費されるプロセスチーズも，「とろけるスライスチーズ」や「切れてるチーズ」，ア

ルミ個包装の 6P チーズやキャンディータイプなど，日本独自の商品開発が行われてきた

（川崎, 2007）。 

2000 年代以降は，外食や中食だけでなく，家庭でのナチュラルチーズの直接消費も増加

した。チーズを用いたレシピが増え，家庭料理でチーズが使われる機会が増えたことや，日

欧 EPA により本場ヨーロッパ産のワインとテーブルチーズの関税が下がって気軽に楽しめ

るようになり，昨今の「家飲み」需要の増加と合致したことなど，チーズの楽しみ方や消費
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シーンが増えた。加えて，最近では，ラクレットやチーズフォンデュ，チーズダッカルビや

チーズハットグといった，糸を引くように伸びるタイプのチーズ料理が SNSで話題を呼び，

若い世代を中心に流行した。こうした数度のブームを経て，業務用のみならず家庭での消費

も浸透してきたことから需要は堅調で，チーズ消費はもはや一過性の流行にとどまらず，着

実に日本の食文化に定着しつつある。 

しかしながら，このように需要が増大してきた一方で，ナチュラルチーズの国内生産量は

伸び悩んでおり，チーズ総消費量に占める国産の割合はむしろ年々低下している。図 5-2 に

チーズの総消費量とその内訳を示した。2019 年度の輸入ナチュラルチーズの総量は 28.8

万 t であるのに対し，国産ナチュラルチーズの生産量はわずか 4.4 万 t で，2016 年から 3

年連続で減少している。プロセスチーズに関しては，国産 13.1 万 t に対して輸入 0.8 万 t

と国産がかなり優勢に見えるが，その国産プロセスチーズの原料の 8 割以上は輸入に頼っ

ている（図 1-8）。結果として，チーズ総消費量に占める国産の割合は 13％にとどまってい

る。 

 

出所）農林水産省「チーズの需給表」 

図 1-8 チーズの総消費量とその内訳 

つまり，近年増大しているチーズ需要の大部分は輸入品によって賄われており，特にナチ

ュラルチーズの国内生産は需要に追い付いていないため，その生産拡大が急務となった。

1999 年に公表された「新たな酪農・乳業対策大綱」によって生産性の高い効率的・衛生的

な乳業工場への再編・合理化が推進されて以降，一日当たりの生乳処理量が 40t を超える

大型乳製品工場の数は減少傾向にあるが，一方で，2000 年代以降，大手乳業メーカーによ

るチーズ工場の新設や設備増強は活発である。明治乳業は，2008 年に国内最大規模のチー

ズ工場を新設，2020 年にはさらにカマンベールチーズの製造ラインを増設している。また，
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よつ葉乳業は 2015 年にチーズ製造施設を，雪印メグミルク大樹工場は 2020 年にモッツ

ァレラチーズの製造ラインを，それぞれ新設しており，生産能力の増強によって国産ナチュ

ラルチーズの増産・販売拡大を目指している。 

第 3項 小規模チーズ工房の発展 

大手乳業メーカーがチーズ生産に力を入れる一方で，酪農経営やチーズ職人が小規模プ

ラントを自ら保有してナチュラルチーズの製造を行う工房の数も，近年徐々に増加してき

た。中央酪農会議および農林水産省牛乳乳製品課の調べでは，2006 年には 106 か所だっ

たチーズ工房数は，2010 年には 150 か所，2019 年には 323 か所と，この 10 年余りで 3

倍以上に増えており，その約半数が北海道に集中している（表 1-7）。 

表 1-7 チーズ工房数の推移（ 手乳業を除く） 

年 2006 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 

全国 106 150 177 186 234 240 259 284 306 319 323 

うち北海道 ― 98 100 101 111 121 128 130 146 151 ― 

出所）2012 年以前：中央酪農会議調べ，2013 年以降：牛乳乳製品課調べ 

チーズは早くから市場開放が進んだ品目であり，日本酪農の競争力強化対策として，農林

水産業振興策「攻めの農林水産業」の中にも小規模チーズ工房の振興が位置付けられており，

「国産乳製品等競争力強化対策事業」による各種助成が行われている。 

個々の工房の規模は小さく，製造量も少ないが，日本人の嗜好や気候・風土を反映した

様々な特色を持つ「日本チーズ」が生み出されている。中には，本場ヨーロッパで開催され

る国際コンテストに入賞する本格的なチーズ工房も現れており，今後の発展が期待される。 

第 5節 特色ある酪農経営の取り組み 

以上，日本の酪農，牛乳・乳製品市場の現状を振り返り，その史的展開と特質を述べた。

第 1 節では，輸入飼料への高依存が招いている食料自給率の低下，低収益性，食の安全・安

心に関する問題と仮想水問題，大規模集約化による環境問題やアニマルウェルフェア問題，

担い手不足の問題といった生乳生産に関する課題，そして，牛乳の単一財化に伴う特異な牛

乳消費文化の定着，さらに，農畜産物市場のグローバル化圧力による経営力や国際競争力強

化の必要性の高まりといった牛乳・乳製品市場が抱える課題について，第 2～4 節で確認し

た。 
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これまで日本の酪農産業は，飼料基盤を海外に依存し，搾乳と加工にのみ特化する加工型

畜産という形態によって急速な発展を成し遂げた一方で，そのために抱えることになった

問題も多く，無視できない状況に至っている。改善に向けて取り組むべき課題は根深く，そ

して多岐に亘る。 

畜産有識者で構成される畜産経営経済研究会は，日本酪農の持続的発展のための提言を

三度公表し，その中で，こうした日本酪農の現状と課題に度々警鐘を鳴らし，危機的状況を

打開して酪農を持続可能な産業に転換していくための方策について検討を重ねている（小

林, 2014）。 

2015 年の国連サミットでは，「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」が採択され，

｢持続可能な開発目標（以下，SDGs）」が定められた。SDGs とは，「持続可能で多様性と

包摂性のある社会の実現」に向けて国際的な諸課題の解決を目指す 17 の目標からなる。

2030 年を年限にこれらの達成が目指されており，日本でも 2016 年に「SDGs 推進本部」

が設置された（外務省国際協力局，2020）。あらゆる産業，多くの企業や組織が国際的な目

標達成に向けて SDGs に取り組む中で，日本の酪農経営も例外ではない。先述の通り，慣

行の酪農経営では環境・経済・社会のいずれの面でも持続可能とは言い難い状況で，環境・

経済・社会の三面から改善を迫られている。 

しかし，日本の酪農経営のすべてが大規模集約的経営に向かったわけではない。数は限ら

れているが，日本の酪農の現状に異を唱え，そのあり方を見直そうとする動きもある。こう

した酪農経営は，現在の酪農経営が抱える諸問題の解決と酪農の持続的な発展を目指し，独

自の経営方針や理念に基づいた「特色ある酪農経営」を実践している。その取り組みは，各

酪農経営の創意工夫により多様である。以下では，その代表的な事例を紹介する。 

第 1項 環境やアニマルウェルフェアに配慮した酪農の実践 

（1）地域内資源循環型酪農 

まず，酪農の環境負荷を低減する試みとして，酪農をはじめとする畜産を，資源循環の中

に組み入れようとする試みがある。例えば，宮崎県綾町では，早くから行政主導で自然生態

系農業（有機農業）を推進し，土づくりと減農薬栽培の普及に積極的に取り組んできた。地

域内で発生する家畜糞尿や家庭生ごみ等の有機性廃棄物を堆肥化して，地域内の土壌に還

元し，町レベルでの有機物循環システムの構築に成功している。その結果，もともと土地が

痩せていて生産性が低く，野菜は外部から購入していた同町が，今では地域外にも出荷でき

るまでになり，「有機農業の町」として地域ブランドを確立している（松本, 2006）。こうし

た畜産は資源循環型畜産と呼ばれ，「資源の循環的な利用を主に農地を媒介として行うこと

で，環境への負荷を軽減した持続可能な畜産」と定義されている（小林, 2006）。 
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また，近年，食品産業の副産物・廃棄物や余剰食品等の食品残渣を食品循環資源と捉えて

飼料化を促進する動きも見られ，生産コストの節約ができ（economical），環境にもやさし

い（ecological）ことから「エコフィード（eco-feed）」として注目されている。東京都 23

区内唯一の牧場である小泉牧場では，近隣の豆腐店よりおからを自ら収集し，粗飼料やふす

ま等と混合して牛に給与している（農林水産省生産局飼料課, 2017）。飼料基盤の拡大が難

しい都府県や近郊の酪農経営でも，こうした飼料を活用すれば，輸入飼料の給与率を抑え，

国際的な価格変動の影響を緩和し，生産コスト削減による収益性改善を図ることができる。

その上，飼料を海外から輸入することで生じる窒素循環や仮想水問題の心配も少なく，持続

可能な酪農経営の形として評価されている（阿部, 2009）。 

（2）経営内資源循環型酪農 

地域ぐるみの資源循環でなく，個別経営内の物質循環を促進する環境調和型の酪農法と

して，放牧を行う酪農経営もある。放牧利用は，草地の立地条件や経営主体の放牧に対する

考え方によって多くの分類がなされており，荒木（2012）は，日本における放牧酪農の類

型を表 1-8 の通り示している。例えば，広範な空間を移動して行う遊牧・移牧に対して，牧

地を変えない固定（定置）放牧，放牧の期間や時間によって，周年放牧，季節放牧，時間制

限放牧など，細分化していけば多岐に亘る。ただし，草地利用の方法から大別するなら，大

牧区で定置放牧を行う粗放放牧か，小牧区で効率的に草地を利用する集約放牧かで分ける

ことができる。 

表 1-8 放牧の類型 

空間的分類 時間的分類 季節分類 家畜利用草分類 利用地分類 経営的分類 

固定放牧 

輪換放牧 

ストリップ放牧 

繋牧 

一部休閑放牧 

遊牧・移牧 

移動放牧＊ 

村ごと放牧＊ 

日中放牧 

夜間放牧 

昼夜連続放牧 

時間制限放牧 

季節放牧 

夏期放牧 

晩秋放牧 

周年放牧 

先行後追い放牧 

ASP 

立毛放牧 

改良草地放牧 

野草地放牧 

山地放牧 

里山放牧 

水田裏放牧 

林間放牧 

公共草地放牧 

耕作放棄地放牧＊ 

集約放牧 

粗放放牧 

注）＊は，最近使用され始めた放牧方法 

出所）荒木（2012）より，筆者一部修正の上，転載 
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以下では，日本における粗放放牧の例として，山林の牧地化と在来野草の活用を特徴とす

る山地酪農と，外部資源の利用を最小限に抑える低投入持続型のマイペース酪農を紹介す

る。また，集約放牧の例として，近年北海道を中心に広がりを見せるニュージーランド式放

牧酪農を紹介する。いずれの方法も周年放牧を基本とし，大規模な牛舎を持たない点で，慣

行の舎飼い酪農とは，その飼養体系も理念も大きく異なる。 

山地酪農は，戦後まもなく，植物生態学者・猶原恭爾博士が提唱した放牧酪農で，山林の

牧地化と通年 24 時間放牧を特徴とする。牛たちは広大な牧地を自由に歩き回って，自生す

る在来種のノシバやその他の植物だけを食べて育つ。適正な飼養頭数に制限された環境の

下で，糞尿は自然の循環の中で牧地に還元されて植物の肥料となるので，草地の耕起造成や

化学肥料の投入も必要ない。こうした酪農経営では，濃厚飼料への偏重や輸入飼料依存，家

畜糞尿処理やアニマルウェルフェアといった問題は起きない。さらに，ノシバは日本の風土

に合った在来種であり，再生力が非常に強くしっかりと根を張る。長年山地酪農を行う高知

県の齋藤牧場や岩手県の吉塚牧場では，急斜面の土地も放牧地として利用しており，牛が歩

いた跡は等高線状の「牛道」ができる（写真 1-1）。 

 

急傾斜の放牧地。斜面に見える筋は，牛が歩くときにできる等高線状の「牛道」 

出所）筆者撮影 

写真 1-1 高  ・斎藤牧場の様子 

また，国内最大規模で山地酪農を実践する岩手県のなかほら牧場でも，林間や切り立った

崖の上も楽々と歩き草を食む牛たちの姿が見られる。また，2016 年夏に，同牧場が位置す

る岩手県岩泉町を台風 10 号による災害級の豪雨が襲った際には，大規模な河川の氾濫や土

砂崩れが多数発生し，周辺地域に甚大な被害をもたらしたが，広大な牧地は，その表面を覆

う分厚いノシバの層に守られ，表土流出や土砂崩れを防いだ実績を持つ（写真 1-2）。 
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このように，耕作にはとても利用できないような条件不利地や，国土の 2 割近くを占め

る放置山林の活用，防災や水源涵養機能の維持といった点で，国土経営の問題にも寄与して

いる。山地酪農は，環境負荷，アニマルウェルフェア，国土経営など，現在日本の酪農経営

が抱える持続可能性の問題を根本的に改善するものであり，その技術的優位性が指摘され

ている（柏, 2012）。 

上：崖の上を歩く牛たち  右下：冬でもしっかりと根を張る分厚いノシバの層 

出所）筆者撮影 

写真 1-2 岩手 ・なかほら牧場の様子 

マイペース酪農は，北海道中標津町の酪農経営・三友盛行氏が提唱した酪農法で，環境に

も牛にも人間にも負荷の少ない，風土に根ざした低投入持続型酪農である。高泌乳志向の慣

行酪農で行われる濃厚飼料の多給を避け，草地面積に応じた適正規模の経営を基本とした

放牧酪農を採用しており，個体乳量は少ないものの，濃厚飼料や化学肥料といった外部資源

の投入を最小限に抑えているため支出も少ない。土・草・牛の自然な物質循環を目指し，家

畜糞尿は完熟堆肥などにして経営内の土地に還元している。マイペース酪農は，三友氏が行

う講演活動や学習会・交流会によって徐々に広がりを見せ，現在では北海道東部，特に別海

町を中心に実践例が増えている。 

北海道足寄町では，有志による足寄町放牧酪農研究会の立ち上げに始まり，国の集約放牧

酪農技術実践モデル事業の導入，2004 年には「放牧酪農推進のまち」宣言と，町を挙げて

放牧酪農の導入に取り組んできた。また，1998 年には「足寄町新規就農者等誘致促進条例」

が制定され，後継者不足が叫ばれて久しい農業界において，足寄町には毎年全国から多くの

若者が訪れ，荒木（2020）によれば，2001 年から現在までに，30 代～50 代，18 戸もの
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新規就農者が定着している。新規就農第 1 号として 2001 年にありがとう牧場を開牧した

吉川友二氏は，入植前に酪農に従事していたニュージーランドの酪農を踏襲し，ニュージー

ランド酪農の大きな特徴である周年昼夜の集約放牧，季節分娩，短草利用に取り組んでいる。

ありがとう牧場だけでなく，足寄町の放牧酪農経営では，いずれも自給飼料生産により購入

飼料費を抑えられるようになったことや，牛が健康になり寿命が伸びて後継牛に余裕がで

き，個体販売による収益が増したことで，多くの経営が改善されたという。 

ただし，放牧もメリットばかりではなく，デメリットもある。例えば，放牧地面積の確保

など物理的制約，環境負荷を考慮した頭数制限，技術と経験を修得するためのコスト，乳量

低下や事故率上昇，ピロプラズマ等放牧病の罹患リスクといった点である。慣行酪農経営か

らは，こうした懸念から放牧導入に踏み切れないという声もある。これに対し，実際に放牧

を導入している経営では，デメリットよりもメリットの方が大きいという意見が多く聞か

れ，放牧の実践事例は全国に存在している。舎飼い酪農では，高額な初期投資を要する上，

給餌や清掃などに毎日多大な労力を割くのに比べて，放牧酪農は，設備投資・飼料費の削減

や，給餌や糞尿処理といった日々の作業の省力化により，低投入でゆとりある生活を送るこ

とができる。そしてなにより，牛が自由に食べ，動き，寝ることができるという自然に近い

環境で飼育することにより，牛の健康や長寿につながる。こうした酪農従事者の労働環境の

改善，環境やアニマルウェルフェアへの配慮など，畜産経営にも SDGs（持続可能な開発目

標）への対応が求められる中で，放牧酪農を見直す向きもある。2020 年 3 月に農林水産省

により策定された新たな「酪農及び肉用牛生産の近代化を図るための基本方針・家畜改良増

殖目標等（以下，酪肉近）」では，放牧推進が明言された。しかし，現状として，舎飼い酪

農が圧倒的主流である日本では，こうした放牧を取り入れた酪農経営は，非常に数が少なく，

都府県酪農経営の 2.3％，北海道でも 38.9％にとどまっている。 

（3）飼料自給 

飼料自給率を向上させる取り組みとして，放牧以外にも，飼料イネの利用が挙げられ

る。主に WCS（ホールクロップ・サイレージ）として家畜へ給与されたり，西南暖地で

は二期作に取り組んだりと，飼料イネの利用によって粗飼料自給率の向上を試みる酪農経

営もある。例えば，岐阜県大垣市では，飼料イネ・稲 WCS 生産の取り組みが広がってい

る。同市内の臼井牧場は，地域でまかなえる飼料の確保に積極的であり，前述のエコフィ

ードや河川敷での牧草サイレージ生産のほか，飼料イネの利用にも力を入れている。以前

はトウモロコシを給与していたが，現在は飼料イネで完全に代替することにより，コスト

削減と地域内の耕畜連携を実現している（農研機構, 2015）。飼料イネの生産と利用は，

稲作の減反と米価の維持を実現して，国産飼料自給率向上を図りたい政府も推進してお

り，政府の個別所得補償制度のモデル対策事業である水田利活用自給力向上事業におい

て，飼料イネは作付面積 10ａあたり 8 万円の直接支払いを受けることができる。湿田で

も栽培可能で，稲作の栽培管理経験や水稲用の農業機械が活かせるので，新たな投資が少
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なくて済むという利点もあり，麦や大豆に代わる転作作物として飼料イネ生産も注目され

ている（信岡, 2010）。肉牛では，立毛状態のまま牛を放牧して食べさせ，収穫時のロス

や費用を抑えるという事例もある（千田, 2014）。 

また，昨今国産濃厚飼料として注目されているのが，水田等を利用した子実トウモロコ

シの栽培である。日本では，飼料用トウモロコシ（デントコーン）の雌穂・茎・葉などを

まとめて青刈りして発酵させ WCS として利用するのが一般的であったが，子実トウモロ

コシは完熟した子実のみを濃厚飼料として利用する点で異なる。2008 年頃から北海道道

央地域で試験栽培が開始され，2009 年から栽培技術開発や生産性の研究が進められてき

た。現在のところ，子実トウモロコシ生産は北海道が主であるが，東北を中心として道外

地域でも徐々に作付けが拡大している。品質面でも，現段階で輸入品と遜色なく，むしろ

Non-GMO の国産飼料であることが評価されているという（柳原, 2017）。 

こうした飼料イネや子実トウモロコシの栽培は，休耕や耕作放棄が目立つ水田の活用と

いう観点からも評価できる。水田利用に飼料生産基盤を置いた水稲作と酪農の複合経営で

は，コストを抑えた飼料生産が可能となり，輸入飼料への高依存状態の解消に寄与する。

水稲単作や耕作放棄で使われていない水田を利用するので，国土経営という観点からも評

価できる。飼料生産のみならず，水田放牧を行う事例も見られるが，その場合には糞尿は

そのまま農地に還元されるため処理の必要がない。欧米のように広大な草地での放牧が難

しい日本では，農地の畜産的利用のあり方の一つとして知られている。 

ただし，資源循環型畜産においても，飼料イネの利用においても，地域的な耕畜連携を

実現するためのコントラクターが必要で，その役割を担う個別農業経営や集落営農が求め

られている。コントラクターは，粗飼料生産の効率化・低コスト化や労働負担の軽減だけ

でなく，稲わらや堆肥の相互供給を通して，部門ごとに専業化が進んでいる酪農経営と畑

作経営を結びつける地域農業の担い手としての機能にも期待が高まっている（福田・森高, 

2009）。 

第 2項 消費者不安への独自飼料による対応 

酪農の輸入飼料への依存は，日本のカロリーベースの食料自給率の低下や酪農経営の不

安定化をもたらすだけでなく，牛乳・乳製品の消費者にとっては，輸入飼料の遺伝子組換え

栽培や発がん性物質の含有，ポストハーベスト農薬の残留などによる人体への影響に対す

る不安も高めている。その結果，「できるだけ自然な牛乳が飲みたい」「少しでも安全な食品

を子供たちに食べさせたい」といった消費者の声により，多くの産消提携や産直運動を生ん

できた。生活クラブやコープ自然派等，食の安全・安心を求める生活協同組合では，提携生

産者と協力して，生産に GMO 飼料や添加物が用いられていないか，すべての消費材を見直

したり，残留農薬の検査においては国の基準の 10 分の 1 という厳しい独自基準を設けたり
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して，食品への不安を取り除いている（生活クラブ Website; コープ自然派 Website）。ま

た，遺伝子組み換え作物やポストハーベスト農薬に対する消費者の反対運動がきっかけと

なり，Non-GMO や PHF（ポストハーベスト農薬フリー）飼料の分別を可能にする IP ハン

ドリング（分別生産流通管理システム）が導入され，安全な飼料の輸入体制が確立された（永

松, 2003）。 

ヨーロッパに比べ，オーガニック後進国と言われる日本でも，最近では食に対して強いこ

だわりを持つ消費者が現われはじめ，徐々にこうした高品質の牛乳が市場で評価されるよ

うになってきている。こうした食の安全・安心を求める消費者ニーズの高まりを受け，100％

国産飼料や Non-GMO 飼料，有機栽培飼料等，独自飼料の給与により牛乳の品質や安全性

を訴求する酪農経営や乳業メーカーも出てきた。例えば，山口県山口市の秋川牧園では，「無

農薬・無投薬の健康・安全な自然食品の製造及び販売を通じ，社会に貢献する」ことを基本

理念とし，農業生産組織としては日本初の上場企業として知られている。乳牛の飼養は，連

結子会社のむつみ牧場が行い，休耕地を活用した自給飼料生産によって地域循環型農業を

推進している（秋川牧園 Website）。アニマルウェルフェアというと飼養方法にばかり注目

されるが，秋川牧園では，創業者の「口に入るものは間違ってはいけない」という信念のも

と，一貫して消費者のための健康で安全な食づくりを行っている（松木, 2016）。飼料は遺

伝子組み換え原材料の混入を防ぐために分別生産流通管理を行った大豆や PHFトウモロコ

シの配合飼料を給与し，Non-GMO 飼料を徹底するなど，食の安心・安全を追求している

（鄒ら, 2009）。北海道網走郡津別町では，津別町有機酪農研究会に所属する 5 戸の酪農経

営が，無農薬・無化学肥料の粗飼料を用いた「オーガニック牛乳」の生産に取り組み，明治

乳業とプレミアム乳価での契約を行い，JAS 有機牛乳の国内第 1 号として商品化を実現し

た（永松ら, 2008）。 

また，北海道の乳業メーカーであるよつ葉乳業では，「おいしくて安全な牛乳を子供たち

に」という都府県の消費者の願いから産直共同購入運動が起こり，その強い要望に応える形

で，国産自給飼料や Non-GMO 飼料の使用を徹底した牛乳の開発が進められてきた。1970

年代半ばから導入が始まった常温で長期保存可能なロングライフ牛乳（LL 牛乳）をめぐっ

て，食の工業化，食文化の荒廃，食の安全性を問う全国的な論争が起こり，「ほんものの牛

乳を守ろう」と消費者グループも激しく反発して LL 牛乳反対運動が繰り広げられた。その

運動はやがて単なる反対運動から，より自然に近い牛乳を求めて「つくる運動」へと移って

いき，メーカーと消費者の協働により HTST ノンホモ牛乳の生産が実現した。1990 年代半

ばから遺伝子組み換え作物が社会問題になると，Non-GMO 飼料・PHF トウモロコシを使

用した指定生産者による生乳のみで共同購入用の牛乳を製造した。2009 年からは，共同購

入を行う消費者グループが牽引する形で，原料乳を供給する指定生産者の国産自給飼料使

用率を段階的に向上させるプロジェクトに取組んでおり，その過程で，放牧酪農牛乳認証

（一般社団法人日本草地畜産種子協会による）を取得した「よつ葉放牧生産者指定ノンホモ
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牛乳（写真 1-3）」が開発された（よつ葉乳業株式会社, 2002; よつ葉乳業株式会社 Website）。

これらの商品は，よつ葉乳業が消費者のニーズに応えて，指定生産者との協力の下開発され

たもので，個別に集乳・製造することにより嵩むコストを価格転嫁し，消費者グループが買

い支えることで成り立っている。 

 

出所）筆者撮影 

写真 1-3 よつ葉乳業と消費者グループにより開発された牛乳 

また，濃厚飼料ではなく，牧草などの粗飼料のみで飼養された牛のグラスフェッド牛乳と

いうものも出現している。例えば，放牧型のグラスフェッドでは，前項で挙げた山地酪農が

ある。すでに述べた通り，一年中放牧されている牛は，牧地に自生する植物を食べ，青草が

なくなる冬季でも乾草やサイレージなどの粗飼料のみで飼養する。山地酪農の牧場には基

本的に牛舎がなく，広大な牧地を 24 時間 365 日自由に動き回れるストレスフリーな環境

で牛を飼育するので，輸入飼料への依存や遺伝子組み換え・残留農薬の心配がないことに加

え，アニマルウェルフェアに配慮している点でも高く評価できる。 

第 3項 牛乳消費文化の変革と酪農の高付加価値化の試み 

（1）特色ある牛乳・乳製品の製造 

日本酪農の徹底した生産・流通の効率化により，現在の日本で流通している牛乳は，ホモ

ジナイズ・UHT（超高温）殺菌処理を施された大量生産商品が市場の 9 割以上を占めてお

り，どの牛乳もほとんど味の変わらない単一財的なものとなっている。こうした現状に対し

て，「牛乳本来の味や風味」や牛乳・乳製品の多様性を伝えようと努力している酪農経営，

並びにそれを支持する乳業メーカーも存在し，前項でも紹介した低温殺菌牛乳やノンホモ

牛乳をはじめとする品質にこだわったプレミアム牛乳の生産・販売が一部で行われている。 

例えば，低温殺菌牛乳については，最近ではタカナシ乳業のような中堅規模のプラントで
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も扱うようになった。低温殺菌牛乳は，UHT 殺菌牛乳に比して生産効率が劣る上，高品質

な原料乳の調達や厳しい品質管理が必要とされ，大量生産に向かないことから大手乳業メ

ーカーでの取り扱いはなかった。しかし，タカナシ乳業は，全国展開する総合乳業メーカー

でありながら，こうした課題に果敢に取り組んできた。1991 年には，日本で初めて連続式

パスチャライゼーションによる低温殺菌システムを導入し，また岩手県葛巻町の良質な生

乳を確保することで，効率性と殺菌効果の問題を克服し，ロングセラーの「タカナシ低温殺

菌牛乳」を生み出した（タカナシ乳業 Website）。そのほか，群馬県のタカハシ乳業や農協

系乳業プラントの東毛酪農協同組合，丹那牛乳，淡路島牛乳，蒜山酪農協同組合，ヤツレン

などが低温殺菌牛乳を生産している。前述の北海道よつ葉乳業や島根県の木次乳業，兵庫県

の丹波乳業のように，ノンホモ牛乳を扱う乳業メーカーも増えてきた。こうした乳業メーカ

ーの多くが，自社の Web サイトやパンフレットなどなんらかの形で，牛乳本来の味や風味

とはどんなものか，それを生かす殺菌処理や加工の方法とはどんなものかといった情報を

わかりやすく解説し，消費者の牛乳に対する認識・意識を変えてもらえるよう，理解を得る

努力をしている。また，高知県のひまわり乳業では，県内で山地酪農を行う斎藤牧場や，6

次産業化や酪農教育ファームに取り組む岡崎牧場から委託加工を請け負い，個別集乳と製

品化に対応している。 

こうした牛乳の加工製造を農協や乳業メーカーに委託することなく，自ら 6 次産業化に

取り組む意欲ある酪農経営も徐々に増えてきている。例えば，熊本県の阿部牧場では，自ら

保有するプラントで製造した低温殺菌牛乳や飲むヨーグルトなどを自社ブランドで売り出

し，道の駅やオンラインショップで販売している。このように，プラントを保有して高品質

の牛乳の自家加工を行ったり，アイスクリーム・ヨーグルト・チーズといった乳製品を独自

に開発・生産するなど，その特色ある取り組みや商品がメディアに取り上げられて話題とな

ることも多い。 

また，乳牛の品種によって差別化を図る例もある。日本で飼養されている乳牛の 9 割以

上はホルスタイン種であるが，めずらしい品種の生乳を利用すれば，乳質や風味の違いによ

って差別化を図り，高付加価値の牛乳・乳製品を生産可能である。例えば，前述の木次乳業

が持つ日登牧場ではブラウンスイス種を，栃木県の南ヶ丘牧場ではガンジー種を，群馬県の

神津牧場ではジャージー種を，それぞれ飼養し，品種名を冠した商品の生産・販売を行って

いる。 

その他，前項で紹介した国産や Non-GMO の飼料給与を銘打った商品や，有機飼料によ

る「オーガニック牛乳」なども特色ある牛乳に含む。 

（2）直販・飲食物提供 

独自の加工処理を施した牛乳・乳製品の流通・販売においては，卸売業者や小売業者を介

さず，生産者が商品を消費者に直接届ける試みも行われている。地域の直売所などへの出品
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や近隣の顧客への直接宅配を行ったり，オンラインショップを運営して商品を直送したり

と，積極的に販路開拓に取り組んで多くの顧客を抱える酪農経営も少なくない。 

さらに，自らジェラートショップやチーズ工房，農家レストラン等を持ち，牛乳・乳製品

あるいはそれらを使ったメニューを提供する経営もある。兵庫県の弓削牧場は，オンライン

ショップでの通販のほか，牧場内のレストランにて，しぼりたての生乳を使った自家製料理

やチーズ，アイスクリーム，焼き菓子などを提供している。神戸の市街地から 30 分以内の

好立地ということもあって，週末にもなると牧場は多くの客で賑わう。静岡県の土井ファー

ムでは，自家製のジェラートや焼き立てパンを提供しているほか，キッチンカーを持ち，地

元や東京のイベントなどに積極的に出店している（写真 1-4）。 

左：牧場内に建つジェラートショップ  右：イベントなどでジェラートを販売するキッチンカー 

出所）筆者撮影 

写真 1-4 静  ・土井ファームの様子 

直接販売のメリットは，生産者自身が価格決定権を持ち，従来の市場の価格競争に巻き込

まれることなく，独自性と創意工夫によって市場競争力強化，経営力強化を図れることであ

る。卸・小売業者のマージンをカットでき，通常の商品と差別化して有利販売することも可

能となる。生産者と消費者の距離が近いため，「顔が見える」安心を届けられるとともに，

顧客の生の声を商品開発やマーケティングに活かすこともできる。 

本稿では，本項（1）および（2）の事例を踏まえ，乳牛の飼養方法，製法，乳牛の品種，

流通・販売方法等によって差別化を図り，量販品とは異なる特色を持つ牛乳・乳製品を特色

ある牛乳・乳製品と定義し，後章の分析対象とする。 

（3）教育・消費者交流 

さらに，牧場を牛乳の生産や販売の場のみならず，消費者との交流の場として開放する酪
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農経営も見られる。序章でも述べた通り，一般社団法人中央酪農会議の推進する食育活動ス

キーム「酪農教育ファーム認証制度」に協力し，牧場の一般開放や酪農体験の提供を通して，

消費者との交流を深め，子どもたちの「食やしごと，いのちの学び」を支援する酪農経営も

増えてきた。2001 年にこの制度が創設された当初，全国で 116 軒だった認証牧場の数は，

2017年には 301軒と約 2.5倍以上に増えており，今後のさらなる展開が期待されている。

滋賀県の山田牧場では，観光牧場と違って入場料や利用料はなく，牧場内を自由に見学する

ことができる（防疫上の観点から立ち入り禁止の一部のエリアを除く）。直売所で販売する

乳製品のリピーターはもちろん，近隣地域からレジャー目的で訪れる子連れ客や若者も多

く，搾乳体験やバターづくりも人気である。 

東京都八王子市の住宅街の中にある磯沼ミルクファームでは，乳牛としてよく知られて

いるホルスタインだけでなく，ジャージー，ブラウンスイス，日本では非常にめずらしいエ

アーシャー，ガンジー，ミルキングショートホーンといった 6 種もの乳牛を飼育しており，

訪れる客は，牛舎のすぐ脇まで寄って自由に牛に触れることができる。毎週末行われている

乳しぼり教室や子牛の散歩体験のほか，チーズ，ハム，ミルク鍋づくり体験といったイベン

トを開催している（松木, 2016）。新型コロナウィルス感染拡大に伴い子ども向けの屋内レ

ジャーが減少した折には，開放的な放牧地を利用した牧場キャンプ体験会が，屋外でのびの

びと遊べる場として喜ばれた。都心からのアクセスが良く，教育やレジャー目的の一般客は

もちろん，有名テレビ番組をはじめ多くのメディアが牧場を訪れ，こうした取り組みを特集

している。 

また，最近では，民泊やファームステイという形で，宿泊型体験学習を実施する酪農経営

も見られ，「酪農教育ファーム」と同様，注目されている（中央酪農会議 Website）。例えば，

熊本県のなかむら牧場では，阿蘇の大自然の中に放牧される牛たちを見学したり，給餌や哺

乳といった酪農作業体験ができる体験型民宿を営んでいる（OnTrip JAL Website）。こう

した試みは，コモディティとしての牛乳生産に特化し，大規模集約化以外に収益性の改善が

見込めなくなった従来の酪農経営に代わって，モノではなく経験価値を提供し，高付加価値

化を実現する道を示している。 

第 4項 特色ある酪農経営の定義 

以上，日本の酪農の現状に対して，その問題を克服する酪農経営の実践について紹介した。

そうした酪農経営の特色の出し方として，エコフィードや飼料イネを利用した飼料自給率

の向上，水田酪農や山地酪農といった資源循環型酪農，高品質な飼料の給与による差別化，

品質にこだわった加工処理法の実践や独自乳製品の開発，農家レストランの経営，食育活動

や消費者交流等，創意工夫によって多様な取り組みがある。これらをまとめると，表 1-9 の

ようになる。 
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本稿では，これらの特色ある取り組みのうちの一つ，あるいは複数を組み合わせて実践す

る酪農経営を特色ある酪農経営と定義する。すなわち，特色ある酪農経営とは，牛の飼養方

法や牛乳・乳製品の加工処理，流通・販売等において，創意工夫と独自の取り組みの実践に

より，日本の酪農の現状に活路を見出そうとする新たな試みと位置付けることができる。こ

れまで一般的とされてきた，輸入飼料を用いて大規模集約化を図るという加工型畜産とは

大きく異なる。 

特色ある酪農経営の実践は，従来の酪農経営が多くの課題を抱えて手詰まりの感がある

中で，それらを根本的に解決し，今後日本の酪農を持続可能な産業に転換していくために重

要な意味を持つ。ただし，現状では，こうした酪農経営が展開するには様々な障害や課題が

存在し，その広がりは未だ限定的なものにとどまっている。 

第一に，酪農制度との確執が，特色ある酪農経営の実践を困難にしているという問題があ

る。従来の一元集荷多元販売体制は，徹底的な乳質の均質化と生乳流通の合理化を行い，統

制的な管理と需給調整を図ることで，牛乳の安定供給を担保している。このような制度や物

流は，牛乳が単一財であるという前提のもとに成り立っており，これまでの酪農制度の下で

は，特色ある酪農経営による独自の取り組みの実践や牛乳の差別化が難しい。 

第二に，特色ある酪農経営による牛乳・乳製品が，市場においてなかなか評価されにくい

という問題がある。特色ある酪農経営では，生乳の品質を高めるために，高品質で高価格な

飼料の給与や手間暇かけた加工処理を行う。それは一般的に，効率性の面では従来の酪農経

営に劣るため，牛乳・乳製品を有利価格で販売することが求められる。したがって，そうし

て販売される特色ある牛乳・乳製品の付加価値を認め，支持してくれる消費者の存在が欠か

せない。これまで商品の多様性に乏しかった日本の牛乳市場において，そういった高品質で

高付加価値の牛乳がどのように評価されるのかが，特色ある酪農経営の展開を大きく左右

すると考えられる。 

本稿では，次章以降でこの 2 点について検討する。分析にあたっては，表 1-9 に示した

「特色ある酪農経営」の中でも，とりわけ酪農政策・制度の枠外に置かれ，付加価値販売を

しないと存続ができないと思われる酪農経営に注目する。したがって，本稿における分析対

象は，その製品の特色を訴求して付加価値販売を行いやすいと考えられる，個別経営内循環

型酪農（放牧），高品質飼料の給与，6 次産業化（自家加工・直販等）に取り組む酪農経営

のみとし，制度的にも市場においても現行の農業政策・制度とあまり齟齬のない地域資源循

環型酪農，飼料イネ・稲 WCS・子実トウモロコシ生産による飼料自給，酪農教育ファーム

は除く。以降で言う特色ある酪農経営は，こうした酪農経営のことを指すこととする。 
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表 1-9 特色ある酪農経営の取り組みとその特徴 

タイプ 特徴 主な取り組み 紹介事例 

地域内資源 

循環型酪農 

低環境負荷 耕畜連携，有機物循環 宮崎県綾町 

飼料自給率の向上 

飼料費の削減 
エコフィードの利用 小泉牧場（東京都） 

経営内資源 

循環型酪農 

飼料自給率の向上 

家畜糞尿処理不要 

低環境負荷 

アニマルウェルフ

ェアへの配慮 

山地酪農 
なかほら牧場（岩手県） 

吉塚牧場（岩手県）他 

マイペース酪農 三友牧場（北海道）他 

ニュージーランド式集約放牧 ありがとう牧場（北海道）他 

飼料自給 
飼料自給率の向上 

飼料費の削減 

飼料イネ・WCS・ 

子実トウモロコシ生産 
臼井牧場（岐阜県）他 

高品質飼料 
付加価値の向上 

市場競争力強化 

高品質飼料の給与 
（Non-GMO,PHF,有機等） 

放牧による牧草飼養 

秋川牧園（山口県） 

津別町有機酪農研究会 

（北海道） 

特色ある牛乳・ 

乳製品の製造 

収益性向上 

市場競争力強化 

製法,牛種,販売方法による 

製品の差別化 

齋藤牧場，岡崎牧場（高知県） 

阿部牧場（熊本県） 

南ヶ丘牧場（栃木県）他 

直販 

飲食物提供 

収益性向上 

市場競争力強化 

直接販売 
（直売所,宅配,オンライン通販） 

飲食サービスの提供 

弓削牧場（兵庫県） 

土井ファーム（静岡県） 

教育 

消費者交流 

食育活動 

酪農への理解促進 

消費者交流 

経験価値の提供 

酪農教育ファーム 
磯沼ミルクファーム（東京都） 

山田牧場（滋賀県） 

農家民泊・ファームステイ なかむら牧場（熊本県） 

注）表のうち，グレーの項目に当てはまるものを，本稿における「特色ある酪農経営」とする。 

出所）筆者作成 
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第 2章 特色ある酪農から見た酪農制度 

第 1節 戦後の酪農政策・制度 

第 1項 戦後の農業政策における酪農の位置づけ 

本章では，日本において，酪農が農政の中にどう位置づけられ，現在に至るまでどのよう

な施策の下で発展してきたのか，酪農に関する政策・制度について整理し，俯瞰する。また，

従来の酪農制度下で特色ある酪農経営を実践するにあたり，具体的にどのような点が足枷

となってきたのか問題抽出を行うとともに，今後，そうした政策・制度の中に特色ある酪農

経営をどう位置付け，組み込んでいくことができるのかを検討する。本節ではまず，戦後の

農業政策と酪農に関する法制度の変遷を追う。 

日本の酪農は，初期には小規模複合経営が見られたが，戦後になって急速に大規模集約化

が進み，産業として本格的に発展した。戦後，酪農を含む農業の方向性を決定づけた法律に，

農業基本法がある。制定当時，日本は戦後復興期を終えて高度経済成長期の只中にあり，前

年の 1960 年には「国民所得倍増計画」が発表されていた。重化学工業を中心とした工業部

門が急激な成長を遂げたのに対し，農業部門はその生産性の違いから立ち遅れ，農工間所得

格差の是正が急務とされた。農村では過剰人口と潜在的失業が問題化しており，労働力需要

が増加する工業部門へと農業就業人口が移動することで，こうした問題が解消され，さらな

る経済発展につながることも期待されていた。このような時流において，1961 年に制定さ

れた農業基本法では，理念として「他産業との生産性の格差が是正されるように農業の生産

性が向上すること及び農業従事者が所得を増大して他産業従事者と均衡する生活を営むこ

とを期することができることを目途として，農業の発展と農業従事者の地位の向上を図る

こと」が掲げられ，所得の均衡・農業構造改善・農業生産の選択的拡大が三本柱として据え

られた（戸田, 1986）。 

こうして開始した農業基本法を核とする基本法農政の下で，酪農は零細経営からの脱却

と所得向上を実現するため，自立経営の育成による生産効率と所得の向上が図られた。また，

農業生産の「選択的拡大」では，需要に適合した品目を増産し，逆に需要の減少が予想され

る米や麦などの穀物生産の縮小を推進した。政府が 1962 年に公表した「第 1 回農産物の

需要と生産の長期見通し」では，畜産物は，果実および野菜とともに，所得の増加に伴う需

要増大が見込まれていたため，「選択的拡大品目」に指定された。酪農は，戦後の農業発展
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の中核を担う部門として政策的に振興され，これが契機となって一気に拡大した。その過程

で，生乳生産量の追求と効率化が進展し，零細経営は淘汰されていった。同時に，個体乳量

を高めるのに効果的な濃厚飼料の給与と，牛舎における集約的な飼養形態への転換が進ん

だ。そのため，飼料用穀物の需要は大幅に増大したが，国内では農地確保と生産性の問題か

ら増産は実現しなかった。日本の酪農経営は小麦・大豆・トウモロコシ等の多給を前提とし

ながらも，飼料の調達先は海外に依存することになり，輸入飼料穀物には関税をかけない等

の優遇政策がこれを後押しした（戸田, 1986）。 

このように，日本の酪農は基本法農政の下，飼料生産基盤を持たないまま，大規模専業経

営が可能になり，生乳生産量の増大を実現した。耕種部門では兼業化が進んだのに対し，酪

農部門においては兼業化の動きはほとんど起こらなかった。1 戸あたりの飼養頭数を増やし

て大規模化を進めたことで，飼養頭数においては，すでに EU の水準を上回るまでになって

おり，土地賦存量の少ない日本において，生産性の向上に成功した例外的な部門と言える

（柏, 2012）。しかし，効率化を追求する過程で複合農家や零細的な酪農経営は淘汰され，

日本の酪農は輸入飼料への依存度を高めながら，急速に規模拡大と専業化を進めていくと

いう方向性が決定づけられることとなった。 

第 2項 酪農に関する政策・制度の変遷 

（1）畜産物の価格安定等に関する法律（1961年） 

1961 年の農業基本法により，酪農経営の大規模集約化と専業化という発展方向が示され，

生乳生産において徹底的な効率化と増産が図られてきた。しかし，生乳は，腐敗により品質

が変化しやすく，保存がきかないという特性を持つ。そのため，迅速な配乳と殺菌処理が不

可欠であり，生乳取引においては買い手である乳業メーカーが優位となる。戦後初期には，

乳製品の需給緩和等による乳価引き下げをめぐって，生産者と乳業メーカー間で激しい乳

価紛争が度々繰り広げられていた（中央畜産会, 1999）。そこで，酪農経営によって大量に

生産される生乳を，いかに迅速かつ効率的に集乳・加工処理し，品質と価格の安定した商品

として流通・販売させるかが課題となり，そのための管理体制が求められた（佐藤, 2013）。 

これに対し，日本の酪農政策は，価格安定対策の法制化によって対応してきた。農業基本

法の重要関連法案として成立した「畜産物の価格安定等に関する法律（以下，畜安法）」に

おいて，生乳取引における安定基準価格が設けられた。これは，乳業メーカーが牛乳・乳製

品の原料乳を買い入れる際の最低価格を定めたもので，乳価交渉の円滑化と価格の安定が

図られた。また，指定乳製品（バター，脱脂粉乳，全脂加糖練乳，脱脂加糖練乳）について

は，指定乳製品の価格下落時には，畜産振興事業団（現・独立行政法人農畜産業振興機構）

が安定下位価格で買い入れを行い，安定上位価格を超える価格高騰時には，保管していた乳

製品の放出および輸入によって対応することとなった。 
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ただし，畜安法による間接的な価格支持が行われるようになった後も，生乳生産の飛躍的

な増大に反して飲用需要が伸び悩んだことで，乳製品が在庫過剰となり乳製品価格は下落

したり，逆に，乳製品需給がひっ迫して緊急輸入が行われるなど，発展途上の段階における

生乳需給と価格は非常に不安定であった。 

（2）加工原料乳生産者補給金等暫定措置法（1966年） 

このような背景から，新たな価格安定の仕組みが必要となり，1966 年には，畜安法の特

別法として，「加工原料乳生産者補給金等暫定措置法（以下，不足払い法）」が施行された。

これにより，生乳需給の安定化を図るための生産者の組織化と，統制的な乳質管理および徹

底した流通網の効率化が進められることになった。生乳の流通・取引に関して述べると，不

足払い法の特徴は，大きく分けて以下の 2 点である。 

第一に，指定生乳生産者団体（以下，指定団体）の設置によって，生産者の組織化と流通

網の合理化を図ったことである。指定団体制度では，農協または農協連合会で構成された指

定団体が，各酪農経営から生乳の委託を受けて一元的に集乳を行い，一括で乳業メーカーへ

の乳価交渉を行う。生産者の組織化と共同販売は，生乳流通を合理化する上でも，価格交渉

力強化を図る上でも有効であった。 

生乳は，飲用と加工用という仕向け先により個別に価格が設定され，それまでの混合乳価

（一物一価）から用途別乳価（一物多価）となった。指定団体による販売経費や，生乳検査

料，集送乳等に係るコストを差し引き，指定団体によりプール化され，月ごとの出荷量に応

じた乳代が各酪農経営に公平に分配される。また，複数の酪農経営の生乳を合乳して集荷し，

配乳に用いるタンクローリーやクーラー・ステーションを大型化して共用することで，生乳

の流通網を合理化でき，品質の均一化と需給調整も一元的に管理できるようになった。 

第二に，価格安定措置として，生産者補給金制度が盛り込まれたことである。これは，乳

業メーカーの支払い可能価格である基準取引価格と，加工原料乳地帯における生乳の再生

産可能水準である保証価格の差額を，限度数量の範囲内で，政府が生産者に対して「不足払

い」を行う補給金制度である。各酪農経営は，生産した生乳を指定団体に全量無条件委託す

るかわりに，この加工原料乳を対象とした生産者補給金が交付される仕組みとなった。その

結果，現在約 97％の生産者がこの枠組みの中で全量無条件委託による共同販売を行い，国

内生乳のほとんどが指定団体を通して各乳業メーカーに配乳されるという，世界でも類を

見ないほど高い共販加入率を誇っている。そのため，後述する生乳計画生産にもほとんどの

酪農経営が参加しており，安定した生乳需給を担保してきた。 

このように，戦後日本の酪農政策は，農業基本法と畜安法，不足払い法を核として，流通

網の統制と生産者の組織化を通じ，乳価と需給の安定を図ってきた。ただし，不足払い法は，

2001 年の改正で政策価格が廃止されたことにより，現在の生産者補給金制度は，厳密には
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「不足払い」ではなく固定支払いになっており，その所得支持効果は薄い。また，指定団体

による一元集荷多元販売は，都道府県ごとに設けられていた指定団体について，さらなる広

域化と集乳経路の合理化が進められ，全国 10 ブロックに集約された。政府による指定乳製

品の需給調整と輸入の一元管理体制は，そのまま維持されている。 

（3）生乳計画生産の実施（1979年） 

日本の生乳需給は，不足払い法に基づく加工原料乳と指定乳製品の公的な価格・数量調整

以外に，生産者組織（指定団体）を通じた計画生産という自主規制によっても保たれている。

指定団体を主な構成員とする一般社団法人中央酪農会議により，国内牛乳・乳製品市場にお

ける生乳需要量予測から，当該年度の生乳需給計画が策定される。それに基づいて各都道府

県の指定団体ごと，次いでその傘下の単位農協あたりの具体的な計画生産割当量が配分さ

れ，個々の組合員（酪農経営）の生乳出荷枠が割り当てられる（出村・山本, 1996）。 

これは，不足払い法とは異なる枠組みで実施される生産者の自主規制であり，法的拘束力

はないものの，すでに述べた通り，生産者補給金制度の影響もあって，指定団体が非常に高

い共販率を保っているため，その実効性は高い。このように，日本の酪農制度は，指定団体

制度により生乳の販売先を確保しながら，生産者補給金制度で価格の安定を図り，計画生産

の実施を通して安定的な生乳供給を実現してきたのである。その一方で，牛乳の消費減退や

バターや脱脂粉乳の過剰在庫などを受け，過去 4 回実施された減産型計画生産（いわゆる

生産調整）では，生乳廃棄や乳牛の淘汰が行われるなど，個別経営も大きな負担を強いられ

ることとなった。 

（4）指定団体による生乳受託販売の弾力化（1998，2012，2014年） 

このような徹底した統制は，酪農経営や牛乳消費者市場における画一化の問題も生んだ。

酪農経営においては，販売先の保証や価格の安定と引き換えに，生産についても徹底した合

理化と固定的な乳質管理が求められ，輸入飼料を多投した大規模舎飼いによる画一的な飼

養形態が広まった。それにより，酪農経営の多様性は喪失し，家畜糞尿問題やアニマルウェ

ルフェアなど多岐に亘る問題を抱えている。消費者市場においては，食味や飼養方法などで

差別化を図るといった実質的な商品価値競争がほとんど行われておらず，牛乳は薄利多売

されている。低価格化に寄与する UHT 殺菌が，牛乳の風味を損ね，これが牛乳嫌いや牛乳

離れを引き起こしているという意見も根強い。貿易自由化の流れの中で，日本の酪農経営の

安定化と競争力が問われるようになり，こうした問題への対処が求められるようになった。 

そこで，近年になって，酪農経営や牛乳市場に多様性を認める動きも出てきた。不足払い

法に基づく指定団体制度の下では，指定団体に販売を委託する場合，酪農生産者は原則とし

て用途（飲用向け，加工向け）や販売先を指定する等の条件を一切付すことなく全量を委託

するという「全量無条件委託の原則」に則る。しかし，1990 年代から貿易自由化の流れや
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地産地消の動き，農業の 6 次産業化推進などを背景に，「生乳受託販売の弾力化」として，

三度に亘る段階的規制緩和が行われてきた（表 2-1）。その結果，通常乳価にプレミアム分

を上乗せして取引できる「プレミアム取引制度」が 1998 年に創設されたほか，「特色ある

生乳」として認められることや処理量の上限を守ることなど，いくつかの条件を満たせば，

酪農生産者自身による自家加工や乳業メーカーへの個別乳価交渉・直接販売も一部で認め

られるようになった。つまり，生乳の出荷先の選択肢として，指定団体への全量販売委託以

外にも，部分委託と呼ばれる出荷形態が可能になったのである。 

表 2-1 「生乳受託販売の弾力化」に係る経緯 

年 弾力化措置（規制緩和）の内容 

1998 
酪農家による自家処理枠（日量 1.0t まで）創設 

プレミアム取引制度創設 

2012 
自家処理枠の拡大（日量 1.0tまで→1.5tまで） 

自家処理施設の共同利用 

2014 

自家処理枠の拡大（日量 1.5tまで→3.0tまで） 

特色ある生乳の酪農家と乳業者（日量処理能力が 3.0t以下の 

処理施設に限る）との直接取引 

プレミアム取引の酪農家による直接交渉の追加 

出所）農林水産省生産局畜産部牛乳乳製品課（2015）より，筆者が加筆修正の上，転載 

第 2節 特色ある酪農経営から見た従来の酪農制度の評価 

第 1項 本章の課題と方法 

日本の酪農は，初期には小規模複合経営が見られたが，戦後になって国策として大規模集

約化を推進し，産業として本格的に発展した。その中で，大量生産・大量流通を前提とし，

徹底的な合理化と商品としての均質化を追求してきたことで，生乳は品質に差異のない単

一財として扱われ，指定団体による流通統制と計画的な需給調整が行われてきた。これは，

牛乳の安定供給という観点から見ると非常に効率的だが，生乳生産だけを行う画一的な慣

行酪農経営と，生乳を単一財として扱う前提で制度設計が行われているため，異質性を受け

入れにくく，個別経営が創意工夫をこらす余地が少ない硬直的な枠組みであった。しかし，

実際には，牛乳の品質には差異があり，独自の取り組みによって差別化を図りたい酪農経営

も存在する。先述した特色ある酪農経営もそうした経営であり，乳質だけでなく，環境やア

ニマルウェルフェア，食の安全・安心，あるいは国土経営まで考えて持続的な生乳生産に努

めている経営にとっては，そのために要する付加的なコストを乳価に反映させなければ成
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り立たないという事情もある。近年進められてきた生乳受託販売の弾力化や生乳流通改革

といった規制緩和は，こうした特色ある酪農経営も制度の枠内に取り込もうという動きと

考えられるが，果たしてそれは有効に機能し，日本の酪農が持続可能性と市場競争力を高め

るような変革につながるのだろうか。 

本章では，これまで述べてきた日本の酪農産業における諸問題の解決に向け，それらにい

ち早く取り組んだ特色ある酪農経営の立場から，従来の生乳流通制度とその改革を再評価

することを課題とする。 

方法として，まず，先行研究や各種論説等の文献資料から，これまでの酪農制度の整理と

問題抽出を行った。また，2015 年から酪農関連制度の改革の検討を進めてきた規制改革推

進会議の議事録をモニターし，生乳流通改革の内容と考え方を確認した。その上で，特色あ

る酪農経営の事例として，流通・販売方法の異なる 5 つの経営を選び，経営の現状や従来

の酪農制度との確執についてインタビュー調査を行った。さらに，生乳の自主流通を行う民

間生乳卸売業者・株式会社 MMJ（以下，MMJ），特色ある酪農経営の生乳を受け入れてい

る乳業メーカー2 件，特色ある牛乳・乳製品を製造する農協系プラント 1 件を訪問し，特色

ある酪農経営との個別取引の可能性や課題について，各所の経営者・責任者にインタビュー

調査を行った。 

調査は，2016 年 9 月～2017 年 7 月，および 2018 年 3 月に実施した。このうち，山田

牧場については，地球環境学舎インターン研修の一部として，2016 年 11 月～12 月の 32

日間，同じく，なかほら牧場については，2016 年 9 月～10 月の 52 日間と 2017 年 7 月

の 6 日間の 2 回に分けて滞在し，牧場スタッフとともに働きながら参与調査を行った。 

第 2項 調査事例の概要 

特色ある酪農経営の生乳販売は，慣行酪農経営とまったく同様に JA や酪農協に委託販売

するものから，乳質や製品の独自性を維持するために，酪農生産者自身が加工・販売を一貫

して行うものから，卸売業者および小売業者が流通・販売を行うものまで多様である。 

これを，集乳，検査・需給調整，加工，卸・小売販売を誰が行い，その間の取引が販売か

委託かで分類すると，表 2-2 のとおり，（1）全量委託型，（2）部分委託型，（3）自己完結

型，（4）仲介業者型の 4 タイプに分けられる。この 4 タイプについて，個別事例の実態調

査を行った。調査事例の概要は，表 2-3 に示した。 
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表 2-2 特色ある酪農経営の流通・販売方法 

経営タイプ （取引） 集乳 （取引） 
検査 

需給調整 
（取引） 加工 （取引） 流通 

慣行酪農経営 （委託） 農協 （委託） 指定団体 （販売） 乳業 （販売） 卸・小売 

1.全量委託型 （委託） 農協 （委託） 指定団体 （販売） 乳業 （販売） 卸・小売 

2.部分委託型 

（委託） 農協 （委託） 指定団体 （販売） 乳業 （販売） 卸・小売 

（販売） 乳業 ― 乳業 ― 乳業 （販売） 卸・小売 

― ― ― 生産者 ― 生産者 ― 生産者 2) 

3.自己完結型 ― ― ― 生産者 ― 生産者 ― 生産者 2) 

4.仲介業者型  生乳卸売 1) ―  （販売） 乳業 （販売） 卸・小売 

注：1）生乳卸売業者にあたるのは，調査実施時点では MMJ 1 社のみ。 

2）一部小売業者に販売する場合もある。 

出所）各事例調査のヒアリングに基づき，筆者作成 

表 2-3 調査対象（酪農経営）の概要 

調査対象 

（所在地） 
分類 経営規模 経営の特色 

霧島牧場 

（宮崎県） 

全量 

委託型 

総頭数約 60 頭（搾乳牛 40 頭） 

総面積約 96ha（放牧地 30ha） 

山地酪農を長年実践，通年 24 時間放牧 

牧草のほか，サイレージ等の自給飼料給与 

山田牧場 

（滋賀県） 

部分 

委託型 

総頭数約 120 頭（搾乳牛 70 頭） 

総面積約 8ha 

フリーバーン牛舎 

エコフィードや Non-GMO 飼料の利用 

特色ある牛乳・乳製品の自家加工販売 

直売所と牧場内レストランも経営 

牧場を酪農教育ファームとして通年開放 

土井ファーム 

（静岡県） 

部分 

委託型 

総頭数約 100 頭（搾乳牛 80 頭） 

総面積約 10ha（採草地 9ha） 

フリーバーン牛舎 

飼料自給，資源循環型酪農に取り組む 

乳製品・パンの自家加工，レストラン経営 

酪農協・生産者らと共同出資で乳業設立 

なかほら牧場 

（岩手県） 

自己 

完結型 

総頭数約 100 頭（搾乳牛 50 頭） 

総面積約 110ha（放牧地 80ha） 

完全放牧の山地酪農，放置山林を牧地化 

IT 企業と協業して 6 次産業化に取り組む 

ノンホモ低温殺菌牛乳や乳製品の自家加工 

直営店舗やオンラインショップで販売 

松井牧場 

（群馬県） 

（元）

仲介 

業者型 

総頭数約 230 頭（搾乳牛 100

頭） 

総面積  ― 

肉牛との複合経営，フリーストール牛舎 

乳製品の委託加工，チーズ工房へ生乳供給 

2002～2014 年 民間生乳卸 MMJ と契約 

出所）各事例調査（2016 年 9 月～2018 年 3 月実施）のヒアリングに基づく 
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（1）霧島牧場（宮崎県霧島市）：全量委託型 

霧島牧場は，完全放牧を行う山地酪農を実践してきた希少な経営だが，個別集乳は行われ

ておらず，他の酪農経営と合乳され，処理・加工されている。当然，個別価格交渉も行われ

ていない。 

霧島牧場は，全国でも事例が少なく希少な山地酪農を長年実践している。もともとは，山

地酪農の提唱者である猶原恭爾氏の指導の下，高知県に牧場を拓いた先駆者である岡崎正

英氏の長男が入植したことに端を発する。宮崎県種畜牧場用地だったなだらかな山地で，現

在は総面積 96ha のうち 30ha ほどを放牧地に充ててホルスタイン種約 60 頭を放し，牛が

寝起きするための牛舎は持たず，24 時間 365 日完全放牧を行っている。乳量よりも飼いや

すさを重視し，牛群管理が行き届く規模にあえて制限している。また，牛の寿命は 15～20

年と言われているが，乳牛の個体乳量は通常 3～4 産後（生後 5～6 年）にピークを迎える

ため，乳量・生産効率重視の従来型酪農経営においてはピークを越えると廃用とされること

が多いが，霧島牧場では 10 産を超える牛も多く，現役最高齢は 17 歳である。乳房炎で 2

本搾り（乳房の 4 分房中 2 分房からの搾乳を中止する）となれば，通常は淘汰の対象であ

るが，そうした牛も繁殖用としてできるだけ残すという。 

山地酪農の場合，牛の糞尿は経営内の牧地に還元されて牧草の肥料となるので，特別な処

理は必要なく，低環境負荷で環境調和的である。また，輸入飼料はほとんど用いず，夏は牧

地に生えるノシバや牧草で飼養し，青草が不足する冬期には，60ha ほどの採草地で栽培し

たイタリアンライグラスを中心とする自給サイレージ等主体の粗飼料の給与も行っている。

飼料のほとんどを自給しているため，従来の酪農経営に比べて乳飼費（乳代に占める購入飼

料費の割合）を低く抑え，収益を確保しているのが大きな特徴で，ゆくゆくは飼料自給率

100％を目指している。将来的には，ニュージーランドで酪農実習中（当時）の長男が後継

者となる見込みで，ニュージーランドで学んだ放牧技術が活かされるものと期待される。 

現在酪農に従事しているのは経営者夫婦の 2 名のみで，自家加工や販売に割く時間も人

員もノウハウもないことから，飼養規模の拡大や 6 次産業化は行っていない。販売はすべ

て農協に委託しており，他の酪農経営の生乳と合乳されて乳業メーカーに出荷されるため，

慣行酪農経営と同じ乳価で取引されている。 

（2）山田牧場（滋賀県甲賀市）：部分委託型 

山田牧場は，生乳の一部を指定団体に委託しつつ，牛乳・乳製品の自家加工・販売も行っ

ている部分委託型である。 

山田牧場は，早くから 6 次産業化に積極的に取り組み，自家加工・販売を行ってきた酪

農経営である。牛舎は，牛床に一頭ごとの仕切りがなく，牛が自由に寝そべったり歩き回っ

たりすることができる開放的なフリーバーンを採用し，約 120 頭（うち搾乳牛約 70 頭）
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を飼養している。飼料には，国産 Non-GMO飼料や周辺地域の食品産業の副産物等を用い，

食の安全・安心や資源循環を意識している。生産される生乳の一部は，牧場内のプラントで

品質にこだわったノンホモ・低温殺菌処理を施して，牛乳，ヨーグルト，バター，チーズと

いった乳製品に加工される。特にチーズに関しては，日本ではめずらしいクワルクチーズを

長年製造しており，最近では，地元のお茶を練りこんだモッツァレラチーズやゴーダチーズ，

ラクレット，ウォッシュタイプなど様々なチーズの製造に積極的に取り組んでいる。牧場長

の山田保高氏は，他の酪農経営やチーズ工房と協力して 2019 年に一般社団法人日本チー

ズ協会を設立し，自ら会長も務めるなど，業界の振興にも非常に意欲的である。 

また，牛乳・乳製品の販売網として，牛乳宅配業を専門に行う株式会社山田牧場があり，

本店のある京都市内と牧場周辺地域を中心に個別宅配を行っている。そのほか，牧場内の販

売所やレストランでの販売・提供，オンラインショップにおける直接販売も行う。また，「酪

農教育ファーム」認証牧場として牧場を通年一般開放し，ありのままの酪農生産現場を見せ

つつも，訪問者に楽しんでもらえるよう至る所に工夫を凝らしていて，レジャーや食育を目

的に多くの人が訪れている。 

（3）土井ファーム（静岡県富士宮市）：部分委託型 

土井ファーム（静岡県）も，生乳の一部を指定団体に委託しつつ，独自に牛乳・乳製品の

加工・販売および乳業メーカーへの直接販売も行っている部分委託型である。 

土井ファームでは，資源循環型酪農と 6 次産業化に取り組んでいる。飼養頭数は約 100

頭（うち搾乳牛約 80 頭）で，フリーバーン牛舎で飼育している。牛の糞は堆肥化し，コー

ンサイレージの自給を行うためにトウモロコシを栽培している約 9ha の農地に還元してい

る。生産された生乳の一部を利用して，最初はパンづくりなどから始めて，地元の直売所で

販売していた。その後，少しずつ製造部門を拡大して，ヨーグルトやジェラートといった製

品の自家加工も行うようになり，2013 年には，牧場内にジェラートショップ兼レストラン

「バール・ジェラテリア」をオープンした。富士山麓に位置しているため観光客も多く，休

日には首都圏から訪れる人もいる。地元のレストランで同牧場の牛乳・乳製品を使った料理

を提供してもらったり，キッチンカーでの移動販売やマルシェへの出店を行ったり，新たな

販路開拓にも余念がない。 

さらに，地元の生産者団体や他の酪農経営との連携を通した地域社会への貢献にも積極

的である。富士宮市は，県内最大の生乳生産地域だが，これまで独自商品の開発や製造を行

う設備がなかった。そこで，2016 年には富士開拓農協や富士宮農協，土井ファームを含む

富士宮市内の 11 軒の酪農経営らが共同出資し，「富士の国乳業」を設立した。地元朝霧高

原産の生乳を HTST 殺菌したこだわりの牛乳は，2018 年 4 月より周辺地域の学校給食に

提供され，食育や地域ブランド確立の足がかりとして期待が高まっている。 
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（4）なかほら牧場（岩手県岩泉町）：自己完結型 

なかほら牧場は，生産から加工，流通，販売に至るまですべてを生産者が独自に行う自己

完結型である。なかほら牧場も，霧島牧場と同様に山地酪農を実践しており，ホルスタイン

種のほか，ジャージー種やその交雑種を飼養し，その生乳を，自前の加工プラントでノンホ

モ低温殺菌牛乳や多様な乳製品に加工している。また，販売網として，直営店舗やオンライ

ンショップを持ち，自力で商品販売も行う。 

なかほら牧場は，おおよそ 80ha の放牧地で約 100 頭（うち搾乳牛約 50 頭）を飼養し

ている。牧地には，周囲の広大な放置山林を開拓して利用しており，地域資源の有効活用に

も寄与している。牧場が位置する岩手県岩泉町は，2016 年夏，台風 10 号による災害級の

集中豪雨に見舞われた。舗装道路や護岸ブロックが大きく崩落して道が寸断されたり，河川

の氾濫で橋が流されて死亡者が多数出るなど，周辺地域は甚大な被害を受けた。しかし，同

牧場のノシバで覆われた牧地はこの猛烈な雨量にも耐え，豪雨後も山に蓄えられた雨水が

時間をかけて少しずつ放出されたため，土砂災害や牧地内の沢の氾濫もなかった。このよう

に，防災機能や水源涵養といった国土経営の面からも評価することができる。 

また，ヨーロッパでは，アニマルウェルフェアの観点から家畜のつなぎ飼いや過密飼育に

批判が高まっているが，山地酪農の牛たちは，広大な牧地に一年中放牧されており，自由に

歩き回り，好きなときに食べ，好きなときに寝ることができ，そうした問題とは無縁である。

アニマルウェルフェアへの配慮も高く評価され，2017 年 12 月には，国内初となるアニマ

ルウェルフェア認証牧場および食品事業所第 1 号に認定された（滝川, 2018）。 

さらに，同牧場は，東京の IT 企業と協業し，6 次産業化にも取り組んでいる。山地酪農

による生乳生産のみならず，牧場内に自家加工プラントを持ち，牛乳・乳製品の自家加工製

造を行っている。加工処理は「自然のまま」にこだわり，山地酪農の牛乳本来の風味を保て

るようホモジナイズ加工を行わず，低温でじっくりと殺菌する。販路の開拓も自ら行い，東

京や名古屋に展開する直営店や全国の催事店舗および独自のオンラインショップで直接販

売を行っている。こうした高品質な牛乳・乳製品は，2013 年にご当地牛乳グランプリで最

高金賞を受賞し，メディアにもたびたび取り上げられ注目されている。そのほか，山地酪農

を支持する消費者や新規就農を目指す研修生，長期休暇を利用した学生の実習等も積極的

に受け入れている。なかほら牧場での研修や就業経験をもとに，就農して山地酪農牧場を拓

いた若者が全国にみられ，担い手育成の観点からも評価できる。 

（5）松井牧場（群馬県太田市）：全量委託型 → 仲介業者型 → 部分委託型 

松井牧場は，酪農部門（成牛 100 頭，育成牛 30 頭）と肉牛部門（黒毛和牛・交雑種 100

頭）の複合経営であり，酪農部門に関しては，当初は全量委託型，後に仲介業者型となり，

現在は部分委託型へと変遷しためずらしい事例である。 
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松井牧場の乳牛はすべてホルスタイン種で，牛舎は一頭ごとに区切られた牛床を自由に

行き来できるフリーストールタイプである。飼料には，乳牛の健康と悪臭防止のため，ネッ

カリッチという炭の粉を混ぜて給与している。生乳の品質は，出荷時に行われる生乳検査成

績表をホームページで自ら公開しており，情報開示に積極的である。 

生乳の流通方法として，もともと農協（東毛酪農業協同組合）に全量委託していたが，唯

一の民間生乳卸売業者である MMJ が県内で発足した 2002 年から，より高い乳価で取引

可能な同社といち早く契約して生乳出荷先を切り替え，いわゆる「アウトサイダー」化した。

しかしその後，乳価計算等をめぐる交渉の末に 2014 年に MMJ との契約解除に至り，再び

農協（群馬中央酪農業協同組合）に加入して「インサイダー」として部分委託を行っている。

現在の出荷先は，農協のほか，複数の小規模乳業や工房に加工を委託し，飲むヨーグルト，

アイスクリームなどの乳製品，プリン等の詰め合わせギフトセットを製造している。こうし

た商品は，牧場ホームページでの直接販売に加え，市内の A-COOP や道の駅，外部の通販

サイトでも取り扱いがある。また，小規模チーズ工房 2 件との取引もある。まず，県内でチ

ーズ工房 Vilmilk を営むブラジル人チーズ職人が松井牧場の生乳に惚れ込んだことがきっ

かけで取引が始まった。製造する「ミナスチーズ」は，乳酸菌とレンネットで固めるのみで

ほとんど発酵させないことから，生乳の風味が反映されやすいため，新鮮で良質の原料が欠

かせず，職人自ら車で集乳を行っている（佐藤, 2019）。さらに，松井牧場では，より日持

ちするチーズを求め，グラスフェッド・バターやナチュラルチーズの製造を行う工房ホワイ

トファーメントに相談し，ストリングタイプのチーズを開発，委託加工して，これに松井牧

場ブランドを冠して販売している。 

第 3項 特色ある酪農経営から見た従来の酪農制度の問題点 

（1）全量委託型経営から見た問題点 

酪農経営が指定団体を経由する利点は，販路開拓や余乳発生のリスクから解放され，加工

原料乳には生産者補給金が交付されることである。しかし一方で，一律乳価であるため，酪

農経営へのインセンティブに乏しく，飼養方法等で慣行酪農経営と差別化を図ったとして

も，個別集乳・個別価格交渉が難しいため結局は他の経営と合乳され，個々の特色を出すこ

とができないという欠点もある。 

そうした状況において，1998 年に「プレミアム取引制度」が導入された。これにより，

指定団体に「特色ある生乳」と認められた場合，個別集乳が可能となり，個別価格交渉によ

って通常乳価にプレミアム分を上乗せすることも可能になった。しかしながら，何をもって

特色とするか，その基準は明確でない。農林水産省は，2014 年の「生乳受託販売の弾力化」

にあたり，有利販売できることを特色ある生乳の概ねの基準としたが，明確な乳質評価基準

はない。優良先進事例としてジャージー種，Non-GMO・有機飼料等を用いた酪農経営を挙
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げるに留まっており，実際には，指定団体が都度判断を行っている。プレミアム乳価を実現

するためには，近隣地域にこうした特色ある生乳を評価する取引先が存在しなければなら

ないが，それが可能な乳業メーカーを見つけることは難しいのが現状である。このため，実

施例は少なく，全国でも 69 件に留まっている（農林水産省, 2017）。 

放牧牛乳も「特色ある生乳」の対象となりうるとされているが，放牧すると個体乳量が少

なくなることに加え，霧島牧場によれば，西南暖地では季節により乳脂肪率が業界基準値の

3.5％を下回ることがあり，これもプレミアム乳価交渉を難しくしている要因と考えられる。

食品衛生法に基づく乳等省令では，種類別「牛乳」の規格として乳脂肪率 3.0％以上を定め

ているが，独自の方針をもって製品づくりを行っているいくつかの乳業メーカーを除けば，

指定団体やほとんどの乳業メーカーが乳脂肪率 3.5％以上という独自かつ画一的な業界取

引基準を採用しており，それは「特色ある生乳」についても例外でない。つまり，乳脂肪分

にこだわらない放牧牛乳の風味を好む消費者が多数存在したとしても，基準値を下回れば，

それとは無関係にペナルティの対象とされているのが実態であり，放牧を行う酪農経営に

とって指定団体は有利な販売先ではない。以上の理由から，本格的な山地酪農を長年実践し

ている霧島牧場でも，プレミアム取引は行われていない。 

そもそも何が「特色ある生乳」であるかは，市場から評価されるべきものであり，具体的

な特色の出し方はマーケティングの問題である。固定的な基準をつくり，それに沿って判断

されるというものではない。その観点から言うと，指定団体は，乳脂肪分や無脂乳固形分と

いった乳質に関して業界独自の取引基準を頑なに守っており，特色を出そうと放牧酪農を

行った結果，業界取引基準を下回った場合，プレミアム乳価どころかペナルティの対象とさ

れるのが現状である。また，プレミアム取引に限らず，多様性に乏しい日本の牛乳市場の改

善という観点から，風味・機能性成分による乳質の差別化だけでなく，放牧や 6 次産業化

といった慣行酪農経営と異なる取り組みを行う特色ある酪農経営の生乳も，広義の「特色あ

る生乳」と捉えるのが望ましいと考える。指定団体が現在の需給調整の役割の他にマーケテ

ィング機能を担えれば，乳業メーカーとの交渉の余地もあるであろうが，現状としてそれは

難しく，またそうした議論も出ていない。 

（2）部分委託型経営から見た問題点 

部分委託の場合，制度上は，生乳の一部を「特色ある生乳」として乳業メーカーへ直接販

売することもできる。しかし，その場合，「販売先乳業処理施設の日量処理能力が 3.0t以下

であること」という厳しい要件が設定されている。出荷できる距離が限られている酪農経営

が，その距離内に受入れ先を見出すことは通常難しく，仮に条件を満たす乳業メーカーがあ

ったとしても，その乳業メーカーが「特色ある生乳」の製品化に対応できるとは限らない。

また，独自の方針をもって商品づくりを行っているいくつかの乳業メーカーを除けば，大半

の乳業メーカーが乳脂肪率等で画一的な乳質基準を採用しており，全量委託型と同様に，放
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牧を行う酪農経営にとっては有利な販売先ではない。こうした現状から，実際に乳業メーカ

ーに直接販売を行っている事例は 5 件しか報告されておらず（農林水産省, 2017），生産者

自身が多大な初期投資を行って自家加工プラントを所有・稼働させ，販売のリスクも負担せ

ざるをえない状況にある。後述する自己完結型も，同様の点で課題を抱えている。 

（3）自己完結型経営からみた問題点 

自己完結型は，経営の自由度が高く，生産者が独自の生産方法，乳質，価格について決定

権を持つことができる。ただし，自家加工プラントを所有するためには，最低でも 3,000 万

円以上，直営店舗も持つとなると更なる多額の設備投資が必要となる（鈴木, 2014）。さら

に，製品化計画，マーケティング，プラント稼働率を保つ乳量の確保等，経営能力と管理費

用といった負担も追加的に発生する。その上，酪農制度の枠外にあって，補給金・補助金等

の行政支援や融資が受けにくく，資金調達が難しい。 

また，牛の飼養から自家加工，販売までにかかる費用を価格転嫁すれば，自己完結型によ

る牛乳・乳製品は，従来の指定団体の系統共販を通した製品よりも，当然高価なものとなる。

自己完結型の場合，そうした製品の価値を理解して取り扱ってくれる販売先の開拓と維持

も，酪農経営自ら行う必要があり，加工や販売に割く労力，人員を確保しなければならない。

このような資金確保や販売に係る課題について，なかほら牧場の場合は，山地酪農の理念と

実践に共感した IT 企業が協業を行っており，その支えがあって経営が成立している。 

（4）仲介業者型経営からみた問題点 

自己完結型以外に，指定団体を通さず生乳を流通させる方法として考えられるのが，生乳

卸売業者を仲介業者として利用する方法である。酪農経営が，民間の生乳卸売業者に庭先で

生乳を売り渡すというもので，彼らが活躍することで，特色ある酪農経営と乳業メーカーと

の距離を埋めることができる。 

この民間の生乳卸売業者にあたるのは，MMJ のみであり1，近年徐々に契約件数を伸ば

している。MMJ 代表の茂木氏によれば，全国的な生乳生産の減少を受け，十分な生乳割当

てのある大手を除き，中小乳業メーカーは生乳不足に悩まされているところも多く，MMJ

側から営業をかけることもあれば，乳業側から問い合わせや引合がある場合もあったとい

う。取引は，MMJ 本社の位置する群馬県のほか，北海道，岩手県，栃木県，岡山県などで

行われている（2018 年 3 月時点）。 

                                            

1 調査時点（2018 年 3 月）。その後，2019 年 2 月に，それまで MMJに生乳を出荷していた北海道

の酪農経営が，同様の生乳卸売を行う仲介業者・株式会社 Milk Net を立ち上げた。民間業者による

生乳自主流通は，MMJ に次いで全国で 2 例目，北海道では初となる。 
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取引乳価は，飼養規模や工場までの送乳距離，乳質等の条件を勘案して算出し，酪農経営

に打診する。農協に比べて高く設定された乳価に魅力を感じる酪農経営も多く，農協や指定

団体を通した流通よりも，委託販売経費や手数料といったマージンは低く抑えられる。ただ

し，仲介業者型は，あくまでも民間企業である MMJ との契約であり，乳価や全量取引につ

いて法的制度的補償はなく，加工原料乳生産者補給金も交付対象外である。指定団体と大手

乳業メーカーによる寡占状態である生乳市場で，今後需給状況が変化した場合にも引き続

き安定的な販売先を確保できるのかは定かでない。 

さらに，特色ある酪農経営の場合，実際的な問題として，特色ある酪農経営の多くが必要

とするであろう小ロット取引や個別の集配乳・商品製造に対応し，しかも生乳の特性を生か

した製品化が可能な乳業メーカーを見つけるのは容易でないと予想される。結果として，た

とえ生乳の品質を評価して買い取っても販売先の確保が難しく，そういった可能性のある

酪農経営からは，民間生乳卸売業者も買い付けることができない，あるいは品質に見合った

プレミアムを乗せた乳価での取引も困難であろう。現状では数戸単位の合乳による集配乳

を行っているのみで，特色ある酪農経営との個別生乳取引はなく，今後も難しいと考えられ

る。 

以上，独自の取り組みを行う酪農経営の立場から評価した従来の制度の課題を整理した

（表 2-4）。 

表 2-4 特色ある酪農経営から見た従来の酪農制度の問題点 

タイプ 出荷・販売先 集乳 乳質 加工 補助金等 

1.全量 

委託型 
― 

 個別集乳が困難 

 「特色ある生乳」

認定で可能だが，

基準が曖昧 

画一的で硬直的な

業界取引基準 

特色ある生乳に対応で

きる乳業メーカーが少

ない 
― 

2.部分 

委託型 

 乳業メーカーへ

の直接販売は制

限が厳しく難し

い 

 自家加工処理量

の上限が厳しい 

― 

画一的で硬直的な

業界取引基準 

 特色ある生乳に対応

できる乳業メーカー

が少ない 

 プラントの設備投資

や稼働率確保が困難 

― 

3.自己 

完結型 

自力での販路開

拓・維持が必要 

― ― 

プラントの設備投資や

稼働率確保が困難 

農協を利用し

ないため，政府

や行政からの

支援が受けに

くい 

4.仲介 

業者型 

全国展開する生乳

卸売業者が 1 社の

み 

― 

画一的で硬直的な

業界取引基準 

特色ある生乳に対応で

きる乳業メーカーが少

ない 

― 

出所）筆者作成 
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第 3節 生乳流通改革と改正畜安法の評価 

第 1項 調査事例から見た生乳流通改革の評価 

次に，生乳流通改革を経て，2018 年度からスタートした新制度において，従来制度から

どのような変更点があったのかを確認した上で，表 2-4 に示した特色ある酪農経営が抱え

る問題が解決されているのかを評価したい。 

2014 年に社会問題化したバター不足を契機に，生乳流通制度の硬直性が指摘されるよう

になり，政府の規制改革推進会議による制度の抜本的な見直しが進められてきた。当初，議

論の中心はバター不足の原因究明だったが，次第に制度そのもののあり方へと論点が移っ

ていった。その中で，農業構造問題の解決によって農業経営の所得向上を図ろうとする「農

業競争力強化プログラム」において，農協改革の一環として生乳流通改革が位置づけられた

ことで，最終的には，これまでの不足払い法による補給金制度の変更と全量無条件委託の原

則の廃止が改革の柱とされるに至った（小針, 2016）。 

約 50 年にわたり酪農政策の中心であった不足払い法では，指定団体に出荷する酪農経営

にのみ，加工原料乳を対象とした補給金が交付されていた。これは，補給金を酪農経営への

インセンティブに，間接的に指定団体のシェアを高めることで，需給調整と集送乳の合理化

を促進する役割を果たしてきた。だが，こうした統制色の強い制度が，生産者の出荷先選択

の自由度を狭めてきたとの批判を受けて，今回の改革をもって不足払い法は廃止され，暫定

的な措置という位置づけだった補給金制度は，新たに「畜産経営の安定に関する法律の一部

を改正する法律（以下，改正畜安法）」の中で規定されて恒久化した。この改革に伴う補給

金制度および指定団体制度の主な変更点は，以下の 3 点である。 

第一に，補給金の交付対象が拡大し，指定団体以外に出荷したり，自家加工を行う場合で

も，年間販売計画を提出し認められれば，加工原料乳生産者補給金の交付を受けられるよう

になった。これまでの不足払い法による補給金制度では，指定団体に委託される生乳で，か

つ加工原料乳に仕向けられる生乳のみを対象に補給金が交付されていた。したがって，これ

までは，部分委託型酪農経営の指定団体以外に出荷する生乳，指定団体をまったく通さない

自己完結型酪農経営や仲介業者型の生乳については，補給金が交付されていなかった。とこ

ろが，改正畜安法では，補給金交付の対象事業者として 3 種類の枠が設けられ，すべて選

定し直されることになった2。対象事業者は，年間販売計画を提出して認められれば，従来

                                            

2 第 1 号対象事業者は，生乳を集めて乳業に販売する事業者。第 2 号対象事業者は，乳業メーカーに

対して生乳の直接販売を行う酪農生産者。第 3 号対象事業者は，乳製品の自家加工・販売を行う酪農

生産者。いずれも毎年度，生乳又は乳製品の年間販売計画を作成して農林水産大臣に提出し，基準を

満たしていると認められれば，加工に仕向けた量に応じて生産者補給金等が交付される。 
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の部分委託型における指定団体以外への出荷分や，これまで「アウトサイダー」とされてい

た自己完結型酪農経営でも補給金の対象になりえる。 

第二に，全量無条件委託の原則が廃止され，生乳の出荷先を酪農生産者が自由に選択でき

るようになる。これまでは，指定団体への全量無条件委託を原則としつつ，「特色ある生乳」

や直接販売先処理施設の条件を満たす限られた酪農経営にのみ，例外的に部分委託が認め

る「生乳受託販売の弾力化」という措置がとられていた。しかし，新制度では，補給金交付

要件から指定団体への委託が外されるのに伴い，全量無条件委託の原則が廃止される。その

結果として，部分委託という形で，慣行酪農経営が特色ある酪農経営に転換する余地が広が

ることが期待される。 

第三に，集乳調整金が新設され，一定の地域から集乳を拒否せず行う指定事業者3を対象

に交付される。上述の 2 点の変更により，これまで指定団体制度と補給金交付によって担

保されてきた需給調整機能が低下することが懸念される。そこで，部分委託については，「場

当たり的な利用を確実に排除し，年間を通じた用途別の需要に応じた安定的な取引が確保

され，生産者間の不公平が生じないよう，厳格な基準を設定し，その適切な運用を図ること」

が改正畜安法の附帯決議に盛り込まれた。これは，需給の逼迫や緩和によって農協の共販体

制を離脱したり再加入したりする，いわゆる「いいとこどり」を防ぎ，酪農経営間の公平性

と需給安定を担保するねらいがある（天野, 2017）。 

以下，これらの改正による制度の変更が，本章の調査事例に与える影響について，今一度

整理する。 

霧島牧場は，今後第 2 号対象事業者として申請して認められれば，指定団体を介したプ

レミアム取引でなくとも，乳業メーカーに対して直接販売が制度上は可能になる。ただし，

指定事業者への出荷でなければ，集乳調整金の交付はなく，集乳にかかるコストは自己負担

もしくは乳業メーカー負担となる。集乳から加工・流通まで請け負ってくれる乳業メーカー

を自力で見つけ，かつ乳価交渉も生産者自身が行わなければならない。また，西南暖地での

放牧のため，乳量が少なく，季節変動により乳脂肪率が大きく変動する可能性も加味すると，

受け入れ可能な乳業メーカーはさらに少ないと考えられる。指定団体を通した有利販売の

方法である「特色ある生乳」の乳業メーカーへの直接販売やプレミアム取引制度も，生乳取

引契約の内容，プレミアム取引を行うかどうかは，相手先の乳業メーカーとの交渉や各事業

者の判断に委ねられており，同様の理由で難しいだろう。酪農家と農協・農協連等（旧来の

                                            

3 第 1 号対象事業者のうち，1 又は 2 以上の都道府県の区域で，条件不利地域などからの集乳を拒否

しない等，所定の要件を満たす事業者は，「指定事業者」に指定され，集乳調整金が交付される。農林

水産省生産局（2017）に詳しい。 
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指定団体等）との間で締結される等では，現場の混乱を招かないような対応が求められる。 

部分委託型の山田牧場，土井ファーム，松井牧場，自己完結型のなかほら牧場では，第 2

号または第 3 号対象事業者として申請すれば，乳製品の自家加工・販売に用いる生乳に対

しても補給金が交付されることになる。また，新制度においては，自家加工処理や乳業メー

カーに直接販売を行う際の「処理施設の日量処理能力が 3.0t以下」という制限がなくなり，

今後仮に委託先の乳業メーカーや自家プラントの規模を拡大したとしても，自由に自家加

工・販売や乳業への直接販売を行うことが可能である。 

仲介業者型については，民間の生乳卸売業者である MMJ に出荷する酪農経営は，これま

でアウトサイダーとされていたが，今後は農林水産省に申請して認可されれば，MMJ が従

来の指定団体にあたる「指定事業者」になる。これにより，生産者補給金と集送乳調整金の

受給対象となるので，取引する酪農経営もその恩恵を受けられるようになる。 

第 2項 仲介業者や乳業メーカーとの取引の可能性 

以上のように，部分委託制度の拡充や指定事業者の再選定により，特色ある酪農経営に取

り組む余地は多少広がったと言える。しかしながら，表 2-4 で示した特色ある酪農経営か

ら見た従来の酪農制度における問題点のうち，今回の改革を経て明確に解消されるのは，部

分委託型酪農経営における自家加工処理量の上限と，乳業メーカーに直接販売する場合の

処理施設の要件のみである。したがって，たとえ慣行酪農経営が特色ある酪農経営に転換し，

部分委託型で生乳を他に委託・販売しようとしても，特色ある酪農経営に柔軟に対応可能な

乳業メーカーを見出すことが必要となる。 

そこで，本章のインタビュー調査では，生乳の自主流通を行う民間生乳卸売業者，並びに

特色ある酪農経営との取引経験がある乳業メーカー3 件へのヒアリングも行い，今後の特色

ある酪農経営との個別取引の可能性や課題について聞いた。調査対象の概要は，表 2-5 に

示す。 
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表 2-5 調査対象（酪農経営を支援する企業）の概要 

調査対象 

（所在地） 
業種 主な事業内容 特色ある酪農経営との取引 

MMJ 

（群馬県） 

生乳 

流通 
生乳の仕入販売 ― 

ひまわり乳業 

（高知県） 
乳業 

牛乳・乳製品の製造・販売 
（低温殺菌牛乳，山地酪農牛乳） 

齋藤牧場（山地酪農） 

鹿嶋牧場（放牧） 

タカハシ乳業 

（群馬県） 
乳業 

牛乳の製造・販売 
（低温殺菌牛乳，ジャージー牛乳，い

ずれも有機 JAS 認定取得済） 

キープ牧場（ジャージー種） 

松本牧場（Non-GMO 他） 

東毛酪農業協同組合 

（群馬県） 
乳業 

牛乳・乳製品の製造・販売 
（ノンホモ低温殺菌牛乳，チーズ他乳

製品） 

直営牧場の運営 

消費者グループとの勉強会，宅配 

県内と東京の店舗での販売 

根利牧場（放牧） 

出所）筆者作成 

まず，民間の生乳卸売業者である MMJ は，先述の通り，法改正により「指定事業者」へ

の可能性がひらけた。そこで，MMJ 代表の茂木氏は，改正畜安法の施行を控えた 2018 年

2 月，「指定事業者」の認可を受けられるよう，農林水産省に所定の申請を行った。ただし，

一度は要件を満たしていないとして退けられた（株式会社酪農乳業速報 Website –a, b）。

しかしその後一転して認可が下りることとなり，現在では旧制度下での全国 10 の指定団体

と並び，第 1 号対象事業者として，指定団体以外の生乳出荷先を求める酪農経営と中小乳

業の橋渡し役を担っている。 

MMJ は，これまでに特色ある酪農経営との取引や特色ある牛乳・乳製品製造のための生

乳調達経験もない。しかし，指定事業者には，条件不利地からの出荷も遍く集乳を行うこと

が義務付けられており，合理的な理由なしに買取を拒むことは原則としてできないことに

なっており，特色ある酪農経営も例外ではない。しかし，買い取った生乳にプレミアムが乗

せられるかどうかは，結局のところ，MMJ の販売先となる乳業メーカー側にそうした需要

がなければ難しい。ただし，MMJ は北海道に自社のバタープラントを建設するため，オー

ストラリアやデンマークの乳業コンサルタントの協力を仰ぎつつ計画を進めており，販売

先を探さずとも MMJ 自身が牛乳・乳製品を製造し，販路確保もできるようになれば，特色

ある酪農経営との取引の可能性も広がるかもしれない。 

次に，ひまわり乳業（高知県）とタカハシ乳業（群馬県）は，いずれも現在特色ある酪農

経営との継続的な取引があり，特定の酪農経営から個別集乳を行って，特色を生かした製品

を製造・販売している良心的で柔軟な乳業メーカーである。ただし，集乳はもちろんのこと，

加工処理も他の生乳と分けて行わなければならないため，ごく小ロットの製品製造のため
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にプラント設備を占有し，その製造前後にはパイプラインの洗浄等の作業が発生すること

になるなど，生産効率や製造スケジュールの面で課題を抱えている。ひまわり乳業では，取

引中の酪農経営は，指定団体制度ができる以前からの付き合いがあるため現在も継続して

受け入れているが，今後新たに他の特色ある酪農経営と契約して同様の対応を行うのは難

しいとのことであった。また，厳密には契約は直接販売ではなく委託加工であり，製造者の

ひまわり乳業から酪農経営が買い戻して販売する形式をとっており，斉藤牧場の場合は消

費者グループがプレミアムを考慮した価格で買い支えるという販路確保ができているため

にこれが可能となっている。 

東毛酪農業協同組合は，農協系の乳業プラントであり，組合員の酪農経営から集めた生乳

を，特色ある牛乳の中でもめずらしいノンホモジナイズド低温殺菌牛乳として製造・販売し

ている。これはもともと，ドイツから帰国した小寺とき氏が，ドイツではおいしく牛乳を飲

んでいた自身の子供たちが日本に帰国してから牛乳嫌いになったことをきっかけに，安全

な食品を求めて消費者グループと「みんなの牛乳勉強会」を立上げ，「自然の姿の牛乳に備

わっている本来の力を壊さない製造で本物の牛乳を」と同組合に働きかけたことで製品化

が実現した（小寺, 2008）。現在では，群馬県内や東京都内の学校給食にも提供されている

ほか，プラントに隣接する店舗での製品販売を行い，2016 年からは東京スカイツリータウ

ンにソフトクリーム専門店を出店し，観光客などの人気を呼んでいる。農協経由で特色ある

牛乳・乳製品を製造，マーケティングを行う稀有な事例である。ただし，あくまでも東毛酪

農ブランドとなるため，個別の製品化対応は難しい。 

したがって，生乳流通改革によって制度上は出荷先の選択肢が広がったものの，実際的な

問題として，特色ある酪農経営のうち，部分委託型における直接販売先を圏内に見出だすこ

とは容易でなく，また，仲介業者型において特色を生かした製品づくりを行うことは，現状

として難しいかもしれない。そうなると，特色を生かした生乳流通方法として，農協委託と

自家加工を併存させる部分委託型か，あるいは生産から販売まで一貫して行う自己完結型

が残る。ただし，その場合にも，生産者自身がプラントを保有するための資金調達や，販路

確保の必要があり，そうしたストーリーも含めた付加価値を理解し，適正な価格で買い支え

てくれる消費者の存在が不可欠となるだろう。 

第 3項 改正畜安法施行後の動き 

競争力強化のための規制緩和の必要性が認識され，ついに法改正にまで至りながらも，従

来の生乳流通制度が牛乳供給の安定性と効率性を追求し，需給調整を最重視して制度設計

されてきた以上，酪農経営や製品の多様化を図ることは非常に難しい課題であることがわ

かった。生乳流通改革による法改正から 2 年経ったが，新制度施行後の実際の制度運用や

酪農・乳業への影響をめぐっては，現在も議論が尽きない。 
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そんな中，2020 年 3 月，MMJ による仲介業者型の取引でのトラブルが波紋を呼んでい

る。北海道新聞（2020 年 3 月 18 日付，デジタル版）によれば，MMJ と取引する北海道

内の一部の酪農経営が，異物混入などを理由に生乳出荷停止となり，品質問題が解消された

後も販売先が見つからず，計 1,000t超もの生乳が廃棄されたことが明らかとなった。これ

に対し，MMJ は，もともと出荷していた乳業メーカーが出荷停止期間中に仕入れ先を変え

たためであり，販売先を失ったのは酪農経営側の不手際によると説明した。農林水産省は，

そもそも生乳流通改革は安定供給と需給調整を目的として行われたにもかかわらず，その

趣旨に反する事態となったことに対して，事実確認のための調査を行ったが，民間の取引上

のトラブルとして直接介入には至っていない（酪農スピードNEWS, 2020年4月1日付）。 

この生乳廃棄問題は，MMJ・酪農経営双方にとって信頼を揺らがせる事態になっただけ

でなく，需給安定や季節変動の平準化，計画的な配乳を担うべき第 1 号対象事業者として，

MMJ が適格かどうかという是非が問われ，ひいては改正畜安法の見直しを求める声にまで

発展している。生乳流通改革に向けた議論の段階から懸念されていた「いいとこどり」の問

題と需給安定担保が再び争点になっている。 

また，2020 年春，新型コロナウィルスの感染拡大防止策として全国の小中学校が一斉休

校となったり，緊急事態宣言下で飲食店・商業施設が休業を余儀なくされた影響で，学校給

食用や業務用の需要が大幅に減退したことにより，大量の飲用向け生乳が行き場を失い，急

遽農林水産省が「プラスワンプロジェクト」として，普段より 1 本多く牛乳やヨーグルト

を購入するよう消費者に呼びかける事態となった。今後もこうした急な需給バランスの乱

れが発生した場合，全体的な需給調整の枠外にいる MMJ は，出荷先を見つけるのに苦しむ

可能性が高く，その影響はMMJに出荷する各酪農経営に直接及ぶ。これらのリスクはMMJ

と酪農経営，そして受け入れる乳業メーカーにも常に付きまとうことになり，取引先拡大に

おける大きな障害となる。 

第 4節 結論 

これまでの日本の酪農制度の根幹は，多数の小規模酪農経営が生産する保存が難しい生

乳を，指定団体が独占的に集乳・販売することで高度な需給調整と価格交渉力強化を行い，

牛乳・乳製品の供給と酪農経営の安定を確保することだった。しかし，その維持には，生乳

の生産・流通に徹底した合理化と統制が求められた。酪農経営は，輸入濃厚飼料に依存した

舎飼いで労働生産性と土地生産性を高め，画一的な乳質基準の下，生乳はほぼ単一財として

扱われ，合理的な生産・流通体制が敷かれてきた。 
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それは，酪農経営の効率性を押し上げた一方で，環境問題，アニマルウェルフェアの問題，

食料安全保障問題等の歪みももたらしている。また，輸送技術の進歩や貿易自由化の流れも

あいまって，日本の牛乳・乳製品市場も早晩，国際競争および品質競争の時代に突入するの

は必至である。その時に，日本の酪農経営がどう対応するのか，また，日本の牛乳がどう評

価されるのか，海外産と競争できるのか。農産物市場のグローバル化圧力への対応や酪農を

とりまく諸問題の解決に向けて，日本の酪農経営に多様化が求められている。本章では，こ

うした認識に立ち，日本の酪農が抱える問題の解決に向けた一案として，創意工夫や独自の

取り組みの実践を通し，日本の酪農の現状に活路を見出そうと試みる特色ある酪農経営と

その周辺産業へのインタビュー調査を通して，その立場から，酪農政策・制度の問題抽出と

生乳流通改革の評価を行い，特色ある酪農経営が展開する可能性について検討してきた。 

特色ある酪農経営は，流通・販売方法の違いから，4 つのタイプに分類できる。しかし，

従来の制度の下では，1. 部分委託による自家加工・直接販売に係る制限，2. 乳質評価の基

準と仕組み，3. 対応可能な乳業メーカーの不足，4. 行政の支援が受けにくい等の問題があ

り，いずれのタイプの酪農経営も課題を抱えていたことがわかった。生乳流通改革を経た新

制度では，このうち「1. 部分委託による自家加工・直接販売に係る制限」が解消される見

込みであるが，その他の問題点は残されることとなる。 

一方で，新制度施行から 2 年以上経った現在も，新制度の是非および実効性を問う議論

は尽きず，常に需給調整の必要性から従来制度回帰への圧力が常にかかっている。本章では，

酪農・生乳流通に関する制度の整理し，その中に多様性をいかにして組み込むことが可能か

について検討してきた。しかし，現段階の結論として，従来の酪農制度がいかに効率的安定

供給を基本とした需給調整に偏重してきたか，そして，それに対して特色ある酪農経営がい

かに馴染まないものであるかが改めて明らかとなった。規制改革の必要性は認められなが

らも，現在のところ，特色ある酪農経営を例外的に容認するという域は出ていないと評価せ

ざるを得ない。 

今回の生乳流通改革の目的は，酪農経営の出荷先の選択肢を広げることとされてきたが，

規制緩和に向けた議論の中で，「農協解体」という社会的潮流の中にこの改革が位置づけら

れてからは，指定団体が矢面に立たされ，旧来の指定団体体制の解体という結論ありきの改

革が進んだ感は否めない。改正畜安法下では，牛乳の生産・流通の自由度を高めることで酪

農経営に出荷先選択の自由と多様化の余地を与え，所得向上や経営力・国際競争力強化の実

現が期待されている一方で，牛乳の需給管理を複雑化することにつながり，これまで安定供

給を行ってきた合理化の方針に反する。無秩序な部分委託が指定団体のシェアの低下を招

き，結果として需給調整や乳価の維持を困難にするとの懸念は根強い。 

牛乳という商品特性上，短期的な需給調整が重要であることは変わりないものの，持続的

な酪農のためには，そこに多様性を併存させていく必要がある。特色ある経営を制度の中に
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位置付けるということは，統制を必要とする需給調整の効率性と，個々の多様性をどう両立

させていくかという難しい問題であるということをまず認識し，そこから方策を考えてい

かなければならない。 

それでは，特色ある酪農経営が牛乳の差別化販売を今後拡大していく可能性はあるのだ

ろうか。国内の先例に鑑みると，酪農と同様に，高度な需給調整を図りながら経営の安定を

図ってきた作目にコメがある。コメもまた，かつて「おいしさ」という基本的な品質の多様

性すら認められず，食糧管理制度の下，徹底した管理が行われていた。しかし，コメの場合

は，「おいしいコメが食べたい」という消費者のニーズに押される形で 1969 年に自主流通

米制度が始まり，2018 年度からはついに減反制度が廃止された。その間，日本のコメの生

産・流通は多様化し，一般のコメの価格は傾向的に低下し，多くの農家が米生産から撤退し

たが，一方で，産地ブランドや良食味，環境配慮への取り組みなどを訴求するものも現れ，

海外市場でも評価されるに至った。 

また，海外酪農の先例としては，日本の指定団体にあたるイギリスの MMB（ミルク・マ

ーケティング・ボード）が，その独占性を問題視されて 1990 年代半ばに解体されている。

用途別乳価が廃止され，大手小売の買い叩きに合って乳価の下落を招いたことから，それを

引き合いに，今回の制度改革を批判する声も少なくない。ただし，日本の酪農の太宗を占め

る既存の慣行酪農経営にとっては，指定団体を通した共販の方がリスクの少なく，依然とし

て合理的な選択肢であることに変わりはない。したがって，新制度への移行に伴って指定団

体のシェアが急減したり，農協からの離脱が急増するということは現在までに起こってい

ないし，今後突然この趨勢が変化するとも考えにくい。 

イギリスの例では，その後，いくつかの MMB 後継組織が独自の契約プランを設けるな

ど，生乳流通の多様化が促進され，例えば，後継組織の一つ，ミルクマークでは，既定の契

約以外にも，個別交渉によりジャージー種やガンジー種の生乳や，有機生乳，アニマルウェ

ルフェアに関する規約を満たした生乳といった，乳業メーカーの要望に応じて様々なオプ

ションを盛り込んだ契約にも対応可能になった（木下, 2011）。また，古くから有機農業に

力を入れてきたイギリスでは有機食品市場が確立されており，高級スーパーが主導し，PB

商品として有機牛乳・乳製品も扱われている（松木, 2018）。こうした一定の需要が確保さ

れていれば，安定的かつプレミアム価格での取引も可能となる。 

日本においても，こうした消費者市場からの需要によって，今後特色ある牛乳・乳製品の

展開が広がりを見せる可能性があるのかについては，次章以降で検討したい。 
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第 3章 特色ある牛乳の消費者需要分析 

第 1節 本章の課題 

日本の酪農は，消費者市場にも大きな課題を抱えている。仮に，制度上の課題がすべて解

決されたとしても，特色ある酪農が経営として成立するには，日本の消費者がその品質の差

異を評価して買い支える必要がある．現在の日本の牛乳市場において，「特色ある牛乳」は，

消費者からの支持を得られるのか，言い換えれば，消費者の受容性はどの程度高いのかは検

討すべき課題である。 

牛乳と同じ「白物」と呼ばれる食パンは，スーパーの特売の対象となっている一方で，そ

の何倍もの価格の「高級」食パン店がいくつも開店するなど，現在流行を見せている。豆腐

や卵にも，こだわりを持つ商品とその支持者は存在する。そうした食品について，消費者は，

いわゆる「買回品」的に，積極的に情報を集めて比較しながら購入を検討しているように見

える。このように，同じ商品であっても，消費者個々人によって関与の高さは異なり，また

同じ個人であっても商品カテゴリーなどによって関与の高さが異なる（青木, 1990）。 

では，牛乳はどうか。第 1 章で述べた通り，現状として，牛乳は，製品差別化はあまりな

されず，価格差も小さい「最寄品」であり，スーパーの特売の目玉として扱われ，時にミネ

ラルウォーターよりも安い価格で販売される。食パンのような「高級」を売りにした牛乳専

門店というものはおそらく存在しないが，「おいしい」と銘打った牛乳が若干の高価格で販

売されている。本研究で対象としている特色ある牛乳は，通常の牛乳がスーパーなどで

200~250 円／L 程度で販売されているのに対し，それを上回る高価格帯で売られており，

それを支持する消費者もおそらくいるであろう。しかし，問題は，そうした消費者は，潜在

的な数も含めてどれだけいるのか，その人たちはどのくらい商品価値を評価しているのか，

そして，その人たちにどのようなマーケティングを行えば，特色ある牛乳の市場が拡大する

のかである。 

そこで，本稿では，「特色ある牛乳」は，現在の日本の牛乳消費者にどの程度支持される

可能性があるのか，アンケート調査結果を基に推計する。そして，「特色ある牛乳」に関心

を示す人，買い支える可能性のある人とはどんな消費者なのかを明らかにし，「特色ある牛

乳」のマーケティング戦略の方向を示す。 
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なお，ここで言う「特色ある牛乳」とは，第 1 章でも紹介した通り，乳牛の飼養方法，製

法，乳牛の品種，流通・販売方法等によって差別化を図り，量販品とは異なる特色を持つ牛

乳である。本章では，低温殺菌牛乳と山地酪農牛乳を例に，消費者アンケート調査を行い，

日本の消費者の牛乳消費の実態と特色ある牛乳に対する評価を定量的に分析し，検討する。 

まず，次の第 2 節で，消費者アンケート調査の概要を述べた後，第 3 節で，選択実験に

基づく牛乳の商品属性に対する限界支払意思額を推定し，特色ある牛乳を支持する消費者

の割合とその評価額を確認する。第 4 節では，どのような消費者が特色ある牛乳の需要者

となる可能性があるのかを，食一般の生活スタイルと牛乳の好き嫌いに基づく消費者セグ

メンテーションによって明らかにする。第 5 節では，「情報×選択セグメント」（塚原・緒

方, 2015）に基づいた消費者セグメンテーションを行い，牛乳の購買行動の特徴を概観す

る。第 5 節では，特色ある牛乳の潜在的需要者拡大への示唆を得ることを目的に，すでに

低温殺菌牛乳を購入している消費者に注目し，彼／彼女らが，どのような牛乳の買い方をし

ているのか，なぜ低温殺菌牛乳の購入に至ったのかを確認する。 

第 2節 アンケート調査の概要 

第 1項 調査対象と標本規模 

アンケート調査の流れは，表 3-1 の通りである。調査は，2017 年 12 月 15 日～19 日の

間で行った。アンケート調査会社・株式会社クロス・マーケティングに依頼し，Web 上で

回答する形式をとった。調査対象は 2 種類あり，1 つは，同社が保有する全国のモニターに

「日常生活に関するアンケート」という名目で募集を行い，簡単なスクリーニングのための

アンケートに回答してもらうことで「日頃から低温殺菌牛乳以外の約 1L 入り牛乳を購入し

ている人」をスクリーニングし，30 歳未満，30 代，40 代，50 代，60 代の男女の数が各

100 名に達したところで，募集を打ち切った。以降，これらを「通常の牛乳購入者」と呼ぶ。 

もう 1 種類は，通常の牛乳購入者と同じ方法で募集を行い，「日頃から低温殺菌牛乳を購

入している人」をスクリーニングし，30 歳未満，30 代，40 代，50 代，60 代の男女各 10

名が集まったところで募集を打ち切った。可能であれば低温殺菌牛乳の購入者の標本規模

を，通常の牛乳購入者と同程度得たかったが，前述したとおり，牛乳低温殺菌牛乳購入者の

母数そのものが少ないため，100 名程度が限界であった。しかも，後に回答内容を精査した

ところ，ここで集めた 100 名のうち，61 名が「低温殺菌牛乳」の購入者ではなかった。彼

／彼女らは，おそらく「低温殺菌牛乳」と「低脂肪牛乳」を混同しており，低温殺菌牛乳と

は思われない購入価格を回答し，低温殺菌牛乳の購入者向けに用意した設問にもほとんど

回答できなかった。こうした間違いを排除する方策を取るべきであったが，アンケート設計

段階では，牛乳に対する知識や関心がそこまで低いとは想定できなかった。このため実際に
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有効な調査規模は 39 に留まることになったが，以降，これを「低温殺菌牛乳購入者」と呼

ぶ。なお，排除された残りの 61 名の回答については，通常の牛乳購入者に組み入れた。 

表 3-1 アンケート調査の概要 

第 2項 アンケート調査票 

調査票の流れを，図 3-1 に示す。アンケート調査票は，以下のように設計した。まず，

SC1～5 において，性別や年代など，回答者の属性，並びにスクリーニングのための質問を

行った。これらのスクリーニング質問に対する回答から，通常の牛乳購入者と低温殺菌牛乳

購入者を抽出し，本調査を行った。 

本調査は，通常の牛乳購入者に対して 55 問，低温殺菌牛乳購入者には 60 問を聞いた。 

問 1 では，牛乳に対する嗜好を聞いた。 

問 2 では，日頃牛乳をどれくらい，どのような用途で消費しているのか等，家庭での牛

乳消費の実態について聞いた。低温殺菌牛乳購入者には，これに加えて，低温殺菌牛乳を購

入するようになった経緯や理由を聞いた。 

問 3 では，牛乳に対する選好を尋ねる質問を設定した。メーカーや価格等の商品属性ご

とに，表明選好法で評価してもらうほか，HACCP 認証や酪農についての知識の程度も確認

した。また，市場における低温殺菌牛乳の一般的な評価を把握するため，通常の牛乳購入者

にのみ，低温殺菌牛乳に対するイメージを尋ねる質問を設定した。 

項目 詳細 

実施期間 2017 年 12 月 15 日 ～ 2017 年 12 月 19 日 

調査対象 アンケート調査会社 株式会社クロス・マーケティングが保有する全国のモ

ニターのうち，「日頃から低温殺菌牛乳を購入している人」並びに「日頃か

ら低温殺菌牛乳以外の約 1L 入りの牛乳を購入している人」 

調査規模 通常の牛乳購入者は，30 歳未満，30 代，40 代，50 代，60 代の男女各

100 の合計 1,000+61，低温殺菌牛乳購入者も同様に各 10，合計 100-61。 

抽出方法 株式会社クロス・マーケティングが保有するモニターに対してアンケート

調査への協力を依頼し，上記調査規模に達した時点で募集を打ち切った。 

内容 Web 上にて，低温殺菌牛乳の購入歴があるかどうかを尋ね，低温殺菌牛乳

購入者とそれ以外の牛乳購入者にそれぞれに分かれ，日頃の牛乳購入状況

や牛乳についての評価，ライフスタイルや食に対する関心の高さ等につい

て回答を得た。 
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問 4 では，特色ある酪農経営およびその牛乳に対する評価・意見を尋ねる質問を設定し

た。特色ある酪農経営の一例として，第 2 章で事例調査を行ったなかほら牧場をモデルに，

牧場の様子や生産された特色ある牛乳についての情報を与え，それに対する選好や支払い

意思額など消費者の反応を把握した。 

問 5 では，回答者のライフスタイルを尋ねる質問を設定した。日頃の食生活や食全般に

対する意識の高さ，嗜好品の買い物の仕方などが，牛乳に対する関与の高さに影響する可能

性あると考えたからである。主に食生活や嗜好品の買い物の仕方を尋ね，これらの質問への

回答によって，回答者のライフスタイルのパターン化を行い，低温殺菌牛乳購入者と通常の

牛乳購入者の特徴を明らかにすることで，牛乳に対して高関与な消費者セグメント，並びに

潜在的高関与な消費者セグメントを特定する。 

 

図 3-1 アンケート調査票の流れ 

なお，食品衛生法に基づく乳等省令によって定められている規格によれば，「牛乳」とは，

成分無調整で乳脂肪分 3.0％以上，無視乳固形分 8.0％以上を含むものを指し，市場にはこ

れ以外に飲用乳として成分調整牛乳，低脂肪牛乳，無脂肪乳，加工乳等の商品が存在する（社

団法人日本乳業協会, 2010）。しかし，一般消費者は総じて牛乳に対する関与が低く，実際

にはこうした種類別分類を知らない人や特に意識せずに購入している人が大半であると考

えられる。 

低温殺菌牛乳購入者通常の牛乳購入者

No

除外

問1 牛乳に対する嗜好

問2 日頃の牛乳消費の実態

問1 牛乳に対する嗜好

問2 日頃の牛乳消費の実態

低温殺菌牛乳購入の経緯と理由

問3 牛乳の商品属性に対する評価 問3 牛乳の商品属性に対する評価

問4 特色ある牛乳に対する評価

問5 ライフスタイル・食生活

問4 特色ある牛乳に対する評価

問5 ライフスタイル・食生活

日頃から牛乳を買うが、

低温殺菌牛乳は買わない

（または、そもそも知らない）

日頃から低温殺菌牛乳を

買っている

スクリーニング

日頃から1リットル入りの牛乳を購入するか

低温殺菌牛乳を購入することがあるか
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そこで，本アンケートの調査票においては，こうした消費者市場の実態に即し，できるだ

け回答者にわかりやすい表現となるよう，法定の「牛乳」の他にも，低脂肪乳，無脂肪乳，

栄養成分強化（カルシウム，ビタミン D，鉄分等を加えたもの）や乳糖を分解してある加工

乳なども含めたいわゆる「白物牛乳類」と呼ばれる飲用乳も，すべて「牛乳」として表記し

ている。乳等省令による種類別分類の定義とは異なる点に留意が必要である。 

第 3節 牛乳の商品属性に対する限界支払意思額の計測 

第 1項 本節の課題 

本節では，アンケート調査票の問 3 で聞いた表明選好データを用いて，特色ある牛乳の

商品属性を含めた牛乳の商品属性に対する限界支払い意思額を定量的に推定する。ここで，

「限界支払意思額」とは，商品属性が 1 単位加わった場合の商品価値評価の増加分であり，

商品属性が「有り」「無し」で加わる場合は，その商品属性の価値評価である。 

牛乳の商品選択行動に関す定量的研究は，POS データやスキャン・パネルデータといっ

た購入履歴データを用いた購買動向分析と，本稿のようにアンケート等で収集した表明選

好データを用いた分析に分けられる。例えば，庄野ら（2000）は，POS データを用いた需

要体系（AIDS; Almost Ideal Demand System）分析を行い，牛乳・乳製品の自己価格弾

力性と交差価格弾力性を計測している。Kinoshita et al.（2002）は同じく POS データを

使ったストーンの線形支出体系で，牛乳と還元乳との交差価格弾力性を推定している。林田

（2018）は，ホーム・スキャン・データを用いたランダム係数ロジットモデルにより，国

内 37 牛乳ブランドの自己価格弾力性と交差価格弾力性をしている。 

購入履歴データは，現実に行われた購買行動であるから，消費者の選好を顕示した信頼性

の高いデータである。ただし，現実の購買行動ゆえに，分析者にとっては，購買行動に影響

する様々な要因をいかに制御するかが問題となる。また，特色ある牛乳のように，なかなか

消費者の目に触れる機会のない牛乳については，そもそもデータが得られない可能性も高

い。 

一方，表明選好データは，通常，評定尺度や順序尺度などによる評定や選択実験を通じて

収集され，商品属性や被験者の属性が制御可能である。しかも，市場に存在しない商品につ

いてもその評価を聞くことができる。ただし，被験者の回答が，実際の購買行動を担保する

かどうかは保証されず，あくまで仮想的な実験に留まる。 

表明選好データを用いた消費者選択の分析は，「コンジョイント分析」と言われる方法で

行われることが多い。ただし，コンジョイント分析は，Lancaster（1966）の属性アプロー

チを共有する価値評価分析の総称であって，多様なデータ取得方法で多様な選択モデルが
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存在している。コンジョイント分析は，心理学のコンジョイント測定法（Luce, 1978）を

基礎とし，初期は，評定尺度で測定された価値評価データを，MONANOVA（Kruskal, 1965）

や LINMAP（Srinivasan and Shocker, 1973）といった確定的な方法で分析していたが，

近年は，選択実験の結果を確率効用仮説（Thurstone, 1927）に基づく多項ロジットモデル

（McFadden, 1986）で分析することが主流となった。 

コンジョイント分析の名目で，おびただしい数の分析事例があり，日本の牛乳・乳製品に

限っても，上田（2004），岩本ら（2004），細野（2004）といった先行研究がある。ただ

し，上田（2004）が 16 枚のプロファイルカードを用いた順位データを分析しているのに

対し，岩本ら（2004），細野（2004）では選択実験を行っている。どの方法が妥当かは，

分析目的や対象の性質によるところもあるが，選択実験が，古典的なコンジョイント分析と

異なる点は，データの収集方法だけでなく，経済理論に基づく選択モデルを仮定しているか

否かである（Louviere, et al., 2010）。本稿では，後述するように，Hanemann（1984）

の離散・連続選択モデルを特定化した吉野（1997）の定義による多項ロジットモデルを選

択モデルとして採用した選択実験を行う。 

選択実験を行う場合の問題点として，被験者への負担の問題がある。商品属性の数が多く

なると必要なプロファイル数が増加してしまう。選択実験に利用される架空の商品プロフ

ァイルは，分析する商品属性の組み合わせで構成される。分析に用いるプロファイルは，す

べての組み合わせを網羅する必要はなく，直交計画によって減らすことができる。交差項を

含めない最も簡単な組み合わせならば，例えば 2 水準の属性（直交計画の呼び方で「因子」）

が 3 つあった場合，最低 4 つのプロファイルでよい。しかし，属性数が 10 になれば，たと

え 2 水準であっても，最低 11 プロファイルは必要である。本稿で扱う牛乳の場合は，商品

属性が多岐に亘るため，必要なプロファイル数が膨大になってしまう。上田（2004）では

16 プロファイルに完全順位付けを求めているが，Ben-Akiva, et al.（1992）は，こうした

順位づけは，関心の低い順位付けがノイズとなり，推定結果の信頼性を低めてしまうことを

指摘している。 

そこで，この完全プロファイルセットを直接被験者に示すのではなく，2～数個のプロフ

ァイルのみを 1 つのセットとして示して選択を求めることで，被験者の負担を減らす方法

が工夫された。しかし，この方法で被験者の選好を推定するために十分な情報を得るために

は，同一の被験者に，異なった種類のプロファイルセットを多数用意し，繰り返し選択を求

める必要がある。 

したがって，推定の統計的効率性を落とさずに，この選択回数をいかに減らすかが選択実

験による消費者選好分析のひとつの課題となってきた。ただし，ここで仮定される多項ロジ

ット分析の場合，推定パラメータの分散は，推定パラメータの値そのものに依存するため

（McFadden,1974），事前にプロファイル設計を効率化できない。そこで，パラメータの
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値を 0 と仮定した効率設計（D-efficient）が提案されたり，コンピュータシミュレーショ

ンによって効率設計の可能性が高いプロファイルを提案するツールが開発されてきた

（Chrzan and Orme, 2000）。さらに，プレテストで事前情報を用いて効用バランスのと

れた比較に絞ったり（Huber and Zwerina , 1996），コンピュータで相手の回答に応じた

プロファイルセットを動的に導く方法である適応選択型コンジョイント分析（ACBC）のツ

ールが開発されてきた（Chrzan and Orme, 2000）。先述の岩本ら（2004）および細野

（2004）は，D-efficient を重視した Zwerina et al.（1996）の手順に従ったプロファイル

設計を行っている。 

ただし，D-efficient は，被験者が示された商品属性すべてに等しく注意を払って評価し

たと仮定した場合の数理的効率性である。牛乳のような低関与商品の場合，消費者は日頃

からすべての商品属性を評価して商品選択を行っているとは考えにくく，プロファイルを

構成する商品属性には，日頃回答者が意識しないような属性も含まれる可能性がある。こ

のため，すべてのパラメータが 0 という厳しい仮定を受け入れ，D-efficient に近いプロフ

ァイルセットを提示したとしても，被験者には，馴染みのない商品属性も含む架空の商品

を逐一想像しながら選択を迫られるストレスが強いられ，結果としていずれかの属性のみ

に注目して選択を行ってしまう危険性がある。 

しかし，被験者個々に注目した場合，彼／彼女らが牛乳の 1～2 個の属性にしか関心が

ないのだとしたら，他の属性の限界支払意思額を 0 と仮定してしまえば，きわめて単純な

プロファイル設計で十分な分析ができる。個々人で，関心のある属性は異なるはずである

から，同一のプロファイルセットの提示や一括推定は不可能である。選択実験は，被験者

の回答に応じて示すプロファイルを用意する必要があり，階層ベイズモデル等を仮定し

て，被験者間の反応の違いを前提とした推定方法も必要になる。一種の適応コンジョイン

ト分析であるが，適応手順が既存の ACBC に比べてはるかに単純で，回答者負担も少な

い。 

このため，こうした牛乳市場と商品自体の特殊性を考慮し，本稿では，回答者が関心のあ

る商品属性のみに限定して留保価格を聞くことで回答の負担を軽減するよう工夫した。ま

た，牛乳の商品属性に対する消費者の関心あるいは評価は，消費者ごとに大きく異なるはず

なので，これを一括推定するのではなく，ある程度同質の関心・評価を示す消費者にグルー

プ化できると仮定しながらも，グループ間では異質性を示すとする階層ベイズモデルに基

づく推定を行う。 

その手順は，図 3-2 に示したとおりである。以下に，分析手順と計測モデルについて述

べる。 
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図 3-2 本節の分析手順 

第 2項 調査票の設計と推定モデル 

（1）調査票の設計 

調査票は，牛乳の商品価値評価を左右する属性を 3 つ以上選択させることから始め，そ

の回答に応じて，上位 3 つの属性に順位をつけてもらう。その上で，回答に応じたプロフ

ァイルを提示し，それぞれに留保価格（いくらまでなら買うかという価格）を聞くという手

順をとった。 

設問（Q21）「あなたが日頃牛乳を買う時に，少しぐらい値段が高くても，こういう牛

乳なら買ってもいいと思うのはどんな牛乳ですか？ 下記の中であてはまるもの 3 つ以上

を選択してください」という問に対して，「特にない。価格だけ」「特にない。価格も気に

しない」という回答者（低関与消費者）を除外する。 

設問（Q22）低関与消費者を除いた回答者に，「その中で特に重視するのはどれです

アンケート調査

設問(1) 日頃の牛乳の購入で，こういう牛乳なら多

少高くても買いたいという牛乳があるか

設問(2) 牛乳の購入で重視する属性

1位，2位，3位

設問(3) 属性1位＋2位＋3位の牛乳 
 

       

の留保価格   
 

       

設問(4) 属性2位＋3位の牛乳  
     

の留保価格   
 

     

設問(5) 属性1位＋3位の牛乳  
     

の留保価格   
 

     

設問(6) 属性1位＋2位の牛乳  
     

の留保価格   
 

     

ある

重視する属性の違いでグループ化

（潜在プロファイル分析）

限界支払意思額の計測

（階層ベイズ・ロジットモデルのMCMC推定）

ない 除外
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か？ 『価格が同じならこういう牛乳を選ぶ』と思うものを上位から 3 つ選んでくださ

い」という聞き方で，重視する商品属性を 1 位，2 位，3 位を選択してもらう。 

設問（Q23）選択された 3 つの商品属性をすべて備える牛乳を示し，「他の牛乳が 1L あ

たり 198 円で置かれている売り場にこの牛乳が置いてあったら，あなたはいくらまでなら

その牛乳を買いますか？」という聞き方で留保価格を聞く。下限値は，198 円に設定し

た。 

設問（Q24）1 位に選択した商品属性を欠き，2 位と 3 位の商品属性を備える牛乳を示

し，同様に留保価格を聞く。 

設問（Q25）2 位に選択した商品属性を欠き，1 位と 3 位の商品属性を備える牛乳を示

し，同様に留保価格を聞く。 

設問（Q26）3 位に選択した商品属性を欠き，1 位と 2 位の商品属性を備える牛乳を示

し，同様に留保価格を聞く。 

なお，プロファイルの価格を，外から与えず留保価格を聞くことで，ありえない価格を

聞かれることの回答者の負担を下げ，同時に，それ以下なら当該商品を購入するが，それ

より高価なら当該商品を購入しないという 2 つの情報を得ることを目的としている。 

（2）選択モデル 

消費者𝑖 ∈ {1 …  𝐼}による商品 ∈ {1 …  𝐽}の価値評価は，商品属性の評価値𝑥𝑗  …  𝑥𝑗𝐾とそ

の属性性重視度𝛽𝑘 に応じて，以下の確率効用で表されるものとする。 

𝜓𝑗 = ∑ 𝛽𝑘 𝑥𝑗𝑘 + 𝜀 𝑗𝑘  (1) 

ここで𝜀 𝑗は商品価値評価のばらつきであり，これがガンベル分布𝐹 𝜀 𝑗 = exp[−exp −𝜀 𝑗/

𝜇  ], 𝜇 > 0をもつ i.i.d.の極値分布に従う時，商品 の選択確率は以下の多項ロジットモデ

ル1で与えられる（吉野, 1997）。 

Pr 𝑦 =  │𝛽  𝜇  =
exp(∑ 𝛽𝑘𝑖 𝜇𝑖⁄ 𝑥𝑗𝑘−𝑝𝑗 𝜇𝑖⁄𝑘 )

∑ exp ∑ 𝛽𝑘𝑖 𝜇𝑖⁄ 𝑥𝑠𝑘−𝑝𝑠/𝜇𝑖𝑘   𝑠∈{1 … 𝐽}
  

ここで，𝛽𝑘 𝜇 ⁄ = 𝑏𝑘 ,  1 𝜇 ⁄ = 𝛾 と表すと，上記選択確率は， 

                                            

1コンジョイント分析を含む離散選択モデルにおいて，「多項ロジット」とは回答者属性を説明

変数としたものを指し，商品属性を説明変数にしたものは「条件付きロジット」と呼び，両者を

区別する場合がある。本稿で「多項ロジット」は後者を指す。 
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Pr 𝑦 =  |𝑏  𝛾  =
exp(∑ 𝑏𝑘𝑖𝑥𝑗𝑘−𝛾𝑖𝑝𝑗𝑘 )

∑ exp ∑ 𝑏𝑘𝑖𝑥𝑠𝑘−𝛾𝑖𝑝ℎ𝑘   𝑠∈{1 … 𝐽}
  

1 位，2 位，3 位に選択された属性𝑏𝑘 をそれぞれ𝑏 
   

, 𝑏 
   

, 𝑏 
   
と表記し，3 位以内に入

らなかった属性については 4 位以下でかつほとんど重視されない属性であると考えられる

から，形式的に𝑏 
 4 

= ⋯ = 𝑏 
 𝐾 

= 0のいずれかに割り振る。 

属性𝑘の商品属の評価値がすべてその属性を備えていない（𝑥𝑗𝑘 = 0）か備えている（𝑥𝑗𝑘 =

1）かを{0 1}で定義できる項目変数であるとすると，設問（Q23）で回答者𝑖が 1 位，2 位，

3位に選択した属性を備えた牛乳  
       

を，提示した11商品属性のいずれも備えていない，

いわゆる「普通の牛乳」  0 と一対比較した場合の選択確率は，前者について聞いた留保価

格を ̅ 
       

，後者の比較対象となる牛乳の価格 198 円を  0 と表記して以下で表される2。 

Pr (𝑦 =   
       

|𝑏  𝛾   ̅ 
       

) =
exp(∑ 𝑏𝑖

 𝑟 
𝑟∈{1 2 3} −𝛾𝑖�̅�𝑖

 1 2 3 
)

exp(∑ 𝑏𝑖
 𝑟 

𝑟∈{1 2 3} −𝛾𝑖�̅�𝑖
 1 2 3 

)+exp(−𝛾𝑖𝑝
 0 )

 (2) 

ただし，𝑏 = {𝑏   …  𝑏𝐾 }，𝑏 
 𝑟 
は𝑟位に回答された属性𝑘の𝑏𝑘 である。 

ここで， ̅i
       

は留保価格であり，それよりもわずかな値段Δ 円以上高かったら，普通の

牛乳  0 の方が選択されるはずである。その選択確率は次で与えられる。 

Pr (𝑦 =   0 |𝑏  𝛾   ̅ 
       + Δ ) =

exp(−𝛾𝑖𝑝
 0 )

exp(∑ 𝑏𝑖
 𝑟 

𝑟∈{1 2 3} −𝛾𝑖(�̅�𝑖
 1 2 3 

+Δ𝑝))+exp(−𝛾𝑖𝑝
 0 )

 (3) 

同様に，設問（Q24）の 2 位，3 位の属性を備えた牛乳  
     

の普通の牛乳  0 に対する選

択確率は以下である。 

Pr (𝑦 =   
     |𝑏  𝛾   ̅ 

     
) =

exp(∑ 𝑏𝑖
 𝑟 

𝑟∈{1 2 3} −𝛾𝑖�̅�𝑖
 2 3 

)

exp(∑ 𝑏𝑖
 𝑟 

𝑟∈{2 3} −𝛾𝑖�̅�𝑖
 2 3 

)+exp(−𝛾𝑖𝑝
 0 )

 (4) 

同じく，牛乳  
     

の留保価格は ̅i
     

よりΔ 円高い場合に普通の牛乳  0 が選択される確率

は以下である。 

Pr (𝑦 =   0 |𝑏  𝛾   ̅ 
     + Δ ) =

exp(−𝛾𝑖𝑝
 0 )

exp(∑ 𝑏𝑖
 𝑟 

𝑟∈{2 3} −𝛾(�̅�𝑖
 2 3 

+Δ𝑝))+exp(−𝛾𝑖𝑝
 0 )

 (5) 

                                            

2 一対比較の場合，対象となる牛乳  
       

の留保価格と通常の牛乳の差額 ̅ 
       

−   0 につい

て二項ロジットとして定義することもできるが，どのような選択かが明確となるように多項ロ

ジットの形式のまま定義した。 
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設問（Q25），設問（Q26）についても，同様に以下の確率が定義できる。 

Pr (𝑦 =   
     |𝑏  𝛾   ̅ 

     
) =

exp(∑ 𝑏𝑖
 𝑟 

𝑟∈{1 2 3} −𝛾𝑖�̅�𝑖
 1 3 

)

exp(∑ 𝑏𝑖
 𝑟 

𝑟∈{1 3} −𝛾𝑖�̅�𝑖
 1 3 

)+exp(−𝛾𝑖𝑝
 0 )

 (6) 

Pr (𝑦 =   0 |𝑏  𝛾   ̅ 
     + Δ ) =

exp(−𝛾𝑝 0 )

exp(∑ 𝑏𝑖
 𝑟 

𝑟∈{1 3} −𝛾𝑖(�̅�𝑖
 1 3 

+Δ𝑝))+exp(−𝛾𝑖𝑝
 0 )

 (7) 

Pr (𝑦 =   
     |𝑏  𝛾   ̅ 

     
) =

exp(∑ 𝑏𝑖
 𝑟 

𝑟∈{1 2} −𝛾𝑖�̅�𝑖
 1 2 

)

exp(∑ 𝑏𝑖
 𝑟 

𝑟∈{1 2} −𝛾𝑖�̅�𝑖
 1 2 

)+exp(−𝛾𝑖𝑝
 0 )

 (8) 

Pr (𝑦 =   0 |𝑏  𝛾   ̅ 
     

+ Δ ) =
exp(−𝛾𝑖𝑝

 0 )

exp(∑ 𝑏𝑖
 𝑟 

𝑟∈{1 2} −𝛾𝑖(�̅�𝑖
 1 2 

+Δ𝑝))+exp(−𝛾𝑖𝑝
 0 )

 (9) 

さらに，設問（Q22）で各属性重視度の順位関係が選択される確率は，以下のランクロジ

ットで与える。 

Pr (𝑏 
   > 𝑏 

   > 𝑏 
   > 𝑏 

 4 = ⋯ = 𝑏 
 𝐾 

) =
exp 𝑏𝑖

 1 

∑ exp𝑏𝑖
 𝑟 

𝑟∈{1 … 𝐾}

⋅
exp𝑏𝑖

 2 

∑ exp𝑏𝑖
 𝑟 

𝑟∈{2 … 𝐾}

⋅
exp 𝑏𝑖

 3 

∑ exp𝑏𝑖
 𝑟 

𝑟∈{3 … 𝐾}

 (10) 

式(2)～(10)から，回答者𝑖の尤度関数は， 

𝐿 𝑦 |𝑏  𝛾   ̅  = Pr (𝑦 =   
       |𝑏  𝛾   ̅ 

       
) ⋅ Pr (𝑦 =   0 |𝑏  𝛾   ̅ 

       + Δ ) ⋅

Pr (𝑦 =   
     |𝑏  𝛾   ̅ 

     
) ⋅ Pr (𝑦 =   0 |𝑏  𝛾   ̅ 

     + Δ ) ⋅

Pr (𝑦 =   
     |𝑏  𝛾   ̅ 

     
) ⋅ Pr (𝑦 =   0 |𝑏  𝛾   ̅ 

     + Δ ) ⋅

Pr (𝑦 =   
     |𝑏  𝛾   ̅ 

     
) ⋅ Pr (

𝑦 =   0 |𝑏  𝛾 

  ̅ 
     

+ Δ 
) ⋅ Pr (𝑏 

   > 𝑏 
   > 𝑏 

   >

𝑏 
 4 = ⋯ = 𝑏 

 𝐾 
) (11) 

で与えられる。ただし， ̅ = { ̅i
         ̅i

       ̅i
       ̅i

     }である。 

したがって，𝑏 = {𝑏  …  𝑏𝐼}，𝑦 = {𝑦  …  𝑦𝐼}， ̅ = { ̅  …   ̅𝐼}，𝑏 の事前分布をPr 𝑏  ，𝛾 の

事前分布をPr  𝛾  とすると，事後分布は，以下で与えられる。 

𝐹 𝑏 𝛾|𝑦  ̅ ∝ ∏ 𝐿 𝑦 |𝑏  𝛾   ̅  Pr 𝑏   ⋅ Pr  𝛾   (12) 
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（3）階層ベイズ・ロジットモデル 

ここで，牛乳属性の重視度 {𝛽𝑘 }（したがって {𝑏𝑘 }も）は，個人𝑖ごとに大きく異なること

が予想できるが，全ての個人間で全く異なるとも考えにくく，ある程度類似した回答者をグ

ループ化し，そのグループごとに同一の重視度を仮定しての推定が効率的であろう。 

すなわち，𝐼人の回答者が，𝑏 が一致する𝐻個のグループ{𝐼  …  𝐼𝐻}に分けられるのであれ

ば，事後分布は以下で再定義される。 

𝐹 𝑏 𝛾|𝑦  ̅ ∝ ∏ ∏ 𝐿 𝑦 |𝑏ℎ  𝛾ℎ   ̅  Pr 𝑏ℎ  ∈𝐼ℎ ⋅ Pr  𝛾ℎ 𝐼ℎ∈{𝐼1 … 𝐼𝐻}  (13) 

以上で仮定した事後分布に適当な事前分布 Pr 𝑏ℎ とPr  𝛾ℎ  を与えて MCMC 推定を行う

ことで，{𝑏𝑘ℎ}と{𝛾ℎ}の事後分布を発生させ，{𝛽𝑘ℎ}の推定値を得ることができる。 

事前分布Pr 𝛾 については，今回は，十分に広い分布として 0 ∞ の非正則一様分布を与え

た。また，事前分布Pr 𝑏ℎ は，属性間で独立と考え，Pr 𝑏ℎ = Pr 𝑏 ℎ ⋯Pr 𝑏𝐾ℎ であり，Pr  𝑏𝑘ℎ 

はハイパーパラメータ𝑎0を持つ以下の指数分布に従うと仮定した。 

Pr 𝑏𝑘ℎ = Pr 0 ≤ 𝑡 ≤ 𝑏𝑘ℎ|𝑎0 = 1 − exp  −𝑏𝑘ℎ 𝑎0⁄    

これは，現状として多くの消費者が牛乳のいずれかの商品属性に正の支払意思額を示す

ほどに関心を示さず，{𝑏𝑘ℎ}の多くが 0 であり，特に関心のある属性のみで正となることが

予想されることを考慮したものである。 

また，モデルとして{𝑏𝑘ℎ}の分布を 0 以上に制限する必要はなく，「これが無ければもっと

高くても買いたい」という属性はマイナスであってもよい。しかし今回は，候補として挙げ

た属性に負となりそうなものを扱っていないので，推定の効率性を考えて，分布の範囲を非

負に制限した。ハイパーパラメータ𝑎0の分布については，十分に広い分布として 0 ∞ の一

様分布を与えた。 

通常の階層ベイズモデルでは，さらに，属性重視度{𝛽𝑘ℎ}と回答者の年齢や性別といった

個人属性との関係を確認するために，モデルを階層化するのが通例であるが，牛乳の嗜好や

知識は，単純な個人属性で明確に{𝛽𝑘ℎ}の違いが説明できるとは考えられなかったため，今

回は， {𝛽𝑘ℎ}と個人属性との関係は探索的に推論することにした。 

（4）回答者のグループ化 

本稿では，𝐻個のグループ{𝐼  …  𝐼𝐻}へのグループ分けを個人属性で行わず，設問（2）の

回答パターンで行った。すなわち，日頃の牛乳の購入において，多少高くても買いたい牛乳

がある消費者のうち，重視する牛乳の属性の順位づけのパターンである。本稿では，このパ
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ターン抽出を潜在プロファイル分析で行った。 

潜在プロファイル分析（Latent Structure Analysis）は，有限混合分布モデルの一種で，

潜在クラスモデルが，項目変数によるパターン抽出を可能にするのに対して，潜在プロファ

イル分析は同様のことを，連続変数を用いて行うことができる（Lazarsfeld and Henry, 

1968）。パターン抽出に利用される他の解析手法であるクラスター分析と比べて統計的推

論ができるという利点を持つため，マーケティング分析における市場セグメンテーション

では近年標準的となってきた方法である（Wedel and Kamakura, 1998）。 

各牛乳属性を重視するか否かを{0,1}の項目変数として扱い，LCA でパターン抽出を行う

ことも可能であるが，その場合，1 位に選択した項目も 3 位に選択した項目も同じウエイト

で評価される。3 位が同じよりも，1 位が同じであることをグループ化の基準として優先し

たいので，1 位に 3 点，2 位に 2 点，3 位に 1 点，1～3 位に選択されなかった 4 位以下の

属性に 4 点を与えて，潜在プロファイル分析を行う。 

以上が，コンジョイント分析の代替的手法である。以降は，この手順に則り，牛乳の商

品属性に対する限界支払意思額の推定を行う。分析には，本稿のアンケート調査のうち，

多少高くても買いたいと思う牛乳の商品属性とその属性に対する支払意思額を尋ねた設問

Q21～26 への回答を用いる。 

なお，前項で見た通り，低温殺菌牛乳購入者の中には，高関与消費者も若干名含まれては

いたものの，低温殺菌牛乳購入者と通常の牛乳購入者のいずれも，その半数程度が牛乳に関

心も知識もない「無関心」層であった。両者はサンプル数に違いがあるものの，概ね同様の

傾向が見られた。そのため，以降は両者を区別せずに，回答者全体（n=1,100）を分析対象

にすることとした。 

（5）無関心層の排除 

まず，1,100 の回答について，設問（Q21）によってすべての限界支払意思額が 0（𝛽𝑘 =

0）である，すなわち，牛乳の商品属性に関心が低く，たとえ高品質の牛乳であっても追加

的に支払ってまで購入する意思はないという，牛乳の購入に低関与な消費者801名（73％）

が抽出された。この低関与な消費者 801 名を排除した結果，なんらかの属性に支払意思額

を示した 299 名（27％）のみが残された。 

さらに，その 299 の回答においても，設問（Q23～Q26）において整合性のない回答を

した者もおり，これらを排除した。すなわち，支払意思額は設問（Q23）によるすべての重

視する属性が揃った牛乳の留保価格が最も高くなるはずであるが，いずれかの属性が欠け

た設問（Q24～Q26）の留保価格が高くなっている者が一部にいたので，そうした矛盾する

回答も排除した。その結果，最終的に整合性のあるデータとして，230 のデータセットが得

られた。この 230 名について，各商品属性に対する限界支払意思額の推定を行った。 
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第 3項 推定結果 

（1）回答者のグループ分け 

牛乳の 11 の属性のうち牛乳の購入において重視する属性 1 位，2 位，3 位の属性に，そ

れぞれ 3 点，2 点，1 点を，選択されなかった他の属性に 0 点を与えて，整合性のある回答

者 230 名分について潜在プロファイル分析によって解析した。分析には，構造方程式モデ

リング・プログラム MPlus ver.8（Muthén and Muthén, 1998-2017）を用い，統計解析

ソフト R ver. 3.3.2（R Core Team, 2016）のパッケージ MplusAutomation ver. 0.6-4，

（Hallquist and Wiley, 2016）をインターフェイスとして実施した。 

ただし，潜在プロファイル分析モデルのクラス数（回答パターンによるグループ化を何グ

ループに分けるべきか）は，潜在プロファイル分析の中では決定できず，与件として設定す

る必要があるので，今回は，クラス数 1～20 のそれぞれの場合で潜在プロファイル分析を

行い，その中で AIC が最も小さかったクラス数 16 を採択した。 

続いて，潜在プロファイル分析では，抽出した 16 クラスについて，各回答者の帰属確率

が推定されるので，各回答者を帰属確率が最も高いクラスに振り分けグループ化を行った。

表 3-2 にその結果を示す。なお，以降の表 3-2～表 3-7，並びに図 3-3～図 3-11，図 3-13

～図 3-20 については出所を省略するが，すべて先述の低温殺菌牛乳購入者および通常の牛

乳購入者を対象としたアンケート調査の結果によるものである。 

表側はクラス名で，識別するためだけのもので，名称自体に意味はない。表側に続く第 1

列が各グループに振り分けられた回答者の人数である。2 列目以降の 0.00～3.00 の数値

は，重視する牛乳属性の 1 位を 3 点，2 位を 2 点，3 位を 1 点としたクラス平均で，おお

よその指摘率が確認できるようにしたものである。例えば，C04 には 21 名が属し，「メー

カー」の得点 3.00 とは，このクラスの全員が「メーカー」を最も重視する属性として指摘

していることを意味する。一方，「高脂肪率」の得点は 0.00 であり，この商品属性を誰も 3

位以内に指摘しなかったことを意味する。 
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表 3-2 牛乳を購入する際に重視する商品属性（n=230） 

 

注）HACCP 以下の表体点数は，重視する商品属性について 1 位 3 点，2 位 2 点，3 位 1 点を配した

平均点。 

また，表頭は以下を意味する。 

HACCP： HACCP 認証 メーカー： お気に入りのメーカー 

産地： お気に入りの産地 消費期限： 長い消費期限 

デザイン： いい感じのパッケージデザイン ビン入り： ビン入り 

高脂肪率： 高い乳脂肪率 ノンホモ： ノンホモジナイズド 

低温殺菌： 低温殺菌 牧草のみ： 牧草だけで育った牛の牛乳 

放牧： 放牧された牛の牛乳 

（2）階層ベイズ・ロジット分析 

グループ分けの結果に基づいて階層ベイズ・ロジット分析を行い，牛乳の各属性に対する

限界支払意思額を推定した。ただし，普通の牛乳の値段  0 は，アンケート調査票で示した

198 円，留保価格を超える部分Δ は 10 円に設定した。 

推定には，確率的プログラム言語 Stan ver.2.12.0（Stan Development Team, 2017)

を統計解析ソフト R のパッケージ RStan ver.2.17.3（Stan Development Team, 2018）

をインターフェイスとして用い，式(13)の事後確率からマルコフ連鎖モンテカルロ法

（Markov chain Monte Calrlo，以下 MCMC）により発生させた乱数である MCMC サン

プリングを使った統計量の算出という形で行った。 

MCMC サンプリングで排除すべきウォームアップ期間として，今回は最初の 1,000 サン

プリングを充て，後の 1,000 サンプリングを採用した。また，初期値の影響を確認するた

め，今回は 4 つの Chain で合計 4,000 サンプルを得た。 

クラス人数 HACCP メーカー 産地 消費期限 デザイン ビン入り 高脂肪率 ノンホモ 低温殺菌 牧草のみ 放牧

C13 26 2.54 0.00 0.00 1.08 0.15 0.12 0.12 0.04 0.31 0.62 1.04

C05 4 1.75 3.00 0.00 0.00 0.75 0.00 0.00 0.00 0.00 0.25 0.25

C03 35 0.00 2.91 0.00 0.80 0.46 0.20 0.54 0.00 0.34 0.37 0.37

C16 4 0.00 3.00 1.00 1.50 0.50 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

C04 21 0.10 3.00 2.00 0.29 0.14 0.10 0.00 0.05 0.14 0.10 0.10

C08 3 0.00 2.00 3.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.33 0.33 0.33

C11 12 0.00 0.08 3.00 0.33 0.42 0.42 0.67 0.00 0.17 0.33 0.58

C12 5 0.20 0.00 1.80 2.80 0.00 0.00 0.00 0.00 0.20 0.00 1.00

C01 14 0.00 0.00 0.00 2.43 0.29 0.21 0.21 0.00 1.21 0.43 1.21

C02 7 0.29 0.00 0.00 1.86 2.29 0.14 0.29 0.00 0.43 0.00 0.71

C07 5 0.00 0.00 0.00 0.40 2.40 2.60 0.20 0.00 0.00 0.00 0.40

C14 15 0.00 0.00 0.00 0.93 0.20 2.60 0.13 0.07 0.67 0.47 0.93

C09 6 0.00 0.00 0.00 0.17 0.00 2.50 2.50 0.00 0.33 0.00 0.50

C06 34 0.24 0.00 0.00 0.85 0.24 0.12 2.85 0.06 0.59 0.26 0.79

C10 5 0.40 0.00 0.00 0.20 0.00 0.00 0.20 2.40 1.60 0.40 0.80

C15 34 0.09 0.03 0.00 0.15 0.21 0.12 0.09 0.03 0.68 2.35 2.26

牛乳の商品属性 特色ある牛乳の商品属性
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（3）収束の判定 

一定の分布への収束は，各 Chain のトレースラインや自己相関の視覚的確認と Gelman 

and Rubin（1992）の potential scale reduction statistic �̂�によって行った。今回求め

たパラメータは，134 個（限界支払意思額{𝛽𝑘ℎ}が 16 グループ×11 属性，価格係数{𝛾ℎ}が

16 グループ，ハイパーパラメータ𝑎0，並びに事後確率）と膨大であるので，詳細を掲載で

きないが，すべてのパラメータで収束の目安である�̂� < 1.1を満たし，トレースラインや自

己相関のプロットでも分布の違いや極端な自己相関などは確認されなかった。 

（4）限界支払意思額の推定結果 

限界支払意思額{𝛽𝑘ℎ}の推定結果として，表 3-3 に，表 3-2 で示した各クラスについて，

（a）5%分位点，（b）中央値，（c）95%分位点を示す。今回は分布を 0 以上に制限したた

め，0 円が最小値となる。各分位点を比較することで，推定された事後分布のばらつきを確

認できる。所属する人数が少ない C014 についてはばらつきが大きいが，その他のグルー

プの推定値の分布は，グループ間で限界支払意思額の違いを観察できる程度に狭いばらつ

きとなっている。 

アンケートでは，関心のある商品属性を 3 位までに限定し，それ以外は限界支払意思額

を 0 円と仮定したが，中央値で評価する限り，10 円／L を超えるような限界支払意思額は，

C016 を除く全クラスで 1～2 属性に留まり，無理のある仮定ではなかったと考えられる。 

推定結果のうち，（b）中央値を見ると，「メーカー」「産地」「ビン入り」に 70 円／L を超

える限界支払意思額を示す回答者グループが存在し，続いて「高脂肪率」に対して 50 円／

L 以上の限界支払意思額を示す回答者グループも確認できた。一方で，重視する属性として

上位 3 位内に多く指摘されていた「消費期限」については，C01 の 14 名の限界払意思額

の平均が最も高くて 33.4 円／L と低い。 
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表 3-3 牛乳の各商品属性に対する限界支払意思額 

 

（a）5％分位点

クラス 人数 HACCP メーカー 産地 消費期限 デザイン ビン入り 高脂肪率 ノンホモ 低温殺菌 牧草のみ 放牧

C13 26 26.6 0.0 0.0 0.2 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.3 0.7

C05 4 1.8 1.6 0.3 0.3 0.4 0.3 0.2 0.2 0.3 0.4 0.3

C08 3 0.3 1.1 1.3 0.3 0.3 0.2 0.2 0.2 0.3 0.3 0.5

C03 35 0.2 76.7 0.2 0.4 0.7 0.3 0.4 0.2 0.3 0.3 0.3

C04 21 0.3 43.3 26.0 0.4 0.2 0.2 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3

C11 12 0.3 0.3 58.6 0.3 0.6 0.7 0.5 0.3 0.3 0.4 0.5

C12 5 0.1 0.1 1.2 2.3 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.2

C01 14 0.1 0.1 0.1 13.3 0.1 0.2 0.1 0.1 2.1 0.2 0.8

C02 7 0.3 0.2 0.3 1.9 10.8 0.3 0.4 0.3 0.3 0.3 0.7

C07 5 0.2 0.2 0.3 0.3 3.6 3.1 0.3 0.3 0.2 0.3 0.4

C14 15 0.2 0.2 0.3 0.6 0.3 52.9 0.2 0.3 0.5 0.5 1.1

C09 6 0.3 0.2 0.2 0.3 0.3 5.5 5.7 0.2 0.4 0.3 0.7

C06 34 0.1 0.1 0.1 0.3 0.1 0.1 41.8 0.1 0.1 0.1 0.6

C10 5 0.4 0.2 0.2 0.3 0.2 0.2 0.3 9.8 0.8 0.3 0.4

C16 4 0.6 3.9 1.7 1.3 0.6 0.5 0.5 0.6 0.6 0.6 0.5

C15 34 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.3 35.6 26.7

（b）中央値

クラス 人数 HACCP メーカー 産地 消費期限 デザイン ビン入り 高脂肪率 ノンホモ 低温殺菌 牧草のみ 放牧

C13 26 33.8 0.7 0.7 2.2 0.8 1.0 0.8 0.8 1.2 2.8 5.8

C05 4 15.2 14.7 3.6 3.6 5.4 3.6 3.6 3.6 3.6 5.2 4.0

C08 3 4.1 12.8 14.7 4.0 4.1 4.1 4.0 4.0 5.0 4.6 6.5

C03 35 2.5 109.6 2.4 5.2 7.9 3.5 4.9 2.5 3.3 3.4 4.3

C04 21 3.8 80.1 61.4 4.9 4.0 4.1 3.6 3.7 4.2 4.2 4.5

C11 12 3.6 3.9 88.1 4.6 6.7 8.8 6.1 3.5 4.3 5.1 6.9

C12 5 1.3 1.2 7.7 11.1 1.2 1.2 1.2 1.1 1.8 1.2 2.5

C01 14 1.2 1.2 1.1 23.1 1.7 2.2 1.8 1.1 10.9 1.9 6.9

C02 7 4.4 3.5 3.3 16.2 35.0 4.0 5.0 3.6 4.3 3.5 8.2

C07 5 3.4 3.6 3.4 5.2 22.8 22.9 3.9 3.6 3.5 3.4 5.6

C14 15 2.8 2.8 2.8 7.0 4.0 75.5 3.3 3.4 5.8 6.2 10.8

C09 6 3.9 3.7 3.8 4.5 3.9 29.2 28.6 3.9 5.1 3.7 7.8

C06 34 1.1 0.9 0.9 3.2 1.5 1.2 52.6 1.0 2.1 1.5 5.8

C10 5 4.8 2.5 2.6 3.5 2.6 2.5 3.3 29.1 8.1 3.5 4.8

C16 4 8.1 35.1 22.2 17.5 9.2 7.8 7.7 8.0 7.8 8.0 7.8

C15 34 1.0 1.0 0.9 1.1 1.3 1.2 1.1 1.0 3.3 45.5 37.1

（c）95％分位点

クラス 人数 HACCP メーカー 産地 消費期限 デザイン ビン入り 高脂肪率 ノンホモ 低温殺菌 牧草のみ 放牧

C13 26 43.2 3.1 3.1 7.6 3.6 4.5 3.7 3.3 5.0 8.8 13.3

C05 4 58.1 58.4 25.5 22.9 34.3 23.9 25.1 25.1 24.9 31.1 27.8

C08 3 28.4 55.6 64.7 27.4 31.8 29.8 29.9 29.4 35.5 32.9 38.9

C03 35 11.1 163.8 10.8 21.3 28.7 15.0 19.2 10.5 15.0 14.6 17.3

C04 21 18.3 142.7 115.5 22.7 19.6 19.5 16.6 16.4 19.6 19.6 19.7

C11 12 16.6 19.2 137.0 22.2 26.5 34.0 25.9 16.7 19.7 22.3 27.8

C12 5 6.4 6.0 18.3 23.3 5.8 5.6 5.7 5.9 8.2 5.9 10.2

C01 14 5.2 5.3 5.3 36.7 7.1 8.8 7.3 5.2 22.0 7.8 17.6

C02 7 22.8 19.2 19.4 51.7 75.1 21.6 25.3 18.7 21.9 18.8 33.3

C07 5 22.1 22.0 21.3 29.1 65.2 63.6 23.9 21.1 20.7 21.2 29.4

C14 15 12.5 13.1 12.4 26.1 17.1 111.0 14.9 14.6 22.6 23.2 33.0

C09 6 20.5 21.4 21.1 24.6 19.9 72.4 71.1 22.1 26.0 21.1 33.2

C06 34 4.6 4.1 3.8 10.7 6.4 4.9 66.5 4.2 8.2 6.2 15.6

C10 5 20.1 12.8 13.3 17.8 13.5 13.1 16.4 53.2 28.7 16.3 21.6

C16 4 66.1 154.1 119.6 122.9 80.8 65.7 65.3 62.5 63.0 70.2 65.5

C15 34 4.4 4.1 3.8 4.4 5.5 4.8 5.1 4.2 10.7 57.2 48.7
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また，特色ある牛乳が一般の牛乳との差異を訴求することの多い「ノンホモ」「低温殺菌」

といった，牛乳本来の風味を生かすための加工処理方法に対する限界支払意思額が著しく

低かった。「ノンホモ」については，C10 のわずか 5 名が 29.1 円／L を示すにとどまる。

「低温殺菌」については，10 円／L を上回るのは，C01 の 14 名の 5 名に過ぎない。 

一方で，同じく特色ある牛乳の代表例である「牧草のみで飼養」「放牧」については，C015

の 34 名が，それぞれ 45.5 円／L，37.1 円／L の限界支払意思額を示しており，一定の支

持が確認された。ただし，この特色ある牛乳の商品属性に反応した消費者層は，無関心層を

除外した 230 名のうち 34 名（15％），全回答者 1,100 名の 3％と極めて限られている。 

第 4節 低温殺菌牛乳購入者の属性 

第 1項 本節の課題 

次に，現在すでに低温殺菌牛乳を購入している消費者に注目し，彼／彼女らが，どのよう

な牛乳の買い方をしていて，どういう経緯で低温殺菌牛乳を購入するに至ったかをアンケ

ート結果から確認する。それによって，特色ある牛乳の需要者を増やすための示唆を得るこ

とが目的である。 

特色ある牛乳そのものではなく，低温殺菌牛乳の購入者を対象とした理由は，放牧牛乳や

ジャージー牛乳といったその他の特色ある牛乳の購入者に限定してアンケートを行うこと

は，その母数からして困難であるとの判断である。低温殺菌牛乳はスーパー等一般の小売店

でも取り扱いが比較的多く，低温殺菌牛乳に限れば幾分多くの母集団が期待できた。 

しかしながら，実際にアンケートを実施した対象はわずか39名であった。前述のとおり，

回答者の年齢・性別は，30 歳未満から 60 代までの 10 歳区切りの 5 階層の男女の回答者

をそれぞれ 10 名の計 100 名の低温殺菌牛乳購入者を確保したはずで合ったが，スクリー

ニングが失敗し，結果として，回答者 100 名のうち 61 名が疑わしい回答者となってしま

った。 

すなわち，本調査に先立って行ったスクリーニングの質問で，日頃から低温殺菌牛乳を購

入しているかという質問に対して，「ほとんどが低温殺菌牛乳」「料理・製菓用以外はほとん

どが低温殺菌牛乳」「ほとんどではないがよく買う」「たまに買う」のいずれかに回答した回

答者を低温殺菌牛乳購入者として振り分けたのだが，本調査において，購入している牛乳の

種類をすべて回答させたところ，低脂肪乳は購入しているが，低温殺菌牛乳は購入していな

いという回答が多く見られた。日頃購入している牛乳の価格帯を尋ねた質問でも，200 円

未満の牛乳しか購入しておらず，その実売価格から低温殺菌牛乳の購入者とは考えられな

い。おそらく「低温殺菌牛乳」と「低脂肪乳」とを取り違えて回答したとしか考えられない
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回答者であった。ちなみに，通常の牛乳購入者に対するアンケートでは，低温殺菌牛乳のイ

メージについて聞いたが，このうち 30.3％が「『低温殺菌牛乳』というのがよくわからな

い」，12.5％が「そもそも牛乳が加熱殺菌されているのを知らなかった」と回答しており，

想定以上の認知度の低さであった。そうした状況で，スクリーニングでいきなり低温殺菌牛

乳の購入経験を聞いたことによる失敗であると思われる。 

こうしたことから，低温殺菌牛乳購入者の回答はわずか 39 であり，分析手法も限られる

が，通常の牛乳購入者と比較しながらその特徴を把握する。 

第 2項 個人属性と牛乳の購入・消費 

（1）個人属性 

以下では，通常の牛乳購入者とのクロス集計結果から，読み取れる回答者全体の傾向につ

いて述べる。 

まず，本来，性別・年代は各 10.0％に振り分けられるはずだったが，前述の理由により，

特に低温殺菌牛乳購入者に偏りが生じている。その中で，30 代～50 代の男性の割合が低

く，40 代女性の割合が高くなっている（図 3-3）。つまり，40 代女性は一般に食に対する

意識が高いと言われ，40～50 代男性は低いと言われるが，これを裏付ける結果となってい

る。特に 50 代男性は，低温殺菌牛乳と低脂肪乳の違いすらわかっていないということかも

しれない。 
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図 3-3 回答者の性別と年齢（単一回答） 

回答者の職業は，低温殺菌牛乳購入者では，「専業主婦」が最多の 17.9％，「会社勤務（一

般社員）」が 15.4％，「パート・アルバイト」が 12.8％と続き，「公務員・教職員・非営利

団体職員」「派遣社員・契約社員」「自営業」「専門職」が通常の牛乳購入者に比べてやや多

かった。通常の牛乳購入者は，最多の「会社勤務（一般社員）」と「無職」が低温殺菌牛乳

購入者に比べやや多い結果となった（図 3-4）。居住地域は，東京都 16.2％，神奈川県 8.8％，

大阪府 8.7％など概ね人口分布に近い回答が得られた。 

10.3%

7.7%

7.7%

5.1%

12.8%

12.8%

10.3%

17.9%

7.7%

7.7%

10.0%

10.1%

10.1%

10.2%

9.9%

9.9%

10.0%

9.7%

10.1%

10.1%

男性／15-29歳

男性／30-39歳

男性／40-49歳

男性／50-59歳

男性／60-69歳

女性／15-29歳

女性／30-39歳

女性／40-49歳

女性／50-59歳

女性／60-69歳

低温殺菌牛乳購入者(n=39) 通常の牛乳購入者(n=1,061)
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図 3-4 回答者の職業（単一回答） 

（2）牛乳の購入・消費 

牛乳の購入場所は，いずれもスーパーが 9 割超を占め，ほとんどの消費者が，牛乳を他

の食品等の買い物と同様に購入していると考えられる。ただし，低温殺菌牛乳購入者では，

「百貨店」「牛乳宅配業者による宅配」「スーパーや生協の宅配」と回答した人の割合が，通

常の牛乳購入者に比べて高い結果となった（図 3-5）。 

15.4%

17.9%

12.8%

5.1%

10.3%

7.7%

7.7%

5.1%

7.7%

5.1%

2.6%

2.6%

0.0%

0.0%

22.9%

19.6%

13.1%

14.6%

4.7%

4.7%

3.9%

4.8%

2.0%

3.8%

2.9%

1.2%

1.4%

0.4%

会社勤務（一般社員）

専業主婦

パート・アルバイト

無職

自営業（商工サービス）

派遣社員・契約社員

公務員・教職員・非営利団体職員

学生

専門職（弁護士・税理士等・医療関連）

会社勤務（管理職）

その他の職業

SOHO

会社経営（経営者・役員）

農林漁業

低温殺菌牛乳購入者(n=39) 通常の牛乳購入者(n=1,061)
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図 3-5 牛乳の購入先（複数回答） 

次に，問 1 において，牛乳に対する嗜好を聞いたところ，「大好き」「好きな方」が 6 割

を超えた（図 3-6）。 

 

図 3-6 牛乳に対する嗜好（単一回答） 

92.3%

7.7%

10.3%

17.9%

17.9%

7.7%

7.7%

2.6%

2.6%

2.6%

0.0%

95.3%

17.0%

12.0%

2.5%

1.4%

2.7%

0.6%

0.6%

0.5%

0.4%

0.0%

スーパー

ドラッグストア

コンビニ

スーパーや生協の宅配

生協など消費者団体の共同購入

生協店舗

百貨店

インターネット通販

その他

牛乳配達

牛乳は購入しない

低温殺菌牛乳購入者(n=39) 通常の牛乳購入者(n=1,061)

17.9%

46.2%

15.4%

7.7%

12.8%

0.0%

0.0%

19.7%

43.4%

23.7%

6.4%

6.2%

0.0%

0.7%

大好き

好きな方

どちらでもない

やや苦手

苦手

アレルギーがあって飲めない

医者に止められている

低温殺菌牛乳購入者(n=39) 通常の牛乳購入者(n=1,061)
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また，過半数の回答者が，牛乳に対するイメージとして「おいしい」「栄養価が高い」を

挙げ，牛乳に対してポジティブなイメージを持っている消費者が多いことが確認された。一

方で，低温殺菌牛乳購入者は，「体に良くない」「有害物質の残留が気になる」が多く，牛乳

にネガティブなイメージを抱いている消費者も少なからず存在する。こうした懸念から，高

い品質や安全・安心な牛乳を求めて関与が高くなり，低温殺菌牛乳の購入に至っている可能

性が考えられる（図 3-7）。また，通常の牛乳購入者では，牛乳に対するイメージが「特に

ない」と答えた回答者が 15.4％おり，低温殺菌牛乳購入者に比べて有為に高かった。日頃

購入する牛乳のメーカーについて，「わからない」と答えた回答者も 2 割を超え，一般消費

者の牛乳に対する関与の低さが表われた結果となった。 

 

図 3-7 牛乳に対するイメージ（複数回答） 

問 2 において，日頃購入する牛乳のメーカーに関しては，明治乳業・森永乳業・雪印メグ

ミルクといった大手乳業メーカーが全体的に多いが，低温殺菌牛乳購入者では，よつ葉乳業，

タカナシ乳業，生協といった特色ある製品も独自に展開する準大手～中堅規模の乳業メー

カーの割合が高い（図 3-8）。 

64.1%

59.0%

12.8%

15.4%

2.6%

7.7%

7.7%

5.1%

7.7%

5.1%

2.6%

2.6%

0.0%

0.0%

54.7%

52.6%

11.7%

9.0%

15.4%

5.4%

1.5%

3.7%

0.8%

1.6%

2.1%

1.9%

1.1%

0.0%

おいしい

栄養価が高い

安全で安心

臭いが気になる

特にない

体にあわない、お腹がゴロゴロする

有害物質の残留が気になる

おいしくない

体によくない

衛生面が気になる

環境にやさしい

香りがよい

その他

環境にやさしくない

低温殺菌牛乳購入者(n=39) 通常の牛乳購入者(n=1,061)
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図 3-8 日頃購入する牛乳のメーカー（複数回答） 

日頃購入する牛乳の種類について尋ねた質問では，低温殺菌牛乳購入者は，ノンホモ低温

殺菌牛乳が 10.3％，低温殺菌牛乳が 97.4％と高い。成分無調整牛乳も 61.5％を占めてい

るため，低温殺菌牛乳と UHT 牛乳を併用していると考えられる。通常の牛乳購入者は，「成

分無調整牛乳」が 61.1％，次いで「低脂肪乳」が 23.3％だが，「よくわからない」が 19.9％

いることから，牛乳の種類別分類を認識せずに購入している，あるいは無頓着な消費者が多

いことが示唆された（図 3-9）。 

61.5%

43.6%

43.6%

25.6%

12.8%

17.9%

17.9%

15.4%

7.7%

10.3%

5.1%

2.6%

34.7%

26.6%

26.5%

25.0%

26.7%

8.1%

7.5%

5.9%

8.2%

4.8%

6.3%

4.5%

明治乳業

森永乳業

雪印メグミルク

スーパー等のプライベートブランド

わからない

生協

タカナシ乳業

よつ葉乳業

小岩井乳業

協同乳業（メイトー）

地元の乳業会社

その他

低温殺菌牛乳購入者(n=39) 通常の牛乳購入者(n=1,061)
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注）*印は，ノンホモ低温殺菌牛乳および低温殺菌牛乳以外の牛乳類 

図 3-9 日頃購入する牛乳の種類（複数回答） 

また，日頃購入する牛乳の 1L あたりの価格帯（税抜き）を尋ねる質問では，多くの回答

者が 180 円未満と，比較的安い価格帯の牛乳を購入していることがわかった。低温殺菌牛

乳購入者の回答は，240 円以上のものを購入していると回答した人が比較的多く，一般的

な UHT 牛乳よりも高い価格設定の低温殺菌牛乳を購入していることを裏付けている（図 3-

10）。 

 

図 3-10 日頃よく購入する牛乳の 1Lあたりの価格帯（税抜き，複数回答） 

10.3%

97.4%

61.5%

20.5%

10.3%

12.8%

5.1%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

61.1%

23.3%

5.1%

9.7%

0.6%

0.7%

19.9%

ノンホモ低温殺菌牛乳

低温殺菌牛乳

成分無調整牛乳*

低脂肪牛乳*

乳脂肪率を高めた濃厚牛乳*

栄養を強化した牛乳*

おなかがゴロゴロしない乳糖分解済牛乳*

その他

よくわからない

低温殺菌牛乳購入者(n=39) 通常の牛乳購入者(n=1,061)

35.9%

28.2%

33.3%

28.2%

7.7%

7.7%

10.3%

0.0%

2.6%

43.9%

31.3%

28.9%

15.4%

6.4%

1.8%

0.8%

0.4%

0.3%

160円未満

160円～179円

180円～199円

200円～219円

220円～239円

240円～259円

260円～299円

300円～349円

350円以上

低温殺菌牛乳購入者(n=39) 通常の牛乳購入者(n=1,061)
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家庭における 1 週間あたりの消費量では，0～1L と 1～2L の合計が 7 割以上を占め，低

温殺菌牛乳購入者と通常の牛乳購入者の間に大きな差は見られなかった。牛乳の最も多い

用途は，「コーヒーや紅茶などほかの飲み物に入れる」「家族がそのまま飲む」「自分がその

まま飲む」が全体的に多かった。また，低温殺菌牛乳購入者の 4 割前後が，牛乳を料理に使

ったり，シリアルなどにかけたり，そのまま飲料として消費するだけでなく，幅広い用途に

利用していることが明らかになった（図 3-11）。 

 

図 3-11 家庭における牛乳の最も多い用途（単一回答） 

以上から，通常の牛乳を飲んでいる大半の人は，牛乳が好きな方で，おいしくて栄養価が

高い飲料という認識で，そのまま飲んだり，コーヒーや紅茶に入れたりして消費している。

スーパーで，200 円／L 未満の牛乳を買うことが多い。メーカーにはそれほどこだわりはな

く，自分が買っている牛乳がどこのメーカーのものかわからない人も多いという傾向がわ

かった。一方，低温殺菌牛乳購入者も，同様ではあるが，購入先が多様で，購入単価が高い

傾向にある。牛乳の用途が広いので，牛乳が好きな人が多いかというとそうではなく，牛乳

が苦手な人や牛乳にネガティブなイメージを抱いている人の割合は，むしろ低温殺菌牛乳

購入者の方が高い。 

第 3項 ブランド選択パターンの特徴 

低温殺菌牛乳購入者が，どのような買い物をする人たちかを，ブランド選択パターンによ

るセグメンテーションで確認する。ブランド選択パターンのフレームワークとして，株式会

社ビデオリサーチによる「情報×選択セグメント」（塚原・緒方, 2015）を一部改変して用

61.5%

74.4%

74.4%

43.6%

7.7%

10.3%

38.5%

5.1%

0.0%

0.0%

60.7%

51.0%

55.8%

29.5%

5.3%

6.3%

16.2%

3.1%

0.8%

1.1%

自分がそのまま飲む

家族がそのまま飲む

コーヒーや紅茶など他の飲み物に入れる

料理用

製菓用

自家製ヨーグルトをつくる

シリアルなどにかける

プロテイン等と混ぜる

ペット用

その他

低温殺菌牛乳購入者(n=39) 通常の牛乳購入者(n=1,061)



 

97 

 

いる（図 3-12）。これは，商品があふれ情報過多の現代において，「年齢などの観測可能な

事柄からその人の暮らし向きを想像することは難しくなっている」中での消費者セグメン

テーションの試みの一つである。 

 

出所）塚原・緒方（2015）より，筆者が各消費者セグメントの名称を修正の上，転載 

図 3-12 塚原・緒方（2015）の「情報×選択セグメント」 

このセグメンテーションは，消費者行動論の代表的な 2 つのモデルである Howard-

Sheth モデル （Howard and Sheth,1969）と Bettmanの情報処理モデル（Bettman, 

1979）の両方の考え方を取り入れたところに特徴がある。このうち Howard-Shethモデル

は，古典的な刺激（S）－反応（R）モデルに，Organism（翻訳が定まっていないが，「生

活体」と訳される場合がある）を加えたモデルである。刺激にあたる「入力変数」と反応に

あたる「出力変数」の間に，消費者行動に影響を与える架空の構成概念として，刺激に対す

る反応を左右する「知覚的構成要素」とブランドの評価や態度に影響を与える「学習構成要

素」を組み入れ，同じ刺激に対する消費者の反応の違いを説明しようとした。 

Howard-Sheth モデルが想定する消費者が刺激に対して受動的であるのに対して，

Bettmanの情報処理モデルは，消費者が自らのニーズを満たすために積極的に情報を入手

し評価・蓄積する主体を前提としている。ただし，その情報処理能力には限界があり，その

限界の中で，単純化された意思決定戦略やヒューリスティックを採用すると仮定している。 

現実の消費行動を観察すると，この 2 つのモデルのどちらが正しいかというよりも，ど

ちらの行動も見られることがある。塚原・緒方（2015）は，Howard-Sheth モデルの

Organism を「考え方のクセ」と捉え，イメージ重視か機能重視かの評価軸を設定した。ま

た，Bettmanの情報処理モデルの消費者像から，自発的な選択か他発的な選択かという評

自発的 他発的

機能性重視

イメージ重視

セグメント(1)

感性重視

セグメント(2)

スマート選択

セグメント(3)

信念の人

セグメント(4)

流行追随

セグメント(5)

無関心

セグメント(6)

堅実派
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価軸を設定し，これら二軸で，以下の 6 つのセグメントへの分類を提案した。ただし，各セ

グメントの名称については，ややわかりづらいものもあったため，より分かりやすいものに

いくつか修正した。 

（1）感性重視（自発的×イメージ重視） 

・購買行動において，フィーリングを重視する。 

・流行，話題性，新商品に敏感。 

・とりあえず情報収集する。情報発信意欲も強い。 

（2）スマート選択（自発的×イメージ・機能性両方重視） 

・購買行動において，話題性と機能性を重視する。 

・決まったアイテムやブランドではなく，「より良いもの」を追い求める。 

・条件を満たさないと購買につながらないが，気に入ったものは積極的に人に勧める。 

（3）信念の人（自発的×機能性重視） 

・購買行動において，機能性を重視する。 

・独自の選択基準があるので，流行には流されない。 

・徹底的に情報収集して検討し，納得できたら買う。 

（4）流行追随（他発的×イメージ重視） 

・購買行動における商品選択の基準は，「世の中の評判」。 

・流行に敏感ではないが，乗り遅れたくない。 

・商品選択の際，世間での評判や周囲の口コミを参考にする。 

（5）無関心（他発的×イメージ・機能性重視のどちらでもない） 

・そもそも買い物自体に興味がない。 

・流行から取り残されるという不安がなく，情報収集はしない。 

・とりあえず目立つところに並んでいる商品を選ぶ。 

（6）堅実派（他発的×機能性重視） 

・購買行動において，慎重派で節約志向。 

・無駄な買い物や失敗は絶対にしたくない。 

・定番商品や安価で機能的な後発品を好む。 

Howard-Sheth モデルも Bettman の情報処理モデルも，汎用的だが複雑な意思決定過

程をモデル化しているが，塚原・緒方（2015）では，これらわずか 2 次元で把握するとい

う著しい単純化を行っている。しかしながら，この消費者セグメンテーションで，現代のビ

ール系飲料の選択やファッションブランドの選択の違いうまく説明できるとし，その有用

性を主張している。 
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塚原・緒方（2015）の 2 次元評価を行うための指標が不明であるため，このセグメンテ

ーションを再現することはできないが，牛乳の消費者行動を分析する上で，このセグメンテ

ーションから示唆されることは多い。すなわち，消費者の選択行動の定量的分析が，属性ア

プローチを前提とすることが常だが，そこで評価する「属性」が，通常用いられる機能的で

客観的な属性だけではなく，イメージや感性に訴えるものもあること，一見「最寄り品」と

して無造作に牛乳を手に取る低関与な消費者であっても，それは単に牛乳の品質の差に興

味がないだけでなく，情報処理能力の限界ゆえに，陳列などや売れ行きなどに流されていた

り，新しいものを買って失敗することを忌避している場合もあること，そして，そのどのパ

ターンが多いかを把握することで，分析上，どのパターンに重点を置くべきかを示唆する。 

アンケート問 2 において，日頃牛乳を購入する際に，どのように商品を選択しているか

についての質問に対する回答をもとに，潜在クラス分析を用いて回答者の牛乳の商品選択

パターンを類型化し，牛乳消費者市場のセグメンテーションを行った。ただし，セグメンテ

ーションは，通常の牛乳購入者と低温殺菌牛乳の購入者は別クラスとした。 

結果は表 3-4 に示した。表頭は，各クラスの名称とそれぞれに分類された回答者数であ

る。なお，回答パターンの傾向が明確になるように，各クラスへの帰属確率が 0.8 以上のも

のだけを集計している。低温殺菌牛乳購入者 39 名，通常の牛乳購入者 957 名の回答を解

析して，11 パターンのクラスに分類した。そのうち，緑色で示した C03 と C08 が低温殺

菌牛乳購入者，それ以外が通常の牛乳購入者である。 

表 3-4 牛乳の買い方による LCAの結果 

 

  

クラス名 C01 C02 C03 C04 C05 C06 C07 C08 C09 C10 C11

クラスに属す回答者数（n=996） 234 242 21 157 74 27 60 18 20 43 100

いつも買っているもの 1.00 0.14 0.00 0.13 0.45 0.19 0.73 0.67 0.30 0.00 0.51

一番安いもの 0.00 1.00 0.62 0.19 0.54 0.00 0.13 0.22 0.10 0.00 0.00

店頭にいっぱい並んでいるもの 0.00 0.00 0.52 1.00 0.68 0.00 0.18 0.11 0.00 0.00 0.28

「特売」「お買い得品」の表示 0.00 0.00 0.19 0.00 0.97 0.04 0.02 0.22 0.05 0.00 0.22

よく売れていそうなもの 0.00 0.00 0.29 0.04 0.32 1.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.06

自分で飲んでおいしいと思うもの 0.00 0.00 0.05 0.00 0.09 0.04 1.00 0.44 0.35 0.00 0.25

パッケージ/名前が良いもの 0.00 0.00 0.00 0.00 0.05 0.00 0.00 0.28 0.75 0.00 0.08

ポップや商品説明が魅力的なもの 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01 0.11 0.00 0.06 0.25 0.00 0.01

はっきりとした理由があって選ぶ 0.00 0.02 0.00 0.00 0.00 0.00 0.07 0.17 0.15 1.00 0.02

「この牛乳が良い」と言えるもの 0.01 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.06 0.25 0.00 0.02

高くもなく、一番安くもないもの 0.00 0.01 0.00 0.01 0.01 0.00 0.00 0.11 0.00 0.00 1.00
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以下に，クラスごとの特徴について説明する。 

C01 は，牛乳の購入に対して「無関心」で，「いつも買っているものを買う」と回答した

消費者である。牛乳に対する関与は低く，商品間の品質等の差異に無頓着なため，特に何も

考えずに，いつも購入している商品を手に取っていると考えられる。このクラスに属す回答

者は，996 名中 234 名と 2 番目に多い。 

C02 は，牛乳の購入に対して「無関心」で，「一番安いものを買う」と回答した消費者で

ある。牛乳に対する関与は低く，商品選択の際には価格志向の傾向が強い。このクラスに属

す回答者は，996 名中 242 名で，最多となった。C01 と C02 に属す回答者の合計は，分

析対象全体の約半数である。 

C04 は，牛乳の購入に対して「無関心」で，「店頭にいっぱい並んでいるものから選ぶ」

と回答した消費者である。牛乳に対する関与は低く，流行追随寄りの商品選択を行う。この

クラスに属す回答者は，996 名中 157 名である。 

C05 は，牛乳の購入に対して「無関心」で，「『特売』『お買い得品』と表示されているも

のを選ぶ」と回答した消費者である。牛乳に対する関与は低く，基本的に価格志向であり，

その時々の状況によって商品選択を行うと考えられる。このクラスに属す回答者は，996 名

中 74 名である。 

C06 は，牛乳の購入に対して「無関心」で，「売り場で見て，よく売れていそうなもの

を選ぶ」と回答した消費者である。牛乳に対する関与は低く，周囲の消費者の反応に追随す

る傾向がある。このクラスに属す回答者は，996 名中 27 名である。 

C07 は，「自分で飲んでおいしいと思ったものを選ぶ」「いつも買っているものを買う」

と回答した「スマート選択」タイプの消費者である。若干「一番安いものを買う」「店頭に

いっぱい並んでいるものから選ぶ」にも反応しているが，自分なりの判断基準を持ち，その

時々で選択していると考えられる。このクラスに属す回答者は，996 名中 60 名である。 

C09 は，「パッケージや名前でよさそうだと思ったものを選ぶ」と回答した「感性重視」

タイプの消費者である。若干「自分で飲んでおいしいと思ったものを選ぶ」にも反応してい

るが，基本的に自分の感性を重視し，それに適うものを選択している。このクラスに属す回

答者は，996 名中 20 名である。 

C10 は，「なぜその牛乳がよいか，はっきりとした理由があって選んでいる」にのみ反応

した「信念の人」タイプの消費者である。流行や周りの意見に流されず，自分の中で確固と

した信念を確立しており，それに基づいて商品選択を行う。このクラスに属す回答者は，

996 名中 43 名である。 
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C11 は，「高いものは買わないが，一番安いものも買わない」「いつも買っているものを

買う」と回答した「堅実派」タイプの消費者である。節約志向の慎重派であり，新しいもの

を買って失敗したり，無駄な買い物をしたくないと考えていると思われ，一般的に定番商品

や安価で機能的な後発品を好む傾向にある。このクラスに属す回答者は，996 名中 100 名

である。 

C03 は，低温殺菌牛乳購入者の約半数で，「一番安いものを買う」「店頭にいっぱい並ん

でいるものから選ぶ」と回答した「無関心」な消費者である。このクラスに属す回答者は，

996 名中 21 名である。 

C08 は，低温殺菌牛乳購入者の残りの半数を占め，「自分で飲んでおいしいと思ったも

のを選ぶ」「いつも買っているものを買う」と回答した「スマート選択」タイプの消費者で

ある。このクラスに属す回答者は，996 名中 18 名である。 

これらを先述の「情報×選択セグメント」の 6 タイプの消費者セグメントに則って再整

理すると，図 3-14 のようになる。図中の数値は，各クラスに属す回答者数を，通常の牛

乳購入者（n=957）または低温殺菌牛乳購入者（n=39）のいずれかで除したものであ

る。 

通常の牛乳購入者のうち 49.7％もの回答者が，牛乳に対して関心を持たず，特に商品間

の品質差異を意識しないまま購入している「無関心」層に分類された。次点も「流行追

随」，「堅実派」と続き，全体として消極的な消費者が多数を占めた。その一方で，牛乳に

関心を持って商品選択を行っている C07 の「スマート選択」，C09 の「感性重視」，C10

の「信念の人」の回答者は，合計しても 12.9％しかおらず，一般の消費者が牛乳に対して

いかに低関与であるかを示す結果となった。 

低温殺菌牛乳購入者のうち 46.2％が，自発的に情報取得を行う「スマート選択」や「信

念の人」に分類されており，独自の価値基準に適う商品として低温殺菌牛乳を購入してい

ることが示唆された。しかしながら，残り半分の低温殺菌牛乳購入者は，「無関心」や

「堅実派」に近い反応を示しており，牛乳に対して関心が高くないにもかかわらず，品質

にこだわり価格帯も高く設定されているはずの低温殺菌牛乳を購入しているという意外な

結果となった。 
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図 3-13 牛乳のブランド選択パターンによる消費者セグメントの分布 

第 4項 低温殺菌牛乳購入の経緯と理由 

低温殺菌購入者だけを対象に設定した質問への回答から，低温殺菌牛乳を購入するよう

になった経緯や理由について考察し，牛乳に対して低関与な消費者をいかに高関与に変化

させるかについて検討する。質問の流れは，電通が提唱した購買意思決定プロセス「AISAS」

に従った。ブランド選択において，消費者は，Attention（注意）－Interest（興味・関心）

－Search（検索）－Action（購入）－Share（共有）の過程を踏むという仮説であり，容易

に情報検索ができるようになった現代に合わせて，従来の AIDMA 仮説を修正したもので

ある。本稿では，ひとまず Share（共有）までには関心はないので，低温殺菌牛乳を知った

時点（Attention, 注意）から Action（購入）に至るまでの経緯について段階を追って尋ね

た。 

まず，図 3-14 は，Attention（注意）にあたる低温殺菌牛乳を知ったきっかけについて

の分布である。「よく覚えていない」を除くと，「たまたま店頭で見かけた」が最多，次に「家

族や知人から」と続く。 

イメージ重視

自発的 他発的

機能性重視

感性重視

C09 2.1％

スマート選択

C07

6.3％

信念の人

C10 4.5％

流行追随

C04 16.4％

C06 2.8％

無関心

C01 24.5％

C02 25.3％

堅実派

C11 10.4％

C05

7.7％ 低温殺菌

C03 53.8％

低温殺菌

C08 46.2％
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図 3-14 低温殺菌牛乳を知ったきっかけ（複数回答） 

低温殺菌牛乳を購入する前に，Search（検索）にあたる，何か調べたり試飲したりした

かを尋ねた質問では，図 3-15 のように，「別に試飲したり何かを調べたりはしなかった」

と「よく覚えていない」がいずれも 4 割程度を占めた。残りの回答は分散しており，「商品

に書いてある説明を読んだ」「店頭のポップやちらしを読んだ」「飲んだことのある家族や知

人においしいかどうか聞いた」といった情報収集に積極的な回答が見られた一方で，「とに

かく一度飲んでみようと思った」と特に意識せず購入した回答者もいた。 

 

図 3-15 低温殺菌牛乳を購入する前にしたこと（複数回答） 

66.7%

17.9%

15.4%

2.6%

2.6%

2.6%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

たまたま店頭で見かけた

よく覚えていない

家族や知人から

有名な産地の物を買ったら「低温殺菌牛乳」だった

値段の高い物を買ったら「低温殺菌牛乳」だった

その他

牛乳宅配店の営業が来た

牛乳宅配店の広告やチラシで

オンラインショップの広告で

牧場や牛乳工場の体験で

カフェやケーキ屋さんで使われていた

ノンホモ牛乳を買ったら「低温殺菌牛乳」だった

テレビ番組や新聞・雑誌など記事で紹介されていた

自然食を扱うお店やネットショップで

こだわり食品を扱うお店やネットショップで

食に関する講演会や書籍で

ＳＮＳの話題で

低温殺菌牛乳購入者(n=39)

41.0%

38.5%

10.3%

7.7%

5.1%

5.1%

2.6%

2.6%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

別に試飲したり何かを調べたりはしなかった

よく覚えていない

商品に書いてある説明を読んだ

とにかく一度飲んでみようと思って買った

店頭のポップやちらしを読んだ

飲んだことのある家族や知人においしいか聞いた

店頭で試飲した

ネットやＳＮＳで口コミを検索した

サンプル商品を試飲した

牧場や牛乳工場の体験で試飲した

ネットやＳＮＳで低温殺菌牛乳とは何か検索した

ネットやＳＮＳで、売られている商品や価格検索した

その他

低温殺菌牛乳購入者(n=39)
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図 3-16 は，Search（検索）の前段階である Interest（興味・関心）にあたる，低温殺菌

牛乳のことを知ってから試飲したり調べたりという行動を起こそうと思った理由について

尋ねた設問への回答の分布である。上記の質問において「別に試飲したり何かを調べたりは

しなかった」「よく覚えていない」と回答した 31 名を除外して集計したので，サンプル数

が 8 名とわずかになってしまったものの，低温殺菌牛乳を試飲したり何かを調べたりしよ

うと思った理由として「商品の説明が目を引いたから」「店頭のポップやチラシが目を引い

たから」といった商品説明をしっかり読んで興味を持ったという人がいる一方で，「特に興

味はなかったがたまたま飲んでみた」という消極的な人もいることがわかった。 

 

図 3-16 低温殺菌牛乳を知ってから，試飲や検索を行った理由（複数回答） 

次に，図 3-17 は，低温殺菌牛乳を購入する理由を尋ねた質問への回答の分布である。購

入理由は，「おいしいから」が 41.0％と最多であり，「風味がよいから」や「後味がすっき

りしているから」等も合わせると，低温殺菌牛乳の味や風味を評価して購入している回答者

が多いことがわかる。また，「栄養価が高そうだから」「体によさそうだから」といった回答

も多く，低温殺菌牛乳の機能性を評価し，健康のために購入している回答者も一定数存在す

ることが示唆された。「よく割引で販売されているから」と回答した人は，本来低温殺菌牛

乳は通常の牛乳よりも高い価格設定のため，なかなか手が出せない消費者がいることが予

想されるが，割引されることで試し買いや続けて購入することへのハードルが下がり，継続

的な購入に結び付いたと考えられる。 

22.2%

22.2%

11.1%

11.1%

11.1%

11.1%

11.1%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

商品の説明が目を引いたから

よく覚えていない

商品のパッケージがよかったから

店頭のポップやチラシが目を引いたから

家族や知人にすすめられて

特に興味はなかったがたまたま飲んでみた

高い値段の牛乳だったから

めずらしかったから

ビン入りだったから

店頭の売り子さんにすすめられて

牛乳宅配店の人にすすめられて

安い値段または無料でサンプルが試飲できたから

牧場や牛乳工場の人にすすめられて

低温殺菌牛乳が使われた飲物・菓子がおいしかった

テレビ番組や新聞・雑誌の記事が興味をひいたから

食に関する講演会や書籍ですすめられていたから

ＳＮＳの投稿が興味をひいたから

その他

低温殺菌牛乳購入者(n=8)
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図 3-17 低温殺菌牛乳を購入する理由（複数回答） 

図 3-18 は，低温殺菌牛乳に対して不満な点や「これが解決されたら，もっと低温殺菌牛

乳を買うのに」と思うことを尋ねた質問に対する回答の分布である。低温殺菌牛乳の欠点と

して，消費期限が短いことが指摘されるが，消費期限に不満を感じている人は 25.6％にと

どまり，56.4％の回答者は「特にない」と答えていることから，一般に言われるよりも短い

消費期限への懸念は少ないことが示唆された。 

 

図 3-18 低温殺菌牛乳の不満な点 
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20.5%

17.9%
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0.0%
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おいしいから

体によさそうだから

風味がよいから

よく割引で販売されているから

コクがあるから

家族の誰かが欲しがるから

栄養価が高そうだから

後味がすっきりしているから

搾りたての牛乳に近い味がするから

牛乳独特の匂いがしないから

めずらしくて、話題にできるから

ノンホモだから

牛乳メーカーの思い入れを感じるから

ビン入りだから

その他

低温殺菌牛乳購入者(n=39)
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15.4%
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消費期限が短い

値段が高い

売っている店が少ない

商品の選択肢が少ない

殺菌処理の効果に不安がある

値段の差ほど味が違うとは思えない

取り寄せの手間や送料負担

栄養価が低いような気がする

味が薄い

商品によって味にばらつきが大きい

その他

低温殺菌牛乳購入者(n=39)
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図 3-19 は，低温殺菌牛乳に対する認識や意見を尋ねた質問への回答の分布である。低温

殺菌牛乳の購入や飲用について，感じることや思うことを尋ねた質問に対しては，「特に何

も思わない」「普通の牛乳よりも低温殺菌牛乳がいいとまでは思わない」といった消極的な

回答が多い。一般的に，味覚には習慣性があり，食べ慣れた物や飲み慣れた物をおいしく感

じると言われており，UHT 牛乳の味や風味に慣れ親しんでしまっている消費者の中にも，

何度か低温殺菌牛乳を購入する機会を与えることで，味や風味を適切に評価するようにな

り，継続的な購入に結び付く可能性があるかもしれない。しかしながら，「低温殺菌牛乳を

何度か購入するうちに，それ以外の牛乳をおいしく感じなくなった」と回答した人は 7.7％

に留まった。 

 

図 3-19 低温殺菌牛乳に対する認識や意見 

以上から，回答者の多くは，たまたま低温殺菌牛乳を見かけ，試飲や追加的な情報を特に

求めず，ひとまず購入してみて，飲んでみたらおいしかったので購入し続けているというス

トーリーが見えてきた。ただし，低温殺菌牛乳購入者の中でも，商品説明やポップなどを読

んで興味を持った積極的な消費者もいれば，低温殺菌牛乳を飲む機会があり，なんとなく気

に入って購入しているという比較的消極的な消費者も含まれている。今回の調査ではサン

プル数が少なかったこともあり，特色ある牛乳の購入者を増やすための直接的なヒントを

得られたとは言い難い。牛乳がほとんどの消費者にとって低関与な最寄品であることを再

確認された。しかしながら，それゆえに，特定のブランドへの固執は少なく，通常のブラン

ド選択では，堅実派と呼ばれるパターンをとる人も，低温殺菌牛乳を試す人もいるようであ

る。ただし，それによって，牛乳の質的差異の認識につながっておらず，牛乳への関心や知

識の向上にもつながっていないようである。特色ある牛乳の需要者拡大には，それをふまえ

たマーケティングを実施する必要性がある。 

7.7%

0.0%

2.6%

25.6%

2.6%

61.5%

低温殺菌牛乳を何度か購入するうちに、

それ以外の牛乳をおいしく感じなくなった

低温殺菌牛乳を人に勧めたり、

他の牛乳との違いを説明したりすることがある

低温殺菌牛乳は、

ちゃんとした食生活のためのひとつだと思う

普通の牛乳よりも低温殺菌がいいとまでは思わない

牛乳のひとつの種類だと思う

その他

特に何も思わない

低温殺菌牛乳購入者(n=39)
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第 5節 特色ある牛乳の潜在的需要者層の抽出 

第 1項 本節の課題 

第 3 節で，「放牧」や「牧草のみ」といった牛乳の商品属性を評価する消費者は確実に存

在するものの，その割合はごく限られたものであることが分かった。本節では，特色ある牛

乳のよさを訴求する情報を与え，さらに「1 度だけなら買ってもよい」という購入意思まで

条件を緩和することで，潜在的需要者の範囲を広げる。 

 

図 3-20 アンケートで示した特色ある牛乳の紹介と購買意思を聞いた設問 

すなわち，アンケート上で，第 2 章にて紹介した山地酪農を実践する「なかほら牧場」を

モデルにした匿名の特色ある酪農経営とその牛乳（以下，「山地酪農牛乳」）についての情報

を与え，この牛乳を「1 度だけなら買ってもよい」か，買ってもよいならいくらまでなら買

うかを，他の牛乳の値段（198 円）を下限として聞いた（図 3-20）。さらに，同じ聞き方で

「買い続けたいと思う」値段も聞いた。 

同時に，日頃の食生活や食に対する意識と牛乳の試行を聞き，それに基づく消費者のセグ

メンテーションを行うことで，範囲を広げた特色ある牛乳の潜在的需要者層の抽出を図っ

た。 
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消費者のセグメンテーションは，マーケティングでは「市場細分化」または「市場セグメ

ンテーション」と呼ばれることがある。市場は，売り手と買い手が出会う場所であるが，マ

ーケティング主体にとって市場は買い手と出会う場であり，買い手そのものである。このた

め，消費財のマーケティングでは，市場は消費者の集まりと同義に扱われる。 

市場細分化の基準は，年齢，性別，職業，所得などのデモグラフィック属性，居住地や勤

務地等のジオグラフィック属性のほか，ライフスタイルやライフステージ，価値観や嗜好と

いった様々な要素で行うことができる。ただし，単に分類されればよいというものではなく，

限られた経営資源を効率的に投入して効果が期待できるものでなければならない。その前

提として，細分化された市場は到達可能で，市場規模が測定可能，かつ一定以上の規模が期

待できるものである必要がある。その観点から言うと，デモグラフィック属性で細分化され

た市場は，到達可能性は高いものの，消費者ニーズやライフスタイルの多様化が顕著な昨今

は，それだけでは消費者をうまく類型化し，説明することが難しくなっている。特に，本稿

で扱う特色ある牛乳の場合，特定の年齢層・性別に潜在的需要が集中していることは期待で

きない。そこで，今回のアンケート調査では，デモグラフィック変数に加え，ライフスタイ

ルから食への関わり方，牛乳に対する嗜好・関心にまで踏み込み，多面的な属性に基づいた

市場細分化を試みる（図 3-21）。 

 

図 3-21 本稿のアンケート調査で採用した市場細分化基準 

第 2項 食生活・食に対する関心に基づく消費者セグメンテーション 

日頃の食生活や食に対する意識に関する設問への回答を，山地酪農牛乳に対する表明選

好とともに潜在クラス分析（Latent Class Analysis，以下 LCA）で解析した。LCA とは，

異なる母集団から抽出された標本の帰属を推計する混合分布モデルの一種である。いくつ

かの回答パターンが存在すると仮定し，その回答パターンに「クラス」と呼ばれる無名数を

生活感

食への関心

食に対する好奇心

食に対する積極性

食品安全性への関心

LOHAS的関心

牛乳への嗜好

牛乳への関心

牛乳への知識

日本の牛乳市場の消費者セグメンテーション

牛乳の買い方
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名付け，各回答者の回答がいずれかのクラスの回答パターンに近いように，各クラスの各設

問に対する回答率を最尤法で推定する。すなわち，回答者𝑖 ∈ {1 …  𝐼} が設問 ∈ {1 …  𝐽} に

対して𝑘 ∈ {1 …  𝐾} 番目の選択肢を選択した場合の回答𝑦 𝑗𝑘 = {0 1}の尤度を 

Pr 𝑦 | 𝜋   = ∑  𝑐𝑐∈{  … 𝐶} ∏ ∏ (𝜋𝑐𝑗𝑘)
𝑦𝑖𝑗𝑘

𝑘∈{  … 𝐾}𝑗∈{  … 𝐽}  (3-1) 

と定義し，以下の対数尤度を最大化する。 

max
𝜋 𝑝

∑ lnPr 𝑦 |𝜋    ∈{  … 𝐼}  (3-2) 

ただし，𝜋 = {𝜋𝑐𝑗𝑘}は，クラス𝑐 ∈ {1 …  𝐶}に属す回答者が設問 jに kと回答する確率であ

り， = { 𝑐}:各クラスの構成比で，∑ Pcc =1である。 

LCA は，構造方程式を仮定せずに，（回答パターンがあるという仮定を除けば）観測値の

みに基づく分析であるため，得られた結果から変数間の因果関係を判断できない。その代わ

り，通常の回帰分析で仮定される線形性に縛られることがなく，強い相関関係や従属関係に

ある複雑な変数間の関係も，そのまま解析可能である。その意味で，概念的にはクラスター

分析に近いが，古典的なクラスター分析が確定的な数値計算で解を導くのに対して，LCA は

最尤法による統計的推定を行うため，変数に含まれる攪乱的な要素に対しても統計的な判

断を行うことが可能で，アンケート調査結果のようなノイズを含みやすいデータの解析に

は好都合である。このため，マーケティングにおける市場細分化の分析手法として，近年主

要な方法の一つとなっている（櫻井, 2004）。 

解析に用いた質問項目は，結果とともに表 3-5 に示した。表側の項目が質問項目である。

食生活スタイルによる消費者セグメンテーションは，様々な消費者調査分析で行われるが，

どのような項目でそれをとらえるべきかについて共有されてはおらず，体系化もなされて

いない。本節では，所得変数の代わりに生活の余裕感，Bettman（1979）がモデル化した

情報に対する主体性を，食に対する好奇心・積極性で確認した。さらに，そもそも性格とし

て食に対して興味があるか無いかに加え，近年，関心が高まっている食の安全性，並びに環

境配慮や倫理的消費に関する項目を設定した。アンケートではさらに多くの関連質問をし

ているが，山地酪農牛乳に対する表明選好の違いと相関の強い変数のみを選択している。 

山地酪農牛乳に対する表明選好は，198 円以上で 1 度だけ買ってみたい場合，198 円以

上で買い続けたい場合，248 円以上で 1 度だけ買い続けたい場合，248 円以上で買い続け

たい場合に分け，二項変数として扱った。他の変数もすべて｛0,1｝の二項変数に変換して

いる。表体 1 行目には，回答者ごとに計算される各クラスへの帰属確率が最も高いクラス

に各回答者を振り分けた場合の各クラスに属す人数の全回答者数（n=1,100）に占める割合

である。その他の表中の数値は，表側項目に該当する回答者の数が，各クラスに属す人数に

占める割合である。 
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解析には統計解析ソフト MPlus ver. 8（Michael Hallquist and Joshua Wiley, 2016）

を用いた。適合度指標として sample size adjusted BIC（Sclove SL., 1987）を用いてや

や細かく 15 のクラスを識別した後（パラメータ数 374，n=1,100 で a.BIC=805.7），山

地酪農牛乳に対する購買意思においても，また（例えば，安全性について，残留農薬を気に

するか放射性物質を気にするかなど）消費者セグメントの特徴を把握する上でも大差がな

いと判断したクラス同士は統合し，表 3-5 の 5 クラスに再整理した。このため，表 3-5 の

表体に示される数値は，LCA で推定された𝜋ではなく，統合された 5 グループの各選択肢を

選択した割合を示すことになる。この操作により，クラス分けにやや恣意的な部分も含まれ

ることになり，クラスへの帰属確率など統計情報が利用できなくなるが，それと引き換えに，

簡潔で意味ある「顔の見える」消費者セグメンテーションを行うことができる。統合した 5

クラスには，回答パターンの特徴を表す名前を付け，表 3-5 の表頭に示した。 

以下に，各クラスの特徴と山地酪農牛乳に対する購買意思について解説する。 

「無関心」層は，「生活に精いっぱいで余裕がない」に該当する者が 48％いるだけで，食

に関する設問にはすべてほぼ無反応の消費者層である。食の鮮度や味に関心がなく，食べる

ことの喜びも感じない。この層は，山地酪農牛乳にも全く関心を示さない。割合としては，

回答者全体の 30.0％を占めた。 

「普通の消費者」層は，日頃買い物をする食料品店には鮮度や味が良い所を選び，食べる

ことを喜びと感じる人もいるが，食の安全や環境配慮には関心を示さない消費者層である。

回答者全体に占める割合も 36.0％と最多であるように，最も一般的な消費者像と思われる。

そうした意味で，「普通の消費者」と名付けた。また，（筆者にとっては意外に感じられたが，）

この消費者層の 34％が 198 円以上の山地酪農牛乳を買ってみたいと回答した。さらに，

23％が 198 円以上で買い続けたい，12％が 248 円以上で「買ってみたい」と回答した。

ただし，248 円以上で「買い続けたい」と回答した人はいなかった。 

「安全性のみ」を気にする層は，放射性物質や残留農薬を気にして，多少高くても安全と

思う食材を選ぶ者も一定以上いるが，その他については「普通の消費者」と同じ傾向を示す

消費者層である。今回の調査では，この層は全体の 3.9％で，山地酪農牛乳に対する購買意

思もわずかしか確認できなかった。 

「好奇心のみ」の層は，食べたことのない珍しい食べ物やおいしい物に関心があり，普段

の会話や店頭の情報などに日頃からアンテナを張っている消費者層だが，食の安全や環境

配慮などにはあまり関心を示さない。この層は全体の 22.6％で，そのうち約半数が，山地

酪農牛乳を 198 円以上で「買ってみたい」または「買い続けたい」と回答し，32％が 248

円以上でも買い続けたいと回答した。 
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「LOHAS」層は，環境・生物多様性・社会課題に配慮し，有機農産物への関心が高い消

費者層で，食の安全や食に対する好奇心・積極性も高い。本人の自覚の有無は別として，持

続可能なライフスタイルを志向する，いわゆる「LOHAS」的食生活に近いため，このよう

に名付けた3。この層は全体の 7.5％とセグメントの規模は決して大きくないが，そのうち

79％が山地酪農牛乳を 198 円以上で「買ってみたい」，22％が 248 円以上で「買い続けた

い」と回答し，山地酪農牛乳に強い反応を示した。 

以上から，山地酪農牛乳の潜在的需要者層は，「普通の消費者」層の一部，「好奇心のみ」

の層，「LOHAS」層であることがわかった。 

                                            

3 「LOHAS（Lifestyles of Health and Sustainability）」とは，1990 年代後半に Paul H. Ray

と Sherry. R. Anderson により提唱されたマーケティングコンセプトであり，「健康と環境，持続

可能な社会生活を心がける生活スタイル（あるいはその志向者）」を指す用語である。当初アメリカ

で発展し，日本でも 2000 年代以降消費者の環境意識や健康ブームを背景に広く認知されるように

なり，一定の市場規模を持っていることが確認されている。 
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表 3-5 生活感・食に対する関心に基づく回答者の分類 

 

第 3項 牛乳に対する嗜好・関心に基づく消費者セグメンテーション 

山地酪農牛乳に対する消費者の態度は，牛乳に対する嗜好や興味・知識とも相関していた。

無関心 普通 安全性のみ 好奇心のみ LOHAS

クラスに属する回答者数の構成比(n=1,100) 30.0% 36.0% 3.9% 22.6% 7.5%

生活感

生活に精いっぱいで余裕がない 0.48 0.10 0.07 0.02 0.00

食に対するこだわり

鮮度や味など、品質レベルが高い店がよい 0.05 0.63 0.81 0.88 0.94

おいしいものを食べることが人生の喜びだと思う 0.05 0.28 0.19 0.59 0.67

食に対する好奇心

普段見ない、珍しいものが置いてある店がよい 0.02 0.02 0.00 0.26 0.24

食事には新しいものを取り入れるようにしている 0.01 0.00 0.02 0.10 0.15

珍しいものは食べてみる 0.01 0.03 0.00 0.22 0.20

話題になっているものはとりあえず食べてみる 0.01 0.00 0.00 0.18 0.15

食に対する積極性

食べ物のことで話題が盛り上がることが多い 0.01 0.05 0.05 0.30 0.21

店員が対面でいろいろ説明してくれる店がよい 0.00 0.02 0.14 0.11 0.26

試飲・試食で味が確かめられる店がよい 0.01 0.07 0.02 0.30 0.28

店頭のポップや商品説明が充実している店がよい 0.01 0.03 0.16 0.17 0.29

近所や周辺地域の住民に人気がある店がよい 0.01 0.05 0.09 0.20 0.34

食と健康

ダイエットや食事制限をしている 0.03 0.04 0.00 0.14 0.18

体によいという理由で食べ続けているものがある 0.02 0.05 0.47 0.36 0.51

医者や薬より何を食べるかの方が大切だ 0.02 0.07 0.16 0.28 0.51

安全性への関心

放射性物質を気にしている 0.01 0.07 0.58 0.14 0.66

使用された農薬を気にしている 0.01 0.04 0.63 0.06 0.71

使用された肥料を気にしている 0.00 0.00 0.16 0.00 0.32

使用した農薬・肥料・種の情報がわかる店がよい 0.00 0.00 0.26 0.06 0.57

多少高くても安全だと思う食材を選ぶ 0.01 0.07 0.26 0.20 0.60

LOHAS的関心

有機農産物が充実している店がよい 0.01 0.02 0.14 0.08 0.62

環境・生物配慮の農産物が置いてある店がよい 0.01 0.04 0.19 0.06 0.62

環境・社会への貢献が感じられる店がよい 0.00 0.05 0.02 0.10 0.50

環境にやさしいかを気にしている 0.01 0.03 0.05 0.04 0.40

動物福祉を気にしている 0.00 0.01 0.00 0.01 0.13

ビーガンやマクロビへの配慮がある店がよい 0.00 0.00 0.00 0.04 0.07

山地酪農牛乳への関心

山地酪農牛乳を198円以上出して買ってみたい 0.00 0.34 0.00 0.49 0.79

山地酪農牛乳を198円以上出して買い続けたい 0.00 0.23 0.14 0.54 0.72

山地酪農牛乳を248円以上出して買ってみたい 0.00 0.12 0.00 0.43 0.46

山地酪農牛乳を248円以上出して買い続けたい 0.00 0.00 0.05 0.32 0.22

クラス名



 

113 

 

ただし，これらに関する項目への回答と，上述の日頃の食生活や食に対する意識に関する項

目との相関があまり強くなかったため，先に抽出した消費者層ごとに，改めて牛乳に対する

嗜好と関心の程度でクロス集計を行い，山地酪農牛乳に対する購買意思との関連を解析し

た。結果は，表 3-6 に示す。 

いずれの消費者層についても，牛乳がやや苦手で牛乳への関心も知識も低い「苦手」層，

牛乳がやや苦手だが牛乳への関心は高くておいしい牛乳なら飲んでみたいと思っている

「関心」層，牛乳が好きだが関心はそれほど高くない「好き」層，牛乳が好きで関心も高い

「好き関心」層の 4 パターンに分類された。 

表 3-6 牛乳の嗜好と関心・知識に基づく回答者の分類 

 

「普通の消費者」層には，「苦手」層が 31.3％と他の 2 つのセグメントに比べてやや多い

が，それを除けば「関心」層，「好き」層，「好き関心」層のいずれでも山地酪農牛乳の購買

意思が確認でき，その割合に大きな差は見られない。ただし，50 円以上のプレミアム価格

で支払意思を示した人となると，「関心」層，「好き関心」層のごく一部に限られる上，継続

的な購入の意思までは示していない。 

小分類 苦手 関心 好き
好きで
関心

苦手 関心 好き
好きで
関心

苦手 関心 好き
好きで
関心

各層における構成比 31.3% 7.1% 36.4% 25.3% 15.3% 13.7% 10.0% 61.0% 4.9% 19.5% 13.4% 62.2%

牛乳の嗜好

牛乳は大好き 0.00 0.00 0.24 0.36 0.00 0.00 0.48 0.30 0.00 0.00 0.36 0.37

牛乳は好き 0.00 0.00 1.00 1.00 0.00 0.00 0.96 0.93 0.00 0.00 1.00 0.96

牛乳はおいしい 0.11 0.25 0.69 0.87 0.00 0.00 0.72 0.86 0.00 0.00 1.00 0.88

牛乳は苦手 0.44 0.32 0.00 0.00 0.45 0.41 0.00 0.01 0.50 0.50 0.00 0.00

牛乳は臭いが気になる 0.31 0.21 0.04 0.04 0.37 0.32 0.04 0.04 0.25 0.50 0.00 0.02

おいしい牛乳に対する関心

濃厚な牛乳を買ってみたい 0.12 0.50 0.33 0.53 0.00 0.47 0.00 0.78 0.00 0.50 0.00 0.51

本来の風味の牛乳を〃 0.00 0.57 0.00 0.73 0.00 0.35 0.00 0.55 0.00 0.56 0.00 0.61

食味１位の牛乳を〃 0.00 0.39 0.00 0.32 0.00 0.53 0.00 0.30 0.00 0.19 0.00 0.43

低温殺菌なら買う 0.00 0.07 0.00 0.20 0.03 0.12 0.08 0.22 0.00 0.38 0.18 0.18

220円以上の牛乳を買う 0.09 0.00 0.06 0.07 0.11 0.18 0.16 0.16 0.50 0.00 0.18 0.00

牛乳にそれほど興味はない 0.78 0.00 0.33 0.01 0.89 0.00 0.36 0.00 0.25 0.06 0.18 0.18

牛乳の知識

わからない(メーカー） 0.34 0.11 0.22 0.20 0.13 0.15 0.16 0.12 0.25 0.25 0.18 0.02

よくわからない（牛乳種類） 0.24 0.18 0.13 0.07 0.21 0.00 0.16 0.06 0.00 0.13 0.09 0.02

山地酪農牛乳の購入意思

198円以上でも買ってみたい 0.20 0.46 0.37 0.43 0.18 0.38 0.36 0.62 0.50 0.75 0.91 0.80

198円以上でも買い続けたい 0.04 0.25 0.08 0.23 0.21 0.41 0.36 0.68 0.75 0.56 0.73 0.77

248円以上でも買ってみたい 0.17 0.18 0.24 0.30 0.16 0.38 0.32 0.53 0.25 0.50 0.46 0.47

248円以上でも買い続けたい 0.00 0.00 0.00 0.00 0.16 0.29 0.24 0.38 0.25 0.06 0.27 0.26

普通の消費者

(n=396)

好奇心のみ

(n=249)

LOHAS

(n=82)
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「好奇心のみ」の層は，「好き関心」層が多く 61.0％を占める。この層の 6 割超が，山地

酪農牛乳を 198 円以上で「買ってみたい」「買い続けたい」と回答した。「関心」層も「好

き」層も，それよりは少ないが，3 割前後の人が購買意思を示し，50 円以上のプレミアム

を支払ってもいい人の割合が「普通の消費者」層と比べて全体的に多くなっている。 

「LOHAS」層も「好き関心」層の割合が高いが，わずかに存在する「苦手」層も含めて，

山地酪農牛乳の購買意思が高い。198 円以上で「買ってみたい」人は，「好き」層で 9 割，

「好き関心」層で 8 割に達する。他の 2 つのセグメントに比べて，全体に占める割合が低

いとはいえ，山地酪農牛乳の需要者層としては最有力であることが示唆された。 

第 4項 まとめ：特色ある牛乳の潜在的需要者層 

以上の結果をやや単純化してまとめたものが，表 3-7 である。牛乳市場の消費者セグメ

ントは 5 クラスに分かれ，このうち山地酪農牛乳に通常の牛乳以上の値段で購買意思を示

したのは，（1）「普通の消費者」層のうち「関心」層・「好き」層・「好き関心」層，（2）「好

奇心のみ」層，（3）「LOHAS」層で，回答者全体に占める割合は 54.9％であった。さらに，

通常の牛乳よりも 50円／L以上のプレミアムを乗せても山地酪農牛乳を買い続けたいと回

答した消費者は，「好奇心のみ」層で牛乳が好きで関心も高い層と，「LOHAS」層で，全体

の 26.7％であった。 

表 3-7 牛乳市場の消費者セグメンテーションによる特色ある牛乳の 

潜在的需要者層の抽出結果 

 

 

無関心
安全性
のみ

LOHAS

構成比 30.0% 3.9% 7.5%

生活の余裕 〇 〇

食品の質や食のたのしみ 〇 〇

食に対する好奇心／積極性 〇

食品安全性へのこだわり 〇 〇

食と環境・倫理 〇

〇 〇

11.3% 24.3% 3.5% 19.2%

山地酪農牛乳の購買意欲
買って
みたい

買って
みたい

買い続
ける

買い続
ける

消費者層

牛乳の嗜好・態度

牛乳好き／関心 牛乳好き／関心

〇

36.0% 22.6%

〇 〇

〇 〇

普通の消費者 好奇心のみ
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なお，本節第 4 項以降は，性別・年齢・所得といったデモグラフィック属性による回答結

果の違いに触れなかったが，「無関心」層は 50 代以下の男性と 30 代以下の女性が多く，

「普通の消費者」層は 50 代女性に若干多くみられるものの，各性別・年代にまんべんなく

存在し，あまり違いがない。「安全性のみ」層は全体に占める割合が少ないが，比較的女性

に多く，特に 60 代女性が最多である。「好奇心のみ」層も同じく女性の割合が多く，20 代

男性に少ない。LOHAS 層は，男女とも 60 代に最も多く，全体として男性に少なく女性に

多い傾向が見られた。 

特色ある牛乳の購買意思と所得との関係については，低温殺菌牛乳をはじめとする特色

のある牛乳は，一般的な牛乳よりも高い価格設定のことが多く，所得の高い消費者ほど特色

ある牛乳を購入しやすい傾向にあるという可能性がしばしば指摘される。この点について，

同程度の所得層でも，食事や趣味，レジャーなど，人によってそれぞれの支出額やどこに重

きを置いているかは個人により異なるため，今回の調査では，月あたりの食費を尋ねた。し

かしながら，世帯での食費の総額を見ても，大人 1 人あたりの食費に換算しても，食への

支出金額によって特色ある牛乳に対する反応に大きな差は見られなかった。このことから，

食費が高い消費者（おそらく高所得者が比較的多く含まれると思われる）が，特色ある牛乳

への支払意思額が高いとは必ずしも言えないことがわかった。 

第 6節 結論 

本章では，牛乳消費者市場の視点から特色ある酪農経営の展開の可能性を測ることを目

的に，牛乳消費者を対象としたアンケート調査結果に基づいて，現在の牛乳消費の実態と牛

乳に対する嗜好・関心，特色ある牛乳に対する反応などを定量的に把握することで，牛乳消

費者市場の現状分析を行った。その結果，牛乳消費に対して高関与な消費者はごく一部にと

どまり，品質や製法などを特に意識することもなく購入している消費者が大宗を占めてい

る実態が改めて確認され，牛乳のコモディティ化が浮き彫りとなった。 

第 3 節では，現状として，どのような牛乳の商品属性がどのくらいの割合の消費者から

支持されるのかを明らかにするために，消費者間のパラメータの分布に階層ベイズモデル

を仮定して，牛乳の商品属性に対する限界支払意思額を推定した。一般的な牛乳の商品属性

である産地，メーカー，消費期限，ビン入りかどうか，デザイン，乳脂肪率，HACCP 認証

の有無に加え，特色ある牛乳の代表的な特徴であるノンホモ，低温殺菌，放牧，グラスフェ

ッドといった多岐に亘る属性を扱うため，方法として，従来のコンジョイント分析の手順を

改良して用いた。 

その結果，牛乳消費者が関心を示す商品属性はごく限られていて，メーカーや産地の名前，

それと消費期限，一部に HACCP 認証が大半で，具体的な牛乳の食味については乳脂肪率
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の高さに関心あるに留まっていることがわかった。特色ある牛乳の特徴のうち，「ノンホモ」

「低温殺菌」といった，牛乳本来の風味を生かすための加工処理方法に対する限界支払意思

額は著しく低く，極少数の消費者がそれぞれ 29.1 円／L，10 円／L を示すにとどまった。

それに対し，「牧草のみで飼養」「放牧」については，それぞれ 45.5 円／L，37.1 円／L の

限界支払意思額を示す消費者層が存在し，一定の支持が確認されたが，そうした消費者はご

く限られていた。 

この推定結果は，日本の牛乳消費者が，一部を除き，しぼりたての風味や舌触りといった

牛乳本来の食味にほとんど価値評価をしておらず，メーカーや産地のイメージ，衛生（消費

期限や HACCP など），乳脂肪の高さでしか牛乳を評価できていない現状を示している。し

かし，これは消費者側だけの問題ではなく，牛乳を供給する側が，こうした点ばかりを訴求

してきたことにも原因はあるだろう。飼料や飼養方法による牛乳の風味の違いや，そうした

風味を残すような処理を消費者に訴求するのではなく，日持ちや味の均質性，乳脂肪率の高

さを追及し，メーカーや産地のイメージだけで差別化するという販売が行われてきた。風味

を損なうと言われる UHT 技術だが，品質管理が容易で，日持ちのよい牛乳を低価格で安定

して供給するために必須の技術となってきた。スーパーなどの小売店では，頻繁に確実に購

入する牛乳価格を下げることが集客につながるため，牛乳は安売りの商材として利用され

てきた。牛乳の品質に差がなければ，小売店で特売されている「最も安い牛乳」は，消費者

にとって「最もお得な牛乳」であり，「最もよく売れている牛乳」（回転が速い牛乳）でもあ

る。消費者は，特売の牛乳を購入することが合理的な選択であり，均質な UHT 牛乳の味が

牛乳の味として消費者に定着してしまった。そもそも牛乳本来の食味を知らない消費者が，

それを大事にする低温殺菌牛乳やノンホモ牛乳に価値を見出すはずはなく，高々消費期限

の長さや衛生管理，産地やメーカーのイメージだけにわずかな価値評価を示すことは無理

からぬことであろう。 

そうした中にも，少数派ながら低温殺菌牛乳を購入する消費者は存在する。第 5 節では

低温殺菌牛乳購入者が，どのような人たちであるのか，そのブランド選択の特徴と，どう

やって低温殺菌牛乳を買うに至ったのかを知ることで，特色ある牛乳の需要者層を拡大す

るヒントを得ようと試みた。低温殺菌牛乳購入者の消費者としての特徴を把握するため，

塚原・緒方（2015）の「情報×選択セグメント」に倣って，牛乳のブランド選択パターン

についての情報取得特性と選択行動に基づいた消費者セグメンテーションを行い，通常の

牛乳購入者と低温殺菌牛乳購入者の分布の違いを確認した。 

その結果，塚原・緒方（2015）が「情報×選択セグメント」では，ビール系飲料を対象

として，主体的に選択する層，感性や流行に従って消費する層が抽出されているのに対

し，牛乳の消費者はほとんどが受動的な商品選択で，しかも流行もそれほど意識しておら

ず，失敗も気にしていないこと，低温殺菌牛乳は，それと比較すれば，やや主体的な選択

を行う人が多いものの，普通の牛乳を購入している消費者と同様，受動的な選択を行って
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いる人も半数以上いた。どのような経緯で低温殺菌牛乳を購入するようになったかを聞い

たところ，低温殺菌牛乳購入者は，牛乳の品質や風味を評価し，購入前に商品説明やポッ

プなどを読んで興味を持った情報取得に積極的な消費者もいる一方で，たまたま見かける

機会があり，なんとなく買って気に入ったという受動的な消費者も含まれていた。 

今回の調査では，調査規模が十分に確保できなかったこともあるが，低温殺菌牛乳の購

入者においても，それは「ややおいしい牛乳」といった程度の評価で購入されているに過

ぎず，UHT 牛乳との間の明確な差異を意識して低温殺菌牛乳を支持している消費者はほと

んどいなかった。低温殺菌牛乳購入者といえども，その半数は一般の消費者と同じで，本

当においしい牛乳とはどんな牛乳か，消費者としてどんな牛乳を購入するべきか等にまで

関心を向け，情報を集め，主体的に選択しているような消費者はほとんどいないようであ

った。 

消費者は牛乳に現状以上の関心は向かないのであろうか，特色ある牛乳のおいしさや，環

境・動物福祉といった社会的意義を訴求したならばどうであろうか，こうした訴求をしても，

消費者は牛乳に対しては無関心なのであろうか，という問いから，第 4 節では，アンケー

トの回答者に，山地酪農を実践する「なかほら牧場」とその牛乳を例として，特色ある牛乳

について説明し，そのおいしさや意義を訴求することで，どの程度消費者が特色ある牛乳に

関心を示すかを確認した。もちろん，その反応は，消費者によって異なるはずなので，まず，

日頃の食生活や食に対する意識と牛乳に対する嗜好・関心で回答者のセグメンテーション

を行い，特色ある牛乳に対する購入意思の違いを見た。 

まず，日頃の食生活や食に関する意識についてのアンケートの回答を LCA で解析したと

ころ，「無関心層」，「普通の消費者層」，「安全性のみを気にする層」，「（食に対する）好奇心

のみが強い層」，「LOHAS 層」の 5 つのセグメントが抽出された。このセグメンテーション

をさらに，牛乳が好きか，関心が高いかといった基準で分類したところ，特色ある牛乳の潜

在的需要者として，（1）「普通の消費者」層のうち，牛乳が好きな人，牛乳に関心が強い人，

あるいはその両方である人，（2）「好奇心のみ」層，（3）「LOHAS」層を特定した。特に，

通常の牛乳よりも 50円／L以上のプレミアムを乗せても山地酪農牛乳を買い続けたいと回

答し，最も強い反応を示した消費者は，「好奇心のみ」層で牛乳が好きで関心も高い層と，

「LOHAS」層で，全体の 26.7％であった。 

「LOHAS」層が特色ある牛乳に反応することはある程度予測できることであったが，食

に好奇心の強い消費者に対しても，特色ある牛乳の訴求は効果が期待できる。さらに，特に

好奇心の強い消費者でなくても，牛乳が好きで，ある程度関心をもっている消費者であれば，

特色ある牛乳の訴求に反応する可能性がある。 

このことから，以下のような特色ある牛乳のマーケティング戦略を考えることも可能で

あろう。すなわち，「LOHAS」層が集まる安全性や環境に配慮した食料品店で，特色ある牛
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乳のおいしさと社会的意義を訴求する。また，「好奇心のみ」層が集まる催事等で特色ある

牛乳を訴求・販売し，実際に特色ある牛乳のおいしさを知ってもらう。さらに，マスメディ

アで特色ある牛乳についての話題を取り上げてもらい，「普通の消費者」層へも牛乳への関

心，牛乳には，普通にスーパーで売られている牛乳とは違うおいしい牛乳があることを知っ

てもらう。 

「LOHAS」層への訴求・販売は確実性が高いが，その規模は限られる。「好奇心のみ」層

や「普通の消費者」層の規模は大きいが，そこへの訴求は，一過性の関心，あるいは購入を

促すに過ぎないかもしれない。しかしながら，アンケートで示した特色ある牛乳の訴求に対

する反応は，「普通の消費者」層も含め，ほとんどの消費者が牛乳の購入に低関与である現

状分析とは異なっていた。消費者の牛乳に対する関心の低さが，そもそも牛乳の質的な差異

や，酪農の現状を知らないことに起因しているとするならば，これまでの供給側からの情報

提供に問題があったことになる。特色ある牛乳の訴求・販売は，確実性の高い「LOHAS」

層に主軸を置きながらも，催事への出品やマスメディアからの情報発信を繰り返しながら，

牛乳に対する理解を少しずつ向上させていくことが求められる。 
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第 4 章 グラスフェッド・バターの消費者需要分析 

第 1 節 本章の課題と方法 

第 2 章では，特色ある酪農経営の成立条件を検討した。第 3 章では，特色ある酪農経営

が消費者の支持を得て成立する可能性を検討するために，放牧牛乳や低温殺菌牛乳といっ

た特色ある牛乳を支持する消費者層を特定し，その規模を推定してきた。しかし，その結果

は，特色ある牛乳に高い価値を見出し，購買意思を示す消費者層は確実に存在するものの，

その規模は小さく，大半の消費者にとっての牛乳はいわゆる「コモディティ」であって，現

状で風味や製法，飼育方法の違いの訴求を行っても，牛乳の付加価値販売を行うことは極め

て難しいというものであった。それはもはや変えがたいことなのか，戦後永らくホモジナイ

ズド超高温殺菌牛乳だけを飲み続け，加熱臭を牛乳のコクと知覚してきた消費者が，牛乳本

来の風味を知ることで今後趨勢が変化していく可能性があるのかは，検討課題として残さ

れている。特色ある酪農経営の展開においては，後者に期待されるところであるが，牛乳以

外の酪農製品であるアイスクリームやヨーグルト，バター，チーズなどについては，その品

質に強いこだわりを示す消費者も存在し，それらを入り口として，牛乳の風味の違いが理解

されていく可能性も考えられる。 

そこで，本章では，バターに注目し，現在の日本のバター消費者が，国産や北海道産とい

うブランドに加え，牧草のみで飼育された牛の乳を使ったグラスフェッドという商品属性

にどの程度の評価を示すかを定量的に確認する。 

グラスフェッド・バターとは，牧草を食べて育った牛の乳からつくったバターのことで，

一般的なバターが，穀物飼料中心で飼養された（グレインフェッド）牛の乳を使用している

ために，色が白っぽく風味も淡泊であるのに対し，グラスフェッド・バターは，乳牛の食べ

る牧草の色素によって黄みがかり，コクと香りが強い。日本では，朝食をグラスフェッド・

バター入りコーヒーに置き換える「バターコーヒーダイエット」をきっかけに知られるよう

になった。ただし，国産のグラスフェッド・バターは，放牧酪農を行うごく一部の特色ある

酪農経営によって生産されているにとどまり，流通量は非常に少ない。一方，ニュージーラ

ンド（以下，NZ）では，ほとんどすべての酪農経営で周年牧草飼養が行われていることか

ら，最近は日本の小売店でも，NZ産のグラスフェッド・バターや，グラスフェッド・バタ

ー使用を訴求する食品も見られる。 
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グラスフェッドに消費者の関心が向かうということは，牛の飼養方法の違いに消費者の

関心が向かうということであり，特色ある牛乳の市場評価向上にとっては望ましいことで

あるが，一方で，グラスフェッドという商品属性を備えた NZ産バターが安価で容易に手に

入るようになれば，日本の特色ある酪農経営はもちろん，国産乳製品市場にとっても脅威と

なる。ただし，こうした動きはまだ萌芽的なもので，その評価が市場で実証されるには至っ

ていない。 

第 1 章で述べた通り，これまで，長年需給管理下に置かれてきた日本の牛乳・乳製品の

中でも，特にバターは，指定乳製品として，国家貿易制度と高関税による保護下で輸入品と

の競合は制限されてきた。しかし，近年，TPP11および日欧 EPAの発効等，国際的な貿易

自由化が急速に進展しており，国内酪農・乳製品市場への影響が懸念されている。 

農林水産省（2010-a, 2010-b）は，TPPが国産牛乳・乳製品生産に与える影響試算にお

いて，内外価格差が大きく品質格差もほとんどないバター・脱脂粉乳・チーズ等はすべて輸

入品に置き換わり，国内乳製品生産が減少して，北海道生乳の道外移出によって都府県酪農

が打撃を受けるというシナリオを想定し，国産牛乳乳製品の生産量で 56%，価額で約 4,500

億円の減少を予測している。しかし，その後の再試算（農林水産省, 2015）では，大幅に下

方修正され，「当面，輸入の急増は見込み難く，体質強化対策や経営安定対策を適切に実施

することにより」対応可能と結論付けられた。アメリカ離脱後の TPP11による影響の試算

（農林水産省, 2017）も同様である。 

ただし，鈴木（2018）は，これらは TPPの大筋合意を受けて行われた恣意的な再試算で

あり，生産者への影響を過小評価していると批判している。また，清水池（2016）でも指

摘されているように，こうした影響は国産志向の需要が一定割合存在すれば緩和される可

能性がある。農畜産業振興機構（2020）は，2018年度の推定出回り量（推定消費量）7万

7,900トンについて流通経路および業種別・用途別消費量の推計結果を示し，国産バターの

供給量が減少傾向にある中で，乳業メーカーが「社内消費の一部を輸入品や他の乳製品で代

替し，自社製品（国産品）を需要者に優先的に供給」する傾向が強まっていることを指摘し，

その理由として「国産需要が底堅いこと」を挙げている。ただし，それは乳業メーカーの経

験的判断に基づくものである。 

長期的にはバターの関税引き下げや貿易枠拡大といったさらなる乳製品市場の開放の可

能性も考えられる中で，その影響を事前に想定しておくためにも，日本の酪農の競争力強化

を考える上でも，現時点で，国産バターが輸入品に対してどの程度の消費者に支持され，市

場競争力を有しているかを定量的に把握しておく必要があるだろう。 

本章では，選択実験型のアンケート調査に基づいて，国内市場おける国産バターと輸入バ

ター，並びにそれぞれのブランドにグラスフェッド属性を付加した商品の商品価値評価を

推定することで，輸入品に対する国産バターの商品価値競争力，日本の消費者のグラスフェ
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ッド・バターに対する評価を明らかにする。その上で，バターの商品価値評価の違いによる

「こだわり牛乳」に対する消費者の反応を確認し，第 3 章で得た特色ある牛乳の潜在的需

要者層との比較から，特色ある酪農経営のマーケティング戦略の標的について再考察する。 

なお，ここで言う「商品価値競争力」とは，吉野（1997）で定義された概念で，青果物

の産地間競争の中で「各産地銘柄の『商品価値』を消費者などの需要者がその購買行動にお

いてどう評価しているかを示す相対的指標」であり，「商品価値」とは，「食味や外観上の

品質だけでなく荷姿や販売方法なども含めた『広義の品質』と呼ばれるものを想定」したも

のである。具体的には，Hanemann（1984）の離散・連続モデルで “index of the overall 

quality”と呼ばれている商品属性評価の合計を「商品価値評価」と読み替えて推定し，その

相対的な大小関係を「商品価値競争力」として評価している。これに基づき，産地銘柄間に

どの程度の価格差で需要者の評価が拮抗するか，あるいは特定産地銘柄がなんらかの商品

属性を付加して商品価値を向上させた場合，どの程度市場シェアに影響するかといった定

量的評価が可能となる。 

本章でも「産地銘柄」を「ブランド」と呼称した上で，「国産」「北海道産」「ニュージ

ーランド産（以下，NZ産）」「フランス産」の 4ブランドに対する消費者の商品価値評価

を推定し，比較することで，国産バターの商品価値競争力を評価する。輸入品として，「NZ

産」と「フランス産」を取り上げたのは，2019年時点で輸入量が最も多い国がニュージー

ランドで，次いで輸入量の多い国がフランスだったからである（財務省「貿易統計」）。 

ただし，吉野（1997）の推定では，卸売市場の取引データを用いて現実の商品価値評価

を推定しているのに対して，本稿では，アンケート調査の架空の状況設定における選択実験

を行い，その結果に基づいて各ブランドの商品価値評価を推定している。このため，推定結

果は，あくまで選択実験の状況設定に依存したものであり，必ずしも現実とは一致しないこ

とに留意が必要である。また，アンケート調査で正確な購入数量を聞くことは難しいので，

本稿では離散選択の定式化の部分のみを利用する。こうした点で，商品価値評価の定義と選

択確率の定義は同じでも，推定方法は後述する通り吉野（1997）とは異なっている。 

あえてアンケート調査で選択実験を行った理由は，現在，徐々に店頭に並び始めた「NZ

産」や「フランス産」と銘打ったバター・ブランドだが，それらを分析するのに十分なデー

タを得ることは難しく，また，本章では，前述の通り，流通量は少ないが最近一部の消費者

で支持者が増えてきていると言われるグラスフェッド・バターの商品価値評価も把握した

いという意図があったためである。グラスフェッド・バターは，近年日本でも注目されてき

ており，一般のスーパーでもグラスフェッドと表示したバターを目にするようになったが，

本章の選択実験の被験者は，バターを日頃から自分で購入している消費者に限定されてい

るにもかかわらず，そのうちの 71.2％がグラスフェッドをよく知らないと回答している。

現状ではまだ，NZ産バターのほとんどがグラスフェッドであることどころか，グラスフェ
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ッドの意味すらそれほど知られていない段階である。今後，売り手側からのグラスフェッド

の価値について訴求があった場合，今後の競争関係に影響を与える可能性がある。こうした

状況を想定した推定も，既存の取引データだけでは分析できない。 

商品価値評価の推定方法としては，コンジョイント分析，あるいは，その一種として離散

選択実験（discrete choice experiment: DCE, Louviere et al. 2010）と呼ばれる方法を

やや改変した方法を用いる。離散選択実験は，被験者に，いくつかの異なった属性を持つ商

品（プロファイル）の組み合わせ（プロファイルセット）から好ましいものを選択させ，そ

の選択結果から商品価値評価（並びにそれを構成する属性の部分価値評価）を推定する。 

離散選択実験による農産物の国産品と輸入品の市場競争力を先行研究として，例えば，中

村ら（2009）は，リンゴジュースの日本と中国，オーストラリアの各ブランドに対する消

費者選好を推定している。北海道産と都道府県産の競争関係であるが，佐藤ら（2000）が

コメの産地ブランドの市場競争力を，酪農部門では，齋藤ら（2010）が中国市場における

日本産牛乳の限界支払意思額を推定している。 

ただし，離散選択実験の手法的な開発が進んでおり，分析対象となる商品の特性や分析目

的に応じて多彩な方法が提案されている（Agarwal et al., 2015）。今回は，本章の分析目

的に沿ってできるだけ信頼性の高い推定を行うために，その成果の一部を利用し，上記の研

究でとられた方法とやや異なった推定を行った。推定方法の特徴と，そのような方法をとっ

た理由は以下である。 

第一に，離散選択実験では，被験者に 1 回の選択で示すプロファイル数を 2 つとした一

対比較とした。この方法が，被験者は最も多くの属性に注視するというMeissner（2016）

の結果を踏まえた。 

第二に，離散選択の選択確率の定義を，McFadden（1974）ではなく，Hanemann（1984）

の定義を用いている。いずれも離散選択実験の選択確率は，当該商品を買ったと仮定した場

合の条件付き間接効用の比較から多項ロジットモデルとして定義することは同じであるが，

McFadden（1974）の選択確率が関数形を特定しない間接効用から定義されているのに対

して，Hanemann（1984）は直接効用関数から定義している。これにより，価格の係数等

の各種パラメータの意味を，経済学の効用最大化原理と整合的に解釈できる。ただし，

Hanemann（1984）では，一般的な選択確率を定義する方法を示すことに主眼が置かれ，

具体的な選択確率の定義は，商品価値評価がどのような形で直接効用関数に入るかで異な

るとして，いくつかの例をあげるにとどまっているが，本章の推定では，吉野（1997）が，

農産物に多い価格弾力性が小さい商品の比較にも柔軟に対応できるように具体的に定義し

た選択確率を用いている。 
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第三に，離散選択実験のプロファイルセットで与える価格条件を，環境評価分析において

行われる多段階二肢選択分析に類似した方法で設定している。効率的な推定のためには，選

択肢となるプロファイルの条件付き間接効用ができるだけ拮抗する形で与えた方が望まし

いが（Huber and Zwerina, 1996），事前にそうした価格を見出すことは難しい。これま

では，事前テスト等で妥当な価格条件を探る努力が行われてきたが，本章の推定のように被

験者の商品価値評価が多様であると予想されるような場合は，小規模のテストで対応する

ことは容易ではない。しかし，近年はWeb上でアンケート調査を実施することが容易とな

っている。Web 上では，被験者の回答に応じた設問の変更も可能で，例えば，Sawtooth 

Software 社の Adaptive Choice-Based Conjoint（適応選択型コンジョイント：ACBC）

等，複雑な選好情報の収集手順の開発も進んでいる。ただし，ACBCは，携帯電話のように

多くの属性が慎重に比較される商品について「非常に忍耐強く熱心な営業担当者によって

提供される実際の店内での購入体験を模倣」したもので，（本章のような）ブランド価値に

対する評価に優位性はないと指摘されているため（Johnson and Orme, 2007），本稿で

は，価格条件に限り対話的な情報収集を行った。 

第四に，商品価値評価の推定は，被験者間の異質性に階層ベイズモデルを仮定し，MCMC

（マルコフ連鎖モンテカルロ）法で推定を行った。バターに限らず，消費者の選好が同質で

あることは稀で，時には両極端の評価に分かれることもある。階層ベイズモデルは，こうし

た（正規分布ではないという意味で）歪な事後分布の推定も可能で，消費者の異質性を考慮

した柔軟な推定ができる。 

ここで，混乱を避けるため，本章で使用する用語を確認しておく。本章の推定は，基本的

に離散選択実験に沿ったものだが，上記のように一部特殊な方法をとっているため，従来型

の離散選択実験と異なる。混乱を避けるため，以下でこの表現は使わず，単に「選択実験」

とのみ表記する。 

また，本章で「被験者」は選択実験の参加者を指し，「消費者」は本章の選択実験に限ら

ない現実の経済における消費者一般を指す。ただし，例えば，「本稿の被験者は，日頃から

バターを自ら購入する消費者」というように，被験者であっても，選択実験の枠組みから離

れ，一般の消費者としての性格を述べる場合は「消費者」と呼ぶ。 

また，現実の経済における商品を生産している地域的まとまりが「産地」で，その産地で

生産されている商品の消費者による認知を「ブランド」と呼ぶ。バターの産地はあくまでバ

ターを生産している地域的まとまりで，企業のように 1 つの経済主体として解釈するのは

不適切かもしれない。しかし，消費者から見た場合，他と区別して同じ商品として認知され

るならばそれは１つの「ブランド」である。ブランドの認知は，売り手からの訴求だけでな

く，消費者の購入経験やその他の情報・イメージからも形成されるから，商品が持つ客観的

な商品属性とは必ずしも一致しない。 
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一方，選択実験の中で，架空の商品属性の組み合わせとして作成したものを「プロファイ

ル」と呼ぶ。被験者には，現実のブランド名で各プロファイルの評価を聞くから，「プロフ

ァイル」の評価と現実のブランドとの評価は基本的に一致するはずだが，提示するプロファ

イルによっては一致しない場合もある。例えば，本章の選択実験では NZ産と NZ産グラス

フェッド（GF）という 2つのプロファイルを提示したが，現実の NZ産バターがどちらの

意味で評価されているかは実際のところはわからない。しかし，先述の通り，NZ産の大半

がグラスフェッドであることはほとんど知られていないとの認識から，本章では，NZ産は

グラスフェッド属性を持たないプロファイル，NZ産 GFはグラスフェッド属性を持つプロ

ファイルとして認知されるとみなして分析を行う（図 4-1）。このことを明確にするために，

選択実験の中では，後述するプロファイル番号をつけて「5. NZ産」，グラスフェッド属性

を持っていると理解していると判断するものには「6. NZ産 GF」と表記する。 

 

注）NZ という「産地」で生産された NZ 産バターという「商品」を購入したことはないが見たこと

はある「消費者」を例にする。この消費者は自身の経験から NZ産バターは黄色いということは

知っているが，その経験や NZ産の産地イメージから，香りや味を連想している。しかし，この

消費者は NZ 産バターにグラスフェッドという属性があることは知らないとしよう。この場合，

現実の経済における NZ産バターという「ブランド」はグラスフェッドという属性を備えていな

い。この消費者が本章の選択実験の「被験者」となった場合，NZ 産という「プロファイル」に

対する評価は，現実の経済のブランドの認知に基づいて行うだろうから，グラスフェッド属性は

評価されない。一方，NZ 産＋グラスフェッドというプロファイルに対しては，選択実験の中で

示されたグラフフェッドの説明やそれからの連想に基づいて，グラスフェッド属性を加味した評

価を行うであろう。また，現実の選択では，店頭での訴求に影響される可能性があるが，選択実

験ではそうした訴求の影響はない。 

図 4-1 本章の用語の用例 



125 

 

なお，バターは容量や荷姿によって，業務用のバラ（20～25kg程度），それより小容量

のポンド・シート（450g～1kg程度），さらに少量包装の家庭用（100～200g程度）の 3

種類に大分される。本章では，消費者のバターに対する評価を推定するため，消費者が日常

的に入手しやすい家庭用に注目する。実際の市場シェアとしては，家庭用と業務用がおおよ

そ 1:3と，家庭用の流通量は少ない。また，家庭用に比べて業務用の方が「国産」というブ

ランドに対する反応は鈍くなることは容易に想像できるので，本来ならそれぞれの分析が

必要かもしれない。少なくとも家庭用バターのみで確認された国産バターの評価を，業務用

バターが上回ることは考えにくい。そうした意味で，まずは家庭用バターの評価から分析す

ることで，現在の国産バターの商品価値評価の上限を知ることはできるであろう。以降，本

章におけるバターは家庭用バターを指す。 

以下に，商品価値評価を推定するためのアンケート調査と分析手順について説明し，続い

て分析結果を述べる。 

第 2 節 分析方法 

第 1 項 完全プロファイル 

アンケート調査で選択実験を行うが，調査票の設計に先立って，被験者に提示するプロフ

ァイルを設定した（表 4-1）。本章で推定するのは，輸入バターと比較した国産バターの商

品価値評価だから，まず，国産品か輸入品かが属性の 1つである。 

ただし，同じ国産品でも，商品に「北海道産」と表示されたバターの方が単に「国産」と

表示されたバターよりも評価が高い可能性がある。同じ輸入品でも，「NZ産」と表示され

たバターに対して「フランス産」と表示されたバターの評価が高い可能性がある。そこで，

以下これらを「プレミアム」と呼んで，1つの属性として扱う。 

ただし，NZ産バターがグラスフェッド（GF）属性を持つことは，先述したとおり，ほと

んどの被験者に知られていない。そのことが知られた場合の影響を知るには，選択実験の中

で改めてグラスフェッドについて説明した上での NZ 産バターの評価を聞かなければなら

ない。そこで，グラスフェッド（GF）という属性が加え，グラスフェッドについて説明す

る前の「NZ産」と説明した後の「NZ産 GF」という 2つのプロファイルを用意した。  

これら 3 属性を，𝑋1：外国産か否か，𝑋2：プレミアム産地か否か，𝑋3：グラスフェッド

（GF）で表し，それぞれに{0,1}の値を与えて，プロファイルとして定義した。すなわち，

各プロファイル𝑗の属性𝑘の属性値に𝑥𝑗𝑘 ∈ {0,1}, 𝑗 = 1,… ,8, 𝑘 = 1,2,3を与え，𝐿8(2
7)直交計画

でプロファイルセットを作成した（表 4-1）。これには 3属性すべての属性水準を含むプロ

ファイルセットであり，以降これを「完全プロファイル（full-profiles）」と呼ぶ。 
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表 4-1 3 属性バターの離散選択実験のための完全プロファイル 

プロファイル 𝑿𝟏 𝑿𝟐 𝑿𝟑 𝑿𝟏𝑿𝟐 𝑿𝟏𝑿𝟑 𝑿𝟐𝑿𝟑 𝑿𝟏𝑿𝟐𝑿𝟑 

1. 国産 0 0 0 0 0 0 0 

2. 国産 GF 0 0 1 0 0 0 0 

3. 北海道産 0 1 0 0 0 0 0 

4.北海道産 GF 0 1 1 0 0 1 0 

5. NZ産 1 0 0 0 0 0 0 

6. NZ産 GF 1 0 1 0 1 0 0 

7. フランス産 1 1 0 1 0 0 0 

8. フランス産 GF 1 1 1 1 1 1 1 

 

このうち「1. 国産」は，𝑋1，𝑋2，𝑋3の 3 属性とも 0を与え（𝑥11 = 𝑥12 = 𝑥13 = 0），こ

れを全 8プロファイルの比較基準とする。 

「5. NZ産」は，外国産を示す𝑋1属性のみに 1を与える（𝑥51 = 1, 𝑥52 = 0, 𝑥53 = 0）。被

験者は現実の NZ産がグラスフェッドを持つこと知らないという前提で，このプロファイル

はグラスフェッド属性を持たないと仮定している。 

「3.北海道産」は，プレミアム産地属性𝑋2のみに 1 を与える(𝑥31 = 0, 𝑥32 = 1, 𝑥33 = 0）。

被験者には，「1. 国産」のプロファイルを「『国産』と書いてあるバター」，「3. 北海道

産」のプロファイルを「『北海道産』と書いてあるバター」と説明して示しており，「1. 国

産」が北海道と都府県で生産されたバターの両方を含み「国産」としかパッケージに表示さ

れていないのに対して，北海道で生産されたバターのみに限定した「北海道産」と明示され

たブランドのこととして評価されるものと想定する。 

「7.フランス産」は，外国産𝑋1属性とプレミアム𝑋2属性に 1 を与える（𝑥71 = 1, 𝑥72 =

1, 𝑥73 = 0）。ただし，プレミアム𝑋2属性が，「1. 国産」に対する「3.北海道産」のそれと

同じであるはずはなく，その差は交差項𝑋1𝑋2で調整される（𝑥71𝑥72 = 1）。 

「6. NZ産 GF」は，グラスフェッドとは何かという説明とともにパッケージにグラスフ

ェッドであることを明示したプロファイル（𝑥61 = 1, 𝑥62 = 0, 𝑥63 = 1）である。 

ただし，「6. NZ産 GF」の外国産属性𝑋1とグラフフェッド属性𝑋3の効果を識別するため

には，他の産地にもグラスフェッドがあった場合の評価も聞く必要があり，「2. 国産 GF」，

「4. 北海道産 GF」，「8. フランス産 GF」もプロファイルに加えた。 
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この完全プロファイルは，実験計画法で言う直交性とレベルバランスを満たし，8つのプ

ロファイルに対する正しい商品評価値が得られれば，3 次の交差項まで含めた 3 属性の部

分価値評価が推定できる。 

第 2 項 一対比較のプロファイルセット 

完全プロファイルをそのまま被験者に提示して完全順位づけ，または部分順位付けとい

う形で選択させる方法もあるが，多数のプロファイルからの選択は回答者にとって負担で，

特に，関心の薄い属性間の比較でノイズが生じる可能性が指摘されている（Ben-Akiva et 

al., 1992）。 

そこで，少数のプロファイルを抽出して，それのみについて順位付けや第 1 位の選択を

求める方法がとられる。被験者は，同様の選択を繰り返さなければならないが，1回の選択

は容易となる。1 回の選択でいくつのプロファイルを提示すべきかについては，Meissner 

（2016）の被験者の視線を確認した実験で，プロファイル数が 2つだけの一対比較が最も

多くの属性に注視することを確認している。これに基づき，今回は一対比較を採用した。 

8プロファイルの一対比較では， 𝐶28 = 28 通りの 2プロファイルの組（プロファイルセ

ット）が考えられ，さらにそれぞれに数パターンの価格条件を与えることになるから，すべ

ての比較を一人の被験者に課すことは現実的ではない。また，すべてプロファイルセットを

比較しなくても，パラメータの違いを識別できるだけのプロファイルセットのみの選好を

聞くことでも一致性を持つ推定量を得ることは可能である。その上で，できるだけ統計的効

率性が高い（推定量の分散が小さい）推定量を得るための開発が進んでいるが，いずれの方

法も置かれる仮定や利用できる事前情報等に依存したもので，多様な方法が併存した状況

にある（Agarwal et al., 2015）。 

本章の選択実験では，表 4-2 のプロファイルセットを用意し，被験者全員にこの 9 つの

プロファイルセットの比較を求めた。𝛥𝑋𝑘は属性𝑘についてのブランド𝑗と𝑗0のプロファイル

セットにおける 𝑥𝑗𝑘 − 𝑥𝑗0𝑘 の値である。 

パラメータ推定の識別性と効率性のためのプロファイル設計の目安としては，直交性の

他に，レベルバランス，ミニマム・オーバーラップ，ユーティリティ・バランス（Huber and 

Zwerina, 1996）が挙げられる。レベルバランスとは各属性値の分布を均等にするという意

味で，ミニマム・オーバーラップは，1つのプロファイルセットで比較する属性をできるだ

け多くするという意味，ユーティリティ・バランスとは，できるだけ評価値の近いプロファ

イルを並べるという意味である。 

本章のプロファイル設計では，できるだけ直交性とレベルバランスがとれるように努め

たが，ミニマム・オーバーラップは考慮しなかった。ミニマム・オーバーラップは，被験者
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がすべての属性を評価するという仮定に立った数理的効率性であり，これに対する批判も

ある。例えば，Johnson and Orme（2007）は，9属性の比較において，80％の被験者が

3属性までしか評価せずに選択を行っていたことを指摘している。比較する情報が多いと選

択における負担が大きくなる。それは，結果としてノイズの大きい回答を誘発し，推定結果

の信頼性を損ないかねない。今回は，3属性しか扱っていないが，後述するように価格条件

の探索のために被験者に選択を求める回数が多い。このため，1回の選択の負担をできるだ

け減らしたかったので，主効果の差異は 2属性以下に制限した。 

同様の理由で，「5. NZ産」と「8. フランス産 GF」等，被験者にとって馴染みがないと

考えられるプロファイルどうしの比較を求めないようにし，比較の一方は，必ず「1. 国産」

か「2. 北海道産」を置いた。また，ユーティリティ・バランスのとれたプロファイル設計

に近づける方法については，後述するように，被験者に応じた価格条件を提示することで対

応した。 

表 4-2 3 属性バターの一対比較のためのプロファイルセットと属性値の差異 

プロファイルセット Δ𝑋1 Δ𝑋2 Δ𝑋3 Δ𝑋12 Δ𝑋13 Δ𝑋23 Δ𝑋123 

(1) 5. NZ産－1. 国産 1 0 0 0 0 0 0 

(2) 3. 北海道産－1. 国産 0 1 0 0 0 0 0 

(3) 2. 国産 GF－1. 国産 0 0 1 0 0 0 0 

(4) 7. フランス産－1. 国産 1 1 0 1 0 0 0 

(5) 6. NZ産 GF－1. 国産 1 0 1 0 1 0 0 

(6) 4. 北海道産 GF－1. 国産 0 1 1 0 0 1 0 

(7) 8. フランス産 GF－3. 北海道産 1 0 1 1 1 1 1 

(8) 5. NZ産－3. 北海道産 1 -1 0 0 0 0 0 

(9) 2. 国産 GF－3. 北海道産 0 -1 1 0 0 0 0 

 

第 3 項 ホールドアウト・プロファイルセット 

得られた推定値が任意の選択を再現できるかを確認するために，表 4-2 に示した推定の

ためのプロファイルセットとは別に，表 4-3 のプロファイルセットを作成し，その選好を

聞いた。こうしたプロファイルセットは「ホールドアウト」と呼ばれる。推定に利用したプ

ロファイルセットは，属性値の違う属性を 2 つ以下としたが，ホールドアウト・プロファ

イルセットは，3属性とも異なる 2つのプロファイル（「2. 国産 GF」と「7. フランス産」）

で，加えて 2 ブランドとも多くの被験者にとっては馴染みのないものなので，再現性のテ

ストとしてやや厳しい設定である。 
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表 4-3 ホールドアウトに設定したプロファイルセット 

 

プロファイルセット Δ𝑋1 Δ𝑋2 Δ𝑋3 Δ𝑋12 Δ𝑋13 Δ𝑋23 Δ𝑋123 

2. 国産 GF－7. フランス産 -1 -1 1 -1 0 0 0 

 

第 4 項 価格条件 

プロファイルセットのユーティリティ・バランスを高めるために，各プロファイルに対す

る選好が拮抗するように価格条件を調整した。調査票設計の前にこの価格を知ることは難

しいので，本章の調査では，Web調査の利点を活かし，対話的に 2つのプロファイルの選

好が拮抗する価格条件を探り，得られた価格条件を推定に用いた。価格条件設定の手順の詳

細は付録に記すが，その概要は以下である。 

(1) 一対比較の 2つのプロファイルに，同じ価格を与えて，どちらを買いたいかを問う。 

(2) 「買いたい」と回答されたプロファイルの価格を 100 円高くし，その条件で再びどち

らを買いたいかを問う。 

(3) 引き続き同じプロファイルを「買いたい」と答えたら，さらにそのプロファイルの価格

条件を 50 円高く（(1)の価格から 150 円高）し，もう一方のプロファイルを買いたい

と答えたら，最初に選んだプロファイルの価格を 50 円低く（(1)の価格から 50 円高）

して，さらにどちらが買いたいかを問う。 

最終的に与えた価格とその選択結果を推定に用いれば，選好が拮抗したプロファイル設計

に近づくことになる。 

ただし，各段階の選択肢には「どちらも買わない」も用意した。また，150円高い場合で

も買うと答えたプロファイルには，「いくら以上だったら買うのをあきらめますか」という

問も用意し，自由回答形式で回答を求めた（以下，本章ではこの価格を「留保価格」と呼ぶ）。

プロファイル間に商品価値の差を認めない被験者のために，(1)の段階で「どちらも同じ（1

円でも安い方を買う）」という選択肢も用意し，その場合はその時点で回答を終了させた。 

これは表明選好法の 1つである仮想評価法（CVM）でしばしば行われる二肢二段階選択

を三段階に拡張したもので，被験者の負担はやや増えるが，その分ユーティリティ・バラン

スのとれたプロファイル設計に近づくことになる。 

(1)で 2つのプロファイルに与える価格は，本章で以後「PSM価格」と呼ぶ価格を与えた。

PSM（Price Sensitivity Measurement）は，1）それ以上高かったら買わない価格，2）高

いと思いはじめる価格，3）安いと思いはじめる価格，4）それ以上安かったら買わない価格
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の 4点を聞き，4種の価格の累積分布から，売り手の価格設定の妥当性を判断する方法であ

る。Travers（1983）が提唱し，1988年にアメリカの外食チェーン Taco Bellがバリュー

メニューの開発に利用して有名になった（Lewis and Shoemaker, 1997）。 

PSM に厳密な理論的裏付けがあるわけではないが，「値ごろ感」と呼ばれる回答者の価

格に対する反応を聞き出し，簡単なアンケートと集計方法で確認できるものとして，マーケ

ティングの実務で多用されてきた。ただし，我々の関心はそこにはなく，選択実験で各被験

者に提示する妥当な国産バターに対する価格を知ることにある。すなわち，各被験者が 2）

高いと思いはじめる価格と 3）安いと思いはじめる価格を聞くというアイデアを採用し，国

産バターについてそれらの価格の中央値を，各被験者が国産バターを「普通と思って買う値

段」と解釈して利用した。以下では，この価格を「PSM価格」と呼ぶことにする。 

ホールドアウト・プロファイルセットを除くすべてのプロファイルセットのいずれかに

「1. 国産」または「3. 北海道産」が入るため，「3. 北海道産」を「1. 国産」より低く評

価する被験者を除けば，(1)の最初の選択で「PSM価格」に対して「どちらも買わない」と

回答する被験者は，回答が整合的である限りいないことになる。 

なお，この「PSM 価格」は，国産バターを「普通と思って買う」値段であるから，後に

定義する商品価値評価よりも低い値段である。「PSM 価格」を初期値とするこの価格条件

の探索は，プラス方向だけに向かっているが，これは低め価格を初期値としているためであ

る。「PSM」価格よりも評価値が大幅に低いプロファイルの評価を求めるならば，マイナス

方向の探索も必要かもしれない。 

第 5 項 アンケート調査 

（1）調査の概要 

以上の選択実験の設計に基づき調査票を作成し，アンケート調査を実施した。調査は，株

式会社クロス・マーケティングに依頼し，Web アンケート調査として行った。その手順は

図 4-2 に示す。母集団をバター消費に高関与な消費者に限定するために，調査は，スクリ

ーニング調査と本調査を分けた。調査時期は，2020年 4月 2日～4月 6日である。株式会

社クロス・マーケティングが保有・提携するモニター465万人（2019年 10月時点）を調

査母集団として，募集によって回答者を得た。募集にあたっては，年齢・性別，居住地等に

よる制限や回答者数の配分は行わなかった。 
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図 4-2 被験者のスクリーニング 

（2）スクリーニング 

スクリーニング調査の募集は，「日常生活に関するアンケート」という名目で行った。本

調査の対象となるバターに高関与な消費者選定するためのアンケートで，1）居住都道府県，

2）年齢，3）性別，4）職業・職種，5）家族の人数，6）子供の数，7）食費，8）自分自身

でバターを購入するか，9）バターの購入量，10）最もよく購入するバターのブランドと値

段を聞いた。 

このアンケートの募集は 4 月 2 日に開始し，翌日までに 19,345 名の回答を得た。この

中から日頃から月に 50g 以上のバターを自分で購入しており，最もよく購入するバターの

値段が現実的な値段（100 円／100g 以上）を回答した 6,728 名を対象に，4 月 3 日より

同名で本調査用のアンケートの募集を行った。本調査は，回答数が 1,492 に達した 4 月 6

日の時点で募集を打ち切った。 

ただし，本調査用のアンケートは 4 種類があり，このうち 3 種類が選択実験用のアンケ

ートで，もう 1種類は，「留保価格」のみを聞く評定型アンケートである。3種類のアンケ

ートの違いは，選択実験で示した商品プロファイルの属性の 1つである「グラスフェッド」

についての説明の違いである。調査規模は，予算の制約で，選択実験が 900，評定型が 500

だったので，この 4 種類について，本調査の応募者を 3:3:3:5 の割合でランダムに割り振

った。 

さらに，アンケートに対する正確な回答が疑われるものを排除するために，以下の条件で，

アンケートへのコミットメントを評価し，評価値の低い順に 92 名を削除した。結果的に，

選択実験用に 909，評定型アンケート用に 491の回答が残った。 

スクリーニング用調査募集(2020/4/2） 
「日常生活に関するアンケート」 

(株)クロス・マーケティングのモニター 
（465 万人） 

低関与回答者 

スクリーニング 

高関与回答者 
(6,728 人) 

回答者 
(19,345 人) 

本調査募集(2020/4/3~4/6) 
「日常生活に関するアンケート」 

被験者 
(1,400 人) 

先着順 

先着順 

このうち 909 名を標本として利用 
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アンケートへのコミットメントを測る指標としては，以下を用いた。 

1）おいしかったバター・買ってみたいバター・一番高かったバターとして有効な回答をし

ている数 

2）おいしかったバター・買ってみたいバター・一番高かったバターはどんなバターかとい

う問いに対する記述量 

3）これまで購入した一番高かったバターの値段が現実的な価格（100g あたり値段が 200

円以上）を記入できている 

4）各国産のバターに対するイメージを尋ねる問題への回答の分散が一定以上（すべて同じ

回答ではない） 

さらに，後述する推定において，特殊な回答または信ぴょう性のない回答と判断された被

験者も除き，最終的に 817 の被験者の回答を分析に用いた。除かれたのは，すべてのプロ

ファイルセットで「どちらでもよい（1円でも安い方を買う）」と回答した 45名，「PSM価

格」または「留保価格」が 2,000円／200g以上の 8名，回答パターンの LPA解析で，同

じパターンをとる被験者が 3 名以下となった 9 名，並びに，尤度比検定によるセグメント

の併合を経ても，8名以下となったセグメントの 21名である。 

（3）本調査 

本調査として，問 1 で日頃のバターの購入や用途について聞いた。日頃バターを購入す

る 1）店舗，2）価格帯，3）加塩・食塩不使用の種別，4）バターの用途，5）マーガリン

またはバター入りマーガリンの用途，6）発酵バターの購入経験，7）グラスフェッド・バタ

ーの購入経験について聞いた後，バターへの関与度を確認するために，8）これまで一番お

いしかったバター，9）買ってみたいバター，10）これまで買った一番高いバターについて

自由記入で回答を求めた。 

問 2では，まず，国産バターに対する「PSM価格」を聞き，その後，グラスフェッド属

性を含まないプロファイルセットについての選択実験を行った。プロファイルセットは，表

4-2の(1)「5. NZ産」－「1. 国産」，(2)「3. 北海道産」－「1. 国産」，(4)「7. フランス

産」－「1. 国産」，(8) 「5. NZ産」－「3. 北海道産」の 4種類を用意し，被験者によっ

て示される順番が異なるようにランダムに並び替えて与えた。 

問 3 では，グラスフェッド・バターの説明を与えた上で，その説明の内容をどの程度知

っていたかを聞いた。与える説明は，現実のマーケティングで訴求されることが考えられる

3種類とし，1）グラスフェッド・バターが牧草のみで飼育された牛の乳を原料にしている

という最小限の説明（簡易説明 図 4-3），2）グラスフェッド・バターが環境や動物福祉に

配慮されていることを訴求した説明（環境情報 図 4-4），3）グラスフェッド・バターが健

康によいことを訴求した説明（健康情報 図 4-5）を提示した。被験者には，このうちの 1
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種類の説明をほぼ均等にランダムに与えた。スクリーニングで残った 909名の構成は，1）

簡易説明を与えられた者が 301，2）環境情報が与えられた者が 302，3）健康情報が与え

られた者が 306であった。 

 

 

図 4-3 「グラスフェッド・バター」について与えた情報：簡易情報 

 

 

図 4-4 「グラスフェッド・バター」について与えた情報：環境情報 

最近，グラスフェッド・バターというバターが出回るようになりました。 

グラスフェッド・バターは，牧草だけで育てられた牛から搾った牛乳でできています。 

環境にやさしい幸せな牛から グラスフェッド・バター 

(1) 牧草だけを食べた牛から搾った牛乳でつくられています 
現在の乳牛のほとんどは，高い乳脂肪分の乳をたくさん出すように，牧草だけでなく，穀物を飼
料として与えられています。グラスフェッド・バターは，grass=牧草だけで fed=飼育されたストレス
の少ない牛から搾った牛乳でできています。 

(2) 牧草だけだから環境にやさしい 
日本の乳牛に与えられる飼料穀物のほとんどは，現在アメリカから輸入されています。この飼料穀
物をつくることでアメリカ中西部の地下水の枯渇が進んでいます。また，大量の窒素を日本は輸
入していることになり，畜産糞尿の処理が問題となっています。牧場の草だけで牛を育てると，こう
した問題は起こりません。また，日本中で問題になっている放置山林の活用した牧場もあり，国
土保全や有効利用にも役立っています。 
※平成 30 年度の濃厚飼料(穀物や油かすなど)の酪農の利用割合は，北海道で 47.8%，
都府県で 61.2%)，その 88%が輸入です。農林水産省調べ) 

(3)自由に歩き回る「幸せな牛」から 
よく牛乳パックに広い牧場で草を食む牛の絵が描かれていますが，実際にそうして飼われている牛
は少ないです。実際には，お乳を出す間ずっと牛舎の中で，与えられた飼料を食べては搾乳され
るということを繰り返しています。こうした牛たちに比べると，牧場の牛は，自由に歩きまわり，食べ
たい草を食べています。 
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図 4-5 「グラスフェッド・バター」について与えた情報：健康情報 

問 4 では，グラスフェッド属性を加えたプロファイルセットについての選択実験を行っ

た。ここで与えたプロファイルセットは，表 4-2 の(3)「2. 国産 GF」－「1. 国産」，(5)

「6. NZ産 GF」－「1. 国産」，(6)「4. 北海道産 GF」－「1. 国産」，(7)「8. フランス

産 GF」－「3. 北海道産」，(9)「8. 国産 GF」－「3. 北海道産」の 5種類と，表 3のホー

ルドアウト・テストのためのプロファイルセット「国産 GF」－「フランス産」の 1種類で

ある．この 6種類のプロファイルセットも，ランダムの順番で各被験者に示した。 

問 2 および問 4 の選択実験は Web アンケート調査として行った。その画面の一例を図

4-6 に示した。表 4-2 に示したプロファイルセットごとに，一対比較のプロファイルをイ

ラストとともに示した。被験者自身が事前に回答した「PSM 価格」から計算された価格が

選択肢に併記されており，初めは同じ「PSM価格」から始まり，回答に応じて付録の図 A1

グラスフェッド・バター 

 

①牧草だけを食べた牛から搾った牛乳でつくられています 
現在の乳牛のほとんどは、高い乳脂肪分の乳をたくさん出すように、牧草だけでなく、穀物を飼料として
与えられています。グラスフェッド・バターは、grass=牧草だけで fed=飼育されたストレスの少ない牛
から搾った牛乳でできています。 

②α-リノレン酸(必須脂肪酸 オメガ 3)が豊富 
オメガ 3 脂肪酸は、人の細胞膜をつくるなど重要な脂肪酸ですが、人はつくることができない必須脂肪
酸です。EPAやDHAが有名で、魚やアマニ油、エゴマ油に豊富です。牧草で食べている牛の乳には、
α-リノレン酸というオメガ 3 脂肪酸が多く含まれています。(注 1)α-リノレン酸は、体内で EPA や DHA
に変換され、心血管疾患(脳卒中などの初期症状)の発祥率を低くします。(注 2, 3) 

③共役リノール酸(必須脂肪酸 オメガ 6)が豊富 
オメガ 6 脂肪酸も、人の細胞膜にかかわる必須脂肪酸です。その中で、共役リノール酸に注目が集ま
っています。共役リノール酸は、ラット実験でがんを抑制する働きが確認されています。また、脂肪をつき
にくくする働きもあり、ダイエットによいとも言われています。 (注 4) 

注 1) Elgersma, A. (2015). Grazing increases the unsaturated fatty acid concentration of milk from 
grass‐fed cows: A review of the contributing factors, challenges and future perspectives. European 
Journal of Lipid Science and Technology, 117(9), 1345-1369. 

(注 2) オメガ 3脂肪酸を多く含む食事をしているグリーンランドのイヌイットの人達は、西洋人より冠状動脈
性心臓病の発生率がかなり低い。Bang HO, Dyerberg J. Plasma lipids and lipoproteins in greenlandic west 
coasteskimos. Acta Med Scand 1972;192:85e94. 

(注 3)血清中のオメガ 3(EPA)とオメガ 6(アラキドン酸)の比と,心血管疾患(脳卒中とかの初期症状)の発症との関
係を調べたら,心血管疾患のリスクを抱えている人については,オメガ 3 の割合が低い人は明らかに発症率が高かった。
NINOMIYA, Toshiharu, et al. Association between ratio of serum eicosapentaenoic acid to arachidonic 
acid and risk of cardiovascular disease: the Hisayama Study. Atherosclerosis, 2013, 231.2: 261-267 

.(注 4) 共役リノール酸の抗がん作用は、EPA/DHA の百分の 1 の量でみられる「驚異的な効果」。ただし、抗がん
作用も抗肥満作用も、まだラット実験段階で、人での検証は十分ではない。河原聡ほか. 共役リノール酸の食品中の
含量と生理機能. 栄養学雑誌, 2004, 62.1: 1-7. 
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のフローで選択画面が変わる。選択は一方向に進み，前の画面に戻って選択をやり直すこと

はできない。 

 

注）国産と NZ産の一対比較の画面で，同じ「PSM価格」で国産を選択した場合の次の選択画面。た

だし，被験者には制御コマンドは示されない。【○○(ITEM_AVERAGE_PRICE 回答再掲)】の部分

は，被験者が事前に回答した「PSM価格」が表示される。同じく【○○(ITEM_AVERAGE_PRICE100

回答再掲)】には「PSM価格」＋100が表示される。 

図 4-6 Web アンケート調査による離散選択実験の一例 

問 5 では，国産，北海道産，NZ 産，フランス産，並びにグラスフェッドについて，1）

おいしさ，2）香り，3）個性，4）高級感，5）鮮度，6）健康的なイメージ，7）製造技術

の高さ，8）衛生管理，9）残留農薬や成長ホルモンの不安，10）牛の健康，11）環境負荷

の評価を，「とてもそう思う」「ややそう思う」「あまりそう思わない」「全くそう思わな

い」「どちらともいえない／わからない」の 5肢選択で聞いた。 

問 6 では，食生活や食に対する一般的な意識を聞いた。設問は，第 3 章における牛乳消

費者の分析に用いた設問に倣った。 

第 6 項 被験者のセグメンテーション 

「はじめに」で述べた通り，選択実験の各プロファイルに対する商品価値評価は，被験者

によって一様ではないことから，本章では，被験者間のパラメータの分布に階層ベイズモデ
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ルを仮定した推定を行った。手順の詳細は付録に記し，ここではその概要を述べる。推定の

流れは図 4-7に示した。 

 

図 4-7 セグメント別商品価値評価の MCMC 推定手順 

初めに，被験者のセグメンテーションを行った。選択実験の回答パターンからおおまかに

判別される商品価値評価の類似性を潜在プロファイル分析で解析し，被験者を 24セグメン

トに分け，これを被験者のセグメント化の初期値とした。ただし，この 24セグメントの中

には，1名～数名で構成されたセグメントもあり，その評価値も特異であったため，これら

を除外した（ステップ 1）。 

残った 16セグメントのうちの任意の 2つのセグメントについて，後述するMCMC推定

と同じ方法で，パラメータが同じであるという制約を課した推定と制約を課さない推定を

行い，尤度比検定で統合を棄却できないセグメントを統合した。統合後のメンバーも数名に

留まり，たとえこれらを推定に加えても安定した推定値が得られないと判断したセグメン

トも除外し，最終的に表 4-4の 11のセグメントを特定した（ステップ 2）。 

909 名 

855 名 

2,000 円/200g 以上 
高価格バター消費者 

(8 名) 

847 名 

6 名 1 名 1 名 1 名 1 名 2 名 3 名 160 名 

全てのバターが無差別 
(54 名) 

・・・・・ 

少人数セグメント 
(9 名) 

18 セグメント 
(838 名) 

6 名 7 名 8 名 22 名 27 名 ・・・ 160 名 

11 セグメント 
(817 名) 併合できなかった 

少人数セグメント 
(21 名) 

ステップ１：商品評価値の概算値の LPA によるセグメント化 

ステップ２：任意の２セグメントの推定値の尤度比検定による併合 

ステップ３：商品価値評価の MCMC 推定 
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表 4-4 被験者のセグメンテーションの結果 

セグメント 

名 

メンバー 

数 

 セグメント 

名 

メンバー 

数 

 セグメント 

名 

メンバー 

数 

C01 22  C05 230  C09 52 

C02 67  C06 22  C10 27 

C03 111  C07 29  C11 43 

C04 152  C08 62    

   計 817    

 

各セグメントには C01～C11というセグメント名が付されているが，この名称は任意で

あり，特に意味はないが，その順番は，推定結果の解釈のしやすさを考慮して事後的に並び

替えてある。メンバー数は，そのセグメントに分けられた被験者の数で，セグメントによっ

て多寡がある。C05のメンバー数が最も多く 230名で，C04，C03も 100名を超えるが，

C01，C06，C07，C10は 30名を下回っている。 

第 7 項 商品価値評価の推定 

続いて，選択実験の結果から，これらセグメント別の商品価値評価の推定を行った。被験

者に求めた回答は，2 つのプロファイルからの選択であり，基本的には，その選択確率は，

二項ロジットモデルとして定義されるが，「どちらも買わない」という回答もあり，「留保

価格」での回答も含む。そこで，以下に述べるような各回答パターンに対応した選択行動と

選択確率，並びにそれ基づいた尤度関数を定義した。 

（1）回答パターンと選択行動 

先述したとおり，各プロファイルセットに最長 3 回の選択を求めており，回答パターン

も一様ではなく，付録図 A1に示した 16パターンがある。これは以下の 4タイプの選択行

動に対応する。 

最終的に示された価格で 2 つのプロファイルのいずれか一方を選択して回答が終わると

いう回答パターンである。これは 2 つのプロファイルから 1 つを選択するという選択行動

である（タイプ A）。 

その他に，「いずれも購入しない」と回答するパターンもあるが，これは両方のプロファ

イル各々と「買わない」を比較して，「買わない」を選択するという選択行動である（タイ

プ B）。 

150 円の価格差を超えても一方のプロファイルを選択すると回答するパターンもあり，

その場合は，そのプロファイルの「留保価格」を聞いている。「留保価格」は，その値段よ

り高ければ，そのプロファイルを「買わない」ということであるが，「絶対に買わない」と
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いうわけではない。我々が，本章の調査と同時に別種の調査として行った「留保価格」のみ

を聞く調査によると，被験者は「留保価格」を，その値段であれば当該プロファイルを 2回

に 1回購入する価格，すなわち，「買う」「買わない」の選択確率が等しくなる価格として

回答する人が最も多かった。そこで本章では，「留保価格」では，つまり当該プロファイル

を 0.5の確率で買う選択行動とみなすこととした（タイプ C）。 

1回目の設問で「どちらも同じ（1円でも安い方を買う）」と回答してそこで終了する場

合もある。この場合は，2つのプロファイルの価格が同じ「PSM」価格という条件で，それ

ぞれの確率 0.5で買うという選択行動と理解できる（タイプ D）。 

なお，分析で情報として利用するのは，各プロファイルセットについて最長 3 段階で聞

かれた設問への最終的な回答に対応する価格と選択行動の情報であり，それに至るまでの

回答は利用していない。 

さらに，選択実験とは別に，「1. 国産」については，「PSM」価格も聞いており，この

価格は，「安いと思って買う」価格と「高いと思って買う」価格の中央値であったから，こ

の価格で当該プロファイルを「買う」「買わない」の選択で，「買う」を選択する行動と理

解して，この情報も利用する（タイプ E）。 

（2）選択確率 

次に，これらの選択行動に対応する選択確率を定義する。被験者を𝑖 ∈ {1,… , 𝐼}のプロフ

ァイル番号𝑗 ∈ {1,… , 𝐽}に対する商品価値評価𝜓𝑖𝑗を次の確率効用（Thurstone, 1927）で表

す。 

𝜓𝑖𝑗 = �̅�𝑖𝑗 + 𝜀𝑖𝑗 = 𝑥𝑗𝛽𝑖 + 𝜀𝑖𝑗  

ただし，𝑥𝑗は，表 1の 3属性およびそれらの交差項，並びに定数項であり， 

𝑥𝑗 = (1, 𝑥𝑗1, 𝑥𝑗2, 𝑥𝑗3, 𝑥𝑗1𝑥𝑗2, 𝑥𝑗1𝑥𝑗3, 𝑥𝑗2𝑥𝑗3, 𝑥𝑗1𝑥𝑗2𝑥𝑗3)  

である。𝛽𝑖は𝑥𝑗のパラメータで， 

𝛽𝑖 =𝑇 (𝛼𝑖 , 𝛽𝑖1, 𝛽𝑖2, 𝛽𝑖3, 𝛽𝑖,12, 𝛽𝑖,13, 𝛽𝑖,23, 𝛽𝑖,123)  

𝑇は転置行列であることを示す。𝜀𝑖𝑗は，最頻値0，パラメータ𝜇𝑖のガンベル分布 𝜀𝑖𝑗 ∼ 𝐸𝑉(0, 𝜇𝑖)

の i.i.d.の確率変数である。この場合，例えば，プロファイル「1. 国産」の商品価値評価は，

𝑥1 = (1,0,0,0,0,0,0,0)なので，𝜓𝑖1 = 𝛼𝑖 + 𝜀𝑖1であり，この値は，�̅�𝑖1 = 𝛼𝑖を最頻値として，分

散𝜋2𝜇𝑖
2/6（この𝜋は円周率3.14⋯で，標準偏差で約1.28𝜇𝑖）でばらつくと仮定されている。 

Hanemann（1984）および吉野（1997）に従うと，𝐽個のプロファイルからなるプロフ

ァイルセットからプロファイル𝑗を選択した場合の条件付き効用関数は，当該プロファイル

の価格𝑝𝑗と予算𝑚𝑖の場合，𝑝𝑗 − 𝜓𝑖𝑗の減少関数𝑣(𝑝𝑗 − �̅�𝑖𝑗 , 𝑚)であり，これが最大（つまり，
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𝑝𝑗 − �̅�𝑖𝑗が最小）のプロファイルが選択され，𝜀𝑖𝑗 ∼ 𝐸𝑉(0, 𝜇𝑖)の仮定の下で，プロファイル𝑗の

選択確率𝜋𝑖𝑗は，次で与えられる。 

𝜋𝑖𝑗 =
exp(

�̅�𝑖𝑗

𝜇𝑖
−

𝑝𝑗

𝜇𝑖
)

∑ exp(
�̅�𝑖ℎ
𝜇𝑖

−
𝑝ℎ
𝜇𝑖

)
𝐽
ℎ=1

 (1) 

選択行動がタイプ Aの場合は， 𝐽 = 2のプロファイルから 1つを選択するので，この 2つ

のプロファイルの番号を𝑗, 𝑗0で表すと，プロファイル𝑗を選択する確率𝜋𝑖𝑗

′
は，(1)式から 

𝜋𝑖𝑗
′ =

exp(
�̅�𝑖𝑗

𝜇𝑖
−

𝑝𝑗

𝜇𝑖
)

exp(
�̅�𝑖𝑗

𝜇𝑖
−

𝑝𝑗

𝜇𝑖
)+exp(

�̅�𝑖𝑗0
𝜇𝑖

−
𝑝𝑗0
𝜇𝑖

)

  

である。この式を変形すると，プロファイル𝑗を選択する確率𝜋𝑖𝑗
′ と選択しない（プロファイ

ル𝑗0を選択する）確率1 − 𝜋𝑖𝑗
′ は次となる。 

𝜋𝑖𝑗
′ =

exp(
�̅�𝑖𝑗−�̅�𝑖𝑗0

𝜇𝑖
−

𝑝𝑗−𝑝𝑗0
𝜇𝑖

)

exp(
�̅�𝑖𝑗−�̅�𝑖𝑗0

𝜇𝑖
−

𝑝𝑗−𝑝𝑗0
𝜇𝑖

)+1

 ，1 − 𝜋𝑖𝑗
′ =

1

exp(
�̅�𝑖𝑗−�̅�𝑖𝑗0

𝜇𝑖
−

𝑝𝑗−𝑝𝑗0
𝜇𝑖

)+1

 (2) 

選択行動がタイプ Bの場合は，プロファイル𝑗と「何も買わない」との比較で，「何も買

わない」を選択したと考える。逆に，回答パターンがタイプ Eは，プロファイル𝑗 を買い，

「何も買わない」を選択しなかったと考える。 

(1)式は（したがって(2)式も），式中の全ての�̅�𝑖⋅に定数𝑐を加えても選択確率を左右しない

から，�̅�𝑖⋅の値を確定するには，いずれかのプロファイルの商品価値評価を何らかの値に固

定する必要がある。本章では，「何も買わない」の商品価値評価が 0，価格も 0のプロファ

イルとの比較と考え，(2)式の𝑝𝑗0 − �̅�𝑖0を 0で置き換える。したがって，この場合の「何も買

わない」との比較でプロファイル𝑗を選択する確率𝜋𝑖𝑗
′′と，「何も買わない」を選択する確率

1 − 𝜋𝑖𝑗
′′ は，(2)式の特殊形として，以下で与えることができる。 

𝜋𝑖𝑗
′′ =

exp(
�̅�𝑖𝑗

𝜇𝑖
−

𝑝𝑗

𝜇𝑖
)

exp(
�̅�𝑖𝑗

𝜇𝑖
−

𝑝𝑗

𝜇𝑖
)+1

，1 − 𝜋𝑖𝑗
′′ =

1

exp(
�̅�𝑖𝑗

𝜇𝑖
−

𝑝𝑗

𝜇𝑖
)+1

 (3) 

ここで𝑝𝑗 は，タイプ B では「いずれも購入しない」と回答した価格であり，タイプ E で

は「PSM」価格が与えられ，前者の式がタイプ E，後者がタイプ Bに対応する。 

選択行動 Cおよび Dは，(3)式の𝜋𝑖𝑗
′′， 1 − 𝜋𝑖𝑗

′′が等確率 0.5である。(3)式をロジット変換

すると， 
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log
𝜋𝑖𝑗

′′

1−𝜋𝑖𝑗
′′ =

�̅�𝑖𝑗

𝜇𝑖
−

𝑝𝑗

𝜇𝑖
= 𝑥𝑗

𝛽𝑖

𝜇𝑖
−

𝑝𝑗

𝜇𝑖
  

となる。この式は，選択確率のロジットが𝑥𝑗と𝑝𝑗に線形回帰できることを示している。ただ

し，回答された選択確率�̃�𝑖𝑗
′′は，商品価値評価の最頻値�̅�𝑖𝑗ではなく，確率的に変動する𝜓𝑖𝑗 =

�̅�𝑖𝑗 + 𝜀𝑖𝑗に基づいて行われるはずなので，確率項を加えた以下の回帰式と考えることが妥当

である。 

log
�̃�𝑖𝑗

′′

1−�̃�𝑖𝑗
′′ =

𝜓𝑖𝑗

𝜇𝑖
−

𝑝𝑗

𝜇𝑖
= 𝑥𝑗

𝛽𝑖

𝜇𝑖
−

𝑝𝑗

𝜇𝑖
+

𝜀𝑖𝑗

𝜇𝑖
 (4) 

（3）尤度関数 

(2)～(4)式の選択確率に基づいて，被験者𝑖に求めた 9つのプロファイルセットにおける選

択を与件としたパラメータ𝛽𝑖 , 𝜇𝑖の尤度関数を定義する。 

プロファイルセット番号を𝑠 ∈ {1,… ,9}（表 4-2 のプロファイルセット(1)～(9)に対応す

る），𝑠番目のプロファイルセットを構成する 2つのプロファイル番号𝑗 ∈ {1,… ,8}（表 1の

1.～8.に対応する）を 𝑗0
(𝑠), 𝑗(𝑠)で表す。例えば，𝑠番目のプロファイルセットがプロファイル

番号𝑗 = 1と𝑗 = 3からなるとすれば，𝑗0
(𝑠) = 1, 𝑗(𝑠) = 3である。 

選択行動がタイプ Aの場合，2つのプロファイル 𝑗0
(𝑠), 𝑗(𝑠) ∈ {1,… ,8} のいずれかを選択し

ており，プロファイル𝑗0
(𝑠)が選択されたら𝑦𝑖

(𝑠,a)
= 0，プロファイル𝑗が選択されたら𝑦𝑖

(𝑠,a)
= 1

と表すと，この１回の選択の尤度関数は，(2)式から以下で与えられる。 

𝐿𝑖 (𝑦𝑖
(𝑠,a)

|𝛽𝑖 , 𝜇𝑖) = [
exp(

𝛥𝑥(𝑠)𝛽𝑖
𝜇𝑖

 − 
𝛥𝑝

𝑖
(𝑠)

𝜇𝑖
)

exp(
𝛥𝑥(𝑠)𝛽𝑖

𝜇𝑖
−

𝛥𝑝
𝑖
(𝑠)

𝜇𝑖
)+1

]

𝑦𝑖
(𝑠,a)

[
1

exp(
𝛥𝑥(𝑠)𝛽𝑖

𝜇𝑖
 − 

𝛥𝑝
𝑖
(𝑠)

𝜇𝑖
)+1

]

1−𝑦𝑖
(𝑠,a)

 (5) 

ここで，𝛥𝑥(𝑠) = 𝑥𝑗(𝑠) − 𝑥
𝑗0
(𝑠)，𝛥𝑝𝑖

(s) = 𝑝𝑖𝑗(𝑠) − 𝑝
𝑖𝑗0

(𝑠)であり，𝑝
𝑖𝑗0

(𝑠), 𝑝𝑖𝑗(𝑠) は，プロファイルセッ

ト𝑠において，被験者𝑖の最長 3段階の選択で最終的に与えられたプロファイル𝑗0
(𝑠)と𝑗(𝑠)の価

格である。 

選択行動がタイプ B の場合，価格𝑝
𝑖𝑗0

(𝑠)の𝑗0
(𝑠)よりも「何も買わない」を選択し，同時に，

価格𝑝𝑖𝑗(𝑠)の𝑗(𝑠)よりも「何も買わない」を選択するという 2つの独立した同時に行われた選

択で，その選択を𝑦𝑖
(𝑠,b)

で表し，その尤度関数は，(3)式から以下で与える。 
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𝐿𝑖 (𝑦𝑖
(𝑠,b)

|𝛽𝑖 , 𝜇𝑖) = [
1

exp(
𝑥
𝑗(𝑠)

𝛽𝑖

𝜇𝑖
 − 

𝑝
𝑖𝑗(𝑠)

𝜇𝑖
)+1

]

[
 
 
 
 

1

exp(

𝑥
𝑗0
(𝑠)𝛽𝑖

𝜇𝑖
 − 

𝑝
𝑖𝑗0

(𝑠)

𝜇𝑖
) +1

]
 
 
 
 

 (6) 

ただし，この場合，常に𝑦𝑖
(𝑠,b)

= 0であるから，簡単化のため，上式にはこれを代入した形で

表記しており，右辺には𝑦𝑖
(𝑠,b)

の文字が含まれていない。 

選択行動 C の場合は，この価格ならば最終的に選んだプロファイル𝑗(𝑠)（𝑗0
(𝑠)
の場合もあ

る）を�̃�𝑖𝑗
′′＝0.5の確率で選択する。そのロジットを𝑦𝑖

(𝑠,c)
，回答された留保価格を�̅�𝑖𝑗で表すと，

(4)式と𝜀𝑖𝑗 ∼ 𝐸𝑉(0, 𝜇𝑖)から，𝑦(𝑠,c) − (𝑥𝑗(𝑠)𝛽𝑖/𝜇𝑖  − �̅�𝑖𝑗(𝑠)/𝜇𝑖)が，𝐸𝑉(0,1)の確率分布に従うこと

がわかる。従って，ロジットが𝑦𝑖
(𝑠,c) = log0.5/0.5 = 0であるという選択の尤度関数は，

𝐸𝑉(0,1)の確率密度関数から以下で与えることができる。 

𝐿𝑖 (𝑦𝑖
(𝑠,c)|𝛽𝑖 , 𝜇𝑖) = exp(

𝑥
𝑗(𝑠)

𝛽𝑖

𝜇𝑖
−

�̅�
𝑖𝑗(𝑠)

𝜇𝑖
) exp [exp(

𝑥
𝑗(𝑠)

𝛽𝑖

𝜇𝑖
−

�̅�
𝑖𝑗(𝑠)

𝜇𝑖
)] (7) 

この場合も𝑦𝑖
(𝑠,c) = 0であるから，右辺はこれを代入した形で表記している。また，最終的に

選ばれたプロファイルが𝑗0
(𝑠)の場合も同様である。 

選択行動がタイプ Dの場合は，プロファイル𝑗，𝑗0の選択確率�̃�𝑖𝑗
′′＝0.5が，独立に同時に回

答されたと考える。これら個々の 2 つの選択行動の尤度関数は，次のように，タイプ C と

同様の密度関数の積として表す。 

𝐿𝑖 (𝑦𝑖
(𝑠,d)

|𝛽𝑖 , 𝜇𝑖) = exp(
𝑥

𝑗(𝑠)
𝛽𝑖

𝜇𝑖
−

𝑝𝑖
𝑃𝑆𝑀

𝜇𝑖
)exp [exp(

𝑥
𝑗(𝑠)

𝛽𝑖

𝜇𝑖
−

𝑝𝑖
𝑃𝑆𝑀

𝜇𝑖
)] ⋅  

exp(
𝑥

𝑗0
(𝑠)𝛽𝑖

𝜇𝑖
−

𝑝𝑖
𝑃𝑆𝑀

𝜇𝑖
)exp [exp(

𝑥
𝑗0
(𝑠)𝛽𝑖

𝜇𝑖
−

𝑝𝑖
𝑃𝑆𝑀

𝜇𝑖
)] (8) 

ただし，𝑝𝑗
(𝑠) = 𝑝𝑗0

(𝑠) = 𝑝𝑖
𝑃𝑆𝑀であり，ロジットの値は𝑗，𝑗0ともに共通の𝑦𝑖

(𝑠,d)
= 0で表記してあ

る。 

タイプ Eの選択行動は，「PSM」価格で「1. 国産」を買うということであり，国産の商

品価値評価の最頻値は，�̅�𝑖1 = 𝑥1𝛽𝑖 = 𝛼𝑖であるから，その尤度関数は，「1. 国産」を買うと

いう行動を𝑦𝑖
(𝑠,e)

= 1で表し，(3)式から以下の尤度関数を与える。 

𝐿𝑖 (𝑦𝑖
(𝑠,e)

|𝛼𝑖 , 𝜇𝑖) =
exp(

𝛼𝑖
𝜇𝑖

 − 
𝑝𝑖
𝑃𝑆𝑀

𝜇𝑖
)

exp(
𝛼𝑖
𝜇𝑖

 − 
𝑝𝑖
𝑃𝑆𝑀

𝜇𝑖
)+1

 (9) 

「1. 国産」の「PSM価格」の回答並びに表 4-2のプロファイルセット𝑠 ∈ {1,… ,9}に対す

る選択が独立に行われたと仮定し，その回答パターンを𝑡𝑖
(𝑠) ∈ {a, b, c, d, e} で表すと，被験者

𝑖の尤度関数は，(5)～(9)式から，以下となる。 
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𝐿(𝛽𝑖 , 𝜇𝑖) = 𝐿𝑖 (𝑦𝑖
(𝑠,e)

|𝛼𝑖 , 𝜇𝑖)∏ 𝐿𝑖 (𝑦
𝑖

(𝑠,𝑡𝑖
(𝑠)

)
|𝛽𝑖 , 𝜇𝑖)

9
𝑠=1  (10) 

さらに，被験者間の回答の独立性を仮定して，全ての被験者について尤度関数を積和し，

事後分布を求める。ただし，表 7 で被験者全体𝐼を，商品価値評価が同質と思われる 11 に

分けた（𝐼 = {𝐼1, … , 𝐼11}）。各セグメントでは，パラメータ𝛽𝑖 , 𝜇𝑖が同質であると仮定する。セ

グメント𝑚 ∈ {1,… ,11}の被験者のメンバーの集合を𝐼𝑚とすると，被験者全体の尤度関数は，

以下で表される。 

𝐿(𝛽, 𝜇) = ∏ ∏ 𝐿𝑖 (𝑦𝑖
(𝑠,e)

|𝛼𝑚, 𝜇𝑚)∏ 𝐿𝑖 (𝑦
𝑖

(𝑠,𝑡𝑖
(𝑠)

)
|𝛽𝑚, 𝜇𝑚)9

𝑠=1𝑖∈𝐼𝑚
11
𝑚=1  (11) 

ここで，𝛽𝑚 = (𝛼𝑚, 𝛽𝑚1, … , 𝛽𝑚.123), 𝜇𝑚はセグメント𝑚で共通のパラメータ，𝛽, 𝜇はそれらの

ベクトルである。 

（4）MCMC 推定 

(11)式の尤度関数におけるパラメータについて，セグメント間の分布に階層ベイズモデル

を仮定した MCMC 推定を行った。各パラメータの事前分布は，𝛼𝑚 ∼ 𝑁(𝛼0, 𝜎0𝑎)，𝛽𝑚𝑘 ∼

𝑁(𝛽0𝑘 , 𝜎0𝑘)の正規分布を与えた。また，𝜇𝑚については，Gelman（2006）に従って，半コ

ーシー分布𝜙+(𝑡; 0, 𝛾0) = 1/𝜋 ⋅ 10/(𝑡2 + 𝛾0
2), 𝑡 > 0を与えた。ここで，𝛼0, 𝜎0𝑎 , 𝛽0𝑘 , 𝜎0𝑘 , 𝛾0は階

層ベイズ推定におけるハイパーパラメータで，それらの事前分布は一様分布を与えた（ただ

し，𝜎0𝑎 , 𝜎0𝑘 , 𝛾0 > 0）。 

MCMC推定の詳細とホールドアウト・テストの結果の詳細は付録に記すが，すべてのパ

ラメータについて，収束の判定条件である Gelman and Rubin（1992）の potential scale 

reduction statistic �̂� が 1.1未満であることを確認した。パラメータの推定値による回答

の再現性を，ホールドアウト・テストで確認したが，これについても良好な結果を得た。 

第 3 節 アンケート調査結果の概要 

第 1 項 被験者の属性 

スクリーニングの条件の一つとして，月あたりのバターの購入量を聞いた（表 4-5）。ス

クリーニング前の回答者 19,435 名のうち 58.4％がバターを購入していない。購入してい

る回答者のほとんどが 200g，100g，50g であり，50g 未満は 0 となる。その他のスクリ

ーニングの条件も併せて，6,728名（全回答者の 34.6％）が調査対象候補者として残った。

その候補者に本調査の募集を行い，回答の早かったものから，疑わしい回答を除いた 1,400

名を標本として抽出した。なお，本章の表 4-5～表 4-20，並びに図 4-8～図 4-30 につい
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ては出所を省略するが，すべて先述のバター消費者を対象としたアンケート調査の結果に

よるものである。 

表 4-5 バターの購入量（月あたり） 

 

 

回答者の年齢・性別は，20歳未満，30歳台，40歳台，50歳台，60歳台，70歳台，80

歳台の男女で区分し集計を行った。スクリーニング前の段階では，30 歳台，40 歳台，50

歳台の女性が多く，スクリーニング後も同じ傾向を示したが，50歳台女性，60歳台女性の

比率の高まりが大きい（表 4-6）。 

バター月購入量

0g 11,349 (58.4%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

50g 2,097 (10.8%) 1,389 (20.6%) 260 (18.6%)

100g 2,359 (12.1%) 2,088 (31.0%) 426 (30.4%)

150g 400 (2.1%) 363 (5.4%) 79 (5.6%)

200g 1,910 (9.8%) 1,729 (25.7%) 390 (27.9%)

250g 162 (0.8%) 146 (2.2%) 32 (2.3%)

300g 443 (2.3%) 378 (5.6%) 83 (5.9%)

400g 322 (1.7%) 301 (4.5%) 64 (4.6%)

500g～ 393 (2.0%) 334 (5.0%) 66 (4.7%)

計 19,435 (100.0%) 6,728 (100.0%) 1,400 (100.0%)

スクリーニング前 スクリーニング後 標本
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表 4-6 回答者の年齢・性別 

 

 

居住地には特に制限を設けていない。東京が19.6％と最多で，その後，神奈川県（10.2％），

大阪（6.6％）と続く。概ね人口分布に近い分布となったが，北海道在住の回答者は 5.8％

と人口分布に対して若干割合が高かった。スクリーニング前と比較しても，東京と北海道の

比率が高まっている（表 4-7）。 

年齢・性別

10歳台男 254 (1.3%) 42 (0.6%) 6 (0.4%)

20歳台男 750 (3.9%) 133 (2.0%) 34 (2.4%)

30歳台男 941 (4.8%) 190 (2.8%) 50 (3.6%)

40歳台男 882 (4.5%) 207 (3.1%) 70 (5.0%)

50歳台男 884 (4.5%) 214 (3.2%) 57 (4.1%)

60歳台男 783 (4.0%) 228 (3.4%) 58 (4.1%)

70歳台男 289 (1.5%) 88 (1.3%) 13 (0.9%)

80歳台男 329 (1.7%) 98 (1.5%) 12 (0.9%)

10歳台女 413 (2.1%) 87 (1.3%) 15 (1.1%)

20歳台女 1,517 (7.8%) 400 (5.9%) 85 (6.1%)

30歳台女 2,889 (14.9%) 1,031 (15.3%) 189 (13.5%)

40歳台女 3,129 (16.1%) 1,121 (16.7%) 220 (15.7%)

50歳台女 3,394 (17.5%) 1,415 (21.0%) 288 (20.6%)

60歳台女 1,878 (9.7%) 933 (13.9%) 192 (13.7%)

70歳台女 811 (4.2%) 421 (6.3%) 87 (6.2%)

80歳台女 292 (1.5%) 120 (1.8%) 24 (1.7%)

計 19,435 (100.0%) 6,728 (100.0%) 1,400 (100.0%)

標本スクリーニング前 スクリーニング後
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表 4-7 回答者の居住地 

 

 

回答者の職業は，専業主婦・主夫の割合が最も多く 32.6％，次いで正社員・正職員が

27.4％，パート・アルバイトが 15.2％であった。スクリーニングにおける専業主婦・主夫

の歩留まりが高い（表 4-8）。 

表 4-8 回答者の職業 

 

世帯員数は，最小数が 1，最大数が 10。単身世帯は 14.4％，その他全体の回答者の半数

以上が 2～3 人と回答した。スクリーニング前と比べると，2 人世帯の比率が高い（表 4-

9）。 

都道府県

東京都 3,024 (15.6%) 1,187 (17.6%) 274 (19.6%)

神奈川県 1,835 (9.4%) 705 (10.5%) 143 (10.2%)

大阪府 1,644 (8.5%) 536 (8.0%) 93 (6.6%)

愛知県 1,243 (6.4%) 411 (6.1%) 84 (6.0%)

北海道 967 (5.0%) 404 (6.0%) 81 (5.8%)

埼玉県 1,201 (6.2%) 384 (5.7%) 78 (5.6%)

兵庫県 983 (5.1%) 368 (5.5%) 71 (5.1%)

千葉県 1,059 (5.4%) 387 (5.8%) 70 (5.0%)

福岡県 624 (3.2%) 191 (2.8%) 41 (2.9%)

静岡県 404 (2.1%) 138 (2.1%) 32 (2.3%)

その他 6,451 (33.2%) 2,017 (30.0%) 433 (30.9%)

計 19,435 (100.0%) 6,728 (100.0%) 1,400 (100.0%)

スクリーニング前 スクリーニング後 標本

職業

正社員・正職員 5,719 (29.4%) 1,722 (25.6%) 383 (27.4%)

嘱託・契約・派遣 1,325 (6.8%) 402 (6.0%) 87 (6.2%)

パート・アルバイト 3,538 (18.2%) 1,195 (17.8%) 213 (15.2%)

自分で経営している 780 (4.0%) 299 (4.4%) 67 (4.8%)

専業主婦・主夫 4,527 (23.3%) 2,199 (32.7%) 456 (32.6%)

学生 876 (4.5%) 185 (2.7%) 34 (2.4%)

無職 2,407 (12.4%) 634 (9.4%) 140 (10.0%)

その他 263 (1.4%) 92 (1.4%) 20 (1.4%)

計 19,435 (100.0%) 6,728 (100.0%) 1,400 (100.0%)

標本スクリーニング前 スクリーニング後
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表 4-9 回答者の世帯員数 

 

 

食費月額（世帯員調整なし）は，5～7 万が最多（38.5％），次いで 2～4 万（34.2％）

となった。スクリーニングによって，食費が多い層が残っている（表 4-10）。 

表 4-10 回答者の食費月額 

 

 

なお，選択実験では，後述する推定手順において，特殊な回答または信ぴょう性のない回

答と判断された被験者も除き，最終的に 817 の被験者の回答を分析に用いた。除かれたの

は，全てのプロファイルセットで「どちらでもよい（1円でも安い方を買う）」と回答した

45名，「PSM価格」または留保価格が 2,000円／200g以上の 8名，回答パターンの LPA

解析で，同じパターンをとる被験者が 3 名以下となった 9 名，並びに，尤度比検定による

セグメントの併合を経ても，8名以下となったセグメントの 21名である。最終的に選択実

験の被験者となった 817名の属性は表 4-11に示した。  

世帯員数

1人 3,537 (18.2%) 895 (13.3%) 202 (14.4%)

2人 6,105 (31.4%) 2,432 (36.1%) 513 (36.6%)

3人 4,928 (25.4%) 1,731 (25.7%) 367 (26.2%)

4人 3,329 (17.1%) 1,166 (17.3%) 222 (15.9%)

5人 1,045 (5.4%) 354 (5.3%) 68 (4.9%)

6人以上 491 (2.5%) 150 (2.2%) 28 (2.0%)

計 19,435 (100.0%) 6,728 (100.0%) 1,400 (100.0%)

標本スクリーニング前 スクリーニング後

食費月額

～2万円台 2,424 (12.5%) 448 (6.7%) 106 (7.6%)

3～4万円台 7,642 (39.3%) 2,477 (36.8%) 479 (34.2%)

5～7万円台 6,559 (33.7%) 2,598 (38.6%) 539 (38.5%)

8～10万円台 2,064 (10.6%) 914 (13.6%) 201 (14.4%)

11万円以上 746 (3.8%) 291 (4.3%) 75 (5.4%)

計 19,435 (100.0%) 6,728 (100.0%) 1,400 (100.0%)

標本スクリーニング前 スクリーニング後
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表 4-11 選択実験の被験者の属性 

 (a)都道府県別 (b)職業別 

都道府県 実数（構成比） 

東京都 152 (18.6%) 

神奈川県 86 (10.5%) 

大阪府 59 (7.2%) 

愛知県 46 (5.6%) 

北海道 45 (5.5%) 

千葉県 42 (5.1%) 

兵庫県 42 (5.1%) 

その他 345 (42.2%) 

計 817 (100.0%) 

 

(c)年齢・性別 

年齢・性別 
男 

実数（構成比） 

 女 

実数（構成比） 

10歳台 1 (0.1%)  7 (0.9%) 

20歳台 16 (2.0%) 
 

41 (5.0%) 

30歳台 25 (3.1%)  108 (13.2%) 

40歳台 34 (4.2%) 
 

139 (17.0%) 

50歳台 28 (3.4%)  191 (23.4%) 

60歳台 28 (3.4%) 
 

119 (14.6%) 

70歳台 9 (1.1%)  51 (6.2%) 

80歳～ 6 (0.7%) 
 

14 (1.7%) 

計 
147 (18.0%)  670 (82.0%) 

   
817 (100.0%) 

 

(d)食費月額別 (e)世帯員数別 

 

  

 

 

 

職業 実数（構成比） 

正社員・正職員 216 (26.4%) 

派遣等の社員・職員 42 (5.1%) 

パート・アルバイト 147 (18.0%) 

自分で経営している 36 (4.4%) 

専業主婦・主夫 280 (34.3%) 

学生 15 (1.8%) 

無職 77 (9.4%) 

その他 4 (0.5%) 

計 817 (100.0%) 

食費月額 実数（構成比） 

2万円未満 61 (7.5%) 

2～4万円台 273 (33.4%) 

5～7万円台 321 (39.3%) 

8～10万円台 119 (14.6%) 

11万円以上 43 (5.3%) 

計 817 (100.0%) 

世帯員数 実数（構成比） 

1人 100 (12.2%) 

2人 323 (39.5%) 

3人 195 (23.9%) 

4人 140 (17.1%) 

5人以上 59 (7.2%) 

計 817 (100.0%) 
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第 2 項 バター消費の購入と利用 

以下，バター購入の実態について概要を述べる。ただし，他の分析用のアンケートと共用

した調査項目については，調査全体の 1,400規模のデータを用いる。 

回答者のバターの購入場所について，図 4-8に示す。9割前後の回答者がスーパーと回答

しており，ほとんどの場合，他の食品等の買い物と同様に購入していると考えられる。 

図 4-8 バターを購入する場所（n=1,400） 

日頃購入しているバターの価格帯は，300～349 円，350～399 円を合わせると 7 割超

になる（図 4-9）。これは店頭で購入できる家庭用バターの実勢価格に近く，回答者がバタ

ーの価格情報を正確に把握していることがうかがえる。 

96.9%

7.6%

16.4%

11.7%

3.5%

4.5%

4.4%

0.3%

1.6%

0.6%

88.3%

1.1%

0.1%

1.8%

4.3%

2.1%

その他

パン屋さん

共同購入等の個別宅配

オンラインショップ

コンビニエンスストア

百貨店・専門店

生協

スーパー

0% 25% 50% 75% 100%

買うお店(MA)

最も買うお店(SA)
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図 4-9 よく購入するバターの価格帯（200 グラムあたり，n=1,400） 

よく購入するバターの種類は，一般的にパンに塗ったり料理に使われる加塩タイプが約 9

割を占め，主に製菓・製パンに用いられる食塩不使用タイプは 56.3％であった（図 4-10）。 

図 4-10 購入するバターの種類（n=1,400） 

バターの用途については，図 4-11に示した。パンに塗る，あるいは料理に使うケースが

多く，製菓・製パンに使うことがあると答えた回答者も 4割余りいた。 

12.1%

26.2%

37.3%

35.6%

27.3%

10.7%

4.6%

7.0%

17.0%

6.0%

24.9%

23.2%

17.6%

5.9%

1.6%

3.9%
６００円以上

５００～５９９円

４５０～４９９円

４００～４４９円

３５０～３９９円

３００～３４９円

２５０～２９９円

２５０円未満

0% 25% 50% 75% 100%

買う価格帯(MA)

最も買う価格帯(SA)

89.9%

56.3%

78.8%

21.2%
食塩不使用

加塩

0% 25% 50% 75% 100%

買う種類(MA)

最も買う種類(SA)



150 

図 4-11 バターの用途 

さらに，図 4-11において回答が著しく少なかったバターコーヒーとその他の項目を除い

た 3つの用途別にマーガリン類との併用状況を集計した結果を図 4-12に示す。パンに塗る

用途の場合はマーガリン類の併用が多い（4割前後）が，製菓・製パンと料理はマーガリン

類で代用しない回答者の割合が多くなった。 

図 4-12 マーガリン類を併用するか（n=1,400） 

図 4-13は，「発酵バター」の認知度および消費実態を示している。日本では長らく非発

酵製法のバターが主流であったが，ヨーロッパでは発酵バターの方が一般的である。近年日

本の大手メーカーからも発酵バターが売り出され，一般の小売店にも多く流通している。従

来の非発酵タイプに比べて香りが豊かで，バター特有の甘味やコクが強く感じられると人

気を集めている。 

本調査においても，「発酵バターを知らない」と回答した 34.1％の回答者以外は，発酵

バターを認知している。普通のバターよりも発酵バターの方が消費量が多い，あるいは発酵

バターしか購入しないと答えた人は合計 10.6％であった。 

77.9%

42.2%

86.1%

1.8%

0.1%

0.1%

46.4%

11.4%

42.2%

その他

バターコーヒーに

料理に使う

製菓・製パン用

パンに塗る

0% 25% 50% 75% 100%

使うことのある用途(MA)

最もよく使う用途(SA)

45.4%

47.9%

40.3%

18.0%

10.9%

77.8%

34.0%

18.1%

60.3%

製菓・製パン用

料理に使う

パンに塗る

0% 25% 50% 75% 100%

バター入りマーガリン

マーガリン

どれも使わない
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図 4-13 発酵バターの認知・消費（n=1,400） 

放牧を中心とする飼養により牧草だけを食べさせた牛の牛乳を使った「グラスフェッド」

と呼ばれるバターがある。日本ではほとんどの酪農家が牛を舎飼いで飼養するため，国産の

グラスフェッド・バターは生産量が非常に少なく希少であり，国内に流通しているグラスフ

ェッド・バターはヨーロッパやニュージーランドといった外国産が主流である。グラスフェ

ッド・バターを購入すると答えた回答者も 1 割程度いたが，知らないと答えた回答者が 7

割を占め，消費者の認知度は低いことが改めて確認された（図 4-14）。 

図 4-14 グラスフェッド・バターの認知・消費（n=1,400） 

第 3 項 バターの PSM 価格 

次に，バターの PSM 分析を行った。PSM 分析では，消費者が持つ値ごろ感を表す 4 種

類の累積曲線（高すぎて買わない価格，買うが高いと思い始める価格，買うが安いと思い始

める価格，安すぎて買わない価格）の 4つの交点を，「上限価格」「下限価格」「妥協価格」

「理想価格」として求め，その商品の市場における受容価格帯と考える。 

PSM分析の結果を図 4-15に示す。上限価格は 400円，下限価格は 300円，妥協価格と

最適価格はともに 350 円となった。上限価格と下限価格の間である受容価格帯の幅がかな

り狭く，バターの実勢価格に近い結果であった。 

3.1%

7.5%

20.1%

35.2%

34.1%

「発酵バター」のみ

「発酵バター」が多い

普通のバターが多い

ほとんど～全く買っていない

「発酵バター」を知らない

0% 25% 50% 75% 100%

1.2%

8.9%

19.7%

70.2%

グラスフェッドバターのみ

買うことがある

買ったことはない

知らない

0% 25% 50% 75% 100%
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図 4-15 バターの PSM 分析 

これは，よく言えばバターが日常品であるために回答者が値ごろ感を知っていることを

示しており，価格情報を自由記入させた場合の妥当性を裏付けるものである。一方で，問題

としては，実勢価格が参照価格として働き，コンジョイント分析で真の価値評価を回答しな

い可能性が考えられる。つまり，実際に販売されているバターが常に隠れたオプションとし

て存在するため，結果の解釈には注意が必要である。 

第 4 項 各ブランドのバターに対するイメージ 

各国産バターに対して回答者が持っているイメージを 5 段階尺度で評価してもらった。

評価項目は 1）おいしい，2）香りがよい，3）個性的，4）高級感がある，5）新鮮，6）健

康によい，7）製造技術が高い，8）衛生管理が徹底している，9）残留農薬やホルモン剤が

不安，10）牛が健康的，11）環境への負担が少ない，の 11項目である。図 4-16に，各ブ

ランドの評価を示す。

パターの価格（円／200g） 

下限価格 上限価格 

妥協価格 

最適価格 



153 

1）おいしい 

2）香りがよい 

3）個性的 

4）高級感がある 
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5）新鮮 

6）健康によい 

7）製造技術が高い 

8）衛生管理が徹底している 

31.1%

41.3%
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9）残留農薬やホルモン剤が不安 

10）牛が健康的

11）環境への負担が少ない

図 4-16 各バター・ブランドのイメージ（n=1,400） 

図 4-16の 1）～11）に示した各国産およびグラスフェッド・バターのブランドイメージ

について総合すると，国産は，すべての項目で安定した支持を得ており，製造技術や衛生管

理において高く評価されている。外国産に比べて，環境負荷や牛が健康的なイメージを持つ

回答者も多かった。ただし，残留農薬やホルモン剤への不安は他の商品とあまり差がなく，

「個性的」の項目に対する評価は低い。 
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北海道産は，全体を通して最も評価が高く，特に「おいしい」「香りがよい」「新鮮」の

項目はその他のプロファイルに比べて突出して評価が高かった。同じ国内生産商品であっ

ても，ほとんどの項目で通常の国産バターの評価を上回っており，北海道というブランドイ

メージが浸透していることがうかがえる。 

NZ産は，約半数の回答者が「牛が健康的」というイメージを持っているものの，それ以

外のすべての項目において評価が低かった。実情として NZの酪農家のほとんどが牧草主体

の飼養であるにもかかわらず，グラスフェッド・バターのプロファイルと比べても全体的に

評価が低く，認知度の低さが浮き彫りとなった。 

フランス産は，個性的でおいしいというイメージを持つ回答者が多かったが，牛の健康や

残留農薬への不安を持たれている。もともと市場に流通するフランス産バターは高価格帯

の商品が多いため，高級なイメージを持つ回答者が多いものと予想されたが，高級感がある

と答えたのは意外にも 65.2％にとどまり，北海道産の 74.4％には及ばなかった。 

グラスフェッドは個性的，低環境負荷のイメージだけが突出しており，他に新鮮，健康に

良い，牛が健康的といったイメージも持たれている。日本における放牧率が非常に低いこと

から，グラスフェッド・バターの認知度も著しく低く，正しい認識を持つ消費者は少ないか

と思われたが，我々の予想よりも，消費者は「グラスフェッド」に対して正しいイメージを

持っているという結果となった。 

第 4 節 推定結果と考察 

第 1 項 パラメータの推定結果 

推定すべきパラメータの事後分布の推定結果を表 4-12と図 4-17に示した。パラメータ

の数が多く，その分布もほぼ正規分布に近かったことから，期待値と標準偏差のみを示した。

図 8では，表示を簡素化するために，仮説検定（z検定）に従い，標準誤差が期待値に対し

て大きい𝛽の推定値は図示から省いた。ベイズ推定の結果に仮説検定の「有意」という表現

を使うのは適切でないかもしれないが，0と識別し難い目安として，ここではこの表現を利

用する。 
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表 4-12 推定パラメータの事後分布の期待値 

セグメント α     β1     β2     β3   

C01 232.0 (7.8) 
 

-44.9 (9.8) 
 

7.2 (6.4) 
 

4.4 (8.7) 

C02 303.2 (5.2) 
 

-43.2 (5.3) 
 

7.2 (4.1) 
 

8.0 (5.0) 

C03 361.2 (4.1) 
 

-41.3 (4.4) 
 

5.1 (3.4) 
 

28.2 (3.9) 

C04 401.2 (3.7) 
 

-75.9 (4.9) 
 

14.1 (3.4) 
 

36.3 (4.3) 

C05 402.5 (4.0) 
 

-125.7 (5.5) 
 

18.2 (4.0) 
 

7.5 (5.2) 

C06 306.6 (8.0) 
 

-218.2 (18.7) 
 

31.5 (8.7) 
 

-18.1 (11.1) 

C07 451.9 (6.2) 
 

-169.8 (9.8) 
 

17.5 (5.9) 
 

-173.2 (9.6) 

C08 510.7 (8.8) 
 

-152.2 (10.6) 
 

26.1 (7.1) 
 

-16.4 (9.4) 

C09 677.0 (14.1) 
 

-162.2 (15.1) 
 

18.9 (10.6) 
 

33.8 (13.0) 

C10 513.3 (13.0) 
 

-111.0 (9.5) 
 

23.5 (7.6) 
 

207.4 (11.8) 

C11 413.2 (12.0)   11.7 (11.9)   38.4 (9.1)   149.1 (10.6) 
            

セグメント β12     β13     β23     β123   

C01 13.0 (7.1) 
 

18.8 (12.9) 
 

8.4 (6.7) 
 

-18.7 (10.2) 

C02 8.8 (5.4) 
 

21.4 (8.6) 
 

5.3 (5.5) 
 

-19.3 (8.5) 

C03 14.1 (5.5) 
 

18.6 (7.2) 
 

6.0 (5.0) 
 

-17.1 (8.1) 

C04 15.9 (6.0) 
 

5.4 (8.8) 
 

8.3 (6.0) 
 

-24.1 (10.2) 

C05 15.1 (7.7) 
 

18.7 (9.9) 
 

14.8 (8.1) 
 

-32.7 (13.0) 

C06 15.0 (9.5) 
 

15.0 (18.8) 
 

7.5 (8.4) 
 

-24.4 (13.4) 

C07 11.0 (6.7) 
 

28.0 (19.9) 
 

7.4 (6.4) 
 

-15.0 (12.1) 

C08 16.5 (10.4) 
 

43.4 (16.4) 
 

12.9 (10.1) 
 

-31.6 (15.5) 

C09 27.2 (13.9) 
 

32.7 (22.9) 
 

17.6 (13.5) 
 

-47.9 (21.8) 

C10 12.0 (7.3) 
 

37.6 (16.6) 
 

6.6 (7.5) 
 

-19.0 (12.0) 

C11 24.5 (11.3) 
 

-4.1 (20.1)   8.0 (10.2)   -35.1 (16.6) 
            

セグメント μ            

C01 37.9 (3.4) 
         

C02 34.5 (1.8) 
         

C03 34.6 (1.4) 
         

C04 45.8 (1.7) 
         

C05 62.1 (1.8) 
         

C06 46.8 (4.1) 
         

C07 35.1 (2.4) 
         

C08 63.6 (3.3) 
         

C09 88.6 (5.1) 
         

C10 41.4 (3.0) 
         

C11 59.9 (3.4) 
         

注）( )内は標準誤差 
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（𝛼を含めて表示） 

 

（𝛼を省いて表示） 

図 4-17 推定パラメータの事後分布の期待値 

推定されたパラメータの意味を確認しておく。本章の定義では，例えば，「1. 国産」の

商品価値評価の最頻値は�̅�1 = 𝛼であった。「何も買わない」場合の商品価値評価を 0，価格

を 0に基準化したので，「1. 国産」の価格𝑝1が𝛼に等しければ，「1. 国産」と「何も買わ

ない」の選択確率が等しくなる。この意味で，商品価値評価 𝛼の値を「1. 国産」の評価「額」

として解釈できる。本章の場合，単位は 200gあたり円である。他のプロファイルも同様で，
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例えば，「3. 北海道産」の商品価値評価は𝛼 + 𝛽2円／200g，「5. NZ産」の商品価値評価

は𝛼 + 𝛽1円／200gと，評価額で表現する。 

𝛼の推定値の期待値は，最も高いセグメント（C09）で 677 円／200g，最も低いセグメ

ント（C01）で 232円／200gと大きな差があるが，最もメンバー数の多いセグメント C05

では 402.5円／200gと，現実のバターの販売価格（以下，400円／200gを想定）に近い

結果となった。 

パラメータ𝛽1は，輸入品属性の評価であり，具体的には「1. 国産」に対する「5. NZ産」

の商品価値評価の高さにあたる。この推定値の期待値は，C11 を除く全てのセグメントで

マイナスの値となり，「5. NZ産」に対する「1. 国産」の評価の高さが確認された。この

マイナスの値が最も大きいのはセグメント C06で-218.2円／200gの評価である。ただし，

このセグメントに属する被験者は817名中22名と多くはない。最もメンバー数の多いC05

では，-125.7 円／200g であった。一方で，有意にマイナスであるとはいえ，セグメント

C01～C03の評価値は 50円／200g未満のマイナス額であり，C11はほぼ 0であった。 

産地プレミアムを示す𝛽2の推定値は，C01を除きプラスであった。具体的には，「1. 国

産」に対する「3. 北海道産」の評価額の高さであり，消費者の持つ北海道産のプレミア感

が確認できた。ただし，その値は期待値で 5～38円／200g程度である。 

なお，同じ産地プレミアムである「7. フランス産」の「5. NZ産」に対する評価額の差

は𝛽2 + 𝛽12で推定されているが，このうち𝛽12の推定値も，20 円／200g 前後と小さいもの

のすべてのセグメントでプラスであり，「1. 国産」に対する「3. 北海道産」のプレミアム

以上に，「5. NZ産」に対する「7. フランス産」のプレミアムが大きい。 

グラスフェッド属性の評価𝛽3はセグメントによって評価が分かれた。C02～C04，C09～

C11はプラス評価で，特に，C10と C11の評価が，それぞれ 207.4円／200g，149.1円

／200gと高い。一方で，C06～C08は，グラスフェッド属性がマイナスに評価されている。

特に C07が大きく，172.3円／200gのマイナス評価である。 

ただし，これらは「1. 国産」にグラスフェッド属性が加わった場合の評価であって，「5. 

NZ産」にグラスフェッド属性が加わった場合（すなわち「6. NZ産グラスフェッド」）の

評価は，𝛽3 + 𝛽13で評価される。その追加的評価𝛽13は，すべてのセグメントでマイナスは確

認できなかった。𝛽3が-16.4円／200gとマイナスであった C08でも，𝛽13が 43.4円／200g

であり，「2. 国産 GF」のグラスフェッド属性に対する評価はマイナスでも，「5. NZ 産

GF」のグラスフェッド属性の評価はプラスとなっている。 

なお，パラメータ𝛽23は，「2. 国産 GF」に対する「4. 北海道産 GF」の評価額の差に相

当するが，これについてはいずれのセグメントでも有意な差は確認できない程度に小さか

った。一方で，「6. NZ産 GF」に対する「8. フランス産 GF」の評価額の差は，セグメン



160 

 

ト C07 を除いて全てマイナスで，グラスフェッド属性については，NZ 産の評価がフラン

ス産よりも高いことが確認できた。 

パラメータ𝜇の推定値は，商品価値評価のばらつきで，この値の約 1.28 倍が標準偏差に

相当する。(2) 式または (3) 式からわかるように，𝜇が大きいほど，当該ブランドの価格や

属性の違いによる価格差の高さが選択確率を左右しない。言い換えれば，プラスであれマイ

ナスであれ，絶対値の大きい評価額を示しやすいということであり，逆に𝜇が小さい場合は

評価が厳しくなる。例えば，セグメント C01，C02，C06は，𝜇の推定値が小さく，𝛼の推

定値の期待値も小さい。逆に，セグメント C09は，𝛼の推定値の期待値が最も大きいが，𝜇

の推定値も大きい。𝜇が小さいにも関わらず，大きな評価を示している場合は，その属性に

かなり強い選好を持つと考えられる。例えば，セグメント C10のグラスフェッド属性に対

する評価がそれに相当する。 

第 2 項 商品価値評価の比較 

以上のパラメータの推定値に基づいて，「1. 国産」「3. 北海道産」「5. フランス産」

「7. NZ産」の 4つのプロファイルの商品価値評価を比較すると，図 4-18となる。 

いずれのセグメントも，「3. 北海道産」を「1. 国産」に対して高く評価している。一方，

C11セグメントを除いたいずれのセグメントも，「5. NZ産」と「7. フランス産」を，「1. 

国産」よりも低く評価している。特に「5. NZ産」の評価が低い。ただし，「5. NZ産」の

評価の低さはセグメントによって異なり，C01～C03のセグメントでは，その差は 50円／

200g程度である。𝜇1～𝜇3の推定値がいずれも 35円／200g程度（表 4-12），標準偏差で

約 45 円／200g 程度であるから，商品価値評価のばらつきを考慮すると，これらのセグメ

ントにとって国産の優位性は絶対ではない。 
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注）折れ線グラフは期待値を示し，上下の縦線は 90％信用区間を示す。 

図 4-18 4 プロファイルのセグメント別商品価値評価の推定値 

一方，C05～C10セグメントの「5. NZ産」の評価は低く，その最頻値の期待値は「1. 国

産」に対して 100～200円／200gの差がある。 

ただし，NZ産バターは，グラスフェッドが一般的であるという，国産やフランス産では

稀な特徴がある。上記「5. NZ産」には，このことが評価されていない可能性が高い。本章

で行ったアンケート調査で，NZ産バターを購入したことがあるという回答は，被験者 817

名のうち 10.6％であったが，NZ 産グラスフェッド・バターを購入したことがあるという

回答は，わずか 2.1％で，そもそもグラスフェッドを知らないという回答が，71.2％であっ

た。 

そこで，「5. NZ産」を，グラスフェッド属性を明示した「6. NZ産 GF」に替えて，そ

の商品価値評価を確認する。図 4-18の「5. NZ産」を「6. NZ産 GF」で置き換えたもの

を図 4-19に示す。 
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「6. NZ産 GF」の評価は，「5. NZ産」と比較して，C01～C03セグメントで若干高い。

ただし，これらのセグメントでは「1. 国産」と「5. NZ産」との評価の差が小さいので，

若干の差であっても「1. 国産」の評価に「6. NZ産 GF」の評価が接近している。最も構成

員数の多い C04と C05は，依然として「1. 国産」の評価が高いものの，その差は「6. NZ

産 GF」の評価の方が小さい。C10と C11セグメントでは，むしろ「6. NZ産 GF」の評価

が「1. 国産」を上回る。一方，C06は「5. NZ産」の場合とほとんど変わらず，C07では

むしろ大きく下回る。 

 

図 4-19 「6. NG 産 GF」の商品価値評価（図 4-18 との比較） 

第 3 項 シミュレーション 

以上の商品価値評価に基づいて，各被験者のマインドシェアを推計し，それを被験者全体

で集計することで，潜在的市場シェアを推計する。ここで「マインドシェア」とは，選択実

験の結果から推計した各プロファイルの商品価値評価のパラメータに基づいて予測される

各プロファイルの選択確率である。さらに「潜在的市場シェア」とは，各被験者のマインド

シェアの推計で，本稿の造語である。 
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状況設定として，様々なプロファイルの組み合わせが考えられるが，市場開放後の現実に

近い状況を想定し，「1. 国産」「3. 北海道産」「5. フランス産」「7. NZ産」の 4つの

プロファイルのブランドが店頭に並んでいる状況を設定した。いずれのブランドも 400 円

／200gで同価格であるとし，関税引き下げで「5. NZ産」の価格だけが低下したと想定す

る。 

ただし，現実には，輸入量が厳しく制限されているため，NZ産バターを消費者が無制限

に購入できる状況にはないが，ここでは店頭での売り切れは考えない。店頭の選択は，棚割

りや POP広告，パッケージデザインなどにも影響されるかもしれないが，それも考慮しな

い。このため，潜在的市場シェアは，実際のシェア予測というよりも，商品価値競争力の指

標として理解すべきである。 

この状況設定における潜在的市場シェアは，表 4-12推定結果から 11の各セグメントの

被験者の 4 プロファイルのマインドシェアを推計し，それらを各セグメントの構成比で加

重平均することで求める。 

すなわち，セグメント𝑚 ∈ 𝑀 = {1,… ,11}のプロファイル𝑗 ∈ 𝐽 = {1,3,5,7}のマインドシェ

アの推定値�̂�𝑚𝑗は，パラメータの推定値が�̂�𝑚 = (�̂�𝑚, �̂�𝑚1, … , �̂�𝑚,123)，�̂�𝑚であるとき，商品価

値評価の期待値の推定値�̂�𝑗𝑚 = 𝑥𝑗�̂�𝑚で計算した上で，価格𝑝 = (𝑝1, 𝑝3, 𝑝5, 𝑝7)の関数として，

次の多項ロジットモデルで計算する。 

�̂�𝑚𝑗(𝑝) =
exp(

�̂�𝑚𝑗
�̂�𝑚

−
1

�̂�𝑚
𝑝𝑗)

∑ exp(
�̂�𝑚ℎ
�̂�𝑚

−
1

�̂�𝑚
𝑝ℎ)ℎ∈𝐽

 (7) 

続いて，潜在的市場シェア𝑆𝑗を，全被験者数に占めるセグメントの人数の割合𝑤𝑚の加重

平均し，価格 pの関数として以下で計算する。 

𝑆𝑗(𝑝) = ∑ 𝑤𝑚𝜋𝑚𝑗(𝑝)𝑚∈𝑀  (8) 

結果は，図 4-20に示した。 
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「5. NZ産」以外のプロファイルの商品価格は 400円／200g。 

曲線の周りの影は，それぞれ 90％信用区間を示す。 

図 4-20 「5. NZ 産」の価格条件による潜在的市場シェアの変化 

「5. NZ 産」の商品価値評価は低く，同価格では国産とは競合しない。価格が約 320円

／200gを下回って始めて国産のシェアを超える。 

ただし，NZ産バターは，グラスフェッドが一般的であるという，国産やフランス産では

稀な特徴がある。上記「5. NZ産」には，このことが評価されていない可能性が高い。実際，

本章で行ったアンケート調査で，NZ産バターを購入したことがあるという回答は，被験者

817 名のうち 10.6％であったが，NZ 産グラスフェッド・バターを購入したことがあると

いう回答は，わずか 2.1％で，そもそもグラスフェッドを知らないという回答が，71.2％で

あった。 

そこで，「5. NZ産」を，グラスフェッド属性を明示した「6. NZ産 GF」に替えて，そ

の価格を同じく 400～300 円／200g の間で変動させて，潜在的市場シェアの予測を行っ

た。結果は，図 4-21となった。 
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「6. NZ産 GF」以外のプロファイルの価格は 400円／200g。 

曲線の周りの影は，それぞれ 90％信用区間を示す。 

図 4-21 「6. NZ 産 GF」の価格条件による潜在的市場シェア予測 

「6. NZ 産 GF」の潜在的市場シェアが，「5.NZ 産」の場合と比べて大幅に大きくなっ

ている。370円／200g以下では，「1. 国産」と，350円以下では「3. 北海道産」と市場

シェアが逆転する。 

しかしながら，先述した通り，これらの推計は，グラスフェッドについて，選択実験の途

中で情報を与えた上での結果である。グラスフェッドの認知度は低く，認知度が上がった場

合の影響を測りたかったからである。 

情報の与え方は，被験者をほぼ均等にランダムに振り分け，すでに図 4-3～図 4-5 に示

した 3 種類のいずれか 1 種類の説明を読んでもらった。すなわち，1）グラスフェッドが，

牧草だけで育った牛から搾られた生乳から作られているという最低限の情報（簡易説明），

2）現在主流の舎飼いとは異なり，放牧酪農が環境にも動物にもやさしい酪農の製品である

ことを訴求した説明（環境情報），3）グラスフェッド・バターが，必須脂肪酸オメガ 3で

あるα-リノレン酸と共役リノール酸が豊富であることを訴求した説明（健康情報）の 3種

である。 

図 4-22に，与えられた情報別に潜在的市場シェアの違いを，図 4-21のうち「6. NZ産

GF」のみだけを描画することで示している。「6. NZ産 GF」以外のプロファイルの価格は

400円／200g。曲線の周りの影は，それぞれ 90％信用区間である。 
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図 4-22 グラスフェッドの説明の違いによる「6. NZ 産 GF」の潜在的市場シェア予測 

「環境情報」に若干の優位性があるように見えるが，3情報とも潜在的市場シェアに大き

な影響はみられなかった。言い換えれば，グラスフェッドについて簡易な説明を与えただけ

で，図 4-21の潜在的市場シェアの変化をもたらす可能性があるということである。 

すでに，最大手の小売り業者がグラスフェッド・バターを PB商品として販売するように

なり，グラスフェッド・バターの使用を謳ったパッケージ商品も出回るようになった。そう

した商品に掲げられている簡易な説明が，消費者の選好を変える可能性が示唆される。 

ならば，「1. 国産」または「3. 北海道産」にグラスフェッド属性を加えた「2. 国産 GF」

または「4. 北海道産 GF」に対してはどうか。まず，「2. 国産 GF」「3.北海道産」「6. NZ

産 GF」「7. フランス産」の 4ブランドの競合の場合，「6. NZ産 GF」の価格を変えた場合

の潜在的市場シェアの変化は，図 4-23となる。 
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図 4-23 「2. 国産 GF」との競合における「6. NZ 産 GF」の価格条件による 

潜在的市場シェア予測 

「2. 国産 GF」が「3. 北海道産」と競合しながら，「6. NZ産 GF」のシェアを取り戻す

形となっている。「6. NZ産 GF」が，価格が 340円／200g前後で「2. 国産 GF」のシェ

アを上回る。 

「1. 国産」「4.北海道産 GF」「6. NZ産 GF」「7. フランス産」の 4ブランドの競合の場

合，「6. NZ産 GF」の価格を変えた場合の潜在的市場シェアの変化は，図 4-24となる。 

 

図 4-24 「4. 北海道産 GF」との競合における「6. NZ 産 GF」の価格条件による 

潜在的市場シェア予測 
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「4.北海道産 GF」は，「6. NZ産 GF」の価格が約 320円／200g以上では，他のプロフ

ァイルに対して圧倒的な強さを見せる。ただし，いずれのプロファイルにおいてもグラスフ

ェッド属性を考慮しなかった場合と比べると，NZ産に対する優位性はやや低くなる。 

以上の結果は，NZ産バターがグラスフェッドを訴求した場合の国産あるいは北海道産の

バターに対する脅威を示すとともに，国産あるいは北海道産のバターが，グラスフェッドを

行った場合の対応可能性を示している。特に，北海道産がグラスフェッド属性を備えること

の潜在力は高い。 

第 4 項 各セグメントの特徴 

バターの各プロファイルに対する評価の違いから，11のセグメントに分けた。各セグメ

ントがどのような消費者か，その特徴を把握するために，以下で，被験者の年齢・性別，食

費月額，食スタイル，バターの購入経験の分布（構成比）の違いを確認しておく。年齢・性

別，食費月額，食スタイル，バターの購入経験に注目した理由は，職業や子供の有無，バタ

ー・ブランドの定性的評価等の他の回答結果と比べて，分布の違いが大きかったからである。

図 4-25～図 4-28 に，上記の商品価値評価によるセグメントとこれら個人属性等とのクロ

ス集計を示し，表 4-15に，それらのまとめを示した。 

以後，個人属性等の構成比の多寡を記述するが，おおよその判断である。目安として，当

該項目のそれ以外のセグメントに対する対数オッズ比についての仮説検定結果を踏まえて

いるが，メンバー数が少ないセグメントについては，仮説検定が棄却されにくい場合もある

ので，例えば構成比が比較的大きければ，可能性も含めて「大きい」と記述している。その

区別として，表 4-15に，対数オッズ比が 0という帰無仮説を片側検定 5％未満で棄却され

る場合は*印を付し，棄却されないが構成比が大きい場合は*印を付さずに表記している。 

（1）年齢・性別構成 

図 4-25に，年齢別・性別の構成比を示した。アンケートの募集で，年齢・性別のコント

ロールを行わなかったので，女性の割合が大きく，男性は全体で 18％に過ぎない。アンケ

ートでは，10歳区切りで年齢を聞いているが，50歳未満か 50歳以上かで，セグメント間

の構成比の違いが大きく出ていたので，図の単純化のために，ここで区切って示している。

全体で，被験者の 36％が 50歳未満の女性で，46％が 50歳以上の女性である。 
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図 4-25 バターの商品価値評価のセグメント別，年齢・性別別構成 

C05は最もメンバー数の多いセグメントで，C04はそれに次ぐ。C05の年齢・性別構成

は全体の構成とほぼ同じで，C04の構成比は，50歳以上の女性の割合が高い。 

C08と C10も，C04と並び 50歳以上の女性の割合が多い。特に C10は，最も 50歳以

上の女性の割合が高いセグメントで，この層が 63％を占める。一方，C01, C02は，50歳

未満の女性が多く，C03と C07もやや多い。 

男性は全体で少ないが，C06 と C09 でそれぞれ 32％と，比較的大きな構成比を占めて

いる。 

（2）食費月額 

アンケートで食費月額を聞いた。表 4-11 に示した通り，2 万円未満を最低額として，3

万円区切りで聞いている。ただし，食費月額は，家族員数に左右されるので，これを調整し

なければならない。おおまかな区分で聞いた食費月額であるので，厳密な調整は不可能であ

るが，食費月額の区分の中央値𝑦を同居家族員数𝑛𝑓と同居する未就学児の数𝑛𝑐に OLS 回帰

した結果が以下となった。 

�̂� = 3.124(0.225) + 1.048(0.079)𝑛𝑓 − 1.158(0.258)𝑛𝑐 R2 = 0.1779，( )内は標準誤差． 

この結果を勘案し，定数項が 3 万円，それに未就学児数を除く家族員数１人あたり１万

円増額した値を「おおよその平均食費月額」に設定した。図 4-26は，その額からの回答さ

れた食費月額区分の中央値との偏差である。情報量が限られているので，家族員数による偏

差のスケールの違いは調整しない。 
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図 4-26 バターの商品価値評価のセグメント別平均食費月額からの偏差 

C01 と C02 では，食費月額が「おおよその平均月額」より 2 万円以上少ない人が多く，

一方，C10，C09は，「おおよその平均月額」より 2万円以上多い人が多い。 

（3）食スタイル 

第 3 章で行った牛乳消費者に対するアンケート調査に倣い，アンケート調査問 6 で，バ

ターに限らない食一般に対する選好や態度（以下，「食スタイル」と呼ぶ）について質問し

た。以下にあるような食スタイルの表現に「はい」「いいえ」で回答を求め，その結果から

被験者を以下のように分類し，命名した。ただし，第 3 章のセグメンテーションにおける

分類基準に従うと，ほぼすべての被験者が，以下の命名で＜LOHAS＞または＜好奇心だけ

＞に分類されてしまう。これでバター消費者の食に対する関与の高さを確認することはで

きるが，本章では，バター消費者間の特徴の違いを把握したいので，分類基準を厳しくして

いる。したがって，分類に利用した設問と命名は第 3 章と一致しているが，分類基準が一

致するものではなく，本章の分析で＜普通＞の消費者と言っても，第 3 章における＜普通

＞の消費者より食に関心のある消費者である点に留意されたい。 
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表 4-13 食スタイルによる被験者の分類 

  分類名 

  LOHAS 
安全性 
だけ 

好奇心 
だけ 

普通 無関心 無効 

セグメントのメンバー数 280 137 221 127 22 30 

生活感 

生活に精いっぱいで食を楽しむ余裕がない 0.15 0.13 0.21 0.29 0.27 1.00 

もともと食にはあまり関心がない 0.10 0.15 0.08 0.20 0.45 0.70 

食に対するこだわり 

鮮度や味など，品質レベルが高い店がよい 0.97 1.00 0.95 0.94 0.36 1.00 

おいしいものを食べることが人生の喜びだと思う 0.95 0.94 0.94 0.86 0.36 0.97 

食に対する好奇心 

普段見ない，珍しいものが置いてある店がよい 0.79 0.75 0.83 0.36 0.41 0.93 

食事には新しいものを取り入れるようにしている 0.70 0.62 0.62 0.13 0.14 0.90 

珍しいものは食べてみる 0.48 0.44 0.52 0.09 0.23 1.00 

話題になっているものはとりあえず食べてみる 0.58 0.58 0.65 0.15 0.09 0.97 

食に対する積極性 

食べ物のことで話題が盛り上がることが多い 0.85 0.80 0.89 0.44 0.32 0.97 

店員が対面でいろいろ説明してくれる店がよい 0.64 0.54 0.64 0.13 0.05 0.80 

試飲・試食で味が確かめられる店がよい 0.83 0.83 0.94 0.50 0.41 0.93 

店頭のポップや商品説明が充実している店がよい 0.85 0.77 0.88 0.46 0.27 0.93 

近所や周辺地域の住民に人気がある店がよい 0.91 0.91 0.90 0.73 0.27 0.97 

食と健康 

ダイエットや食事制限をしている 0.36 0.30 0.28 0.20 0.00 0.77 

体によいという理由で食べ続けているものがある 0.76 0.70 0.53 0.52 0.36 0.83 

医者や薬より何を食べるかの方が大事だとおもっている 0.87 0.80 0.70 0.62 0.50 0.90 

安全性への関心       

放射性物質を気にしている 0.72 0.64 0.26 0.28 0.14 0.93 

使用された農薬を気にしている 0.79 1.00 0.18 0.21 0.23 1.00 

使用された肥料を気にしている 0.59 0.41 0.07 0.06 0.09 1.00 

使用した農薬・肥料・種の情報がわかる店がよい 0.94 1.00 0.75 0.57 0.05 0.97 

多少高くても安全だと思う食材を選ぶようにしている 0.84 1.00 0.48 0.37 0.23 0.83 

LOHAS的関心       

有機農産物が充実している店がよい 0.96 0.88 0.71 0.55 0.18 0.97 

環境・生物配慮の農産物が置いてある店がよい 0.99 0.91 0.75 0.58 0.00 0.93 

環境・社会への貢献が感じられる店がよい 0.96 0.84 0.74 0.51 0.05 0.93 

環境にやさしいかを気にしている 1.00 0.44 0.12 0.13 0.05 1.00 

動物福祉を気にしている 0.65 0.11 0.08 0.11 0.05 1.00 

ビーガンやマクロビへの配慮がある店がよい 0.80 0.27 0.38 0.13 0.14 0.87 

注）表頭の名称は本文参照。表体の数値は，表側について「はい」と回答した人の割合を示す。 
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＜LOHAS＞：「動物福祉を気にしている」「ビーガンやマクロビへの配慮がある店がよ

い」のいずれかに「はい」と回答し，かつ「有機農産物が充実している店がよい」「環境・

生物配慮の農産物が置いてある店がよい」「環境・社会への貢献が感じられる店がよい」「環

境にやさしいかを気にしている」の 4 つのうち 2 つ以上に「はい」と回答した被験者。

LOHAS（ロハス）とは，「"Lifestyles of Health and Sustainability"の頭文字をとった略

語で，健康と環境，持続可能な社会生活を心掛ける生活スタイル」（NPOロハースクラブ）

で，それに近い食スタイルと想定される。 

＜安全性だけ＞：＜LOHAS＞に分類された被験者以外で，「使用された農薬を気にして

いる」「使用した農薬・肥料・種の情報がわかる店がよい」「多少高くても安全だと思う食

材を選ぶようにしている」の全てに「はい」と回答した被験者。安全性は重視するが＜

LOHAS＞のように，食において環境や社会的な問題は気にしていない。 

＜好奇心だけ＞：＜LOHAS＞にも＜安全性だけ＞にも分類されない被験者で，「食事に

は新しいものを取り入れるようにしている」「珍しいものは食べてみる」「話題になってい

るものはとりあえず食べてみる」「食べ物のことで話題が盛り上がることが多い」「店員が

対面でいろいろ説明してくれる店がよい」「試飲・試食で味が確かめられる店がよい」「店

頭のポップや商品説明が充実している店がよい」「近所や周辺地域の住民に人気がある店が

よい」の 8 つのうち 5 つ以上に「はい」と回答した被験者。食には関心があるが，食の安

全性や環境・社会的問題は，あまり気にしない。 

＜無関心＞：上記以外で，「鮮度や味など、品質レベルが高い店がよい」「おいしいもの

を食べることが人生の喜びだと思う」のいずれかに「いいえ」と回答し，「話題になってい

るものはとりあえず食べてみる」「近所や周辺地域の住民に人気がある店がよい」「使用し

た農薬・肥料・種の情報がわかる店がよい」「環境・生物配慮の農産物が置いてある店がよ

い」の 4つのうち，「はい」と回答した数が１つ以下の被験者。 

＜普通＞：上記以外の被験者。「鮮度や味など、品質レベルが高い店がよい」「おいしい

ものを食べることが人生の喜びだと思う」には「はい」と答えており，＜無関心＞には分類

されないが，＜LOHAS＞や＜安全性だけ＞，＜好奇心だけ＞の該当項目とした設問に「は

い」と回答した数が少なく，それらの分類基準に満たない被験者。 

ただし，全てに「はい」と回答するなど，明らかに整合性のない回答は，＜無効＞に分類

した。 

バターに対する商品価値評価のセグメント別に，この食スタイルの構成比を図 4-27に示

した。 
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図 4-27 バターの商品価値評価のセグメント別食スタイルの割合 

「計」で全体の構成比が確認される。34％が＜LOHAS＞であり，＜安全性だけ＞が 17％，

＜好奇心だけ＞が 27％，＜普通＞が 16％，＜無関心＞は 3%だった。第 3章では＜無関心

＞が 30％以上で，＜LOHAS＞はごくわずかだった。分類基準を厳しくしても，本章の分析

で分類された＜LOHAS＞の割合はかなり高く，＜無関心＞は少ない。第 3章では，調査母

集団を，週に 1 リットル以上の牛乳を自分で購入する消費者としたが，本章では，バター

を月に 50g 以上自分で購入している消費者としており，バター消費者の食一般に対する関

心の高さがうかがえる。 

セグメント別にみると，C10の＜LOHAS＞の構成比が最も大きく，C09，C08がそれに

次ぐ。＜安全性だけ＞の構成比は，C06が大きく，C07もやや大きい。C02は，＜好奇心

だけ＞の構成比が大きく，C01 は＜無関心＞の構成比が比較的大きい。＜無関心＞の構成

比は C06でも比較的大きい。 

（4）バターの購入経験 

被験者のバターの購入経験パターンを以下のように分類した（表 4-14）。 
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表 4-14 バター・ブランドの購入経験による被験者の分類 

 

注）表頭の名称は本文参照。表体の数値は，各分類で，「買ったことがある」と回答した割合を示

す。( )内は該当者人数。 

＜国産のみ＞：国産バターのみ購入経験がある。 

＜北海道産も＞：国産以外には北海道産のみ購入経験がある。 

＜輸入品も＞：NZ産またはフランス産のバターの購入経験がある。ただし，グラスフェ

ッド・バターの購入経験がある人は除く。これに分類される被験者の大半は，国産や北海道

産の購入経験も持つ。 

＜GFも＞：国産，北海道産，輸入品の購入経験に関わらず，グラスフェッド・バターの

購入経験がある。 

図 4-28に，この購入経験のパターンの分布を，バターの商品価値評価のセグメント別に

示した。 

国産のみ 北海道産も 輸入も GFも
(n=) (81) (511) (148) (77) (817)

国産 1.00 0.90 0.97 0.87 0.92

北海道産 0.00 1.00 0.87 0.81 0.86

NZ産 0.00 0.00 0.40 0.36 0.11

フランス産 0.00 0.00 0.80 0.47 0.19

国産GF 0.00 0.00 0.00 0.65 0.06

北海道産GF 0.00 0.00 0.00 0.48 0.05

NZ産GF 0.00 0.00 0.00 0.22 0.02

フランス産GF 0.00 0.00 0.00 0.34 0.03

分類名買ったことの

あるバター
計
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図 4-28 バターの商品価値評価のセグメント別バター・ブランドの購入経験 

全体として 73％が国産または北海道産の購入経験しかないと回答している。グラスフェ

ッド・バターの購入経験は 9％に留まり，それを除く輸入バターの購入経験者は 18％であ

る。大半のセグメントもこれに近い中で，C11は，輸入バターの購入経験者が 42％である。

一方，C10はグラスフェッド・バターの購入経験者の構成比が大きく，C01がそれに次ぐ。 

（5）セグメントの特徴のまとめ 

以上の個人属性等の分布と，先述した商品価値評価のうち「1. 国産」の評価額𝛼（以降，

「普通のバターの評価額」とみなす），「1. 国産」に対する「5. NZ 産」の評価額の差𝛽1

（以降，「輸入属性の評価額」とみなす），並びに「5. NZ産」に対する「6. NZ産 GF」

の評価額の差𝛽3 + 𝛽13（以降，「NZ産のグラスフェッド属性の評価額」とみなす）の推定値

の期待値から，各セグメントの特徴をまとめ，表 4-15に示した。 
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表 4-15 セグメントの特徴のまとめ 

セグメント
名 
( n ) 

 バターの商品価値評価  個人属性等 

 μ α 
β1のマ
イナス 

𝛽3

+ 𝛽13 
 年齢・性別 食費月額 食スタイル 

バターの 
購入経験 

C01 
(22) 

 最小 最小 小 ＋  若年女性* 最少 無関心* 
輸入も／ 
GFも* 

C02 
(67) 

 最小 小 小 ＋  若年女性* 少* 好奇心*  

C03 
(111) 

 最小 やや小 小 ＋  若年女性    

C04 
(152) 

 小  やや大 ＋  年配女性*    

C05 
(230) 

   やや大 ＋      

C06 
(22) 

 小 小 最大 －  男性  安全性*／
無関心* 

 

C07 
(29) 

 最小 やや大 大 －最大  若年女性   国産 

C08 
(62) 

  大 大 ＋  年配女性  LOHAS*  

C09 
(52) 

 最大 最大 大 ＋  男性* やや多* LOHAS*  

C10 
(27) 

 小 大 やや大 ＋最大  年配女性* 多* LOHAS* GFも* 

C11 
(43) 

  

  最小 ＋大      輸入品も* 

注）バターの商品価値評価の大小表記はおおよそのもので，正確な値は表 6を確認されたい。「若年女性」

等の個人属性等の表記は，図 4-25～図 4-26 に示した当該項目の割合が他のセグメントと比べて大き

いことを示し，それに付されている * 印は，それ以外のセグメントと比較した当該項目の対数オッズ

比が片側検定の有意水準 5％で 0より大きいことを示している。 

C05 は，最もメンバー数の多いセグメントであり，個人属性等のいずれも，被験者全体

の平均と同じ傾向を示しており，このセグメントを「典型的」なバター消費者とみなせるだ

ろう。普通のバターの評価額が 400円／200g前後と，国産バターの実売価格に近く，輸入

属性に対してはややマイナスの評価をしている。一方，NZ産のグラスフェッド属性の評価

はプラスである。 

C04も，C05に次いでメンバー数の多いセグメントで，C05と C04で全被験者の 47％

を占める。商品価値評価のばらつき𝜇が小さく，輸入属性のマイナスの評価額がやや小さい

他は，C05とほぼ同様で，個人属性等もほぼ同じだが，50歳以上の女性の割合が高い。 

C01，C02，C03 は，いずれも商品価値評価のばらつき𝜇がセグメント中最低レベルで，

商品属性に対してあまり高い評価額を示さないセグメントである。普通のバターの評価額

の期待値も，C01 は 232 円／200g と最低で，C02 も 303 円／200g，C03 も 361 円／

200gと低い。ただし，輸入品属性対するマイナス評価も小さく，いずれも 50円／200g未

満である。C01，C02は 50歳未満の女性の割合が高く，食費月額は最少レベルである。食

スタイルは，C01には＜普通＞～＜無関心＞が比較的多い傾向にあるが，C02は＜好奇心

だけ＞が比較的多い。すなわち，食の安全性や社会的問題に対する関心は低いが，珍しい食

べ物等には関心が高い消費者が比較的多いということになる。C01，C02と比べると，C03
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の食費月額や食スタイルの割合は全体の平均に近い。バターの購入経験は，C02もC03も，

全体平均と大差ないが，C01 は，輸入またはグラスフェッドの購入経験者が多い。推測で

あるが，C01には，値段の安さから輸入バターを購入する消費者が多いのかもしれない。 

C06，C07 は，𝜇は小さいが，輸入品属性のマイナス評価額が大きいセグメントである。

NZ 産のグラスフェッド属性に対してもマイナス評価で，特に C07 のマイナス評価額が大

きい。C06，C07 のいずれも，バターに関して選好が「保守的」と表現できるかもしれな

い。このうち，C06 の普通のバターの評価額は 307 円／200g と低く，輸入品属性のマイ

ナス評価はセグメント中最も大きい。男性の割合と，食スタイルの＜無関心＞と＜安全性だ

け＞の割合が比較的高い。C07は，C06と異なり，普通のバターの評価額は，452円／200g

とむしろ実売価格より高い。その一方で，グラスフェッド属性の評価額は-173 円／200g

と，セグメント中突出して低い。50歳未満の女性の割合が高く，食スタイルで＜安全性だ

け＞の割合も若干高い。国産または北海道産のみしか購入したことのない人の割合はセグ

メント中最も高い。 

C08，C09，C10は，普通のバターの評価額が大きいセグメントで，いずれも食スタイル

で＜LOHAS＞の割合が高い。C08 と C10 は 50 歳以上女性の割合が高く，C09 は男性の

割合が高い。食費月額は，C08が平均的であるのに対して，C09も C10も多い。𝜇は，C09

がセグメント中最も大きく，C10は小さい。C10は堅実に豊かな食をしており，逆に C09

は，それと比べると浪費的に豊かな食生活をしている様子が想像される。輸入品属性に対し

てはいずれもマイナスの評価をしているが，C10のマイナス評価額は若干小さい。NZ産グ

ラスフェッド属性はいずれもプラスであるが，C10 の評価額はセグメント中最大で，輸入

品属性のマイナス評価額の大きさを超える。C08も C09もバターの購入経験は全体平均と

同程度であるが，C10は，グラスフェッド・バターの購入経験者が 30％と大きい。 

C11 は，唯一輸入品にマイナス評価が示されなかったセグメントである。輸入品購入経

験者が 42％と突出して多く，輸入品に抵抗感がない消費者が多いセグメントと思われる。

しかし，このセグメントは，他に特徴は確認できず，𝜇の大きさは平均的で，普通のバター

の商品価値評価は実売価格 400円／200gに近い。個人属性等も，バターの購入経験を除け

ば，ほぼ全体平均に近い。その一方で，グラスフェッド属性については 149円／200gと，

C10に次ぐ高い評価額を示している。 

以上と，その他のアンケート結果を加味し，11セグメントの特徴を表 4-16にまとめた。

なお，セグメントの構成比の下に，セグメントの特徴を表す文言を入れたが，これは比較的

多くみられる特徴で，各セグメントともそれが全てではないことに注意されたい。 
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表 4-16 商品価値評価セグメントの特徴 

セグメント 

（構成比） 
特徴 

C01 

(2.7%) 

余裕のない 

子育て世代 

バターの商品価値評価額が最低で，価格に対して敏感。実際，日頃か

ら 400 円／200g 以上のバターを購入することはなく，できるだけ安

バターを購入している。外国産への抵抗も少しあるが，それほどマイ

ナス評価とはなっていない。小学生以下の子供を持つ世帯が多く，生

協利用者も比較的多い。食に対する関心や好奇心も低めで，食費月額

も低めである。比較的若い女性が多いためか，ダイエットを行い，コ

ーヒーにバターを入れる人もいる。グラスフェッド・バターの認知率

も高く，外国産バターの購入経験者も多い。 

C02 

(8.2%) 

余裕のない 

若年層 

バターの商品価値評価も価格に対する反応も C01 と似ているが，バ

ターそのものの商品価値評価は C01 よりも高い。子供のいない若い

二人以上の世帯が多く，男性の割合も比較的高い。買い物はスーパー

への依存度が高く，安めのバターを購入し，製菓・製パンを行う人が

多い。食に対する好奇心は高いが，LOHAS 的なことや食品安全性に

対する関心は薄い人が多い。 

C03 

(13.6%) 

余裕はないが 

関心はある 

バターの商品価値評価も価格に対する反応も，C01 や C02 と類似し

ているが，C02 よりも，バターの商品価値評価が高く，グラスフェッ

ドの評価も若干高い。C02 と同じく安めのバターをスーパーで購入

し，製菓・製パンに使う人が多い。食費月額は C02 と大差ないが，

食に関心のある人がやや多く，LOHAS 層の割合もやや高い。  

C04 

(18.6%) 

平均的年配 

バター消費者 

構成人数が多いセグメント。国産バターの商品価値評価が 401 円／

200g で，実勢価格と一致する。C01～C03 ほど価格に敏感ではな

く，グラスフェッドをやや高い評価値をつけている。C05 とともに平

均的な特徴を示すが，やや年配の人の割合が高い。 

C05 

(28.2%) 

平均的 

バター消費者 

構成人数が最大のセグメント。C04 と同じく，国産バターの商品価値

評価が実勢価格と一致している。価格に対しては比較的寛容だが，外

国産バターにはやや抵抗感がある。 

C06 

(2.7%) 

食費が少ない 

年配男性 

買い慣れたバターを安く買っている。国産や北海道産の品質や安全性

を高く評価しているが，商品価値評価値が低い。食費月額は低めで，

パン食にマーガリンを代用する人の割合も高く，バターに対するこだ

わりは少ない。一方で，外国産のマイナス評価がセグメント中最も高

く，輸入バターへの抵抗感が強い。食に対する好奇心は低めで，マク

ロビやビーガンといったことにはあまり関心がないが，安全性だけに

は関心を持つ人の割合が多い。年配男性の割合が高い。 
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（表 4-16つづき） 

セグメント 

（構成比） 
特徴 

C07 

(3.5%) 

保守的な 

多人数世帯 

国産や北海道産で十分という層。バターに対する商品価値評価は低く

ないが，外国産やグラスフェッドに対する評価が著しく低い。国産を

支持するが，国産の質や安全性を特に評価しているわけではない。

「いつも買っているバター」という評価。グラスフェッドの認知率も

低く，外国産の購入経験も少ない。世帯員数が多めで生協を利用する

人が多い。 

C08 

(7.6%) 

保守的な 

二人世帯 

商品価値評価の傾向としては，C06 や C07 と同様，外国産バターや

グラスフェッドにも抵抗感があるが，バターの商品価値評価は高め。

実際の購入価格帯も 400 円／200g を超える人が多い。年配の 2人世

帯の割合が高く，食一般への好奇心や LOHAS的な関心もやや高い。 

C09 

(6.4%) 

食費が高い男性 

価格に対して最も寛容なセグメントで，バターの商品価値評価が最も

高いが，やや保守的で，外国産バターの評価が低く，グラスフェッド

はプラスの評価だが，評価額は小さい。食費月額が高く，食一般への

関心は高いが，マーガリンを代用する人も多く，バターそのものへの

関心はやや薄い。男性の割合が高い。 

C10 

(3.3%) 

食費が高い 

年配女性 

価格に敏感であるにもかかわらず，バターの商品価値評価は 513 円

／200g と高く，さらに，グラスフェッドに対して最も高い評価額を

示している。食費月額がセグメント中最も高い水準。食一般に対する

関心が高く，食品安全や LOHAS的関心が高い。百貨店やネット通販，

コンビニなど多様なチャネルで購入している。パン食や料理にバター

を使う人が多く，コーヒーに利用する人もいる。年配の女性の割合が

高い。 

C11 

(5.3%) 

バター好きの 

二人世帯 

バターの評価額は実勢価格に近く，それほど高くないが，購入してい

るバターの価格は 400 円／200g を超える人も多く，気に入ったバタ

ーがあれば，支払いを厭わない人が多い。バターは，百貨店や生協で

購入する人の割合が高かめで，パン食や料理に利用し，マーガリンは

使わないという人も多い。NZ 産バターの購入経験者は多いが，グラ

スフェッドの認知率は低い。食費月額が平均的な子供のいない二人世

帯が多い。 
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第 5 項 「こだわり牛乳」に対する態度 

バターの商品価値評価の違いによる「こだわり牛乳」に対する消費者の反応を確認する。

まず，表 4-17に，牛乳の好き嫌いを聞いた結果を示した。いずれのセグメントも大半の人

が牛乳は好きだが，C01，C05，C06でやや低く，C09や C11で高い。C01は，そもそも

牛乳が苦手で，体質的に飲めない人の割合も高い。C06も同傾向である。一方，C11につ

いては，牛乳が好きであるにも関わらず，牛乳のにおいが気になる人の割合も高く，牛乳に

満足していない現状が確認できる。 

表 4-17 牛乳に対する嗜好と商品価値評価セグメントのクロス集計 

（複数回答，n=817） 

 

次に，「あなたは以下の牛乳で，値段が多少高くても 1度ぐらいなら買ってみたいと思う

のはどれですか」という問いに対する複数回答のクロス集計を行った（表 4-18）。「特にな

い，牛乳にそれほど興味がない」という回答は，C06 でやや高い割合を示したが，バター

消費者のほとんどが「こだわり牛乳」になんらかの興味を示している。 

「濃厚な牛乳」に対してはほとんどのセグメントで過半数の指摘率となっているが，「本

来の風味の牛乳」や「食味コンテストで 1位になった牛乳」，さらには「低温殺菌牛乳」と

関心は薄れる。その中で，C10と C11セグメントは，他のセグメントと比べて高い指摘率

を示している。特に，「低温殺菌」については，C10の指摘率が特に高い。 

セグメント名 典型イメージ

C01(n=22) 余裕のない子育て世代 0.68 0.32 0.36 0.23

C02(n=67) 余裕のない若年層 0.81 0.21 0.27 0.06

C03(n=111) 余裕はないが食に関心 0.77 0.21 0.23 0.10

C04(n=152) 平均的年配バター消費者 0.80 0.18 0.23 0.09

C05(n=230) 平均的バター消費者 0.71 0.22 0.26 0.07

C06(n=22) 食費の少ない年配男性 0.68 0.23 0.27 0.18

C07(n=29) 保守的な多人数世帯 0.83 0.10 0.24 0.03

C08(n=62) 保守的な二人世帯 0.77 0.19 0.11 0.10

C09(n=52) 食費が高い男性 0.88 0.12 0.23 0.12

C10(n=27) 食費が高い年配女性 0.74 0.19 0.30 0.04

C11(n=43) バター好きの二人世帯 0.86 0.12 0.30 0.05

セグメント
牛乳は好き 牛乳は苦手

牛乳のにおい

が気になる

体質的に牛乳

は飲めない
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表 4-18 「こだわり牛乳」に対する嗜好とバターの商品価値評価セグメントの 

クロス集計（複数回答，n=817） 

 

山地酪農牛乳に対する購入意思の違いについても確認した。はじめに，図 4-29に示す山

地酪農牛乳の説明を示した後，「もし，この牧場の牛乳が近所で売られていたら，いくらま

でなら買ってみようと思いますか？ほかの牛乳が 1リットル 198円で売られているとき，

一度だけなら買ってもよいと思う値段をお答えください」と聞いた。 

図 4-29 山地酪農牛乳についての説明 

 

セグメント名 典型イメージ

C01(n=22) 余裕のない子育て世代 0.50 0.41 0.32 0.18 0.18

C02(n=67) 余裕のない若年層 0.58 0.46 0.30 0.22 0.19

C03(n=111) 余裕はないが食に関心 0.51 0.44 0.31 0.28 0.14

C04(n=152) 平均的年配バター消費者 0.56 0.51 0.32 0.27 0.14

C05(n=230) 平均的バター消費者 0.53 0.45 0.28 0.18 0.19

C06(n=22) 食費の少ない年配男性 0.41 0.32 0.32 0.18 0.32

C07(n=29) 保守的な多人数世帯 0.59 0.48 0.21 0.21 0.10

C08(n=62) 保守的な二人世帯 0.60 0.52 0.32 0.21 0.06

C09(n=52) 食費が高い男性 0.46 0.56 0.31 0.21 0.13

C10(n=27) 食費が高い年配女性 0.63 0.67 0.41 0.52 0.11

C11(n=43) バター好きの二人世帯 0.65 0.74 0.44 0.37 0.05

特にない，牛

乳にそれほど

興味がない

セグメント 濃厚な

牛乳

本来の風

味の牛乳

食味コンテ

ストで１位

になった牛

低温殺菌

牛乳

以下は、ある牧場のお話です。次の説明を読んで、以下の問にお答えください。 

この牧場は、人里離れた山の中にあります。 

それまで雑木が茂っていた放置された山林を牧地に変えて牛を飼っています。 

在来種のシバが分厚く覆った牧場は、大雨でもびくともせず、国土の有効活用や保全にも役立っています。 

ここでは牛を牛舎につながずに放牧しています。牛たちは、24 時間 365 日外で過ごします。 

食べるものは、牧場に生えている在来種のシバやその他の自然に育った草木だけです。 

広い牧場の中を自由に歩き回り、食べたいときに食べ、寝たいとき寝たいところで寝ます。 

こうした「幸せな牛たち」から搾られた新鮮なお乳は、すぐに牧場内のプラントで加工されます。 

自然の風味を損なわないように、できるだけ低い温度で殺菌され、乳脂肪も加工処理されずに、そのままの無加

工・無調整です。 

この「自然のまま」にこだわった牛乳はおいしいと評判で、「ご当地牛乳グランプリ」で最高金賞を受賞しました。 

テレビやネットなどのメディアにも取り上げられている知る人ぞ知る牛乳です。 
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ただし，購入意思価格を聞く前に，購入意思額がいくらかに関わらず，そもそも購入する

意思があるかどうかを聞く必要があったので，表 4-19 に示す 3通りの単一選択を求めた。

「買ってみたい」と回答した人の割合は，グラスフェッド・バターに対する評価額が最も高

かった C10セグメントが 78％で最も高く，「いくらでも買わない」と回答した人は，この

セグメントにはいなかった。次いでバター好きと思われる C11，最も構成人数が多く 11セ

グメントでは平均的な消費者層である C04と C05でも過半数が「買ってみたい」と回答し

た。一方で，バターに対する評価額が低く，実際に安価なバターのみを購入している C01

と C06セグメントの「いくらでも買わない」という割合がやや高い。 

表 4-19 山地酪農牛乳の購入意思とバターの商品価値評価セグメントとのクロス集計 

（単一回答，n=817） 

 

このうち「買ってみる」と回答した人の山地酪農牛乳を「一度だけなら買ってもよい」値

段の分布を，バターの商品価値評価セグメント別に示した（図 4-30）。自由回答であったた

め，10円，50円，100円といった間隔で離散的な回答であった。C01～C06については，

300円／1リットルが上限となって，それ以上は例外的である。特に，食費月額が低い C01

は 250円／1リットルが上限となっている。一方，平均的なバター消費者である C04，C05

には，わずかな割合ではあるが，400 円／1 リットルや 500 円／1 リットルといった購入

意思額が示されている。 

C07～C11 については，400 円／1 リットル，500 円／1 リットルといった高い購入意

思額を示す人の割合が高い。特に，C07，C08は食に対して保守的で，グラスフェッド・バ

ターに対してもマイナスの評価をしているが，「一度だけなら」という限定をつけてはいる

ものの，山地酪農牛乳に対しては好意的である。 

セグメント名 典型イメージ

C01(n=22) 余裕のない子育て世代 0.23 0.45 0.32

C02(n=67) 余裕のない若年層 0.37 0.52 0.10

C03(n=111) 余裕はないが食に関心 0.40 0.52 0.08

C04(n=152) 平均的年配バター消費者 0.56 0.36 0.09

C05(n=230) 平均的バター消費者 0.51 0.37 0.12

C06(n=22) 食費の少ない年配男性 0.32 0.45 0.23

C07(n=29) 保守的な多人数世帯 0.34 0.59 0.07

C08(n=62) 保守的な二人世帯 0.45 0.48 0.06

C09(n=52) 食費が高い男性 0.48 0.44 0.08

C10(n=27) 食費が高い年配女性 0.78 0.22 0.00

C11(n=43) バター好きの二人世帯 0.67 0.30 0.02

セグメント
買ってみる

詳しい情報がな

いとわからない

いくらでも買わ

ないと思う
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図 4-30 山地酪農牛乳を「一度だけなら買ってもよい」値段の分布 

この結果を，第 3 章における牛乳消費者対象のアンケート結果と比較した（表 4-20）。

質問の仕方は若干異なるものの，山地酪農牛乳の説明は，本章のアンケートも第 3 章のア

ンケートと同じものを用いている。全体で比較して，198円／1リットル以上で買ってもよ

いという被験者の割合は，牛乳アンケートが 0.29 に対して，バターアンケートは 0.47 と

明らかに高い。価格を 50円上げた 248円／1リットルでは，牛乳アンケートが 0.17に低

下しているのに対して，バターアンケートでは 0.41とあまり低下しない。 

セグメントごとにみても，牛乳アンケートで限られた数の LOHAS 層だけに注目すれば

248 円／1リットルで 0.46 に対して，平均的なバター消費者（C05）でも同 0.42 の率で

購買意思を示している。それほど食費月額は高くない C11 セグメントでも，同 44％の人

が，248円／1リットルでも山地酪農牛乳を購入すると回答しており，バター消費者への特

円／1L 円／1L 



184 

 

色ある牛乳の訴求の可能性を示唆している。 

表 4-20 山地酪農牛乳を「一度だけなら買ってもよい」被験者の割合 

 

（注）牛乳アンケートは，第 3章の牛乳消費者に対するアンケート結果（表 3-6） 

第 5 節 結論 

本章では，国産，北海道産，NZ産，フランス産の計 4ブランドと，それぞれにグラスフ

ェッド属性を加えたプロファイルセットついて，バター消費者を被験者とした選択実験型

のWebアンケート調査を行い，疑似的にそれぞれの商品価値評価を推定することで，各ブ

ランドの商品価値競争力，並びに日本のバター消費者のグラスフェッド属性に対する評価

を明らかにした。 

分析においては，特殊な回答や信ぴょう性のない回答と判断された被験者を除く 817 名

の被験者の回答を対象とし，選択実験における回答のパターンが類似するものどうしで統

合を行って，最終的に 11セグメントに分類した。その上で，階層ベイズモデルに基づいて

セグメントごとに商品価値評価の推定し，被験者全体の商品価値評価を集計した潜在的市

場シェアのシミュレーションを行った。また，被験者のデモグラフィック属性，日頃の食生

アンケート
198円/1Lで

買ってもよい

248円/1Lで

買ってもよい

0.29 0.17

0.79 0.46

0.49 0.43

0.34 0.12

0 0

0 0

0.47 0.41

C01(n=22) 余裕のない子育て世代 0.23 0.14

C02(n=67) 余裕のない若年層 0.33 0.27

C03(n=111) 余裕はないが食に関心 0.39 0.3

C04(n=152) 平均的年配バター消費者 0.55 0.49

C05(n=230) 平均的バター消費者 0.5 0.42

C06(n=22) 食費の少ない年配男性 0.32 0.23

C07(n=29) 保守的な多人数世帯 0.34 0.31

C08(n=62) 保守的な二人世帯 0.45 0.4

C09(n=52) 食費が高い男性 0.46 0.44

C10(n=27) 食費が高い年配女性 0.74 0.74

C11(n=43) バター好きの二人世帯 0.67 0.6

バターアンケート

計(n=817)

セグメント

牛乳アンケート

計(n=1,100)

LOHAS(n=83)

好奇心のみ(n=249)

普通(n=396)

安全性のみ(n=43)

無関心(n=330)
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活やバターの購入経験等のその他のアンケート結果を加味し，各セグメントの典型的な消

費者像についても考察した。 

選択実験は架空のプロファイルを用いた仮想状況で行ったが，この結果が実際の評価を

再現していると想定すれば，国産バターの輸入バターに対する商品価値競争力は以下のよ

うに評価できるであろう。 

現状として，国産バターの商品価値評価は高く，大半の消費者に実売価格（約 400 円／

200gを想定）と同程度かそれ以上に評価されている。一方で，輸入品に対する抵抗感は強

く存在し，国産バターよりも 100円／200g以上低く評価されており，バター消費者の国産

志向の強さが示される結果となった。ただし，中には，実売価格より安いバターを求めてお

り，輸入品に抵抗感を持ちながらも，50 円／200g 程度の安さで輸入品を選択する消費者

がいる。また，国産バターの商品価値を実売価格と同程度に評価しつつも，輸入品にほとん

ど抵抗感を示さない消費者もいる。前者は，できるだけ安いバターを求める消費者で，食費

月額が少ない人，50歳未満の若い女性の割合が高い。後者は，年齢層や食スタイルに関係

なく存在するが，すでに輸入品の購入経験のある人が多い。 

また，NZ産バターの大半がグラスフェッド・バターであることは，現状ではほとんど認

知されていないが，これが認知された場合の反応は，現在国産バターを支持する消費者の中

でも異なっており，グラスフェッドであることをほとんど評価しないかマイナスに評価す

る消費者と，プラスに評価する消費者に分かれる。中には，NZ産グラスフェッドであるな

らば，国産バター以上に評価する消費者もいる。グラスフェッドを評価しないかマイナスに

評価する消費者には，男性や，食一般に対して無関心あるいは安全性のみに関心のある消費

者の割合が高い。プラスに評価する消費者には，LOHASと呼ばれる食スタイルに近い，食

に関心の高い消費者の割合が高い。特に，NZ産グラスフェッド・バターを国産バター以上

に評価する人には，食費月額は大きいが，バターの属性評価に厳しい評価額をつける傾向に

ある人（おそらく堅実に豊かな食生活をしている人）が多い。また，この消費者には，50歳

以上の年配の女性の割合が高い。 

なお，輸入品にほとんど抵抗を示さない消費者は，グラスフェッド・バターに対する評価

が高かった。この輸入品の購入経験者は多いが，グラスフェッド・バターの購入経験者はそ

れほど多いということはなく，NZ産がグラスフェッド・バターであることを知った場合は，

国産よりも NZ産を選択する可能性が高い。これをもって，輸入品の購入経験者は，グラス

フェッド・バターを選好するようになるという仮説を立てることは拙速だろうが，注目して

おくべき点の 1つかもしれない。 

こうした被験者ごとに多様な選好を潜在的市場シェアとして集約することで，およそ以

下のことが推測される。 
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すなわち，国産，北海道産，NZ 産，フランス産の 4 ブランドのバターの比較において，

現状で北海道産は強く支持され，国産はそれに次ぐ。国産，北海道産が 400円／200gで販

売されている場合，NZ産は，70円／200g以上価格を低くしないと，国産の評価を超える

ことはできない。 

しかしながら，NZ産の大半がグラスフェッド・バターであることが一般消費者に認知さ

れた場合は，30 円／200g 以上の値引きで国産の評価を超え，50 円／200g 以上の値引き

で北海道産の評価をも超える。しかも，この認知は，例えば，グラスフェッド・バターの健

康面や環境面でのメリットといった詳しい内容である必要はなく，「牧草だけで育てられた

牛から搾った牛乳でできている」程度の認知で十分である。この推定結果は，「国産」がグ

ラスフェッドという明確な商品属性に凌駕される可能性が高いことを示した。 

現在のところ，バターの輸入は国家貿易で厳しく制限されており，近年は貿易自由化の進

展や酪農家戸数の減少によって恒常的な輸入が行われているとはいえ，日本のバター市場

に占める家庭用バターの割合は 25%程度である。さらに輸入品の換装による家庭用バター

の割合は 5％未満と非常に低い。こうした現状を踏まえると，今回の潜在的市場シェアを現

実のシェア予測と考えるべきではないが，現在は，「国産」というブランドに依拠して優位

性を保っている国産バターであるが，その信頼の根拠は曖昧である。「底堅い」とも表現さ

れる国産バターに対する消費者の支持が，場合によっては 30～50円／200g程度の価格差

で逆転する可能性があることは，今後の国境措置を考える上で認識しておく必要があるだ

ろう。 

ただし，国産あるいは北海道産のバターにグラスフェッド属性が加わった場合には，グラ

スフェッド属性を明示した NZ 産バターに対しても高い競争力を発揮することもわかった。

これは，輸入品がグラスフェッドを訴求してきた場合にも，放牧酪農を行う特色ある酪農経

営によるバターが対応できる可能性を示している。特に，北海道産グラスフェッド・バター

の潜在的市場シェアは他のプロファイルを圧倒しており，もともと評価の高い北海道産が

グラスフェッド属性を備えることの潜在力は高い。 

なお，本章のアンケート調査では，上記のグラスフェッド・バターの説明において，3種

類の説明のいずれについても，グラスフェッド・バターの風味の違いについては触れていな

いことに留意が必要である。清水池（2019）によれば，2015年から冷凍ポンド等の輸入が

開始されたが，輸入バター利用による製品の風味変化を懸念して中小ユーザーの使用は拡

大していないとも指摘されている。グラスフェッド・バターは，通常のバターに比べて色も

風味も強いため，それを好む，あるいは気にしない消費者がいる一方で，食べ慣れた味を好

む保守的な消費者や，製品の風味への影響を望まない製菓・製パン業等の需要者には受容さ

れにくい可能性もある。 
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しかし，少なくとも，本章の推定結果を見る限り，価格条件によっては「国産」がグラス

フェッドという明確な商品属性に凌駕されうることが示唆されており，従来淡泊な風味の

非発酵バターが主流であった日本で，近年，香りが強く独特のコクを持つ発酵バターが消費

者の人気を集め，発酵バター使用を謳う食品が増えてきたのと同様に，一般の小売店でも流

通するようになった輸入家庭用バターをきっかけとして，NZ産グラスフェッド・バターの

風味を経験する消費者が増え，グラスフェッド独特の風味が受容されるようになる可能性

もある。 

こうした推定結果は，第 3 章における牛乳消費者に対するアンケートの分析結果とやや

趣が異なる。牛乳のアンケートでは，「牧草のみ」や「放牧」といった属性には，ごくわず

かな層が反応するのみで，大半はその価値を評価していなかった。 

本章のアンケート調査の対象とした日頃から自分でバターを購入している消費者は，ス

クリーニングを行う前の回答者のほぼ3分の1であった。こうした消費者の食スタイルを，

第 3章の食スタイル別セグメンテーションに倣って分類すると，（第 3章よりも分類基準を

厳しくしたにもかかわらず）大半は「好奇心のみ」層，あるいは「LOHAS」層に該当する

人であった。 

こうしたバター消費者について，第 3 章の牛乳のアンケートで与えたのと同様に，「濃

厚な牛乳」「本来の風味の牛乳」や「食味コンテストで 1位になった牛乳」，さらには「低

温殺菌牛乳」といった「こだわり牛乳」に対する購買意思を聞くと，被験者のほとんどがな

んらかの興味を示し，セグメント別ではグラスフェッド・バターへの評価額が高かったセグ

メント（C10，C11）による反応が特に強い結果となった。このセグメントの被験者は山地

酪農牛乳に対する反応についても良好で，7～8割弱の人が強い購買意思を示した。被験者

の中で最も層の厚い平均的な消費者層（C04，C05）の過半数も山地酪農牛乳に購買意思を

示している。他の牛乳より 50円／1リットル高くても山地酪農牛乳を買いたいとする人の

割合は，回答者平均でも，牛乳のアンケートで最も山地酪農牛乳への購買意欲を示した

LOHAS層に近かった。 

この結果は，バター消費者が，食に対して高関与であり，特色ある牛乳のマーケティング

の標的として有望な消費者層であることを示している。バター消費者がなぜ特色ある牛乳

を評価するのかまでは，今回の調査では判別できない。もともと牛乳・乳製品全般に対して，

商品属性の違いに敏感なのかもしれないし，バターの商品属性の違いを知ることで，牛乳の

商品属性の違いにも関心が高まったのかもしれない。もし，後者であれば，第 3 章で困難

ということが分かった牛乳の商品属性の訴求を，乳製品の消費経験を通じて行うという別

の手段があることになる。 

いずれにせよ，こうした牛乳・乳製品の商品属性に感受性の高いバター消費者においても，

グラスフェッドの認知率が著しく低かった。特色ある牛乳の価値を伝える前に，牛乳・乳製
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品の基本的な知識や酪農の現状を伝える基本的な努力の必要性がまだまだあることも再認

識された。 
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付録 

価格条件の設定の手順 

選択実験で与えた価格は，2つのプロファイルについて，はじめに同じ「PSM」価格を与

え，その選択に応じて，２つのプロファイルの選好が拮抗するような価格水準を探索する方

法をとった。そのフローは，図 A1の通りである。 

 

図 A1 選択実験における設問のフローと回答パターン 

図 A1は，プロファイルセットとして「1. 国産」と「2. 北海道産」の比較を示している．

被験者は，その回答に応じて 1～9の設問（ひし形）のいずれかに回答する。この場合，ア

ンケートの問２におけるプロファイルセット 2 についての設問であるから Q2_2_1, …, 

Q2_2_9の設問 IDがつけられている。Q2_2_4とQ2_2_8がないが，Q2_2_4は，Q2_2_3
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で「国産を買う」と回答した場合に「いくらまでなら買うか」という設問，Q2_2_8 は，

Q2_2_7で「NZ産を買う」と回答した場合に「いくらまでなら買うか」という設問である。

選択行動 A～Dについては，本文「回答パターンと選択行動」の項を参照されたい。 

被験者のセグメンテーションの手順 

ステップ 1：セグメント初期値 

各ブランドの商品価値評価の近い被験者のセグメントに分類し，セグメントの初期値を

得る。方法は，本文表 4-2の 9種類のプロファイルセットに対する選択実験に対して，各々

図 A1の 16パターンのいずれかの回答が得られているので，それに基づいて，商品価値評

価の概算値を推定する。 

例えば，国産と NZ 産とを比較するプロファイルセットにおいて，最初に同じ国産 PSM

価格を示され，NZ産を選んだ被験者が，NZ産が 100円高かった場合は国産を選び，50円

高かったら NZ産を選ぶのであれば，彼／彼女の回答はパターン 11である。その場合，彼

／彼女の NZ産の商品価値評価は国産よりも 50円より高く 100円より低いと推測できる。

したがって，NZ産の商品価値評価は，国産 PSM価格に 50円から 100 円の間の価格を上

乗せした額である。 

具体的には，プロファイル𝑗0（例えば「1. 国産」）とプロファイル𝑗（例えば「5. NZ産」）

をプロファイルセットとする選択実験への回答パターンに対する商品価値評価の与え方を，

表 A1 に示した。商品価値評価が，例えば 50 円から 100 円の間と判断される場合であれ

ば，その中間の 75円を評価値と与えている。 

回答パターン 1 の j と回答パターン 8 の j0の商品価値評価は特定できないが，あくまで

評価パターンが知りたいだけなので，便宜上「PSM 価格」を与えている。「どちらも買わ

ない」という場合も，「PSM 価格」に対する反応しか聞いておらず，商品価値評価が特定

できないプロファイルを含む場合があるが，これも同じ理由で，便宜上「PSM価格－50円」

を値として与えた。 
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表 A1 商品価値評価の概算値の設定 

回答パターン番号*と説明 𝑗0評価値 𝑗評価値 

1 150円高で𝑗0を買う 𝑗0留保価格 PSM価格 

2 100円高で𝑗0，150円高で𝑗を買う PSM価格+125円 PSM価格 

3 100円高で𝑗0，50円高でどちらも買わない PSM価格+125円 PSM価格－50円 

4 50円高で𝑗0，100円高で𝑗を買う PSM価格＋75円 PSM価格 

5 50円高で𝑗0，100円高でどちらも買わない PSM価格＋75円 PSM価格－50円 

6 同価格で𝑗0，50円高で𝑗を買う PSM価格＋25円 PSM価格 

7 同価格で𝑗0，50円高でどちらも買わない PSM価格＋25円 PSM価格－50円 

8 150円高くても𝑗を買う PSM価格 𝑗留保価格 

9 100円高で𝑗，150円高で𝑗0を買う PSM価格 PSM価格＋125円 

10 100円高で𝑗，150円高でどちらも買わない PSM価格－50円 PSM価格＋125円 

11 50円高で𝑗，100円高で𝑗0を買う PSM価格 PSM価格＋75円 

12 50円高で𝑗，100円高でどちらも買わない PSM価格－50円 PSM価格＋75円 

13 同価格なら𝑗，50円高で𝑗0を買う PSM価格 PSM価格＋25円 

14 同価格なら𝑗，50円高でどちらも買わない PSM価格－50円 PSM価格＋25円 

15 どちらでもよい（1円でも安い方を買う） PSM価格 PSM価格 

16 どちらも買わない PSM価格－50円 PSM価格－50円 

*パターン番号は，図 A1の 16の回答パターンの番号。 

手順として，まず，すべてのプロファイルセットで「どちらも同じ（1円でも安い方を買

う）」と回答した 54名を外した。彼／彼女らは，バターであれば何でも同じというセグメ

ントであり，こうした消費者がいることは間違いないが，これは価格条件のみで需要が決ま

るから，本章の分析の対象外である。 

また，いずれかのブランドに 2,000円／200g以上という極端な高価格を示した被験者 8

名を分析から外した。そうした値段のバターも事実としてあるが，それは特殊な需要であり，

8名の付値の類似性も低かったので，分析に加えても有用な情報は得られないとの判断であ

る。 

以上の手続きで，847名の被験者について，10種のプロファイルセットの選択で，各々

2プロファイルの商品価値評価の概算値のデータセットが得られた。この 20変数×847名

分データセットを，先述した潜在プロファイル分析によって解析し，847名を 20の連続変

数の値が類似したセグメントに分類した。 

分析には，構造方程式モデリング・プログラム MPlus ver.8（Muthén and Muthén, 

1998-2017）を用い，統計解析ソフト R ver. 3.6.3（R Core Team, 2020）のパッケージ

MplusAutomation ver. 0.7-3（Hallquist and Wiley, 2018）をインターフェイスとして

実施した。 
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LPAでは，付値が類似したセグメントのことを「クラス」と呼ぶが，何セグメントに分け

るべきか（クラス数）は，LPA の中では決定できないので，与件として設定する必要があ

る。今回は，クラス数 1～30 のそれぞれの場合で潜在プロファイル分析を行い，AICC 

（Sugiura, 1978）が最低の値となったクラス数 24の結果を採択した。 

被験者 847名を，LPAで算出された各クラスへの帰属確率が最も大きなクラスへ振り分

け，24 の被験者セグメントを識別した。しかし，この中には，メンバーが 1～数名のセグ

メントも含まれる。こうした被験者が含まれることは否定できないが，やや信頼しがたい付

値を行っているものもあった。そのいずれにせよ，これらのセグメントは，以降の分析に耐

えられる規模ではない。したがって，メンバー数が 3 名以下の 7 セグメントについては，

「特殊」なセグメントであるとして，分析から除外することとした。 

結果として表 A2 の 18 セグメント 838 名が残り，それをセグメント分けの初期値とし

た。 

表 A2 商品価値評価の概算値の LPA によるセグメント化 

セグメント 

番号 
メンバー 

数 
 セグメント 

番号 
メンバー 

数 
 セグメント 

番号 

メンバー 

数 

1 6  7 22  13 62 

2 7  8 22  14 67 

3 8  9 24  15 70 

4 8  10 25  16 111 

5 18  11 27  17 152 

6 20  12 29  18 160 

   計 838    

 

ステップ 2：セグメント統合 

比較的細かく分けた 18 の被験者セグメントのうち，任意の 2 セグメントのみについて，

(11) 式の尤度関数と本文中に記した事前分布で，𝛼, 𝛽1, 𝛽2, 𝛽3, 𝛽12, 𝛽13, 𝛽23, 𝛽123並びに𝜇の 9

つのパラメータが 2セグメント間で同じであるという制約を置いたMCMC推定を行った。

続いて，2セグメント間で 9つのパラメータが同じであるという制約を置かないMCMC推

定を行った。MCMC推定からも尤度を計算することが可能で，これらの最大尤度に基づい

て，2 セグメント間で 9 つのパラメータの推定結果に差がないという帰無仮説で尤度比検

定を行い，有意水準 10％で帰無仮説が棄却されなかった 2セグメントを統合した。これを

𝐶18 2 = 153 通りの組み合わせについて行い，最終的に表 A3の 11クラスに統合し，改めて

C01～C11という任意の名称を付した。 
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表 A3 尤度比検定によるセグメントの統合結果 

セグメント 

名 

メンバー 

数 

 セグメント 

名 

メンバー 

数 

 セグメント 

名 

メンバー 

数 

C01 22  C05 230  C09 52 

C02 67  C06 22  C10 27 

C03 111  C07 29  C11 43 

C04 152  C08 62    

   計 817    

 

 

なお，統合前のセグメント番号 1～3については，いずれのセグメントとも統合できなか

ったが，メンバー数が 8 以下と少なく，意味のある推定が期待できなかったので，これに

ついては分析から除外した。最終的に分析に用いたデータは 817名の被験者の回答であり，

9 つのプロファイルセットに対する回答パターンは，図 A1 の 16 パターンで表 A4 の通り

であった。各回答パターンの選択数から計算すれば，被験者は 1人あたり平均 23.7回の選

択を行ったことになる。なお，これらに基づき最終的に推定に用いたデータセット数は

16,314である。 
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表 A4 推定に用いた被験者の回答パターンの分布 

回答パ

ターン 

プロファイルセット 

(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9) 計 

pt01 120 14 37 102 97 30 102 130 54 686 

pt02 90 6 19 65 42 14 50 85 37 408 

pt03 66 2 14 52 33 6 38 69 17 297 

pt04 109 6 24 86 64 19 58 125 48 539 

pt05 75 4 18 67 67 8 69 69 21 398 

pt06 166 64 84 139 140 79 117 157 117 1,063 

pt07 35 3 17 31 46 8 33 44 13 230 

pt08 7 59 82 17 36 103 39 6 58 407 

pt09 8 64 71 18 31 83 39 3 37 354 

pt10 1 24 11 3 4 13 3 0 4 63 

pt11 9 123 114 33 50 116 58 5 78 586 

pt12 0 8 5 1 3 9 0 0 2 28 

pt13 27 273 191 51 87 199 90 15 175 1,108 

pt14 1 11 9 3 3 7 5 0 3 42 

pt15 103 156 121 133 114 123 103 94 137 1,084 

pt16 0 0 0 16 0 0 13 15 16 60 

計 817 817 817 817 817 817 817 817 817 7,353 

注）表頭の(1)～(9)は，本文表 4-2のプロファイルセットの番号。表側の「pt」は「パターン」の略称。 

 

各 MCMC 推定には，確率的プログラム言語 Stan ver.2.23.0 を統計解析ソフト R のパ

ッケージ RStan ver.2.19.3をインターフェイスとして用いた。 

ここで改めてパラメータの事後分布の推定方法を確認しておく。ベイズ推定の事後確率

は，尤度とパラメータの事前分布の積に比例する。この対数をとった対数事後確率（正確に

は，そこから定数部分を除いた値）が定常分布となる各パラメータの分布（事後分布）を発

生させる。その方法の 1つがMCMCであって，RStanは，MCMCのアルゴリズムとして

No-U-turn sampler（Hoffman and Gelman, 2014）の改良版を採用している。このアル

ゴリズムは，従来のメトロポリス・ヘイスティング法やギブスサンプラーのように複雑なモ

デルで事後分布の相関が高い場合に失敗することが少なく，その点を改善したハミルトニ

アン・モンテカルロ法よりも高速で収束に至るという利点がある（Stan user’s guide 

https://mc-stan.org/docs/2_24/stan-users-guide-2_24.pdf）． 

MCMC サンプリングで排除すべきウォームアップ期間として最初の 2,000 サンプリン

グを充て，後の 3,000 サンプリングを採用した。また，初期値の影響を確認するため，今

回は 4 つの Chain で合計 12,000 サンプルを得た。MCMC 収束の判定は，Gelman and 
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Rubin（1992）の potential scale reduction statistic �̂� が 1.1未満であることを確認す

ることで行った。 

MCMC 推定の詳細 

MCMC 推定 

本文(11)式の尤度関数と本文中に記した事前分布を仮定し，統合した 11セグメントのパ

ラメータの異質性について階層ベイズモデルを仮定したMCMC推定を再度行った。ステッ

プ 2 と同じく Stan を用いて推定し，すべてのパラメータについて�̂� < 1.1を確認した。確

認のため図 A2に，MCMCのトレースプロットの一例を示した。セグメント 1の𝛼1, 𝛽11, 𝜇1

並びに対数確率密度の事後分布から定数項を除いた値の MCMC の軌跡がプロットされて

いる。最初の 2,000までが warmup期間だが，かなり少ない回数で定常分布に収束してい

ることがわかる。 

 

図 A2 MCMC 推定のトレースプロット（抜粋） 

ハイパーパラメータの事後分布の推定結果は，表 A5に示した。ただし，a0= 𝛼0，sa0=

𝜎α，b0_k=𝛽0𝑘，sb0_k= 𝜎𝑏0𝑘，𝑘 = 1,2,3,12,13,23,123，gs0= γ0 である。 

定数項と輸入バターを除くと，評価値のハイパーパラメータは 0 前後で，標準偏差のハ

イパーパラメータも，輸入とグラスフェッドでやや大きいが，概ね小さい値で収まっている。 
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表 A5 ハイパーパラメータの事後分布の推定結果 

パラメータ 平均 標準偏差 2.5%点 50% 97.5%点 n_eff Rhat 

a0 8.674 0.853 6.960 8.673 10.381 4263.6 1.000 

sa0 2.813 0.798 1.665 2.684 4.801 2141.0 1.004 

b0_1 -2.147 0.551 -3.280 -2.152 -1.070 1855.4 1.001 

b0_2 0.381 0.100 0.188 0.382 0.588 3166.9 1.000 

b0_3 0.396 0.869 -1.322 0.402 2.106 738.4 1.002 

b0_12 0.319 0.113 0.104 0.317 0.559 1044.0 1.007 

b0_13 0.460 0.200 0.092 0.448 0.891 2680.3 1.000 

b0_23 0.185 0.116 -0.045 0.186 0.401 670.7 1.012 

b0_123 -0.512 0.204 -0.913 -0.512 -0.111 427.8 1.021 

sb0_1 1.759 0.494 1.048 1.679 2.941 2088.0 1.003 

sb0_2 0.261 0.107 0.100 0.246 0.508 2573.5 1.006 

sb0_3 2.706 0.736 1.723 2.567 4.499 1891.1 1.004 

sb0_12 0.148 0.109 0.014 0.126 0.410 560.2 1.023 

sb0_13 0.452 0.233 0.104 0.411 1.021 2108.7 1.003 

sb0_23 0.122 0.094 0.014 0.100 0.364 713.9 1.005 

sb0_123 0.174 0.150 0.020 0.132 0.555 462.3 1.002 

sg0 0.025 0.009 0.012 0.024 0.047 684.8 1.007 

 

セグメント別のパラメータの推定結果は，9×11個あるためすべてのパラメータの分布を

示すことはできないが，𝛼および𝜇を例示的に示すと，図 A3および図 A4となる。赤い線が

第 1と第 3四分位点の範囲を示し，太線が 95％の信用区間を示す。比較的狭い信用区間で

安定した推定であり，かつ，セグメント間で明確な差異が確認され，階層ベイズ推定を方法

として選択したことの妥当性が確認できる。 
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図 A3 定数項𝜶の事後分布の推定結果 

 

図 A4 価格係数𝝁の事後分布の推定結果 

 

ホールドアウト・テスト 

推定値の説明力を測るために，推定に用いていない本文表 3 のホールドアウト・テスト

用のプロファイルセットに対する回答パターンの分布を，上記推定パラメータでどれだけ

再現できるかを確認した。手順は以下である。 

各パラメータの推定値から 11 セグメント各々のフランス産 𝑗 と国産グラスフェッド 𝑗0 

の商品価値評価の最頻値𝜓‾𝑗, 𝜓‾𝑗0
 を求める。 

α 
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1. この期待値𝜓‾𝑗, 𝜓‾𝑗0 とバラつき𝜇の推定値で，ガンベル乱数を 5,000個ずつ発生さ

せ，11×5,000の 𝜓𝑗と𝜓𝑗0 のセットを得る。 

2. PSM価格は，アンケートで回答された実際の PSM価格の各セグメントの平均値と

標準偏差で正規乱数を発生させて与える。 

3. 留保価格が必要になるケースでは，アンケートで回答された実際の各セグメントの

留保価格の平均値と標準偏差で正規乱数を発生させて与える。 

4. 以上で，各セグメント 5,000個の𝜓𝑗と𝜓𝑗0，並びに PSM価格（必要な場合は留保

価格）のセットを発生させ，それぞれの値を持つ人が，アンケートの設問に答えた

場合に，得られるはずの回答パターンを識別する。 

5. この回答パターンがそれぞれいくつあるか各セグメントで集計し，その構成比を

「予測値」とする。 

6. 被験者 817名が実際にホールドアウト・プロファイルセットに対して回答した結果

から識別した回答パターンの構成比を求め，これを「観測値」とする。 

7. 予測値と観測値の差の絶対値を求め，その合計を 2で割った値を 1から引き，この

値を「再現率」とする。 

8. 各回答パターンの構成比の予測値(6.)と観測値(7.)の計算を全セグメントで一括して

求めたものを全体の再現率とする。 

結果は表 A6および図 A5に示した。グラスフェッド属性を極端に低く評価し，メンバー

数が小さいセグメント C07と，50円国産 GFが高いだけで「どちらも買わない」というや

や整合性を欠く回答（パターン 14）等，やや低い再現率となっている箇所もあるが，全体

では 79.2％の再現率であった。先述したようにホールドアウト・テストとして比較的難易

度の高い再現性テストを課し，さらに，回答を 16パターンに細かく分けていることを踏ま

えると，比較的精度の高い推定結果と思われる。 

 

表 A6 推定パラメータによるホールドアウト・プロファイル選択の再現率 

セグメント名 再現率  セグメント名 再現率  セグメント名 再現率 

C01 0.457  C05 0.681  C09 0.746 

C02 0.608  C06 0.587  C10 0.768 

C03 0.683  C07 0.292  C11 0.660 

C04 0.724  C08 0.772    

   全体 0.792    
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図 A5 推定パラメータによるホールドアウト・プロファイルの選択パターンの再現性 
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第 5章 日本チーズ工房の現状と課題 

第 1節 本章の課題と方法 

本章の目的は，日本産ナチュラルチーズ，いわゆる「日本チーズ」の確立と市場規模拡大

の可能性を検討することである。 

第 3 章では，特色ある酪農経営がその生乳の付加価値販売を展開する可能性について検

討するため，特色ある牛乳の消費者需要分析を行った。しかしながら，その結果は，大半の

消費者にとっての牛乳はいわゆる「コモディティ」に過ぎず，通常の牛乳に対して風味の違

いや飼育方法の違いなどの特色を訴求して付加価値販売を実現することは極めて難しいと

いうものであった。 

そこで，第 4章では，酪農経営が，他の乳製品を入り口として，生乳の風味の違いを訴求

し，支持を獲得していく可能性を検討するために，日本のバター消費者を対象とした選択実

験を通して，国産や北海道産というブランドに加え，牧草のみで飼育された牛の乳を使った

グラスフェッドという商品属性に消費者がどの程度の評価を示すかを定量的に確認した。

その結果，第 3章における牛乳消費者に対するアンケートでは，「牧草のみ」や「放牧」と

いった特色ある牛乳の属性に反応したのは，ごくわずかな層だけで，セグメントの規模とし

ても小さく，大半はその価値を評価していなかったが，それに対し，バター消費者に対する

アンケートでは，国産や北海道産というブランドに加え，グラスフェッドという商品属性を

高く評価する被験者が多く見られ，国産，北海道産バターにグラスフェッド属性を付加する

と圧倒的な潜在的市場シェアを示すという推定結果となった。調査の対象とした「日頃から

自分でバターを購入している消費者」について，第 3 章同様，日頃の食生活や食に対する

意識の違いによって分類すると，特色ある牛乳に対して強い購買意欲を示した「好奇心のみ」

層あるいは「LOHAS」層に該当する，食自体や牛乳・乳製品の商品属性に感受性の高い人

たちであった。つまり，牛乳の商品属性の訴求を，乳製品の消費経験を通じて行うという手

段が有効である可能性が示唆されたことになる。ただし，そうしたバター消費者においても，

グラスフェッド・バターの購入経験がほとんどないばかりか，グラスフェッドの意味すらよ

くわかっていない人も多く，グラスフェッドの認知度は未だ著しく低いことが確認された。 

本章では，バター以外の代表的な乳製品として，チーズに注目する。チーズは，バター以

上に原料乳の風味の違いが如実に製品の品質に反映されることから，産地ごと，経営ごとの
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特色を消費者に理解してもらう訴求方法としては効果的であると思われる。かつてはプロ

セスチーズ中心であった日本のチーズ消費も，近年，ヨーロッパ産ナチュラルチーズに接す

ることで，日本の消費者のチーズに対する理解や嗜好が変化してきている。長い伝統を持つ

ヨーロッパ産ナチュラルチーズと比較すると，日本のナチュラルチーズはまだ黎明期にあ

るが，同じくヨーロッパ産に遅れていた国産ワインが「日本ワイン」として世界的な評価を

得るようになってきたことを踏まえると，「日本チーズ」の可能性も検討に値する。 

ワインの場合，ワイン法により国内製造ワインの中でも，輸入原料を使ったものを「国産

ワイン」，国産ブドウのみを使ったものを「日本ワイン」として明確に区別されている。本

稿ではこれに倣い，輸入チーズを国内で再加工したチーズを「国産チーズ」，国産生乳だけ

を使って国内で製造されたチーズを「日本チーズ」と定義する。この定義に従えば，日本チ

ーズには，小規模工房製ナチュラルチーズだけでなく，大手メーカー製も含まれる。ただし，

本稿では特色ある酪農経営の展開の可能性を検討することが課題であるため，酪農経営が 6

次産業化として立ち上げたり，個人や家族規模で酪農経営以外から参入した小規模なチー

ズ工房製のみを本章の分析対象とする。 

ナチュラルチーズは種類が非常に豊富で，原料乳の品質や風味，製造方法，あるいは風土

の違いによって，国，地域，工房単位で見ても，一つとして同じものはないと言っても過言

でない。この点では，小規模工房製ナチュラルチーズが大手メーカー製のチーズと互角かそ

れ以上に競争できる可能性を有する。しかし，チーズの生産・消費に長い伝統を持つヨーロ

ッパと比べると，日本のナチュラルチーズ製造はまだ黎明期にあり，消費文化も成熟してい

るとは言い難い。小規模なチーズ工房が増えれば日本のナチュラルチーズに多様性が生ま

れる。工房同士の切磋琢磨は，日本のチーズ全体の品質の底上げを促すだろうし，その中で

日本の風土や日本人の嗜好に合った日本特有のテロワール1によって「日本チーズ」が確立

されるかもしれない。 

しかしながら，日本におけるチーズ製造の歴史は非常に浅く，現在のところ，国内の本格

的な調査研究は少ない。既往の研究は，チーズ産業形成期の雪印乳業のマーケティングを分

析した正田（1995）や，国産チーズ振興事業と生乳需給調整への影響を分析した鈴木（2000），

清水池（2012）のように，国内生乳需給や大手乳業メーカーの動向に注目したものが主で

あった。金山（2005）は，チーズ市場も飲用乳市場と同様に大手メーカーの寡占状態であ

                                            

1 テロワール（Terroir）とは，フランス語で「風土」を表す言葉で，ワインについて用

いられることが多い。ワインの場合は，土壌，地勢，気候や人的要因といったブドウ畑を

取り巻く環境全般をテロワールと呼び，それらが作用してその土地ならではの個性を持つ

ワインができるとされる。チーズにおいては，ワインと同様の土壌や地勢，気候といった

乳牛の飼養環境に加え，飼料となる草花（およびそれらが育つ自然環境），チーズの製

造・熟成場所に棲みつく微生物などがテロワールにあたり，そうした様々な要因が重なり

合ってその土地の味や個性が生み出される（久田, 2019）。 
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るものの，近年は小規模工房が増加傾向にあり，生産者規模の二極化が顕著であることに触

れている。 

ただし，酪農経営によるチーズ製造部門立ち上げや新規参入したチーズ工房の経営，製品

の消費実態に注目した本格的な研究の蓄積はない。北海道における国産ナチュラルチーズ

製造の現状と課題に関するレポート（日本政策投資銀行, 2019; 阿久澤, 2012等）のほか，

現行のチーズ工房の生産と物流の実態調査（中央酪農会議,2010），酪農経営多角化の成功

要因の分析（山田, 2006），業務用の国産モッツァレラチーズ製造に取り組む小規模工房の

調査レポート（矢坂, 2013）でチーズ部門が取り上げられるに留まる。清水池（2017）は，

北海道十勝地方を事例に，地理的表示制度を活用した工房製ナチュラルチーズの地域ブラ

ンド戦略を紹介している。近年チーズ工房の数が徐々に増加してきたこともあり，こうした

個々のチーズ工房の実態調査に関するレポートは見つけられる。ただし，現状としてチーズ

工房の約半数が北海道に集中していることもあり，都府県におけるチーズ工房の実態を明

らかにした調査はほとんどない。 

一方，日本の酪農経営が製造したチーズに関する消費者分析としては，若林（2008）が，

乳製品，とりわけ乳固形分を凝縮して製造されるチーズは，生乳の風味の違いが製品に如実

に反映され，品質に強いこだわりを示す消費者が多いことを明らかにした。また，工房製ナ

チュラルチーズの需要者層についてアンケート調査を実施し，ライトユーザーやまだチー

ズの購入経験がほとんどない消費者の中にも購入意向を示す人が一定数存在することも確

認されている（若林, 2009）。松村（2007）は，工房製ナチュラルチーズに関する消費者ア

ンケート調査を行い，放牧牛乳を原料とするチーズに対して，消費者が非常に良いイメージ

を持っていることを明らかにした。特に，「工房や地域で特徴的な風味があるもの」や「放

牧で育てた牛乳を原料とするもの」「有機飼料で育てた牛の乳で製造した者」が高く評価さ

れたほか，製造・販売期間が限定されることを活かし「放牧の季節限定」を訴求することも

有効であると指摘しており，別途行われた試験販売においても，放牧牛乳チーズは一般牛乳

チーズの 3 倍の売れ行きを示したとされる。これらの先行研究は，日本の工房製ナチュラ

ルチーズに注目し，小規模チーズ工房の販売戦略にも触れている稀少な研究であるが，これ

はあくまで消費者需要分析の結果，含意として検討されたものである。また，西山（2012）

は，大手メーカー製と酪農家製のナチュラルチーズについて，選択型コンジョイント分析を

行い，価格・製造者・種類といった属性に対する回答者のこだわりの強さを検討した。その

結果，これら 3属性の中では「製造者」が最も重視されており，酪農家製であることが高く

評価されているが，一方で，酪農家製チーズに対する支払意思額は実売価格を大きく下回っ

ていることが指摘されている。ただし，未だ日本チーズの特色が定まらない現状において，

消費者が「酪農家製」にどのようなイメージを持って回答した定かでなく，日本チーズの生

産が拡大し，日本チーズの位置づけ・特徴が確立され，認知された後に，改めてこうした消

費者需要分析が行われる必要がある。 
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日本におけるチーズ消費自体は伸びているものの，国内で本格的にチーズ製造が開始さ

れてからまだ 50年程度であり，酪農経営が 6次産業化してチーズ製造を始めた工房や，酪

農以外から参入してチーズ製造を行う工房やレストランが増加しつつあるとはいえ，その

流通量は未だ少なく，大規模な消費者研究を行うに値する市場規模に至っていない。 

小澤ら（1993）は，ナチュラルチーズを製造する中小乳業メーカーを対象にアンケート

調査を行い，「地場チーズ」の生産動向について，日本人が好む「においが少なく，塩分控

えめ」なチーズを製造し，手作り感や限定性を謳い，地域名を冠したブランド名やパッケー

ジで差別化を図っているものの，実際には輸入チーズとの間に風味の明確な差異を求める

のは困難であるという現状を明らかにした。その上で，小澤らは，「国産チーズ」としてブ

ランド化し定着を図るためには，技術習得に対する援助やチーズ向け生乳の安定供給に加

え，消費者に向けたパブリシティ活動が不可欠であるが，実際には製造者の自治体周辺のイ

ベントに参加するなどの活動に限られ，全国的な展開には至っていないとも指摘している。

日本においてチーズ製造の拡大が進み，多様性を持ちつつも全体的な品質向上を図り，「日

本チーズ」としてブランドを築くためには，個々の経営努力だけでなく，いかにして日本の

チーズ産業全体の振興を図るかを考えるべきであろう。 

そこで，本章では，国産ナチュラルチーズの中でも小規模工房製の日本チーズに注目し，

日本の酪農経営が新たに小規模ナチュラルチーズプラントを立ち上げる戦略的事業展開の

可能性を検討する。その上で，日本において独自の「日本チーズ」の消費経験を通して，日

本の消費者の牛乳や酪農に対する理解が深まり，特色ある酪農経営の展開につながるとい

う期待に基づき，「日本チーズ」のブランド確立と市場規模拡大に向けた産業全体の振興策

のあり方についても考えたい。方法として，まず，文献や資料を渉猟し，日本の小規模工房

によるチーズ製造の史的展開を整理した。その中でも，先進的と思われる都府県のチーズ工

房 7 件を選定し，小規模な日本チーズ工房経営の立ち上げと運営に関するインタビュー調

査を行い，その現状と課題を明らかにした。 

小規模チーズ工房の振興は，農林水産業振興策「攻めの農林水産業」に位置付けられるな

ど，現在政策的にも推進されており，その施設整備や需要喚起等に対する各種助成も行われ

ている。しかし，日本チーズの振興には，上述のように個々の工房の経営努力に留まらず，

チーズ消費文化の形成や，高品質な外国産ナチュラルチーズとの競争の中で，日本チーズ全

体としての品質底上げや独自性の形成，製造・販売原価の低減など，産業全体として超える

べき課題が存在する。そうした意味で，例えば，製造施設整備への助成などは必要ではある

が，それだけでは十分でなく，日本チーズのバリューチェーン全体として振興が求められて

いる。実際，そうした認識から，先進的工房の中には，ポーター（1985）の言ういわゆる

「支援活動」の一部を自らが担う者もいるなど，興味深い動きも見られる。そこで本稿では，

こうした支援活動も含めて，その現状や課題，求められる対策についても考察を広げる。 
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第 2節 日本におけるチーズ製造の歴史と小規模チーズ工房振興 

日本でナチュラルチーズ製造が始まったのは 1970年代からである。その頃の日本では，

プロセスチーズは少し出回るようにはなってきていたが，ナチュラルチーズの製造に着手

したのは研究開発部門を持てる大手乳業メーカーだけで，当時のチーズ産業における生産

集中度は，雪印乳業，六甲バター，明治乳業，森永乳業，旭電化の上位 5社で 93.4%とい

う寡占状態にあった（正田, 1995）。しかし，ごく一部に，本や旅行を通してヨーロッパの

伝統的なチーズ文化に出会い，感銘を受けた少数の職人が小規模工房を開く例もあった。こ

の時期にチーズ工房を立ち上げた北海道せたな町・近藤チーズ工房，北海道共和町・クレイ

ル，北海道芦別市・横市フロマージュは，独学で試行錯誤を重ねながらチーズ作りに挑戦し

た，日本における工房製チーズの草分け的存在である。 

1970年代後半になると，生乳供給が過剰気味になったことで生産調整が行われるように

なり，酪農経営は余った生乳を廃棄処理せざるを得ない事態に陥った。そこで，余乳処理対

策として，酪農経営自らチーズ製造を開始する事例が見られるようになった。 

1980年には，宮城県・蔵王酪農センターにチーズ製造実験工場が建設され，山口巌理事

長の「日本各地には漬物，みそ，醤油など発酵食品の文化があり，将来日本でも発酵技術を

生かしたナチュラルチーズが盛んになるはずである」という信念の下，当時プロセスチーズ

が主流であったにもかかわらずナチュラルチーズの製造から販売までの一貫体制を確立し

た。また，その翌年から，酪農安定特別対策事業による「国産ナチュラルチーズ製造技術研

修会」を行ってナチュラルチーズ振興に努めており，2017年までの研修受講者は 1,800名

以上を数える（菅井, 2017）。同様に，個別の酪農経営の中にも，6次産業化してチーズ部

門を立ち上げ，生乳を自家加工して難を乗り切ろうとする事例が出てきた。北海道・共働学

舎，長野県・清水牧場，兵庫県・弓削牧場，岡山県・吉田牧場などは，この時期にチーズ製

造に参入した代表的な酪農経営による工房である。また，酪農・乳業外から参入した長野県・

アトリエ・ド・フロマージュは，日本で初めて「生チーズ」という名を冠したフレッシュチ

ーズや，白カビタイプのブリーチーズを販売するなど，独自の製法で個性的なチーズを製造

した。こうしたいわゆるパイオニア的工房は，チーズ製造における試行錯誤はもちろんのこ

と，ナチュラルチーズ自体やその食べ方がまだほとんど知られていない状況にあって，チー

ズの認知向上と消費拡大にも尽力し，今日でも工房製チーズ業界を牽引する存在である。 

また，1988年度に実施された「ふるさと創生事業」によって地方自治体に交付された 1

億円を使って乳製品加工場を建設した事例もあり，北海道内では，黒松内町・トワヴェール

（黒松内町特産物手づくり加工センター），富良野市・富良野チーズ工房といった，いわゆ

る第 3セクターの工房が誕生した。そして 1990年代半ばを境に牛乳消費量が減少に転じ，

一方でチーズ需要は堅調であったことから，6次産業化してチーズ部門を新たに立ち上げる

酪農経営がこれ以降一気に増加した。 
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2000年代以降は，北海道だけでなく全国的にチーズ工房の数が増加しはじめた。ヨーロ

ッパの模倣を脱し，単に国産であること以外にも，日本人の嗜好や気候・風土といったテロ

ワールを反映した様々な特色を持つ「日本らしいチーズ」が，多くのチーズ職人たちによっ

て模索されるようになった。それぞれの工房が創意工夫を凝らし，各地域の特産品を活かし

たり，和食の中に取り入れやすいようにおいを抑え，コクやうまみを意識したり，独創性を

競いながら多種多様なタイプのチーズが開発されている。一般にチーズ消費が浸透してき

たこともあり，そうした工房による特色あるナチュラルチーズも消費者の支持を得られる

ようになった。さらに，国内にとどまらず，本場ヨーロッパでも高い評価を得る工房も出て

きた。2004年に共働学舎新得農場の白カビチーズ「さくら」が海外のコンクールで金賞を

受賞したことを皮切りに，国際大会で入賞する工房がいくつも現れ，「日本チーズ」ブラン

ド確立への期待が高まっている。 

国家貿易が行われているバターと異なり，チーズはすでに輸入が完全自由化されており，

TPPや日欧 EPA，日米 FTAの相次ぐ発効によって輸入品との市場競争にさらされている。

こうした状況において，小規模工房による特色あるチーズの製造は，個々の製造量は多くな

くても，日本酪農の競争力強化と酪農経営の収益性向上に大きく寄与するだろう。2020年

3月に公表された最新の「酪農及び肉用牛生産の近代化を図るための基本方針」（以下，「酪

肉近」）でも，「競争力の高い畜産経営のモデル」として，チーズの製造・販売により収入の

増加を図る経営が挙げられた。それだけでなく，余乳処理対策の観点からも，2020年の新

型コロナウィルス感染拡大の影響により，学乳や業務用需要が激減して大量の生乳余剰が

発生した経験を踏まえて，今後需給調整を増強する手段として，従来のバター・脱脂粉乳以

外にチーズも検討すべきとの指摘もある（山崎, 2020; 清水池, 2020）。このような状況の

中で，国産ナチュラルチーズ製造は，農業政策「攻めの農林水産業」において酪農の発展と

競争力強化に向けた重要な柱の一つとして位置づけられ，政策的にも振興が図られている。 

第 3節 日本チーズ工房経営の現状と支援活動 

第 1項 調査対象と分析枠組み 

調査対象としたチーズ工房の概要を表 5-1 に示した。いずれも都府県ですでにその経営

を軌道にのせ，チーズ製造はもちろんのこと，講演活動や勉強会の開催，あるいは他の工房

へのコンサルティングなど，日本チーズの振興にも精力的に取り組んでいる先進事例 7 工

房で，匿名を条件に調査受け入れの了承を得た。対象を都府県に限定したのは，北海道の工

房は生乳調達や工房の地理的集積の可能性で，都府県よりも恵まれた条件にあり，現状とし

て点的な取り組みをせざるを得ない都府県の工房の方が取り組むべき課題がより鮮明にな

ると考えたからである。チーズ部門への参入は，最も古い工房 A が 1985 年で，最も新し
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い工房 Gが 2017年である。酪農経営の 6次産業化として参入した工房（A, B, E），新規

参入して乳牛の飼養も始めた工房（C, F），チーズ製造販売のみを行う専業工房（D, G）の

3 タイプに分かれる。いずれもフレッシュタイプのチーズを手がけるが，工房 B，C，E，

Fはセミハード・ハードタイプのチーズも製造している。Dを除くすべての工房が牧場の敷

地内に製造施設と直営の販売所を併設し，自営のレストランで自家製チーズを使った料理

を提供している工房もある（A, B）。 

表 5-1 調査事例の概要 

工房 A B C D E F G 

参入年 1985 1988 2004 2009 2012 2013 2017 

乳牛頭数 50(35) 120(70) 20(15) - 300(170) 7(4) - 

ヤギ頭数 - - 30 - 30 - - 

常時従事者 2 1 1 4 5 1 1 

経営者年齢 70歳代 70歳代 40歳代 40歳代 30歳代 40歳代 40歳代 

技術習得 独学 講習会等 独学 独学 長期研修 長期研修 長期研修 

海外視察 伊，仏 伊 仏  仏   

専業度 中 低 高 高 中 高 高 

助成  〇 〇  〇 〇  

チーズ F, 白 F, W, H 
F, 白, 

C, H 
F 

F,白, 

W,C,H 
F, 白, H F, 白 

販路 直,卸,レ 
直,卸, 

レ,催 
直,卸 卸 直,卸,催 直,催 直,催 

注：1）乳牛頭数の数字は総飼養頭数，（ ）内の数字は搾乳頭数を表す。 

2）常時従事者は，チーズ製造に携わっている者の人数（研修生・パート含）を表す。 

3）ここで言う専業度とは，チーズ製造部門への経営の依存度の高さを表す。 

4）表体の「チーズ」および「販路」における記号は，以下を意味する。 

F：フレッシュ・パスタフィラータ， 白：白カビ， W：ウォッシュ， 

C：シェーブル， H：セミハード・ハード 

直：直売所， 卸：卸売業者，レストラン，ホテル等， 

レ：直営レストラン，催：催事出店，展示会等 

これらの工房に対し，工房を立ち上げ，チーズの製造・販売に至る経緯と現状に関してヒ

アリングを行った。都府県では工房立ち上げの先例が少なく，また工房同士も点的に存在し

ているため，独自にチーズ製造を始めるにあたって様々な問題があったはずである。それら

にいかに対応してきたのか，経営外からの支援はあったか，また，立ち上げ時および経営し
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ていく上での課題は何であるかについて聞いた。また，「日本チーズ」の確立に向けた今後

の経営環境づくりについての意見も求めた。これらの情報を，日本チーズ振興には産業とし

てのバリューチェーンの確立が必要との考え方に立って整理する。 

ポーター（1985）のバリューチェーンの考え方は，事業活動を機能で分解し，機能同士

の価値連鎖として見ようとするもので，それによって，業界全体を俯瞰する手助けとなり，

また，当該事業においては市場競争における優位性あるいは価値の源泉を見出し，事業戦略

に関わる意思決定を支援する。日本の食産業あるいは農業においても，農林水産省が日本の

食産業の海外展開を戦略として「グローバル・フードバリューチェーン（GFV）戦略」を掲

げるなど，バリューチェーンの考え方は浸透してきている。 

 

出所）ポーター（1985）をもとに筆者作成 

図 5-1 バリューチェーンの基本形 

ポーターは，バリューチェーンを構成する各機能について，大きくサプライチェーンに沿

った「主活動」と，それらを統括あるいは支援する「支援活動」に分けて，その具体を述べ

ている（図 5-1）。しかし，それは一般的な事業活動を例示したに過ぎず，渋谷（2009）は，

農業という事業については，その特殊性を勘案すべきとして「農企業のバリューチェーン・

モデル」を検討している。しかし，農林水産省の GFV戦略も渋谷（2009）も，ポーターの

バリューチェーンのうちの主活動に関心が集中しており，支援活動への考察が希薄である。

農業においてはその零細さから，高橋（1973）の「中間組織体」の概念をはじめとして，

農協や行政との三位一体となった事業活動が指摘されてきた。日本チーズも黎明期にあっ

て，個々の経営またはその線的なサプライチェーンにおいてのみ課題解決を試みるのでは

なく，業界としての横のつながりや行政も含めたマネジメントや支援を必要としている時
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期である。本稿に，日本チーズのバリューチェーン・モデルを構築するという野心はないが，

渋谷（2009）が「全般管理」と一括している支援活動として，現在の日本チーズでは何が

求められているかを明らかにすることを目的として，この点に踏み込んだ課題の抽出を行

う。すなわち，主活動として，調達活動，チーズ製造，出荷・物流・販売に注目し，さらに

支援活動として，調達活動支援，技術開発，技術指導，経営指導，需要喚起，並びにブラン

ディングを取り上げ，それらについて，日本チーズの原価低減，品質の向上，独自性の確立，

需要拡大の観点から現状と課題を明らかにする。 

第 2項 チーズ工房経営の現状と課題 

（1）調達活動 

チーズ工房の立ち上げにあたっては，工房となる建物の建設に加え，チーズバット（原料

乳を入れて殺菌や発酵・凝固等の製造工程を行う機器）や保管・熟成庫などの大型の製造設

備，モールド（チーズの型）やカードナイフといった専用器具等，製造に用いる施設や機器

の調達が必要となる。そのための資金の調達方法は，基本的には自己資金であるが，政府に

よる助成事業「国産乳製品等競争力強化対策事業」を利用すれば施設整備や機械導入費用の

2分の 1が補助される。調査事例においては，工房 A，B，C，E，Fが何らかの補助を受け

ており，特に高額となるチーズバットや熟成庫等の導入に利用し，初期投資を抑えている工

房が多かった。 

チーズバットや熟成庫といった製造機器の調達は，国産既製品とヨーロッパ等からの輸

入品が選択肢としてあるが，いずれも高価である。特に，ハードタイプのチーズ製造に必須

となる熟成庫は，小規模工房には負担が大きい。工房 F，Gでは，これをうどん用熟成庫で

代用し，他の工房では業務用冷蔵庫やプレハブ冷蔵庫を使用していた。ただし，サイズが小

さいため，一度に保管しておける量は少なく，また，チーズ専用品に比べて空調・温度湿度

調節などの管理が難しいとのことであった。製造施設・機器を施工業者等に特注した工房も

あったが，発注側が自ら設計するなりして詳細に要望を伝えられるだけの知識と経験があ

ればよいが，そうでない場合は，製造作業の効率性や品質の安定性を損ねることもあり得る。

北海道の事例では，ヨーロッパに倣い，温度湿度調整に優れた石・レンガ造りの地下熟成庫

を持つ工房も存在するが，施工を依頼する場合にはノウハウを持つ業者の確保や費用が課

題となるし，自ら施工すれば費用は抑えられるが，労力や品質管理の安定性が懸念される。 

生乳調達については，自家調達している工房には大きな問題はなかったが，経営外から購

入している工房は，都府県では基本的にチーズ向け乳価が設定されていないため，用途別乳

価の中で最も高い飲用向け価格で仕入れており，そのことが原材料費を高くしているとい

う問題が指摘された。また，生乳生産量が全国的に減少する中で，今後も安定的に必要な生

乳の量と品質を確保できるかという点も懸念されていた。 
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（2）チーズ製造 

フランスやデンマークといったチーズ製造の先進国では，チーズ職人や熟成工程を専門

に行う熟成士を養成する専門学校やプログラムが設けられているが，日本でチーズ製造を

専門に学べる学校等はない。そのため，製造技術や知識の習得には，既存のチーズ工房で研

修させてもらう場合が多い。各地で講習会等が開催されている場合もあるが，扱うのはごく

基本的な知識や衛生管理のみである。チーズ製造に用いる原料乳の乳質は，季節や乳牛に給

与する飼料等によって変化するため，通年安定した品質のチーズを製造するためには，その

変化を知り，それに応じた製造工程の微調整を行うなど，熟練技術と経験を要する。こうし

た理由から，複数の工房が，長期研修を受け，開業までに十分な技術・製造設備を準備する

ことの重要性を指摘した。実際に，工房 E，F，Gは，先進経営での長期研修を受けた上で

工房を立ち上げている。その間に製造したいチーズの種類やそれに必要な設備や機器，経営

方針などを明確にしておくことも重要とのことであった。ただし，こうした研修中の収入は

非常に低いことが多く，開業資金を確保するのが難しいことや，長期研修を受け入れる国内

の先進経営の数は限られているという課題もある。中にはほぼ独学で習得する人もおり，工

房 C等，既成の概念や製法にとらわれない独創性が「天才的」と評価される工房もあるが，

一方で，工房間で品質や衛生管理のばらつきが生じる原因とも危惧されている。 

ヨーロッパでは，伝統的な製法として無殺菌乳でチーズ製造を行う工房が現在でもあり，

原料乳に含まれるその土地固有の微生物の働きによって独自の風味や個性が生み出される。

殺菌乳ではそうした乳酸菌がほとんど死滅してしまうため，無殺菌乳による製造を望む声

が根強いが，日本では乳等省令により原則として認められていない。そのため，チーズスタ

ーターと呼ばれる培養乳酸菌を添加しなければならない。製品の品質は，スターターにも大

きく影響される。現在，その国内需要のほとんどが輸入品で賄われており，事例とした各工

房もこれを利用していたが，個性的なチーズを開発し，日本のテロワールを反映した独自の

チーズをつくるために，良質な国産スターターの開発を求める意見があった。また，独自の

チーズを小規模工房が購入するには，乳酸菌や凝乳酵素のレンネットの最小ロットが大き

すぎて不便であるという問題点も指摘された。 

さらに，チーズ製造に伴い，製品の約 9倍の量のホエイが副産物として排出されるため，

その処理や活用も課題となっている。飼料に混ぜて家畜に給与したり，リコッタチーズ，乳

酸菌飲料，ミルクジャム等に加工したり，直営レストランでホエイを使った料理を提供した

りと，各工房が自家消費の工夫をしていた。中には，近隣の畜産農家や製菓製パン店に需要

先を求めている工房もあるという。しかし，それでも消費できない分は廃棄せざるをえず，

現状として多くの工房で全量または大部分が廃棄処理されている。 
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（3）出荷・物流・販売 

ほとんどの工房が直売所を併設して販売しており，レストランや小売店などの販路を持

つ場合も，近隣地域を中心に展開していた。都府県では，チーズ工房が市街地から離れた場

所に点在しているケースがほとんどで，消費地から遠い工房は広域流通せざるを得ない。し

かしながら，工房製チーズは鮮度が重視されるフレッシュタイプのチーズが多く，生産量が

少ないため，卸販売を主要チャネルとするには，供給量の安定性と物流過程での徹底した鮮

度管理が課題である。輸送に時間のかかる輸入品に対する競争力という点では，フレッシュ

タイプのチーズがより優位であるが，その分日持ちがしないので，ロスが出やすいというリ

スクもある。 

また，工房製のナチュラルチーズは個性豊かであり，それ故に，一般の消費者には製品の

種類や風味，食卓への取り入れ方が分かりにくい場合も多い。そこで，一つ一つの製品の特

長やその季節ごとの風味や色の変化，食べ方の提案などを店頭で直接説明したり，試食を提

供したりして，消費者にその良さを伝えることで顧客確保に成功している面があるため，直

営の販売所や催事への出店による対面販売は重要とのことであった。 

ただし，直営の販売所を設置することは，工房製チーズの販売単価を高める原因にもなっ

ている。前述の政府の助成事業ではこうした設備は対象外であり，販売のための施設費や人

件費を製品価格に反映せざるを得ない。 

第 3項 支援活動の現状 

（1）調達活動支援 

チーズ工房立ち上げに対する資金調達の支援策として，地域によっては地方自治体が 6

次産業化を図る経営等に対する助成事業を独自に行っている場合もあるが，最大の支援策

は前述した「国産乳製品等競争力強化対策事業」である（表 5-2）。ただし，費用補助の対

象はチーズ製造設備に限られ，商品販売や飲食物提供に関する設備は対象外である。そのほ

か，日本政策金融公庫による低金利融資である「特定農産加工資金」も利用可能である。 

生乳調達については，北海道では加工原料乳地帯としてチーズ向け乳価が設定されてい

るものの，都府県ではその設定がなく，生乳を購入調達している工房製チーズの製造原価を

高くしている。 
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表 5-2 国産乳製品等競争力強化対策事業の概要 

 事業 内容 

1. 国産チーズ生産奨励事業 チーズの味や歩留まりに影響する原料乳について，酪農家

が，実需者が求める高い品質を確保するため，更なる飼養管

理の高度化や乳質管理に取り組む費用の一部を支援する。 

2. チーズ工房等の生産性 

向上支援 

チーズ工房等のチーズを製造する者が取り組む，製造に係る

規模拡大や生産性向上に必要な施設整備を支援する（補助率

1/2）。 

3. 国産チーズの品質向上・ 

ブランド化，消費拡大支援 

国産チーズの国内技術研修会の開催や海外研修への参加，国

内コンテストの開催，国際コンテストへの参加等を支援す

る。また，国産チーズの消費拡 大を図るため，チーズを日

本の食文化に取り入れるための活動や，チーズの価値の PR，

展示によるチーズの普及活動の強化を支援する。 

4. 畜産・酪農収益力強化整備

等特別対策事業 

チーズ製造を行う乳業メーカーや工房が参画し，原料乳のコ

スト低減や高品質化に取り組む畜産クラスター協議会に対

して，取組に必要な施設の整備や機械の導入を支援する。 

出所）農林水産省（2018）をもとに筆者作成 

（2）技術開発 

工房製チーズの製造施設・機器の開発・改良に対する国としての取り組みはなく，少数の

専門業者が独自に対応しているのが現状である。製造の効率化や小型化，製品の高品質化，

あるいは利便性向上といった小規模チーズ工房の要望を汲み取った開発・改良と，それを担

う業者，技術者の育成が求められている。一方，国産スターターの開発は，農研機構の経営

体強化プロジェクトの助成を受けて技術開発が進められている。ただし，実用化には至って

いない。 

その他，小規模工房が簡単にホエイを利活用できる技術開発や方策の検討も求められて

いる。調査事例以外の工房では，ホエイを利用したブラウンチーズを製造する例もある。北

欧で作られる，キャラメルのような甘くてやわらかいくちどけの良いチーズだが，ホエイを

長時間攪拌しながら煮詰める必要があり手間暇がかかる。それを克服しようと，日本獣医生

命科学大学では，ブラウンチーズの製造機の開発が進められている。 

（3）技術指導 

チーズ製造技術の習得方法としては，現状では先進的な工房での長期研修が主要な方法
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となっている。国もこれを後押しする形で，「国産乳製品等競争力強化対策事業」において，

長期研修に伴う研修費，研修期間の宿泊費，居住地からの往復交通費を支援している。 

工房間の交流も始まっており，2014年に日本チーズ工房有志により「日本チーズ生産者

の会」が設立され，十勝や那須，関西，九州などで地域ごとにチーズ職人が集まり，技術研

修会や交流会が行われている。工房 Bや Eは，こうした会に参加するだけでなく自らも度々

主催しており，こうした活動に対しても，前述の事業による助成が行われている。 

また，工房 D は，自社工房立ち上げの経験やノウハウ活かして，初期投資を抑えた小規

模チーズ工房のスタートアップガイドを発行して希望者への無料配布やコンサルティング

事業も行っている。他にも，チーズ工房のための製造技術・衛生管理マニュアルとして，中

央酪農会議（2014）やとかち財団（2015）等がある。また，今後義務化されることが決ま

っている HACCP 取得については，全国各所で講習やマニュアル配布が行われている（食

品産業センター, 2000等）ほか，工房 Bでは，日本豆腐協会が小規模な製造事業者向けに

作った衛生管理マニュアルを参照していた（日本豆腐協会, 2018）。 

（4）経営指導 

チーズ工房の立ち上げにあたっては，資金調達，そのために必要な事業計画の策定，保健

所審査への対応，生産資材調達など多岐にわたる事項に対応しなければならないが，工房 E，

F，Gでは，研修先の先進経営に相談し，ノウハウの提供や出入業者の紹介等を受けていた。 

販路開拓や販売戦略の立案については，主に中央酪農会議が個別相談に対応している。た

だし，中央酪農会議自体が指定生乳生産者団体と酪農関係全国機関によって構成される酪

農指導団体であり，会員の会費及び賦課金で運営されている性質上，酪農経営基盤を持たな

いチーズ職人が外部から新規参入する場合は指導の対象外となる。他には，各都道府県に設

けられた 6 次産業化サポートセンターや地域の商工会・商工会議所も対応可能だが，それ

ほど手厚い支援体制はない。工房 F は，地方自治体が実施する農業経営起業者向けの講習

会に参加し，経営計画立案のサポートを受けた。経営管理に関するノウハウを集約・蓄積し，

指導・コンサルティング機能を果たす主体の育成が望まれる。 

（5）需要喚起 

日本のチーズ消費文化はまだまだ未成熟であり，日本チーズの認知以前に，日本人の食生

活に多様なナチュラルチーズの浸透を促す必要がある。そのためには，まず小売店やレスト

ランを前線として，ナチュラルチーズを紹介する草の根的で地道な活動が必要であろう。工

房 A では自らレストランを経営しているが，その目的はチーズそのものの風味を味わって

もらうことに加え，様々に調理して提供することで，チーズがどのように日常の食卓に取り

入れられるかを消費者に紹介し知ってもらうことであるという。 
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NPO法人チーズプロフェッショナル協会（以下 C.P.A.）では，ワインにおけるソムリエ

に相当する「食べ手のプロ」の資格認定試験を実施し，そのための講座も開催している。多

様で個性的なナチュラルチーズを消費者に紹介し，商品選択や楽しみ方をアドバイスでき

るこうした人材の増加も待たれる。その他，乳業メーカー等によって構成されるチーズ普及

協議会が，チーズの理解促進や消費拡大を目的としたイベントを定期的に開催しており，

C.P.A.も同様の消費者向けイベントに加え，次項にて後述するコンテストを行っている。こ

うした需要喚起や PR 活動の一部に，「国産乳製品等競争力強化対策事業」による助成が行

われている。 

（6）ブランディング 

いまや日本でも高品質な海外産ナチュラルチーズが容易に入手可能となった。日本チー

ズがこれらと伍してブランドを確立するには，業界全体としての品質向上は勿論，多様化し

ながらも日本らしさの追求が不可欠である。現状でも，単なるヨーロッパの模倣ではなく，

日本人に好まれるクセの少ない口当たりの良いチーズ作りを模索する工房や，副材料とし

て日本ならではの食材や創意工夫した独自の製法を用いて個性的なチーズを作り，国際コ

ンテストで高評価を得ている工房もある。漬物が各地域・家庭で製法や味が異なるように，

日本の風土と食文化に合った多様で独創的なチーズが模索され，その中で日本チーズのテ

ロワールが構築されていくことが期待される。そして，そうした日本チーズに対する消費者

の認知を促していかなければならない。 

点的に存在する工房どうしが交流し，製品の品質を競い合い，日本チーズの認知を高める

方法としては，現在，各種コンテストが利用されている。中央酪農会議が主催する ALL 

JAPAN ナチュラルチーズコンテストでは，最終審査と表彰式（写真 5-1）が一般公開され，

消費者への PRや需要喚起が企図されている。1998年より隔年開催されており，直近では，

2019年 10月に行われた第 12回 ALL JAPAN ナチュラルチーズコンテストにおいて，全

国 86 のチーズ工房から 203 種類ものチーズが出品された。審査と式典の後には，すべて

の出品者のブースが設けられた展示試食会場にて，様々なチーズを試食しながらチーズ職

人たちと一般参加者，バイヤー等の関係者が交流を行うことができる。 

同様に，関東ナチュラルチーズコンテストでは，チーズ職人やバイヤー，販売員といったチ

ーズ業界関係者のほか，一般の消費者も試食による審査に参加することができる（写真 5-

2）。消費者ニーズやチーズ業界におけるトレンドの把握に役立つし，審査後に催される懇

親会では，チーズ職人や流通業者らの交流・情報交換も盛んに行われている。 
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最終審査にて審査員 10名による評価で上位 4作品が選出された 

出所）筆者撮影 

写真 5-1 第 12回 ALL JAPAN ナチュラルチーズコンテストの様子 

 

出品されたチーズを一つ一つ試食しながら評点を付ける参加者たち 

出所）筆者撮影 

写真 5-2 第 5回関東ナチュラルチーズコンテスト 

C.P.A.も，JAPAN CHEESE AWARDを開催し，食べ手側から評価を行ってその結果を

フィードバックすることで，日本チーズの質的向上と消費者の日本チーズ対する認知向上

を図っている。この他にも，中にはチーズの本場であるヨーロッパのコンテストに挑戦して

入賞し，注目を集める工房も現れている。「国産乳製品等競争力強化対策事業」では，こう

した国内コンテストの開催や国際コンテストへの参加に対する支援も助成の対象である。 
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第 4節 結論 

日本の酪農経営が新たにチーズ工房を立ち上げるための条件を検討することを目的に，

都府県内の 7 つの先進経営にインタビュー調査を行い，工房立ち上げから現在に至るまで

の対応と直面している課題を聞いた。しかしながら，まだまだ未成熟な日本のチーズ市場の

中で，産業規模も小さく，その独自性の確立にも至っていない日本チーズに参入するには，

単に個別経営の参入費用や技術習得の問題を超えた課題があることがわかった。国として

も工房製チーズの振興を図っており，製造設備への補助を行っている。しかし，日本の工房

のニーズを満たす設備・機器の調達は未だ難しい状況にある。製造技術習得にも補助が出る

が，限られた数の先進経営での長期研修に頼っているのが現状である。そもそも，高品質な

チーズを生産しても，それをうまく販売してくれる流通業者もまだ少なく，補助が得られな

い直売所を併設して，鮮度管理と消費者への説明を工房自ら行っている。 

こうしたことは，日本チーズの品質と原価を左右し，ひいては酪農経営がチーズ部門に参

入する妨げとなっている。要するに，バリューチェーン全体として日本チーズの振興を図る

べきであって，本稿でもこうした視点に立って調査結果を整理・検討し，日本チーズ産業の

現状と課題を示した。その中でも興味深いのは，上述のような支援活動の充実が求められる

日本チーズのバリューチェーンの中で，先進的な工房自らが支援活動の多くの部分を担い，

自助・互助的な動きがみられることであった。研修の受け入れと技術指導だけでなく，開業

のサポートやコンサルティングまで行う工房もある。日本の食生活へのチーズの浸透を企

図して，レストラン経営を行う工房もあった。各種団体が行うチーズ関連のイベントやコン

テストも，こうした先進経営の積極的な協力があって実施されている。 

こうしたチーズ職人有志が集まって活動してきた「日本チーズ生産者の会」を一度解散し，

TPP や日欧 EPA の発効に伴う国際的な貿易自由化の進展に対応すべく法人化する形で，

2019年冬に「一般社団法人日本チーズ協会」が設立された。発起人代表で会長の山田保高

氏は，第 2 章でも取り上げた山田牧場の代表であり，本章の調査事例の中からも複数の先

進的チーズ工房が同協会の立ち上げに関わっている。今後の活動内容は，日本チーズの認証

事業，製造技術や衛生管理に関する研修事業，イベント・セミナーの情報提供を行う広報・

企画事業，HACCP事業の 4本柱で，工房どうしの交流促進と，酪農経営者，流通業者，研

究者等の関係者との協力関係を構築し，それによって，情報の収集・蓄積・発信，品質と安

全性の向上を目指す。これまで窓口となっていた中央酪農会議では対応できなかった，酪農

経営基盤を持たずに外部から新規参入するチーズ職人も会員として参加し，支援を受ける

ことができる。新たに設ける認証制度では，商品仕様書，品質，衛生管理などについて，専

門家ら外部委員による評価を行い，業界標準を設けて日本チーズ全体の品質底上げを図る

とともに，消費者への認知向上を促すという（日本農業新聞, 2019）。日本チーズ産業振興

を担うべき新たな主体として，今後の活動が注目される。 
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特色ある酪農経営が，その独自性を維持したまま牛乳・乳製品を流通させようとする場合，

第 2 章で述べたとおり，一部を自家加工し残りを農協に出荷する部分委託型，あるいは自

家生乳の全量を自ら加工販売する自己完結型のいずれかを選ぶことになる。ただし，いずれ

の方法でも生産から加工，販売まで一貫して酪農経営自身が行うことに変わりはなく，その

プラントへの設備投資と稼働率確保，加工・販売に割く人件費や労力，販路開拓や維持の難

しさ等が課題となっていた。しかし，チーズにおいては，こうしたチーズ職人どうしの横の

つながりや，酪農経営者，バイヤーとの交流が非常に盛んであることから，個別酪農経営が

生産から販売までのすべての工程を担わずとも済むケースもある。例えば，郊外のチーズ工

房で製造した商品を，流通業者のバイヤーが買い付けて都市部の専門店で販売したり，特色

ある酪農経営が近隣の工房に生乳を提供し，チーズを委託加工してもらうといった方法が

考えられる。前者ではチーズ製造工程に，後者では乳牛の飼養管理に，注力することができ，

小規模な酪農経営における限られた労働力や資金でも，特色ある生乳を活かした付加価値

販売が可能になる。 

本章では，都府県のチーズ工房を事例に実態調査を行ったが，チーズ工房の集積度が高い

北海道では，すでに面的な取り組みも行われている。原（2018）では，北海道十勝地域に

おいて，複数の工房と地元企業からなる十勝品質事業協同組合がチーズの共同熟成を行う

という新たな試みを紹介している。品質の安定と統一のために，各工房が同じ製法で作った

グリーンチーズ（熟成前のチーズ）を組合の共同熟成庫に集め，熟成過程は専従熟成士 2名

が担当する。産地の特色を生かすため，十勝特有のモール温泉水で磨くウォッシュタイプの

チーズ「十勝ラクレットチーズモールウォッシュ」を製造し，小売や飲食店への販売を行っ

ている。また，組合員の中には貿易業を営む企業がおり，海外輸出にも取り組んでいるとい

う。 

また，2019 年には，ホクレンによる北海道産牛乳・乳製品の専門カフェ「MILKLAND 

HOKKAIDO →TOKYO」（写真 5-4）が東京・自由が丘にオープンした。土地柄に加え，ラ

クレットチーズやチーズフォンデュ，ソフトクリームやパンケーキといったスイーツなど，

流行も取り入れたメニューが用意されており，若者の利用者も多い。一つひとつの工房の規

模が小さく，まとまったロットで広域流通させることが難しい工房製チーズも，専用の販売

コーナー（写真 5-5）が設けられており，通常点在する工房の多種多様なチーズを一か所で

購入することができる。こうした消費経験を通じて，日本チーズに対する嗜好が形成されて

いくことが期待される。 
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出所）筆者撮影 

写真 5-4 「MILKLAND HOKKAIDO →TOKYO」外観 

 

 

写真）筆者撮影 

写真 5-5 北海道の工房製チーズ販売コーナー 
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本稿では，日本チーズの消費者需要分析や具体的なマーケティング戦略の検討にまでは

踏み込まないが，本章の調査を通して，チーズ部門を立ち上げて 6 次産業化することが，

小規模で特色ある取り組みを行う酪農経営の戦略的事業展開として有効である可能性が感

じられた。チーズは，一般的に，嗜好品としてある程度高い価格帯でも購入者が存在し，牛

乳よりも保存性が高く，風味や製法によって個性を出しやすく，その製造・販売を通して，

生乳の特色，ひいては特色ある酪農経営の意義や日本の酪農の現状に対する理解へつなが

っていくことが理想である。 

ただし，日本チーズは未だ黎明期にあり，市場規模も大きくなく，需要喚起や品質の向上

に向けて，経営外からの支援も必要な段階である。支援活動の充実には，こうした地域ブラ

ンド戦略に加え，先進地域のヨーロッパに見られる地理的表示や認証制度を利用したブラ

ンディングや分業体制，経営指導を専門に行うコンサル業者の育成も視野に入れた産業振

興策の検討も求められるだろう。 
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終章 結論 

第 1節 各章の要約 

本稿では，特色ある酪農の視点から見た酪農制度および消費者市場の問題に着目し，それ

ぞれの分析から，特色ある酪農経営の展開の可能性を論じた。以下に，各章で取り組んだ課

題とその結果を示す。 

第 1 章では，日本の酪農の史的展開を振り返り，日本の酪農が飼料生産を伴わない飼養

頭数ベースの規模拡大を進めてきたことで，経営の効率化を図ってきたという特質を述べ

た。その上で，そのことによって，現在の酪農経営や牛乳・乳製品市場が，食料自給率の低

下，収益性の低さ，環境負荷，動物福祉，牛乳・乳製品の単一財化・ガラパゴス化といった

多くの点で問題を抱え，持続可能性が危ぶまれているという現状と課題を整理した。一方で，

そうした状況に対して，独自の理念や創意工夫に基づいて問題の解決に取り組む特色ある

酪農経営が出現してきており，その活躍が期待されていることを複数の事例とともに紹介

した。以降は，日本の酪農に活路を開く特色ある酪農経営が，今後日本において展開してい

く可能性について，生乳流通制度および牛乳・乳製品消費者市場に注目して検討した。 

第 2 章では，文献調査によって戦後の酪農政策・制度を整理した上で，従来の酪農制度

のどのような点が，特色ある酪農経営の実践にあたって課題となっているのかについて，特

色ある酪農経営へのヒアリングを行い，制度の問題抽出および評価を行った。また，2015

年から本格的に議論されてきた生乳流通改革を経て，2018年度から開始された改正畜安法

による新体制において，前述の問題点が解決される見込みがあるのかについて，各種論説や

議事録などの関連資料・文献を渉猟し，評価を行った。 

基本法農政の下で，戦後日本の酪農は，経営の効率化と生乳生産流通の合理化を徹底する

ことで飛躍的な成長を実現し，経済成長とともに需要が拡大した牛乳を低価格かつ安定的

に供給することにも成功した。しかし，それは一方で，酪農経営の画一化や牛乳市場におけ

る商品の多様性の喪失をもたらした。こうした硬直的な酪農制度の弊害は，先行研究でも一

部指摘されてきたが，本稿では，特色ある酪農経営に視座を定め，その立場から改めて酪農

制度の問題点を抽出した。その結果，酪農経営自身が牛乳・乳製品の自家加工を行ったり，

乳業メーカーに加工委託を行ったりする場合の量的制限など，いくつかの制度上の課題が，

個々の酪農経営の創意工夫の余地を狭めてきたことが指摘された。また，現在特色ある酪農
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経営が抱えているそうした課題は，改革によって自家加工量の制限も撤廃されるなど，指定

団体への部分委託条件が緩和され，従来制度の問題点の一部は解消された。しかしながら，

現在のところ，特色ある酪農経営を例外的に容認するという域は出ておらず，無秩序な部分

委託制度の利用が需給調整や乳価安定を困難にするとの批判も根強い。また，規制緩和が進

んだと言っても，6次産業化のための資金調達や，特色ある酪農経営に柔軟に対応可能な乳

業メーカーを圏内に見出すことが難しいなど，内外の経営環境に課題も残されている。統制

を必要とする需給調整の効率性と，個々の多様性をどう両立させていくかという難しい問

題であるということが再認識された。 

第 3 章では，牛乳消費者市場において，特色ある酪農経営によって生産される牛乳は支

持されうるのか，日本の酪農が牛乳消費者の成熟によって変革する可能性はあるのかにつ

いて明らかにするため，牛乳消費者を対象としたアンケート調査を実施し，牛乳の各商品属

性，および仮想状況での特色ある牛乳への限界支払意思額を計測した。さらに，牛乳の買い

方や食生活・食に対する関心による消費者セグメンテーションも行い，購買意思の高い消費

者セグメントを抽出した。 

アンケート調査の結果，牛乳消費に対して高関与な消費者が一定数確認され，そうした消

費者は，特定のメーカーや産地，ビン入りといった商品属性を持つ牛乳に高い支払意思額を

示した。また，特色ある牛乳の商品属性のうち，しばしば訴求されることのあるノンホモ，

低温殺菌といった加工処理方法への消費者の反応はほとんどなく，むしろ，放牧やグラスフ

ェッドといった飼養方法のこだわりに対して高い支払意思額を示す消費者層が存在するこ

とがわかった。そこで，特色ある牛乳の一例として，放牧・グラスフェッドのいずれにも該

当する「山地酪農牛乳」について，なかほら牧場をモデルにした情報を与え，それに対する

消費者の評価を分析した。その結果，「（食に対する）好奇心のみが強い人」や「LOHAS志

向の人」といった特徴的な消費者層だけでなく，食に対する関心や好奇心があまりないはず

の「普通の消費者」層でも，牛乳が好きであったり，牛乳に対する関心が強いグループが山

地酪農の潜在的需要者層として抽出された。回答者の大半が牛乳に関して無関心で，特に品

質や風味の差異を意識することなく商品を選ぶ低関与な消費者が大多数であることを改め

て確認した上で，特色ある牛乳の需要拡大に向けては，こうした消費者を標的として，消費

者層の特徴に合った地道なマーケティングの実施が一つの方向性として指摘された。 

第 4 章では，大半の消費者が牛乳に無関心であるという前章の結果を踏まえ，バターを

きっかけとして牛乳の品質や風味，ひいては酪農への理解を深める可能性を検討するため

に，特色ある生乳の代表的な商品属性の一つであるグラスフェッドという属性に対し，バタ

ー消費者がどの程度の評価を示すかを定量的に確認した。方法として，スクリーニングによ

ってバターに対して高関与な消費者を被験者として抽出した上で，日本産および海外産の

バターが並んだ仮想状況における選択実験を行った。その結果，「北海道産」の評価が圧倒

的であり，「国産」もそれに次ぐ高評価を得たが，一方で輸入品への評価は全体的に低く，
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バター消費者の国産志向の強さが改めて確認された。そして，牛乳消費者に対するアンケー

トでは，「牧草のみ」や「放牧」といった属性にはごくわずかな層が反応するのみだったの

に対し，バター消費者では，「グラスフェッド」という商品属性を高く評価する被験者が多

く見られた。特に，もともと産地ブランドとして評価の高かった「北海道産」バターにグラ

スフェッド属性を付加すると，他のブランドに対して圧倒的な潜在的市場シェアを示すと

いう結果が得られた。また，こうしたバター消費者を食スタイルの違いによって分類した結

果，特色ある牛乳に対して強い購買意欲を示した「好奇心のみ」層あるいは「LOHAS」層

に該当する人たちであった。このことから，バター消費者は特色ある牛乳のマーケティング

の標的として有望な消費者層であり，バターの消費経験を通じて特色ある牛乳の訴求を行

うことが有効である可能性が示唆された。 

第 5章では，「特色ある牛乳」を消費者に訴求して理解してもらう手段として，チーズを

取り上げた。チーズはバター以上に原料乳の風味の違いが如実に製品の反映されるため，品

質の高い生乳が求められる。また，他の乳製品に比べて消費の伸びも堅調であり，大手乳業

メーカーだけでなく，酪農経営が 6 次産業化として立ち上げたり，個人や家族規模で新規

参入した小規模なチーズ工房も，ここ 15年余りの間に一気に増加し，中には国際コンテス

トで入賞する職人も現れている。こうした現状を踏まえ，小規模工房製の日本チーズを製造

する先進事例に対し，日本の酪農経営によるチーズ工房立ち上げに係る現状と課題に関す

るインタビュー調査を行い，その戦略的事業展開の可能性を，ポーター（1985）のバリュ

ーチェーンの考え方に基づいて整理した。その結果，酪農経営が日本チーズに参入するには，

設備投資や技術習得といった基本的な課題に加え，チーズの需要喚起によって消費経験の

ある消費者を増やし，日本チーズに対する嗜好と消費文化の形成を図る必要があり，個々の

工房の経営努力に留まらず，周辺産業も含めた業界全体で取り組むべき課題があることが

わかった。こうした点に対して，国が小規模チーズ工房に対する助成金を設けたり，C.P.A.

等がコンテストや勉強会・交流会を開いて需要喚起活動を行ったりと，個別経営外からの支

援活動も行われていることがわかった。しかし，高品質な外国産ナチュラルチーズとの競争

の中で「日本チーズ」ブランドを確立するためには，チーズ職人同士の連携や切磋琢磨はも

ちろんのこと，日本チーズ全体の品質底上げを図り，独自性を形成していく必要があり，現

状として支援が不足している製造機器や技術の開発を行うメーカーや，経営・販売・マーケ

ティングに関するコンサルティングを担う機関といった周辺産業の充実も求められる。現

在のところ，こうした日本チーズ産業振興を担うべき新たな主体として，TPP や日 EU・

EPA の発効に伴う国際的な貿易自由化の進展に対応すべく 2019 年に立ち上げられた「一

般社団法人日本チーズ協会」が注目されている。まだまだ未成熟な日本のチーズ市場の中で，

産業規模も小さく，その独自性の確立にも至っていない「日本チーズ」産業だが，こうした

課題の克服を通して，今後日本独自のブランドが確立され，その消費拡大を通して日本の消

費者の牛乳や酪農に対する理解が深まり，ひいては特色ある酪農経営の展開につながるこ

とが期待される。 
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第 2節 まとめと今後の課題 

本稿では，多様な工夫により慣行酪農の問題点を克服しようとする特色ある酪農経営に

視座を定め，そうした取り組みの広がりを通して，日本の酪農が持続可能なものへと変革し

ていく可能性について論じた。 

第 2 章の制度分析においては，予てより硬直性が指摘されていた酪農制度の問題点を，

特色ある酪農経営の実践という立場に視座を定めて再評価し，従来の生乳流通の枠組みの

中に，個々の酪農経営の創意工夫や独自の取り組みをいかに組み込むかについて検討した。

その結果，従来の酪農制度において特色ある酪農経営の実践を阻んでいた問題の一部は，法

改正を伴う大幅な規制緩和を経て，2018年度から解消されたことがわかった。 

一般的には需給調整や酪農経営間の公平性等に注目が集まりがちなこの問題について，

特色ある酪農経営の立場に立った評価を加えていくことは，新制度の実質性や限界といっ

た輪郭を浮き彫りにし，これからの制度設計に寄与するという意味において，非常に重要で

あると考えられる。また，そもそも今回の制度改革は，市場開放を見据え，日本の酪農の競

争力強化を図ることが大きな目的とされていた。改正畜安法施行後，TPP や日欧 EPA，日

米 FTAが続々と発効し，実際に農産物市場はグローバル化の波にさらされはじめている。

現状では，乳製品については，国内酪農に影響が出ない範囲に限定するとされているが，そ

れが長年に亘り堅持されるかは定かでなく，国産製品の市場競争力強化が急がれる。ただし，

新たな制度に移行してから 2 年しか経過しておらず，初年度，次年度は様子見といった酪

農経営が多いことが予想され，改革の実効性を問うには，今しばらくの展開を注視しなけれ

ばならない。果たして今回の制度改革が本当の意味での市場競争力強化に貢献できたのか，

今後数年でその真価が問われることとなるだろう。 

第 3 章の牛乳消費者市場の分析においては，特色ある酪農経営によって生産される品質

や製法にこだわった牛乳が，市場においてどんな消費者にどのように評価されるのか，その

反応を明らかにし，特色ある牛乳の消費が伸びていく可能性について検討した。その結果，

予想を上回る数の消費者が，牛乳に対して低関与な状態であることが確認された。しかし，

一方で，高関与な消費者も存在し，「放牧」や「牧草のみでの飼養」に対して 1リットルあ

たり 40円前後という高い支払意思額を提示する消費者が見られた。また，現在高関与でな

い消費者の中にも，特色ある牛乳に対してプレミアム価格を支払ってでも購買意思を示す

消費者が存在することがわかった。こうした潜在的需要者にアプローチし，特色ある牛乳が

消費者から一定の支持を得るには，有効なマーケティング戦略を模索し，実験的に試行しな

がらその効果を定量的に評価して検証を重ねていくなど，まだまだ議論の余地が多くある。 

ただし，現実的な問題として，品質や機能性といった付加価値の訴求だけではある程度限

界もあると考えられ，生乳生産コストや加工・流通コストを削減するなどして，製造原価を
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引き下げる経営努力も必要になるだろう。なぜなら，現在市場で流通している特色ある牛乳

の多くが，今回計測された限界支払意思額の範囲をはるかに超えてしまうからである。通常

の UHT 牛乳が，スーパーの特売の目玉として 200 円を切るような低価格で，時にミネラ

ルウォーターよりも安く販売されることすらあるのに対し，ノンホモや低温殺菌牛乳は，安

くても 1リットル 250円以上はすることがほとんどで，300円以上の商品ものも多い。さ

らに放牧牛乳やグラスフェッド牛乳ともなると，500～600 円，あるいは 700 円を超える

ような商品もある。予算制約や消費量の問題から，500ml のパックに対する需要も一部に

あるが，売価としては安くなっても総じて割高になることは否めない。その上，特色ある牛

乳生産の担い手である中小乳業メーカーには，製造ラインやスケジュールの都合上，複数サ

イズを展開できない場合も少なくない。こうした酪農経営・中小乳業メーカーの経営課題を

解決する方策を検討する必要もあるだろう。 

なお，第 3 章のアンケート調査における反省として，アンケート調査の回答者は標本抽

出の点で種々の無理が指摘できるかもしれない。従来行ってきた郵送調査と比べ，回答者の

関心の低さが印象として残った。さらに，設問の失敗により，低温殺菌牛乳購入者の標本数

が不足した感が否めず，その回答から，低温殺菌牛乳購入者が牛乳に対して高関与になるに

至ったきっかけや経緯について一般化し，効果的なアプローチの方策を導くには至らなか

った。低温殺菌牛乳購入者自体がまだ少ないとはいえ，標本の代表性を確保するためにも，

より有効なマーケティング戦略を検討するためにも，さらに規模の大きな調査を実施する

必要があると考える。また，アンケート調査の構想段階では，本稿で示した調査内容に加え，

回答者に与える情報を変えることによって，消費者の低温殺菌牛乳に対する評価の変化を

測定したいと考えていたが，本稿では時間や予算の制約もあり，実施には至らなかった。さ

らに，何度も特色ある牛乳を購入するうちにその風味や品質を評価するようになり，消費が

定着する可能性も考えられる。習慣化やシグナリングによって特色ある牛乳に対する消費

者の反応や評価がどう変化するのかを追跡的に計測し把握する調査にも取り組みたい。た

だし，前述の酪農経営・中小乳業メーカーの実情と，牛乳に対する消費者の関与が非常に低

いという現状を考えると，特色ある酪農経営による生乳の訴求方法としては，牛乳そのもの

よりも，第 4 章，第 5 章で検討したような乳製品による付加価値販売の方が現実的である

と思われる。 

第 4 章のグラスフェッド・バターの消費者需要分析では，グラスフェッド・バターの離

散選択実験や特色ある牛乳に対する評価の結果を通して，本調査で被験者とした日頃から

自分でバターを購入している消費者は，牛乳・乳製品の商品属性に感受性が高く，特色ある

牛乳のマーケティングの標的として有望な消費者層であることがわかった。ただし，バター

消費者がなぜ特色ある牛乳を評価するのかまでは，今回の調査では判別できない。もともと

牛乳・乳製品全般に対して商品属性の違いに敏感なのかもしれないし，バターの商品属性の

違いを知ることで牛乳の商品属性の違いにも関心が高まったのかもしれない。そうした因
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果関係についても明らかにできれば，より特色ある牛乳・乳製品の訴求方法や対象が明確に

なるだろう。 

第 5 章の日本チーズ工房の実態分析では，現状の記述に重点を置き，今後の展開のあり

方については多く言及しなかった。例えば，ヨーロッパにはハード系チーズの熟成を専門に

請け負う業者や，フロマジェと呼ばれるチーズを魅力的にサーブしたり，新しい食べ方を提

案する専門職が存在している。また，ヨーロッパの AOCや DOPのように，地理的表示制

度（GI）を用いた地域ブランド化の動きもある。本稿では，こうした分業体制の構築や，経

営指導を専門に行うコンサル業者の育成，地域ブランド戦略には触れなかったが，こうした

事項も含め，ブランド形成と管理に関する戦略について，さらに検討すべきであろう。 

以上は，今後の課題とし，いずれ稿を改めたい。
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